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はじめに 

 

近年の災害や火災については、平成 21 年 7 月から 8 月にかけて、中国・九州

北部豪雨や台風 9 号、駿河湾を震源とする地震が相次いで発生し、平成 22 年 2

月には、チリ中部沿岸を震源とする地震による津波、10 月下旬の鹿児島県奄美

地方における大雨等の大規模自然災害が発生し、全国各地に大きな被害をもた

らした。さらに同年 3 月には 9 名の死傷者を伴う北海道札幌市認知症高齢者グ

ループホーム火災が発生するなど、消防防災行政を取り巻く環境は予断を許さ

ないところである。このような災害等から国民の生命、身体及び財産を守ると

いう消防の責務はますます大きなものとなってきており、その中で国民の安心

と安全を向上させていくためには、総合的な消防防災行政を迅速かつ積極的に

推進していく必要がある。さらに、今後発生する可能性が指摘される東海・東

南海・南海地震への災害防止や被害軽減のための対策など消防に対しては、予

防のための措置や災害発生後のファーストレスポンダーとしての迅速かつ効果

的な活動の実施が期待されている。このような国民の期待に応えるためには、

消防防災科学技術に関する研究開発に積極的に取組み、その成果を積極的に取

り込むことにより高度で先進的な消防防災活動を実施することが極めて重要と

なっている。 

 

このようなことを背景に、消防防災科学技術に関する研究開発については、

平成 15年度から公募の形式により消防機関が直面する課題の解決に向けて、

高い意義が認められる提案者に対して研究を委託し、国民が安心・安全に暮

らせる社会を実現するための、「消防防災科学技術研究推進制度」を実施し

ている。本制度において、平成 22 年度までに 91 件の研究課題を採択しており、

平成 21 年度までに 61 件の課題が終了した。この間、本制度を活用した研究課

題が、内閣府（総合科学技術者会議）等が主催する産学官連携功労者表彰にお

いて、平成 17 年度と 19 年度に総務大臣賞を受賞したほか、最近では｢高圧水駆

動カッター｣がこの制度の成果を生かして実用化されるなど、着実な成果をあげ

ている。 

 

本事例集は、消防防災科学技術研究開発推進制度における成果を、消防機関

をはじめとする関係機関の方々に広く周知し、実際の消防防災活動における活

用や実用化へ向けたさらなる研究につなげて頂くことを目的として取りまとめ

たものである。関係機関の方々におかれては、本事例集を消防防災科学技術の

発展のために利用して頂きたいと考えている。 

 



 
◆代表的な研究成果 

 
 水／空気２流体混合噴霧消火システムを用いた放水装備 

【平成 17 年度第 4回産学官連携功労者表彰総務大臣賞】 
代表研究機関 ：三菱重工業株式会社横浜研究所  

 

研 究 概 要：都市の高層化火災への対応、消火活動時の下階へ 

の水損被害への抑制に効果のある、水と空気を同時 

に噴霧する２流体ノズル消火システムの研究開発 

を行った。この技術は、消火ホースの小口径化・軽 

量化により、マンション１室での火災や車両火災 

にも有効である。 

        （事例集Ⅰ・Ⅱ 参照） 

 

 

 

 

 

 

少水量型消火剤の開発と新たな消火戦術の構築 
 【平成 19 年度第 6回産学官連携功労者表彰総務大臣賞】 
  代表研究機関等：北九州市立大学・シャボン玉石けん（株） 

         (株)古河テクノマテリアル・北九州市消防局 

 

研 究 概 要：界面活性剤をベースにし、かつ消防隊が使用する  

ことが出来る性能を備えた消火剤の開発により、 

放水量を従来の約 17 分の１に低減させた。また、   

消防車両や機材の小型軽量化により、消火活動の効  

率化・機動性を増大させる新たな消火戦術を提案し 

た。 

（事例集Ⅰ・Ⅱ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

高圧水駆動カッターの研究開発 
 【Ｈ２１年度から実用化】 
  代表研究機関等：櫻護謨 株式会社・東京消防庁 

          株式会社 スギノマシン・首都大学東京 

   

研 究 概 要：高圧水が持つエネルギーを高圧水駆動モーター 

で回転運動に変換し、切断刃に冷却水を掛けること 

で、火花の飛散量を大幅に抑制した技術の研究開発 

を行った。更に、ガソリン等の可燃性気体が発生 

している災害現場においても、引火の危険性を大幅 

に低減し、火災現場等の濃煙による酸欠状況下や、 

水中においても切断可能となった。                                                                         

  

 



本事例集の見方 

 

 本事例集は、平成 21 年 3 月に刊行された「消防防災科学技術研究開発事例集Ⅱ」の続編にあた

るものであり、以下の二部構成となっている。 

 

第一部  平成 20 年度と 21 年度終了課題の「総括票」及び「研究内容と成果」 
 

第二部  平成 18 年度と 19 年度終了課題のフォローアップであり、事例集Ⅱがとりまとめられて以降

に得られた成果等を加えた「総括票」 

 

○第一部の総括票の構成は次のとおりである。 

・ 研究実施期間 

・ 配分額（研究実施各年度の競争的研究資金の配分額（契約額）） 

・ 研究代表者 

・ 所属機関（研究代表者の所属機関） 

・ 研究体制（研究に参加している機関の種別：産→民間企業等、学→大学等研究機関、官→消防

機関等行政機関） 

・ 研究概要 

・ 研究成果の活用事例（研究成果を活用した事例又は活用を予定している事例） 

・ 応用の方向性（今後、さらに研究を進めることによって期待される成果の活用） 

・ 研究発表の状況等(学会、講演会、報道などへの発表の実績を発表のタイトル、発表先（学会名・

論文集の巻番号・ページ番号）、年月日の順に記載) 

・ 知的財産権の出願・登録状況等（本制度によって得られた成果が、特許・実用新案に申請されて

いる場合は、その題名・申請・取得年月日などを記載） 

・ 当該研究に対する今後の展開、意見等 

 

○第二部の総括票は、第一部の総括票に加え以下の内容をフォローアップしている。 

・ 特許や実用新案について（本制度によって得られた成果の、特許・実用新案への申請について） 

・ 研究成果の応用例や製品化について（本制度によって得られた成果の応用例や製品化につい

て） 

・ 研究発表の状況等 

・ 他の研究課題への波及 



目次 

 

第一部  平成 20 年度と 21 年度終了課題の成果 

 

第１ 防災情報通信システム等の高度化 

１．１ ＧＨｚ帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速防災無線情報システムの研究開発 ・・・   5 

１．２ 探査ロボット用スケーラブル映像伝送・表示装置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1７ 

第２ 住宅防火対策等の推進 

２．１ 自律分散協調型避難誘導システムの開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3３ 

第３ 防災力の向上 

３．１ 高層建築物に設置する消火設備配管等の耐震基準に関する研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・  4３ 

３．２ 機動的・効率的な消防団活動に資する災害エスノグラフィーの構築と活用手法の研究 ・  4９ 

３．３ 「家庭の消防防災力」WEB検定システムの開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5７ 

３．４ 地域消防力に着目した密集市街地の地震火災対策に関する研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・・  5９ 

第４ 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

４．１ 可燃性蒸気が存在する雰囲気下で使用可能な高速切断器具(大きさ,性能は従来程度) 

の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８１ 

４．２ 水圧・空気圧駆動の先進的探索機材群の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９３ 

４．３ 視覚障害者のための災害用力感覚コンパス ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０３ 

４．４ 高圧水駆動カッターの研究開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１３ 

４．５ 効率的な消防戦術の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２３ 

第５ 特殊災害対策の強化 

５．１ 大容量泡放射砲のシミュレーション技術の構築 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３９ 

第６ 危険物施設等の保安対策の充実 

６．１ 自走式腐食減肉診断装置の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４９ 

第７ 救急・救助業務の高度化 

７．１ 震災時等に建築物等の倒壊現場のガレキ下（地下約５ｍ）に埋まった生存者の有無及び 

その位置を迅速に特定するための手法の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５７ 

７．２ 複数医療機関による病院救急車の共同利用に関する研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６９ 



第二部  平成 18 年度と 19 年度終了課題のフォローアップ 

 

第１ 防災情報通信システム等の高度化 

１．１ 土砂災害危険時の住民と消防本部との双方向情報支援システム ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７９ 

第２ 住宅防火対策等の推進 

２．１ 分子認識による超高感度火災検知センサの開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８１ 

２．２ 火災感知に影響を及ぼす天井流の流動性状と区画形状の相互作用 ・・・・・・・・・・・・・・ １８３ 

第３ 防災力の向上 

３．１ 航空･衛星画像を用いた災害時における救助活動の阻害要因調査に関する研究 ・・・・ １８５ 

３．２ 衛星データを利用した林野火災防御支援システムの開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８６ 

第４ 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

４．１ 次世代防火服の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８７ 

４．２ 震災時等に建築物等の倒壊現場のガレキ下(地下約 5m）に埋まった生存者の有無及び 

その位置を迅速に特定するための手法の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８８ 

４．３ 救助支援型担架システムの開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８９ 

４．４ 消防用多機能型ノズルの開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９０ 

第５ 特殊災害対策の強化 

５．１ 多孔質珪質素材を用いた対原子力施設災害用放射線遮蔽材の開発 ・・・・・・・・・・・・・ １９１ 

第６ 危険物施設等の保安対策の充実 

６．１ 石油コンビナートのリスク評価･防災対策支援システムの開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９２ 

６．２ 全面タンク火災消火支援用筏の開発に向けた実行可能性研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９３ 

６．３ 浮屋根式タンクのスロッシング減衰装置の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９４ 

第７ 救急・救助業務の高度化 

７．１ ヘリコプター救急体制の構築のもたらす社会的利益に関する定量的な研究 ・・・・・・・・ １９５ 

７．２ 心肺蘇生中の心電図解析に基づく抽出波形の早期認知システムの開発 ・・・・・・・・・・・ １９８ 

７．３ IC タグを使った救急搬送時の情報収集･伝達システムの開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９９ 

第８ 環境への配慮 

８．１ 自然エネルギーを利用した林野火災用水利システム ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２００ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一部  平成 20 年度と 21 年度終了課題の成果 

－1－



－2－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 防災情報通信システム等の高度化 
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第 1防災情報通信システム等の高度化 

1．1 ＧＨｚ帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速防災無線情報システムの研究開発 

研究課題名 ＧＨｚ帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速防災無線情報システムの研

究開発 

研究実施期間 平成 18 年度～平成 20 年度 

配分額（千円） 19,136(平成 18年度)、20,696(平成 19年度)、18,408(平成 20年度） 

研究代表者 高木秀昭 

所属機関 長野県工業技術総合センター 

研究体制 産・学・官 

研究概要 地下災害やトンネル災害において，現場の映像確認や，外との通信は重

要な役割を果たす。そこで災害現場と地上との間で双方向の高速・大容量

通信が可能な，GHz 帯の電波が伝送できる長距離漏洩同軸ケーブル(LCX)

の研究開発を行った。同時に，この同軸ケーブルを利用した小型・軽量の映

像伝送システム，テレメータシステム，遠隔操作システム，位置特定システム

の研究開発を行った。 

作製したＬＣＸの電界特性，耐熱耐水性等について評価し，実用性を確認

した。災害現場や地下街を想定した場所での実証実験を行い，LCX を利用

し各アプリケーションが有効に機能することを確認した。 

研究成果 ・研究成果発表会を開催し、成果の公表・周知を行った。 

・LCX については、製品化し市販されている。 

・テレメータシステムについては、製品化を検討している。 

応用の方向性 地下街やトンネル内に LCXを設置することにより，外部との通信を含

む高速通信網を確保することが可能である。災害時だけでなく，平常時

の通信確保にも利用することができる。 

研究発表の状況等 [成果発表会] 

1) 「GHz 帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速防災無線情報シス

テムの研究開発」研究成果発表会, 長野県工業技術総合センター情

報技術部門, 2010.2.19 

[口頭発表] 

2) 高速防災無線情報システム向け 2.4GHz 帯長距離漏洩同軸ケーブ

ル ,電子情報通信学会 2007 年総合大会 , 講演論文集 P170, 

2007.3.23 

3) GHz 帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速無線システム, 計測

－5－



自動制御学会中部支部シンポジウム 2007, 講演論文集 P35-38, 

2007.11.2  

4) GHz 帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速防災無線情報システ

ムの研究開発, 長野県工業技術総合センター成果発表会岡谷会場, 

予稿集 P43-48, 2007.11.13 

5) Development of a 300 m 2.4 GHz Frequency Band Leaky Coaxial 

Cable for Wireless Network Access, 2008 IEEE Radio and 

Wireless Symposium, Proceedings PP.687-690, 2008.1.22-24 

6) GHZ 帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速無線システム(第 2

報), 計測自動制御学会中部支部シンポジウム 2008, 講演論文集

P146-147, 2008.10.31  

7) GHz 帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速防災無線情報システ

ムの研究開発(第 2 報), 長野県工業技術総合センター成果発表会プ

ログラム C, 予稿集 P92-97, 2008.11.12 

8) Evaluation of a Dual-band Long Leaky Coaxial Cable in the 2.4 

and 5 GHz Frequency Bands for Wireless Network Access, 2009 

IEEE Radio and Wireless Symposium, Proceedings PP.510-513, 

2009.1.18-22 

9) GHz 帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速防災無線情報システ

ムの研究開発(第 3 報), 長野県工業技術総合センター/長野県工科短

期大学校研究成果合同発表会プログラムＣ , 予稿集 P95-100, 

2009.11.27 

[誌上発表] 

10) GHz 帯長距離漏洩同軸ケーブルを用いた高速防災無線情報システ

ムの研究開発,長野県工業技術総合センター研究成果報告 No.2 

2007, PP.I12-I5, 2007 
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研究課題の要旨：地下災害やトンネル災害において，現場の映像確認や，外との通信は重要な役割を果たす。そこで

災害現場と地上との間で双方向の高速・大容量通信が可能な，GHz 帯の電波が伝送できる長距離漏洩同軸ケーブル

(LCX)の研究開発を行った。同時に，この同軸ケーブルを利用した小型・軽量の映像伝送システム，テレメータシス

テム，遠隔操作システム，位置特定システムの研究開発を行った。 

作製した LCX の電界特性，耐熱耐水性等について評価し，実用性を確認した。災害現場や地下街を想定した場所で

の実証実験を行い，LCX を利用し各アプリケーションが有効に機能することを確認した。

1 緒言 

災害時，災害現場の映像を利用した対策は重要と

なっている。現場の動画像を伝送し，災害規模の把

握や被害の拡大防止に役立てようとする試みが行

われている。例えば地滑り災害時に当該区域を上空

からヘリコプタ等により撮影し画像を分析するこ

とが行われている。 

しかし，地下災害やトンネル災害等においては，

無線通信は，電波の伝搬を妨げる障害物が多く，災

害現場との通信は困難である。現在，これらの災害

現場から現場の状況を把握するのに効果的なライ

ブ動画像伝送は，不可能な状況である。 

そこで，地下街等で高速・大容量通信が利用可能

な，GHz 帯の超高周波電波が伝送できる長距離漏洩

同軸ケーブルの研究開発を行ない，同ケーブルを使

用するアプリケーション装置の開発を行なった
1),2),3)。また，災害現場や地下街を想定した場所での

実証実験を行った。 

 

2 漏洩同軸ケーブルシステム 

2.1 概要 

漏洩同軸ケーブル(LCX)は一般的に図.1 の構造を

しており，スロットから電波を漏洩する事によりア

ンテナとして機能する。そのためケーブルに沿って

同心円上に無線通信域ができ，障害物の影響を減ら

し不感帯を無くすことが可能である。結果，複数の

基地局でカバーしていた場所を一つの基地局とケ

ーブルで置き換えることができ，ハンドオーバーも

不要となる。 

2.2 開発 LCX 

LCX は，2.4GHz 無線 LAN アンテナとしての特性 

 

 

 

 

 

図.1 漏洩同軸ケーブル構造 

 

のみを考慮した SBLCX，消防無線やテレメータな

どで利用される 200～1200MHz でもアンテナとし

ての効果が期待できる，マルチバンド対応漏洩同軸

ケーブル（MBLCX）を開発した。 

さらに，消防法により地下街への敷設が可能な

LCX として，420℃加熱後，延焼しないこと，内外

導体間で短絡しないことなどの耐熱難燃性が要求

される。そこで，LCX に耐熱の特性を持たせるため，

高温時に内部導体と外部導体が短絡しないように

耐熱テープを巻きつけた。さらに，難燃の特性を持

たせるため，外部被膜に難燃ポリエチレンを用いた。

通常品と耐熱難燃品の構成図を図.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

   通常 LCX      耐熱難燃 LCX 

図.2 通常 LCX と耐熱難燃 LCX の構造比較 

 

2.3 特性評価 

信号発生機から+10dBmで200～2000MHzの無線

信号を，LCXケーブルで送信させ，5m離れた場所で

平均相対利得5dBの対数周期アンテナで受信し，そ

の強度をスペクトラムアナライザで測定した。結果

を図.3に示す。MBLCXケーブルの方は近距離で強

度が強い。また，周波数が低くなるほどMBLCXケ

ーブルの受信強度が高くなっている。 

被膜(PE)
被膜(難燃PE)

外部導体

内部導体
(銅パイプ)

絶縁体
(超高発泡PE)

耐熱層(耐熱テープ)

被膜外部導体内部導体

絶縁体 漏洩孔
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図.3-1 受信信号強度測定結果（MBLCX） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図. 3-2 受信信号強度測定結果（SBLCX） 
 

耐熱難燃 LCX を，シングルバンド(SBLCX) 及び 

マルチバンド(MBLCX)の両種類にて製作を行った。

減衰量および結合損失の仕様値について表.1 に示

す。耐熱難燃 LCX は，通常 LCX と比べると耐熱テ

ープの実装により実効誘電率が高くなることから，

距離あたりの減衰量がいくらか増大する。 

開放空間に直線状に各 MBLCX300m を設置し，無

線 LAN アクセスポイント WB30021 の 1chを使用し，

通信速度を測定した。結果を表.2 に示す。測定には，

Iperf v1.7 を使用し，LCX アンテナ側を Iperf Client，

移動局側を Iperf Server とした。それぞれを比較し

たところ，通常 LCX では 300m まで通信できるのに

対して，耐熱難燃 LCX では，250m 付近までの通信

であった。RSSI 値を見ると 100m 付近から急激に

低下していた。これは，耐熱難燃 LCX の減衰量が

大きいためである。移動局側アンテナを高ゲイン化

することで，双方とも通信速度の改善を図ることが

可能であると考える。 

2.4 中継装置 

本研究のLCXは200～300mの通信エリアをカバー

できるが，それ以上の距離が必要な場合について，

中継装置の開発を行った。 

中継装置は基地局と中継局からなり，双方を電力

線通信のHomePlugAV方式(OFDM変調2～30MHz)

で結んだ。LCXには 2.4GHz無線LANと中継用

HomePlugAVとの電波を合波して出力する。電源も

重畳してLCXを使って供給する(図.4)。中継は基地

局－LCX－中継局－LCXの構成で行い，2本目以降

も1本の時と同等の無線通信性能が期待できる。 

 

表.1 LCX の減衰量および結合損失 (2.4GHz) 

 

表.2 開空間における無線 LAN 通信速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.4 中継装置構成図（上:基地局 下:中継局） 

 

3 位置特定システム 

3.1 位置特定原理 

作業者や作業用ロボット等がLCX上のどの位置

にいるかを推定する事は重要である。地下街等では
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GPSの電波は届かない。また，携帯電話，ビーコン，

RFタグ等で行う場合，複数個の基地局からの電波が

届かないと，位置特定を行うことが困難であり，限

定された場所のみの位置特定となる。また，多数の

基地局を設置する必要があるため，災害時にすべて

を維持することは難しい。 

 そこで，本LCXで利用可能な位置特定システムの

開発を行った。LCX内を往復する電波の時間を測定

することで距離を推定する方式を取った。 

 測定概要を図.5に示す。2.4GHz信号の送信タイミ

ングをスタートとし，端末側で周波数変換し戻って

きた1.2GHz信号を受信するまでの時間を測定する。

周波数変換は往復を判別するためである。 

 今回のLCX内の電波速度を実測したところ約2.5

×10
8
m/s程度であった。1mで約4nsecかかると計算

される。 

 

 

 

 

 

 

 

図.5 位置測定概要 

 

3.2 位置測定装置 

位置測定を行うための基地局および端末側装置

を製作した。 

基地局側は制御用PCからのタイミング信号によ

り，一定時間2.4GHz信号をLCXに出力する。同時に，

A/Dボードに内蔵された80MHzパルスカウンタをス

タートさせる。端末側はアンテナから2.4GHzを受信

すると，1.2GHz信号にダウンコンバートし，1.2GHz

信号を送信する。送信された信号はLCXを介し基地

局側で受信される。 

基地局側は 1.2GHz 信号を Detector で感知すると，

パルスカウンタを停止する。この間に計られたパル

ス数が端末までの距離に比例する。 

今回80MHzパルスカウンタを用いたので，最小分

解能は12.5nsecである。したがって，片道2m以下の

位置精度が期待される。 

3.3 位置測定 

装置を製作し，距離測定を行った。測定は，地下

街を想定した(財)長野県下水道公社豊田終末処理場

の地下通路で行った。 

測定例を図.6に示す。基地局側画面左下側にプロ

ットされているのが，観測位置情報である。系の遅

れと，LCX内の電波の遅れを補正し，距離情報を計

算している。その右側には頻度分布を表示してある。

測定値は中央値に集中しており，バラツキは±5m

程度に収まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.6 位置測定画面 

 

各観測点における，200回平均値をまとめた結果

を図.7に示す。ほぼ，正確な距離を測定できたが，

誤差が大きいところもあった。壁面の乱反射などが

影響していると思われる。誤差が大きい場合は，い

ずれも距離が伸びる方向であった。そこで測定され

たデータはバラツキが大きく，その下限値が真値に

近いことがわかった。 

位置特定測定は，1秒間に6回程度の測定が可能で

ある。数秒間のデータを解析することで，数mの精

度は確保できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.7 位置測定結果 

 

4 ロボット遠隔制御システム 

4.1 概要 

本ネットワーク環境下において，IPネットワーク

利 用 に よ る ロ ボ ッ ト 遠 隔 制 御 （ 広 域 向 け

IEEE803.11b/g + 局所向けBluetooth）のためのネッ

トワークシステムを試作し，通信実験を行った。サ

ーボモータ等の制御器として，Ethernet-NIC側を無

線化した上で，H8マイコンによるサーボ制御方式を

採用した。 

移動ロボットの制御を行うにあたり，障害物との

衝突の回避，移動可能な経路の判別，目標物の発見

などが重要な課題である。視覚センサはロボットの

周辺の状況を知る上で有効なセンサであるが，標準

2.4GHz
受信

漏洩同軸ケーブル
2.4GHz
送信

周波数変換

1.2GHz
受信

1.2GHz
送信

時間差測定

測定結果 頻度分布 
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レンズを取り付けたカメラを使用した場合，ロボッ

トの前方だけなど局所的な情報しか得られない。 

広範囲の視覚情報を獲得する手段として，全方位

カメラを用いた。周囲360 度の情報を一度に観測す

ることが可能であるが，獲得した全方位画像を直接，

視覚情報として使用するのは難しいため，人間の視

覚情報に準じた様式に変換(パノラマ展開) する必

要がある。ロボット制御用の画像情報の取得をする

にあたり，遅滞なく画像を取得できることが重要な

課題であり，本研究では全方位画像のパノラマ展開

の処理を実時間で実行するため，変換座標の逆引き

テーブルを用いた処理方式の検討・実装を行った。

また，人間の視覚に準じ，任意の視点から確認した

ような矩形の画像にする，透視投影変換処理を行っ

た。 

4.2 全方位カメラの実装 

全方位カメラからの映像信号はNTSC 方式で，接

続端子がRCA 端子であるため，USB 接続によるコ

ンポジット映像信号のキャプチャユニットを用い

て，全方位画像をロボット搭載の小型端末に取り込

む。取り込まれた画像はデータ圧縮をし，伝送処理

に送られ，LCX ケーブルによって構築されたIP ネ

ットワークを通じて受信側端末に伝送される。 

受信側の操縦者端末では，あらかじめ外部からの

通信を待ち受けておき，ロボットに搭載された端末

から画像の伝送があった時にデータ受信を開始す

る。受信したデータは圧縮されているため，同一の

形式で伸張し，パノラマ展開処理を行って表示する。 

ロボット搭載状況を図.8に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.8 ロボット搭載状況 

 

4.3 透視投影変換処理 

全方位カメラ画像の透視投影変換処理は，三次元

空間上の座標点から全方位カメラ画像上の対応点

を求め，画像の一部を切り抜き，人間の視覚に合わ

せて展開する。しかし，一々展開計算をしていると，

実時間での処理が困難となる。 

そこで，事前に全方位画像と透視投影変換画像の

座標対応を計算し，テーブル化することで，処理時

間を数値の読み出し時間のみに短縮した。 

実験の結果，全方位カメラから，方向によらず矩

形画像が得られ，状況判断に役立つことが分かった。

視点変更時の画面描写までの時間は約0.8secであり，

視点変更の画面更新までの遅延は，ロボットの操作

上許容できる範囲内であった。しかし，透視投影変

換画像は，画素数が少なく，解像度が劣化した。 

 操縦者に送られてきたカメラ画像を図.9に示す。

これらの画像を見ながらロボットの操縦を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.9 全方位カメラ画像（左上:変換なし 右上:透視

投影変換画像 下:パノラマ展開画像） 

 

5 テレメータ装置システム 

5.1 環境データ送受信装置の開発 

現場の環境情報を収集するために，テレメータ装

置を開発した。携帯機は，環境データ収集センサと

して酸素濃度センサ，可燃性ガスセンサ，周囲温度

センサ，機器電源電圧センサを，アクチュエータと

して警報ブザーを搭載した（図.10）。可燃性ガス

センサの検知ガスは水素，メタン，プロパン，イソ

ブタンである。 

管理ソフトは携帯機に対しポーリングをかけデ

ータを収集表示し，収集データは時刻データ付きで

保管することができる。また，収集データを分析し

て携帯機を所持した消防隊員に対して警告を発す

ることができる。4台の携帯機を同時に管理する事

ができ，400MHz,1200MHzの各無線機，複数台から

同時に情報を得ることが可能である（図.11）。 

5.2 データ通信試験 

LCXで，特定小電力無線モデムを使用してデータ

通信試験を行った。試験内容はパケット到達率試験

である。試験は開放空間および閉空間で行った。 

親機モデムはシールドボックス内でLCXと電磁

結合しＰＣに接続した。携帯機モデムは高さ0.9mの

腰位置に取り付け，測定を行った。 

測定結果は以下の通りとなった。 

(1)開放空間（MBLCX使用） 

1252ＭＨｚモデムを使用し，ケーブルから水平方

H.263動画圧縮ユニット
(Debian/Linux on VAIO)

Li-Ionバッテリ（PTZカメラ用 12V）

PTZカメラ
無線APクライアント

全方位カメラ
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向に20mの位置で，長手方向の50m間隔に300mまで

の各地点で，32バイトランダムデータを100パケッ

ト送受信し，いずれも100%の到達率であった。 

また，管理プログラムと携帯機の間でセンサ情報

の取得を確認できた。 

(2)閉空間（トンネル内，SBLCX使用） 

ケーブルから水平方向に2mの位置で，長手方向の

100m間隔に300mまでの各地点で，255バイトランダ

ムデータを50パケット送受信し，429MHzモデムで

はいずれも到達率100%であった。1252MHzモデム

では200m地点で96%であったが，他は100%の到達

率であった。 

また，管理プログラムと携帯機の間でセンサ情報

の取得を確認できた。 

以上より，LCXで問題なく本テレメータシステム

が使用できることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.10 データ収集携帯機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.11 管理ソフト画面 

 

6 映像伝送装置システム 

6.1 FDM 方式映像専用送受信機 

映像専用送受信機は，送信機および受信機をペア

で使用するもので送信部は単三型ニッケル水素充

電池4本で駆動し，市販ビデオカメラのアクセサリ

シューに着脱可能な構造とした。受信部は10.4イン

チ液晶モニター内蔵のアタッシュケース型で容易

に可搬できNPタイプのリチウムイオンバッテリー1

本を使用して長時間駆動させることができる。フィ

ールドでの実験に大変有効な試作機として完成し

た（図.12）。 

映像専用送受信機は，伝送される映像の品質を最

重要視し，非圧縮でフルサイズのビデオ画像を30フ

レーム毎秒の伝送を可能とした2.4GHz非圧縮デジ

タル方式の伝送方式を採用した。これにより解像

度・コントラストに優れ，滑らかな動画再生を実現

した。 

 

 

 

 

 

 

 

図.12 FDM方式映像伝送装置（左:送信機，右:受信機） 

 

6.2 無線 LAN 映像送信機 

限られた電波帯域を最大限有効に活用する手段

として無線LANによる映像送信機を開発試作した。

実験用試作機の設計コンセプトは，映像専用送受信

機と同様，単三型ニッケル水素充電池で作動する小

型軽量を目指し，市販のビデオカメラのアクセサリ

シューを利用して着脱できることに留意した。 

無線LAN映像送信機では，映像を圧縮してさらに

ビデオのサイズを小さくしたり，1秒間あたりのフ

レーム数を減らしたりなどして，データ量の縮小を

図って限られた回線を映像が占有することの無い

よう，テレメータ情報や音声情報，そして制御信号

等との共存を最重点課題として開発した。映像の圧

縮方式として最も古くから使用され互換性の高い

M-JPEG方式を採用した。また，無線伝送方式には，

最も広く利用され互換性の高いIEEE802.11bを採用

した。 

6.3 ウェアラブル化 

災害現場の映像を撮影するときに，撮影者の負荷

を減らし，作業効率を上げるために，ウェアラブル

化を行った。コストを押え試作機を製作するために，

多くは市販品を分解してベストに収納できるよう

組替えた。また，可視画像カメラと送信アンテナを

ヘルメットに組込むことでウェアラブルを実現し

た(図.13) 

6.4 特殊映像伝送試験 

瓦礫の中の生存者発見や，瓦礫から生存者を引き

出す前に瓦礫の中を調査するのに有効なファイバ

ースコープカメラや，可視光が届かない場所での状

況把握や生体の発見に有効な赤外線サーモカメラ

の映像伝送を行った。 

ファイバースコープカメラは長野県工業技術総

合センターに仮設してある34mのSBLCXケーブル

酸素センサ 

可燃ガス 

センサ 

単三電池 

電源スイッチ 温度センサ 

警報 

ブザー 

特定小電力無線機 MU-1 

アルミダイ

キャスト 

ケース 

  

酸素濃度 

環境温度 

可燃性ガス 

電波状況 

携帯機制御 A     B     C     D 

測定 

スタート 

コマンド送信 
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を使用して伝送試験を行った。カメラで撮影したパ

イプ内部の映像を，受信部のディスプレイに映し出

す事ができた（図.14左）。 

赤外線サーモカメラの映像伝送試験は，光が届か

ない天龍村廃トンネル内に仮設された300m SBLCX

ケーブルを使用して行った。全く光の無い状況でも

トンネル内の様子と人物を認識出来る映像を，送受

信することができた（図.14右）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.13 ウェアラブル映像伝送装置 

 

 

 

 

 

 

 

図.14 左:ファイバースコープカメラ映像 

右:赤外線サーモカメラ受信映像 

 

7 災害現場を想定した実証実験 

7.1 概要 

災害時のLCXの活用性を確認するため，長野県消

防学校訓練棟を使って実験を行った。訓練棟は火災

を想定し，煙を充満させたり，木材などを燃焼させ

たりすることが可能である。建物は鉄筋コンクリー

ト造りで，各部屋，スペースは壁で仕切られている。 

 LCXは耐熱難燃MB-LCX100mを使用し，建物外に

約50m，建物内に約50m設置した。敷設には展開用

ドラムを利用した。建物内は一階を横切った後，階

段に沿って三階まで上げ，部屋の奥を終点とした。

建物外の端点を本部として通信実験を行った

(図.15)。 

7.2 映像伝送実験 

 ウェアラブル映像伝送装置を使って，映像伝送実

験を行った。 

その結果，LCX終端まで鮮明な映像伝送が確認で

きた。LCXが配置されていない二階の部屋の中から

も，LCXを直視できる場所からは，良好な映像伝送

が可能であった。また，煙を充満させ，肉眼では状

況が確認できない状態であっても，赤外線熱画像カ

メラの映像により，人物の状況を捉えられ，災害時

の状況確認に有効なことが確認できた(図.16)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.15 災害想定実験概要（左上:訓練棟外観 左下:

展開用ドラム装置 右:LCX設置状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.16 伝送映像（左:ヘッドマウント型熱画像カメラ 

右上:煙内通常 右下:煙内熱画像） 

 

7.2 LCX 燃焼試験 

LCXの一部を燃焼させて，通信が保てるかを検証

した。実験は，訓練棟一階，約55m付近で木片を燃

焼させて，その上にLCXをかざして行った。燃焼は

15分程で火勢が衰え，LCXは最高400℃前後まで加

熱された(図.17)。 

 LCXの外被は溶けて外部導体が見える状態にな

ったが，内外導体の絶縁は保たれ，燃焼地点以降か

らも正常に映像伝送，テレメータ通信が出来ること

を確認した。 

 焼損部分のケーブルについて，TDR(日本Tektronix，

TDS8000B/80E04)による特性インピーダンスと，ベ

クトルネットワークアナライザ(Anritsu，37397C)に

よる伝送損失を測定した。特性インピーダンスは焼

損部分で正常値50Ωより落ち込んでおり，約85cm

間で異常が確認できた。伝送損失は1.2GHzで約4dB，

2.4GHzで約11dBであった。これは2.4GHzでLCX約

100m分の伝送損失に相当する。 

  

訓練棟

プール

体育館 3F

2F

1F

階段

ドラム

↑ ↓
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 これらの結果から，焼損の範囲が長くなると，長

距離での通信に影響が出てくると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

図.17 燃焼試験（左:燃焼の様子 右:実験後LCX） 

 

8 地下街実証実験 

8.1 概要 

LCXが利用される地下街を想定し実験を行った。

実験は(財)長野県下水道公社諏訪湖流域下水道豊田

終末処理場の地下通路において行った。地下通路は

コンクリート壁で仕切られており，携帯電話は通じ

ない。 

 通路の中央部付近，高さ約2.2～2.8m付近に通常

SB-LCX300mおよび耐熱難燃SB-LCX300mを設置し

(図.18)，ロボット遠隔制御，テレメータシステム，

映像伝送の各アプリケーションをテストした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.18 LCX設置状況 

 

8.2 通常 SB-LCX 測定 

通常SB-LCXを使用し，テレメータ2台(400MHz2

台，1200MHz2台)，ロボット2台(2.4GHz無線LAN使

用，PTZカメラ・全方位カメラ・制御)，映像伝送装

置1台(2.4GHz無線LAN使用，ヘッドマウント型熱画

像カメラ)を同時に運用した。システム接続図を

図.19に示す。 

 実験の結果，テレメータシステムは問題なくデー

タ転送が行えた。ロボット制御も2台ともケーブル

末端まで制御可能であり，同時複数台制御が可能な

事が検証できた。映像伝送装置の実用距離は約240m

でロボットを2台操作しても，同時利用の影響は確

認出来なかった。また，熱画像による，暗闇での視

認性も確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.19 システム接続図 

 

8.3 耐熱難燃 SB-LCX 測定 

前項と同じ構成で，LCXを耐熱難燃に変更して実

験を行った。 

実験の結果，テレメータシステムは問題なくデー

タ転送が行えた。ロボット制御は200m付近が制御限

界であった。映像伝送装置も200m付近が限界であり，

実用距離は約190mであった。これは，耐熱難燃LCX

の方が減衰量が多いために，通距離が短くなったた

めである。同時利用の影響が無いことを確認した。 

 

9 まとめ 

本研究で，2.4GHz,1200MHzおよび400MHzの各周

波数帯の信号を伝送し，1本または複数本の接続で

長距離の通信エリアを確保するLCX，およびLCXを

利用する映像，テレメータ，遠隔操作機器，位置特

定について研究開発を実施した。これにより，地下

街等，高速の無線通信を行うのが難しい場所からの，

映像伝送等が可能になった。これらは，災害時に活

用されるのは勿論，平常時に於いても，地下街，建

物・工場内など，無線障害が多い場所での，高速無

線利用に役立てられると考えられる。 
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LCX 

132.5m 

60m 

80m 

20m 

25 m 
7.5m 

直下 
100 m 122 m 

205 m 

140 m 

250 m 281 m 
285 m 

298 m 

※ 各距離 はケーブルの 長 さ 

 

アクセスポイント 

映像受信用 PC 

映像伝送装置 

トリプレクサ 

センサ 

センサ 

ロボット 

400MHz センサ 

受信 PC 

1.2GHz センサ 

受信 PC 

HUB 

ロボット制御用 PC 

300m 耐熱･難燃 SB LCX 

ロボット 

ﾍｯﾄﾞﾏｳﾝﾄ型 

熱画像ｶﾒﾗ 

－15－



－16－



第１ 防災情報通信システム等の高度化 

1.2 探査ロボット用スケーラブル映像伝送・表示装置 

研究課題名 探査ロボット用スケーラブル映像伝送・表示装置 

研究実施期間 平成１８年８月１日～平成２１年３月１０日 

配分額（千円） 平成１８年度  １０，４００ 

平成１９年度   ９，３６０ 

平成２０年度   ８，８４０ 

研究代表者 岩橋 政宏 

所属機関 国立大学法人長岡技術科学大学 

研究体制 国立大学法人長岡技術科学大学 

研究概要 複数のロボットと人が、通信ネットワークを介して連携防災活動を実施する際

に有用な、スケーラブル映像伝送装置を開発した。各種利用形態に応じて

伝送方式を最適化することで、限られた伝送帯域を有効活用できる映像伝

送処理方法を提案した。また、移動ロボットの取得映像から運動パラメータを

抽出することで、複数ロボットの連携による映像履歴の閲覧、各種センサ情

報の統合、ロボット自律走行などを可能とするシステムを開発した。 

研究成果 長岡技術科学大学が持つロボットコンテストへの参加実績技術、ロボカ

ップジャパンオープン H22 大阪開催「レスキュー実機リーグ 3 位」、

H21 消防庁長官感謝状「新技術等を利活用した消防防災ロボット・高

度な資機材等の普及の推進、貢献に対する功績」と密に連携しつつ、学

術面での成果：第 9回社団法人計測自動制御学会システムインテグレー

ション部門講演会「SI2008 優秀講演賞」や、電子情報通信学会第 22

回、回路とシステム軽井沢ワークショップ「研究奨励賞」といった学術

的な成果も挙げている。また、新潟県中越沖地震にける「地震災害調査

団報告書」H20.3.における活用、および、消防庁消防大学校消防研究セ

ンター一般公開」H18, 19, 20、テクノミュージアム企画展「明日の安

全・安心をつくる先端技術」H21.9、「暮らしを豊かにする情報・制御

技術」H21.5における展示を行い、成果を広く公開している。 

応用の方向性 ロボットの自走による屋内施設の見回り（複数ロボットの連携、先頭車両のみ

を操縦して後続は自動追従）や、映像履歴による異常事象の発見や各種セ

ンサと履歴画像の統合、GPS の使えない屋内や床下点検での利用など。 
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5. "ロボット間通信のための機能的階層符号化", 映像メディア情報学会, 

メディア工学研究会, ITE Technical Report, ME2008-190, vol.32, no.58, 

pp.5-8, Dec. 2008. 

6. "ロボット間通信のための機能的階層符号化", 生体情報処理と高度情

報処理シンポジウム 2009, P-22, pp.161-164, Jan. 2009. 

7. “ロボットビジョン・ネットワークのための機能的階層符号化”, 電子情報

通信学会, 回路とシステム軽井沢ワークショップ, pp.388-391, April, 

2009. 【研究奨励賞受賞・電子情報通信学会】 

8. “Functionally Layered Coding for Robot Vision Network”, Picture 

Coding Symposium (PCS), no.2, pp.32-35, May 2009. 
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16. “Robot Vision Network based on Ceiling Map Sharing”, IEEE  
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17. “複数の移動型ロボットによる天井マップ共有システムにおける伝送デ

ータ量の削減”, 電子情報通信学会, 回路とシステム軽井沢ワークショ
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当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

 屋上のような危険個所における有害鳥の監視や、「移動案山子」、工場

やビルの「一時的」な夜間見回りへの応用など、空間インフラ（床の白

線、無線での誘導）を利用できない環境への、新しい展開を試みる。 

 データ量を大幅に圧縮できる機能的階層符号化に、カラー成分の非線

形写像と、ビット深度の類別符号化を新たに導入することで、特徴点が

不明確な床面上での、安定した自律走行を実現する。 
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探査ロボット用スケーラブル映像伝送・表示装置 
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Masahiro Iwahashi  and  Tetsuya Kimura 

 
研究課題の要旨：複数のロボットと人が、通信ネットワークを介して連携防災活動を実施する際に有用な、スケーラブ

ル映像伝送装置を開発した。各種利用形態に応じて伝送方式を最適化することで、限られた伝送帯域を有効活用できる

映像伝送処理方法を提案した。また、移動ロボットの取得映像から運動パラメータを抽出することで、複数ロボットの

連携による映像履歴の閲覧、各種センサ情報の統合、ロボット自律走行などを可能とするシステムを開発した。 
キーワード： 画像、映像、通信、ネットワーク、探査ロボット、連携探査 
 
 

1. はじめに 

 近年、全方位カメラやステレオビジョンによる距

離深度や障害物検出など、ロボットビジョンに関す

る様々な研究・開発が行われている[1,2,3]。とくに、

移動型のロボットについては、その自己位置をリア

ルタイムに正確に把握することが、遠隔操作におい

ては重要となる。その際、カーナビに代表されるよ

うな GPS を用いたシステムが活用できる[4]。しか

し、トンネル内や屋内では、電波が届かず利用でき

ない。 
 このように、整備された空間インフラを利用でき

ない場合は、磁気センサや加速度センサ等を用いる

ことで、自己位置推定が可能となる。また、不整地

を走行する場合は、ジャイロセンサを用いることで

推定精度を向上できる[5]。しかし、例えばレスキュ

ー現場などでは、障害物との衝突や路面の崩壊など

で、各種センサの検知範囲を超える外乱が生じるこ

とがある。このため、センサのマルチモーダル化に

よる信頼度の向上が必要となる。 
 従来法の一つとして、映像を用いた自己位置推定

が考えられ、オプティカルフローなどを用いた

SLAM（Simultaneous Localization And Mapping）が

報告されている[6,7,8]。この処理を移動ロボット内

で実行し、推定結果のみを伝送することも考えられ

る。しかし、その中に大きな誤差が含まれる場合は、

人が映像を見て現場の状況を総合的に判断するこ

とになる。 
 このような状況では、映像の圧縮伝送処理は移動

ロボット内で実行する必要がある。一方、自己位置

推定処理は移動ロボット外でも実行できる。従って、

映像の圧縮伝送処理はロボット内に組み込み、送信

された映像に基づく自己位置推定処理はリモート

サーバが実施することで、移動ロボットの小型省電

力化が可能となる。 
 映像による自己位置推定としては、天井マップ共

有システムが報告されている[9]。このようなシステ

ムでは、まず、移動ロボット（先行機）に天井に向

けて設置されたカメラの映像から、パノラマ生成法

[10]により、一枚の天井マップが生成される。次に、

この先行機に追従する移動ロボット（追従機）が撮

影した天井映像がリモートサーバに送られ、追従機

の自己位置が天井マップ上に推定される。この際、

膨大な量の動画像データが通信される。従って、追

従機の台数の増加に伴い、ネットワーク容量の不足

が生じる問題がある。 
 こうしたデータ通信上の課題に対し、本研究では、

ディジタルシネマの国際標準として採用されてい

る JPEG2000 の技術[11,12]を用いて映像符号化を行

い、画像から移動ベクトルを推定するために必要最

小な情報のみを伝送することで、ロボット通信に要

するデータ伝送量を削減できる機能的階層符号化

を開発した[13]。しかし、先行機と追従機が同じ画

像処理を搭載しており、追従機数の増加に伴いデー

タ伝送量が膨大となってしまう。ただし、これは整

地走行時に限定されている。このため、不整地走行

時には、自己位置推定に誤差が生じる。 
 この推定精度の問題に対しては、天井方向のカメ

ラに加えて、前方向のカメラから得られる情報を用

いて、移動ロボットの姿勢推定を行い、不整地走行

時においても自己位置を正しく推定する方法を開

発した[14]。更に、前方向と天井方向のカメラ映像

間の冗長性の排除と、追従機の伝送成分の機能特化

を行う方法を開発した。 
 以上により、追従機の自己位置推定に必要となる

最小限の信号成分が、従来法に比べて低減できた。

結果、ネットワークの限られた伝送容量のもとで、

より多くの追従機の天井マップ共有システムへの

参加が可能となった。 
 

2. 開発の概要 

研究内容の詳細について述べる前に、本課題の開

発の概要を簡単にまとめる。 
図 1 には、従来の問題点を示す。先行して現場を

探査するロボット（先行車）は、操縦者により遠隔

地からリアルタイムで操作される。この映像は信号
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処理され、分析者により時間をかけて十分に精査さ

れる。現場は他のロボット（後続車）との連携によ

り、様々なミッションが実行される。特に、ここで

の情報交換が、映像によりデジタル回線を経て行わ

れることに注意する。この場合、システムに対して

以下の要求が生じる。 
 
(ア) 操縦者は滑らかに動く前方のリアルタイム

映像が欲しい。 
(イ) 観察者は詳細な履歴パノラマ画像が欲しい。 
(ウ) 特定の位置では各種センサ情報や高解像度

画像も見たい。 
(エ) 先行ロボットはいち早く現場の位置マップ

を作成したい。 
(オ) マップを共有して複数ロボットで連携探査

活動を行いたい。 
 
今回は、このような要求に応えるための一手法と

して、探査ロボット用スケーラブル映像伝送・表示

装置を開発した。以下、詳細を述べる。 

 

分
析
者

映
像

先
行
車

常に全ての
成分を受信

滑らかな動
画が欲しい

高精細な
映像履歴
が欲しい

先行車を
追従したい

ネットワークの通信容量が不足 → ロボットを増やせない  

 
図.1 これまでの問題点 

 

分
析
者

高詳細な成分

それぞれが必要な
成分のみを受信

機
能
的
な

階
層
符
号
化

映
像

先
行
車

ロボット1台の通信量を削減 → 多くのロボットで連携できる  

 
図.2 本課題の目標 

図 2には、本課題の開発目的を示す。具体的には、

以下の 3 点にまとめられる。 
 
① 操縦者、観察者、複数ロボットによる、通信

ネットワークを介した多地点連携防災活動

を支援 
② 各種利用形態に応じて伝送方式を最適化、限

られた伝送帯域を有効活用できる映像伝送

方法を開発 
③ 映像履歴の閲覧、各種センサ情報の統合、ロ

ボット自律走行などを可能とするシステム

を開発 
 
図 3 と図 4 には、今回開発した探査ロボットの概

要を示す。円周魚眼レンズを無線伝送、全方位映像

を生成・表示できるように、消防庁が開発した探査

ロボット FRIGO を改良した。これをベースに、映

像移動量からロボット本体の運動パラメータを推

定した。 
 
 
 

 

 

図.3 FRIGO の改良（その 1） 
 
 

詳細観察用のロボット
（後続車）

詳細観察用の後続車
映像の無線伝送

アームは伸縮自在
カメラは首振り可能

広角レンズ＆高輝度LED

 

 
図.4 FRIGO の改良（その 2） 

－22－



図 5 と 6 には、開発したインターフェースを示す。

解析の結果として得られたパラメータを統合して、

時空間マップを作成・表示するインターフェースを

作成した。その結果を活用し、パノラマ履歴映像や

センサ情報をマップ上でリンクさせた。 
以上により、危険な場所に入り込んで、災害現場

の映像を、いち早く収集する探査ロボットシステム

が開発された。このシステムには、停電で真っ暗に

なっても、まるで昼間の様に明るく見える、超高

速・画像処理回路が搭載されている。雨が降っても

吹雪いても、じっと凝視することで、被災現場の様

子が見えてくる、便利な機能が備わっている。 
 

 

天井マップを
リアルタイム作成

滑らかな動きの
前面映像

 

パノラマ画像を
リアルタイム
で作成できる

天井パノラマ
で自己位置
を常時把握

 

時空間信号処理で
夜間降雪でも鮮明に

種々の画像処理
機能を搭載  

 
図.5 開発したインターフェース 

図 6 には、学術的な研究成果の概要を示す。パラ

メータ抽出に必要最小限な基底成分のみを通信す

ることで、通信上の問題を解決する方法を開発した。 
図 7 には、より詳細な内容を示す。国際標準を高

機能化した、「機能的階層符号化」という、全く新

しい映像処理回路を搭載している。MPEG あるいは

JPEG2000 をベースとしているため、国際標準様に

開発された汎用的なLSIチップセットを活用できる

利点がある。これにより、災害時の混雑した通信回

線でも、多数のロボが迅速に連携できる。 
 
 

ロボットの遠隔操作
なめらかに動く
高い時間解像度

本部での詳細観察
細部を判別できる
高い空間解像度

L1 L2 L3 L4

H1 H3

空
間

成
分

無駄な成分を伝送しない 欲しい成分のみを受信× = 無駄なし

時間成分

基底分解
• ウェーブレット or 直交変換
• 整数係数 or ハール基底
• オクターブ分割 or 一様分割

 

図.6 学術的な研究成果の概要 
 

L1 L2 L3 L4

H1 H3

空
間

成
分

時間成分

 MPEG(ＭC-DCT)ベースの方法

時間方向 空間方向

遠隔操作 I,P,B ピクチャ 低域4×4係数※2

詳細観察 I ピクチャのみ 全8×8係数

解像度は1/2, 1/4, 1/8…のいずれか１つ。

低域係数のみを使ってデコードする。

階層化による符号化の効率低下が大きい。

帯域に跨りジグザグスキャンして，

ブロックごとにエントロピ符号化するため。
※2
縮小画像

8×8
DCT係数

低域と高域
それぞれを符号化

映像

4×4
低域係数

逆DCT

4×4

I P,B I P,B

 

 

L1 L2 L3 L4

H1 H3

空
間

成
分

時間成分

 Ｍｏｔｉｏｎ ＪＰＥＧ 2000 (Wavelet)ベースの方法

時間方向 空間方向

遠隔操作 全フレーム ＬＬ帯域※1

詳細観察 フレーム間引き 全帯域

※1 ＬＬ帯域

Wavelet変換

変換

変換

各帯域ごとに符号化

映像

データ

第1ステージ

第2ステージ

第3ステージ

解像度を1/2, 1/4, 1/8…から選べる。

第ｎステージのLLをデコードする。

階層化による符号化の効率低下が少ない。

各帯域毎にエントロピ符号化するため。

LL

 

 

図.7 学術的な研究成果の詳細 
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 図 8 には、今後の活用の概要を示す。獣道や林道

など里山特有のフィールドを半自律的に巡回し、映

像を収集しながら環境マップを生成することで、遠

隔地からウェブを介して指示されたルートを、効率

的に安全に探査できるネットワークロボット群の

開発を目指している。 

 更に将来には、有害鳥獣や雪害等の地域特有のニ

ーズを迅速に見極め、オーダーメイドな組み込み技

術の開発・教育を通し、地域社会の活性化に寄与す

る。あるいは、里山の安全を見守る分散協調型の情

報制御収集システムを提供することで、地域社会の

安全確保に貢献する。 
 

 

里山の安全を見守る巡回ロボット群ネットワークの研究開発

GPSや通信線を
使えない里山

ビジュアル・オドメトリに
よる高精度な自己位置推定

ニーズをつかみ
ルートを指示

Twitterによる
口コミ情報の収集

長 岡 技 術 科 学 大 学

有害鳥獣や農林
資源を安全に監視

リスクアセスメントによる
フェールセーフセンサ回路

獣道や農道を
半自律的に走行

リスクマップに基づく
自動走行と遠隔操作の融合

ネットワークで

連携させて

里山の安全

を見守る

オーダーメイドの

技術で地域協働

カメラ装備の

ロボット群を

●高精細映像処理技術で環
境マップを生成、探査ロ
ボットを里山で自律走行
●無線通信で現場映像を伝
送、連携探査を遠隔指示
●里山を巡回して状況を捉
え、異常事態に迅速に対応

 

図.8 今後の展開 
 
 

3. 学術研究の概要 

以下、上記の開発の核となった、学術研究内容の

詳細について述べる。 
 

3.1 不整地走行時の自己位置推定誤差の補正法 

 図 9 に示すように、探査ロボットには 2 台のカメ

ラが固定されている。一台は、ロボットの操作に使

うための前方映像を取得する。もう一台は天井を撮

影し、1 秒あたり 30 枚のフレームを繋ぐことで、パ

ノラマ・マップを生成する。これが、先行機の自己

位置推定に相当する。追従機の自己位置は、追従機

が撮影したフレームが、先行機により生成されたマ

ップ上のどこに存在するかに相当する。いずれの自

己位置も、「画像認識」により推定される。 
 しかし、路面が凸凹である場合、自己位置推定に

誤差が生じる。図 9(a)では、ロボットの前輪がデブ

リに乗り上げることで、推定位置に前後の誤差 TΔx 
が生じることを示している。図 9(b)では、左右の誤

差 TΔy が生じている。本課題では、これらの推定誤

差を、2 台のカメラの映像フィードバックにより、低

減する方法を開発した。以下、詳細を述べる。 
 図 10 には、ロボットの運動と動きベクトル（フレ

ーム間の動き情報）との関係を、前方カメラと天井

カメラのそれぞれについてまとめる。ここで、ロボ

ットの運動としては、前後への並進 Tx 、あるいは、

旋回角 θz による超信地旋回を仮定する。この場合、

天井カメラの映像からは、並進ベクトル TX 、およ

び、回転角 θZ が観測される。路面が平坦であれば、

これらにより、Tx および θz が誤差なく推定できる。 
 しかし、路面上に凸凹がある場合、ロボットの運

動が、旋回角 θΔy および θΔx を誤差として含んでし

まう。これらが並進ベクトル TΔX および TΔY をそれ

ぞれ誤差として生成する。結果として、天井カメラ

の映像には、TX および TΔX の混合された動き情報が

X 方向に抽出されてしまう。 
 この問題に対し、本課題では、前方カメラの映像

から得られる動き情報を用いて、誤差を補正する方

法を開発した。この方法では、まず、前方カメラ映
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像の動き情報 (TΔX*, ΔθZ*) を推定し、次に、これらか

ら誤差 (TΔx, TΔy) を計算する。これにより、(Tx, θz) の
正確な推定が可能となる。 
 図 11 には、理論解析のためのモデルを示す。同図

によれば、パラメータ間の関係が、 
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として記述される。ここで、距離 a, d および h は
予め測定されている。この式により誤差が、 
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として求められる。従って、上式における旋回誤差 
(θΔy, θΔx) を、前方カメラ映像から推定される動き情

報 (TΔX*, ΔθZ*) から求めることができる。なお、動き

情報の推定には回転不変・位相限定相関法 (RI-POC) 
を用いる。 
 以上により、デコボコな路面の走行時に発生する

自己位置推定誤差を、低減することが可能となる。 
 

 

error TΔx
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upward 
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図.9 路面の凸凹により生じる自己位置の推定誤差 
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図.10 ロボットの運動と映像上の動き情報の関係 
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図.11 理論解析のためのモデル 
 

 

0 5
10

15
frame

4 6 12  
 

(a) top view 
 

 
 

(b) side view 
 

 
 

(c) before 
 

 
 

(d) after 
 

図.12 実験結果 
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図.13 推定誤差の評価結果 
 
 
 以下、図 11 において、a=14 [cm], d= 45 [cm], h= 260 
[cm]と設定し、ロボットを等速直線運動させた場合

の実験結果を示す。 
 図 12(a),(b)は、実験の様子の俯瞰図を示す。2 つの

デブリが誤差 TΔx および TΔy を引き起こす。図 12(c)
は、補正を行っていない場合の、推定された自己位

置を示す。図 12(d)は、補正後の自己位置である。ロ

ボットの等速直線運動に伴い、自己位置が直線上に

等間隔にプロットされており、誤差なく推定できて

いることを確認できる。 
 図 13(a), (b)には、この場合の推定誤差 TΔx および 
TΔy をまとめる。推定誤差の絶対値が、前後方向では 
17 [cm] から 2 [cm] へ、左右方向では 9 [cm] から 
1 [cm] へと、それぞれ低減されていることが確認で

きる。 
 以上、本課題により、自己位置の推定誤差を 11 [%] 
程度、低減できることが確認された。この方法は、

画像上の動き情報をフィードバックするため、ジャ

イロを使った傾斜計の利用時に問題となる計測時間

のブレは生じない利点がある。 
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3.2 機能的階層符号化による伝送量の低減法 

 本システムでは、ロボットに搭載されたカメラか

ら得られた映像信号は、符号化によりデータ圧縮さ

れ、ディジタル通信回線を介してリモートサーバに

伝送される。探査ロボットの小型化と、バッテリに

よる長時間駆動を実現するため、自己位置推定のよ

うな計算負荷の高い「画像認識」および知識処理を、

計算能力の高いリモートサーバにて実行する。 
 図 14(a)には、国際標準方式である JPEG 2000 によ

る、映像信号の圧縮符号化の概要を示す。伝送され

る成分の集合 "A"は、離散ウェーブレット変換 
(DWT) 、および、ビットプレーン分解 (BPD) によ

り得られる全成分を表す。 
 図 14(b)には、本課題における提案法である機能的

階層符号化 (FLC: functionally layered coding) の概要

を示す。この方法では、集合"B"のみが、リモートサ

ーバに伝送される。この成分の集合は、画像認識処

理により、自己位置を推定するために必要かつ最小

の成分から成る。但し、自動推定に問題があると思

われる場合は、集合"C"を送信する。これにより、現

場の映像を人が確認できる。 
 通常は"B"のみを通信し、人による判断が必要な際

に"C"を送信する。ここで、集合 A、B、C のデータ

量を DA, DB, DC と表すと、関係式 "DA =DB +DC" が
成り立つ。従って、"DA>DB" が成り立ち、本課題で

開発した FLC により、伝送データ量の低減が可能と

ることが示される。 
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図.14 映像信号の圧縮 
 
 
 図 15 には、映像から動き情報を推定するためのア

ルゴリズムを示す。図 15(a)の POC では、動きベクト

ル mv は、隣接する 2 つのフレームにおける画素値

から、評価関数 EPOC により、 
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として計算される。ここで、x1(n) および x2(n) は
隣接するフレームの位置 n における画素値である。
また、 F[x] は離散フーリエ変換を、F-1 [X] はその
逆変換をそれぞれ意味する。 
 POC では、式(4)に示されるように、周波数成分
が振幅値により正規化されている。このため、明る
さの変動に対して堅牢である。更に、特徴量の少な
い映像に対しても、動き情報を正確に抽出できる。
これにより、道路標識や白線のような顕著な特徴点
が存在しない路面上であっても、正確に自己位置を
推定できる。 
 以上、機能的階層符号化と POC により、データ
伝送量を低減し、なおかつ、正確な自己位置推定が
可能となった。 
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図.15 動き情報の推定方法 
 
 
3.3 データ伝送量の更なる低減法 

 POC では、並進に関する動きベクトルが推定され

る。回転については、図 15(b)に示す RI-POC を適用

する。ここでは、第 1 段階にて「回転角度」と「伸

縮率」が計算され、第 2 段階にて「並進ベクトル」

が計算される。なお、POC が 2 回使われていること

に注意する必要がある。 

－27－



 表１には、3.2 に記載した FLC（表中の existing）
における動きベクトルの推定方法をまとめる。この

方法では、天井カメラ映像から、TX および θZ が
RI-POC により推定される。また、路面の凸凹による

誤差がある場合は、前方カメラ映像から、TΔX* およ

び θΔZ* を RI-POC により推定することで、誤差を低

減している。 
 本課題では、データ伝送量を更に低減するため、

RI-POC の使用回数が少なくなるような映像フィー

ドバックを導入した（表中の proposed）。具体的に

は、旋回運動 θz を、天井カメラ映像の θZ ではなく、

前方カメラ映像の TY* から推定する。これにより、

天井カメラ映像に対して、RI-POC ではなく、POC を

適用できる。結果、計算負荷が低減されるばかりか、

次に示すように、データ伝送量の更なる低減が可能

となった。 
 
 

表 1 動きベクトルの推定法 
 

movement of robot
controlled turbulence

translation
Tx

rotation
θz

rotation
θy

rotation
θx

motion in video
upward TX θZ TΔX TΔY

forward --- TY* TΔX* θΔZ*

motion 
estimation

existing
upward RI-POC ---
forward --- RI-POC

proposed
upward POC ---
forward --- RI-POC  

 

 
 表 2 には、推定誤差 TΔX の値をまとめる。図 14(b)
の集合”B”として、DWT と BPD の全成分を含めた場

合 (all, 9BP) は、誤差が発生しなかった。RI-POC で

は、ビットプレーン数を 9 枚から 8 枚に削減しても、

誤差は生じなかった。POC の場合は、更に 6 枚に削

減しても、誤差なく正確に自己位置を推定できた。 
 誤差の許容量を 1 [pixel]とすると、RI-POCの場合、

7 枚のビットプレーン (7BP) と全帯域 (all) の組み

合わせ、あるいは、8 枚 (8BP) と 1 ステージの最低

域成分 (1LL) に削減してもよい。 
 

 
表 2 推定誤差 TΔX  [pixel] 

 

existing

motion
estimation RI-POC

bit plane 9 8 7 6 5

band

all 0.00 0.00 0.25 13.07 29.83
1LL 0.24 0.23 7.04 19.93 30.79
2LL 15.77 15.36 20.96 25.13 35.73
3LL 25.68 29.04 34.58 32.43 -

proposed

motion
estimation POC

band

all 0.00 0.00 0.00 0.00 3.81
1LL 0.73 0.73 0.73 0.73 15.17
2LL 1.16 1.15 1.14 4.69 28.92
3LL 4.96 8.24 14.72 26.02 -  

 表 3 には、このときの伝送データ量を示す。それ

ぞれ、86.88 [kB] および 46.73 [kB] となっている。

従って、RI-POC を用いた手法の場合、(1LL, 8BP)を
伝送し、そのデータ量は 46.73 [kB]が必要となる。こ

れに対し、POC を適用することで、(1LL, 6BP)を伝送

し、その伝送量は 10.82 [kB] にまで低減できること

が分かった。 
 
 

表 3 伝送データ量の評価 [kB] 
bit plane 9 8 7 6 5

band

all 243.61 163.78 86.88 31.34 6.10

1LL 66.74 46.73

(existing) 26.81 10.82

(proposed) 2.71

2LL 17.61 12.40 7.12 2.96 1.09
3LL 4.97 3.59 2.22 1.24 0.83

 
 
 
 表 4 には、2 つの手法の比較結果をまとめる。従来

法は、RI-POC により天井カメラ映像から動きベクト

ルを計算する。この場合、成分(1LL, 8BP)を伝送し、

その際のデータ量は 46.73 [kB]となる。一方、提案法

は、POC により動きベクトルを計算し、成分(1LL, 
6BP)の伝送に、10.82 [kB]なる伝送量を必要とする。

従って、前方映像のデータ量も含めると、従来法は

93.46 [kB]、提案法は 57.55 [kB]となる。 
 以上、更なる映像フィードバックを適用すること

で、3.2に記載の手法に対し、データ伝送量を更に 61.6 
[%]削減できた。これにより、図 16 に示すように、

限られた通信容量の下で、より多くのロボットによ

る連携作業が可能となる。 
 

 
表 4 二つの手法の比較 

motion
estimation

components
in 1st layer

data
size

total 
data size

existing
upward RI-POC (1LL, 8BP) 46.73 93.46

(100 %)forward RI-POC (1LL, 8BP) 46.73

proposed
upward POC (1LL, 6BP) 10.82 57.55

(61.6%)forward RI-POC (1LL, 8BP) 46.73
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図 16 追従ロボットの数と伝送量 
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 図 17 には、先行ロボットにより生成されたマッ

プの例を示す。蛍光灯のような顕著な特徴点がない

部分でも、RI-POC により生成に成功している。 
 図 18 は、より特徴点の少ないカーペット上での

自律走行が可能となることを示している。ここでは、

図19に示すカラー成分の無相関化を適用している。 
 

 

 
図.17 生成されたマップの例 

 

 

図.18 特徴点がないカーペット上での自律走行 
 

 
図.19 カラー成分の無相関化による安定化 
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第 2 住宅防火対策等の推進 

2．1 自律分散協調型避難誘導システムの開発 

研究課題名 「自律分散協調型避難誘導システムの開発」 

研究実施期間 3 ヵ年（ 2007 年 6月 11 日～2010 年 3月 3日） 

配分額（千円） 19,500（19 年度） 19,012（20 年度） 18,525（21 年度） 

研究代表者 三浦 房紀 

所属機関 山口大学大学院理工学研究科 

研究体制 産、学、官 

研究概要 地下街などの複雑な閉空間内で事故や火災が発生した場合に、時々刻々変化する状

況に応じて安全な避難経路を決定し、最短の出口までの経路と距離を演算するアルゴ

リズムの開発、また避難者に確実に伝え誘導するための指向性音声情報伝達システム

ならびに光による誘導装置の開発。 

このため、マイコン、センサー（室温、ＣＯ、ガス濃度等）、通信ボードとカメラ

やスピーカー等を適宜組み合わせたユニットを適切な場所(通路の交差点の天井、出

口など)に複数設置する。このユニットはセンサーによって通行不可能な通路を特定

し、その情報を通信装置によって隣のユニットに伝達、この手続きを全てのユニット

に対して順次行う。 

このときあわせて出口までの最適経路と距離を決定し、この結果を音声や無線で避

難者に伝え避難方向を誘導する。 

このシステムは中央管理を必要とせず、通信装置によってユニット間の自律的な情

報交換と演算によって実現しているところに大きな特徴を有している。 

配線が不要であるためユニットの設置位置の変更・追加や機能更新などの維持管理

が簡単かつ経済的に行えること、したがって平常時での使用やイベント会場などの臨

時の仮設空間においても適用可能である。 

さらには消防隊の進入を優先させたい経路を提示することも可能で、消防現場でも

極めて有効なシステムである。 

これら機能についてプロトタイプを製作し、実際の建築物内部において実証実験を

行い、その有効性を確認した。 

研究成果 各ユニットが自律的に出口までの最適な経路情報を演算するアルゴリズムを開発し、

これを搭載し避難者へ音声と光により誘導を行うプロトタイプを作成。さらに各ユニ

ットから送られる情報を元に、火災状況（センサーデータ、経路情報）を簡易表示す

るシステムも開発した。 

製品化の事例は未定。 
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応用の方向性 ① 消火救助活動ナビゲーションとしての利用 

画像並びにセンサー、救助者位置情報等の連動により救助者有無判定、救助経路

判定 

② 火災分析ツールとしての利用 

発火点、延焼挙動、ガス発生状況などの確認と状況の再現（可視化） 
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No.2-6-17, pp.1221-1222, 2008.9 

2)瀧本浩一、三浦房紀、組田良則、山田茂：自律分散協調型避難誘導システムの開

発（その１避難誘導アルゴリズムの実装）、日本建築学会大会梗概集、№3032, 

pp.63-64, 2008.9 
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「自律分散協調型避難誘導システムの開発」 
 

○三浦房紀 1・瀧本浩一 1・組田良則 2・岸下崇裕 2・関原弦 2・山本信吾 2 
Husanori Miura and Kouichi Takimoto and Yoshinori Kumita and Takahiro Kishisita                       

and Yuzuru Sekihra and Shingo Yamamoto  
 

研究課題の要旨：地下街などの複雑な閉空間内で事故や火災が発生した場合に、時々刻々変化する状況に応じて安

全な避難経路を決定し、最短の出口までの経路と距離を演算するアルゴリズムの開発、また避難者に確実に伝え誘導

するための指向性音声情報伝達システムならびに光による誘導装置の開発を行った。 

本システムはマイコン、センサー（室温、ＣＯ、ガス濃度等）、通信ボードとカメラやスピーカー等を適宜組み合

わせたユニットで構成し、これらを適切な場所(通路の交差点の天井、出口など)に複数設置する。ユニットは、セン

サーによって通行不可能な通路を特定、その情報を通信装置によって隣のユニットに伝達、この手続きを全てのユニ

ットに対して順次行う。この時合わせて出口までの最適経路と距離を決定し、この結果を音声や無線で避難者に伝え

避難方向を誘導する。 

各ユニットが各種の情報から自律的に演算を実施する事で中央管理を必要とせず、通信装置によってユニット間の

自律的な情報交換と演算によって実現しているところに大きな特徴を有している。また配線が不要であるためユニッ

トの設置位置の変更・追加や機能更新などの維持管理が簡単かつ経済的に行えること、したがって平常時での使用や

イベント会場などの臨時の仮設空間においても適用可能である。 

これらの機能についてユニットのプロトタイプを製作し、実際の建築物内部において実証実験を行いその有効性を
確認した。

1. はじめに 
地下街や建物内などの閉空間において災害が発
生した場合、そこにいる人々は急いで安全な場所へ
避難しようとする。しかし、現実の災害時において
は、災害状況の変化や群集の殺到などにより、あら
かじめ定められた避難経路・避難場所の安全性は変
化する。そのため、状況に応じた避難誘導手法とし
て、建物管理者や消防隊、警察官などが拡声器を用
いた音声による情報提供を行うことが多い。しかし、
この手法は非常に混乱した状況では、情報が正確に
伝達されない状況が生じることが課題として指摘
されており、有効な情報伝達手法、例えば携帯電話
などの一般市民に広く普及した個人情報端末を活
用した情報伝達手法の併用などが期待されている
1)。 
そこで本研究では、閉空間内における様々な災害
状況に応じて避難誘導を行うため、閉空間内の天井
に各種センサや送受信機を組み込んだ安価な装置
（以下、ユニット）を設置し、ユニットから適切な
避難誘導情報を逐一、店舗従業員や避難者へ伝達す
るようなシステムの開発を目的とする。 
 
 
 

2. システムの概要 
火災等が発生した場合、これを感知したユニット
から一斉に隣接するユニットへ情報を送信する、情
報を受信したユニットはその情報をプログラム処
理し、また隣接するユニットへ送信、というように
次々とリレー式で情報を送信していく。 
ここでの情報の内容というのは、出口までの距
離・ルート、通路閉塞状況、センサー計測情報など
である。避難者は自分に最も近いユニットの音や光
による誘導により最適な避難経路誘導情報を得る
ことができるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－1 システムの概要 

 

センサー
（煙、熱、ｶﾞｽ）

音、光誘導装置

地下街の天井、壁に設置

ユニット

表示装置

ユニット間通信

1 国立大学法人 山口大学 
2 株式会社 フジタ 
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ユニットは各種演算、通信機能を持ち、設置箇所
により出口ユニットと経路ユニットに分類される。 
各経路ユニットはセンサーや音、光誘導装置と組
み合わせ、それぞれ自律的に①最短経路演算、②情
報通信、③光音誘導ユニット制御、④センサー入力
（異常検知）を実施する、また出口ユニットは情報
表示装置との連動により消防隊へ火災情報の提供
を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－２ ユニット外観 
  
3. システムの機能 
3.1 最短経路演算機能 
出口以外の各経路ユニットは、最も近い出口まで
のルートをそれぞれ自律的に演算により求める事
ができる。（図－３） 
【凡例】ユニット上部の数字はユニット番号、ユニ
ット間の数字は距離を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３ 経路演算結果の例 
 
 次に図－４の⑦ユニットで火災が発生しこの経
路が閉塞した場合、各経路ユニットが閉塞した経路
を迂回する出口までの最短ルートを再演算する。 
【凡例】⑧、⑪、⑫のユニットは、最演算により最
短ルートを変更している 

 
 
 
 
 
 
 
 
図－４ 火災発生によるルート変更の例 

 

これにより火災延焼に伴う経路閉塞が起こるた
びに経路演算を実施し、都度最適な避難方向を避
難者に提示することが可能である。 
 また複数の出口に対応することが可能で、出口
および経路ユニット数に理論上制限は無い。 
 
3.2 情報通信、表示（消防支援）機能 
火災発生時には、火災を感知した経路ユニットと
隣接するユニット（図－５）のセンサー情報（表－
１）を全出口ユニットへ送信する。出口ユニットで
は情報表示装置（図－６）と連動し、火災発生現場
付近の情報をリアルタイムに確認する事が可能と
なる。 
 
 
 
 
 
 
 

 
図－５ 火災時にデータを送信するユニット例 
 

表－１ センサー情報一覧 

ＣＯ濃度 0～10,000ppm 

室温 250℃(MAX) 

煙濃度（減光率） 5％/m、10％/m、15％/m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図－６ 情報表示装置画面表示例 

 
また表示ユニットをWEBサーバとして機能させれ
ば、遠隔地や移動中でも現地情報を確認する事が可
能となり、消防隊が現場へ向かう移動中に現地状況
を確認したり、現地到着後も火災現場の変化をリア
ルタイムに確認する事が出来る、また蓄積データを
後の検証作業に役立てる事も可能となる。 
 

出口A

出口A

出口A
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3.3 環境変化計測・火災感知機能 
各経路ユニットはセンサーユニットからの情報
を元に、火災感知機能を持つ。 
表－２に各センサーデータにより火災を感知す
る閾値を示す。 
 

表－２ 火災検知閾値一覧 

ＣＯ濃度 1,000ppm以上 

室温 50℃以上 

煙濃度（減光率） 10％/m以上 

 
3.4 光・音誘導機能 
経路ユニットによる火災検知に伴い、全経路ユニ
ットは最短出口への方向を光または音で避難者を
誘導する。 
光誘導では本システムの特徴である火災延焼に
応じて避難方向が変化する場合に対応させるため、
360 度の旋回台に回転灯を取り付けて都度の方向変
化に対応することが出来る。また回転灯の光走行に
より遠方からでも視認性の良い誘導が可能となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－７ 光、音誘導装置設置状況 

 
また回転等とカメラを一体化させたことで、平常
時にはセキュリティカメラとして利用が出来、避難
誘導時には避難状況を目視確認するだけでなく要
救助者の確認までも可能としている。 
またカメラ映像を記録する事により、センサー情
報と合わせ火災の発生原因やメカニズムの解析等
様々な用途に利用が可能となる。 
音誘導では、複数個のスピーカを分散配置させる
ことで以下の機能を持たせている。 
・暗騒音のある空間での明瞭度を良好にする。 
・先行音効果（Hass 効果）の活用により、発生音
の定位を向上する。 
また火災発生時の突発的なアナウンスのみで無
く、平常時には出口との結びつきを、危険発生時に
はアナウンスへの注意喚起を目的としたオリジナ
ルのサイン音を流すことにより誘導効果をさらに

高めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図－９ 先行音効果を利用した音誘導装置概念 
 
4. 実証実験 
システムを図－１０に示す実際のオフィスビル
の同一階のフロアに設置し、実証実験を行った。実
験では、図－１１のように 12 台のユニットを組み
合わせ、これらユニットに対して複数の出口と火災
延焼を想定してユニットの火災感知数を時間とと
もに増加させるなど、条件をパラメトリックに変え
ながら、避難方向を提示する矢印の LED が正しく点
灯するか、実験を行った（実験その１）。また、シ
ステムへの負荷テストとして、ユニット間の通信回
数の増加や同時多発的に火災が発生した等の想定
で複数のユニットに同時に情報を与えて、実験その 
１と同様に正しく避難誘導ができているかの確認
も行った（実験その２）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１０ 実験に用いたオフィスビル平面図 
 

 
図－１１ 実験で用いたユニットの構成（12 台） 

 

平面 

断面 
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a 

40m
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4.1 実験その１結果と考察 
実験結果として図－１２に火災発生箇所増加に
伴う避難誘導方向（矢印）の変化をそれぞれ示す。
火災を感知したユニットが発する SOS 通知による
最短経路の探索と表示、火災発生ユニット増加によ
る避難経路の変更（迂回）、火災進展に伴う新たな
通路閉塞による避難経路表示の取り消しが正常に
行われていることが確認できた。 
以上、その他同様のケースの実験においても、全
てのユニットについても正常な働きをしており、複
数の出口の条件下において、火災を感知するユニッ
トが増加しても、避難経路の探索と表示に関して本
システムは問題なく稼動していることがわかった。 
 
4.2実験その２結果と考察 
本システムを実際の地下街やビル等に設置する 
事を考えた場合、より厳しい状況にも対応できるこ
とが必要である。そこで、システム全体の信頼性を
測るため、今回の実験で用いたユニット間のネット
ワークにおいて限界に近い無線通信回数が増加す
るよう火災発生点を設定した。さらに、爆発等を想
定して順次増加させていた火災を、一度に全て発生
させさせる等して、本システムの無線通信の信頼性、
耐久性を確認した。以下にその結果と考察を示す。 
まず、図－１３のように通信の負荷が限界近くまで
発生するように火災を設定した場合は、５つめのユ
ニットが火災を感知した際には最短経路の収束ま
でかなりの時間がかかった。これは、５つめの感知
の時点では、⑤以外の全てのユニットがセンサー情
報を発信しており、更に３つの出口からの経路探索

の指示が送信されるため、経路の収束に時間がかか
ったものと思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図－１３ 通信が限界になるような条件での実験 
 
の指示が送信されるため、経路の収束に時間がかか
ったものと思われる。しかし、６つめの火災感知で
は、それほど時間がかかっておらず、３つの出口の
うち 1 つが SOS 通知を発信し、経路探索指示が２
つに減ったためだと思われる。全体を通して、セ 
ンサー情報が欠落したのは２回に留まった。 
最後に、爆発など同時多発的に異常が発生した条
件下では、結果としてセンサーの情報の送信に失敗
するユニットがいくつか見られた。しかし、火災発
生点のユニットからの送信以降はネットワークが
格子状になっているため、隣接するユニットへの送
信により、センサーの情報は別の経路を辿って出口
に到達していた。 
 
4.3 実験まとめ 
本研究はこれまで開発してきた自律分散避難誘
導システムの改良を行い、実際のオフィスビルのフ
ロアを用いて出口や火災発生箇所、発生条件などを
パラメトリックに変えて実験を行った。その結果、
概ね各種条件変化の際にも正しい避難経路情報を

図－１２ 実験その１結果（一部） ～火災感知ユニットの増加による誘導方向の変化～ 

火災発生前 

３箇所で火災感知 

１箇所で火災感知 

２箇所で火災感知 
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提示することを確認できた。 
 
5.まとめ 
本研究により、地下街などの閉空間内の天井や壁
に煙や熱など感知機能を持たせたユニットを簡易
な工事により設置し、ユニットから適切な避難誘導
情報を表示、また逐一出口ユニットに送信するよう
なシステムの開発が完了した。 
ただし、今回はプロトタイプの開発であったため
今後実用化に向けては以下のような課題の解決が
必要と考える。 
①基本ユニットの小型化 
今回作成した基本ユニットは各種の機能確認を
するため、特に制御系の装置（演算部、入出力部）
はデバッグが容易な製品の採用、あるいは構造とな
っている。このため筐体の寸法は横 450×縦 350×
奥行 160 と大きなものとなった。 
ただし、この制御系についてはワンボードマイコ
ンに集約が可能であるため、最終的には家庭用の煙
感知器程度の大きさ（φ105×50）程度になるもの
と考える。 
②処理速度の向上 
12 台の経路ユニットを利用した実験では、最短経
路演算の収束が 2分程度かかることが分かった。 
煙の進行速度とユニットの設置間隔との関係に
もよるが、短時間で次々と経路閉塞が生じた場合、
現システムでは正確に経路が表示されない恐れが
ある。 
このため、各種処理演算ロジックの見直し、特に
通信速度の高速化が必要と考える。 
③避難経路演算ロジックの向上 
現在の演算ロジックでは単にユニット間の距離
のみをパラメータとして最短出口を算出している
が、実際には避難路の幅（広い、狭い）や障害物、
避難者の集中具合など、単に距離だけでは計れない
「避難のし易さ」も考慮すべきであると考える。 
単に最短距離ではない最適ルートの演算ロジッ
クの開発が必要と考える。 
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第 3 防災力の向上 

3．1 高層建築物に設置する消火設備配管等の耐震基準に関する研究 

研究課題名 高層建築物に設置する消火設備配管等の耐震基準に関する研究 

研究実施期間 平成 20 年度～平成 21 年度 

配分額（千円） 15,840（平成 20年度）、1,784（平成 21年度） 

研究代表者 木内俊明 

所属機関 財団法人日本消防設備安全センター 

研究体制 産・学・官 

研究概要 消防法施行規則に規定している「消火設備配管等には地震による震動等

に耐えるための有効な措置を講じること。」について、「地震直後において建

築物の機能が維持されている状態には、消火設備配管等の機能が維持され

ていること。」として具体的な耐震基準の手法を見出すことを目的とし、２年間

にわたり研究を行った。 

本研究は、①消防業界としては初めての試みであるスプリンクラー配管の

スケールモデルによる振動実験、②過去に発生した地震災害での消防用設

備等の被害状況の調査、③耐震基準に関する各種文献の調査を行うなどし

て、消火設備配管等の耐震指針の核となる内容をとりまとめた。 

研究成果の活用事

例 

「大規模地震に対応した消防用設備等のあり方に関する検討会」の平成 20

年度中間報告書に参考資料として引用された。 

応用の方向性 スプリンクラー設備の配管に係る耐震基準及びスプリンクラーヘッド

の取り付け工法に係る耐震基準のとりまとめ 

研究発表の状況等 「高層建築物に設置する消火設備配管等の耐震基準に関する研究」 

1) 「大規模地震に対応した消防用設備等のあり方に関する検討会」平成 21

年 2月 26 日 (資料提供) 

2) 消防研究センターの一般公開 平成 21年 4月 17 日 （パネル展示） 

3) 「大規模地震に対応した消防用設備等のあり方に関する検討会」平成 22

年 2月 19 日 （資料提供） 

4) 第 58 回全国消防技術者会議 平成 22年 10 月 21 日 （ポスター展示） 

知的財産権の出

願・登録状況等 

なし 

当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

消火設備配管等の耐震基準に関しては、消防法施行規則第１２条等に「地

震による震動等に耐えるための有効な措置を講じること。」と規定している

が、明確な基準は示されていない。本研究成果を活用して、耐震設計、耐震

工法について具体的な基準作成に向けた検討が望まれる。 
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高層建築物に設置する消火設備配管等の耐震基準に関する研究 
 

○木内俊明 1 
Toshiaki Kiuchi 

 
研究課題の要旨：消火設備配管等の耐震性に係る特有の性能として求められている「地震直後において建築物の機能

が維持されている状態（使用状態）には、消火設備配管等の機能が維持されていること。」について具体的な耐震基

準作成に向けて検討を行った。平成 20 年度は、初期消火設備として重要な役割を持つスプリンクラー設備の配管工法

と建築物の天井形態との耐震性能の関係を把握するため、振動台に試験体モデルを設置して地震波を想定した振動実

験を行い、貴重なデータを得ることができた。平成 21 年度は、平成 20 年度の実験データ及び建築設備耐震指針及び

既に公表されている各種文献を参考として、消防法令に規定する消火設備配管等の耐震基準のあり方について整理し

た。 

1. はじめに 

一定規模以上の防火対象物には、消防法令により

消防用設備等の設置及び維持の義務が課せられて

おり、消防用設備等の設置及び維持に関する規定の

一つとして、消防法施行規則第 12 条第 1 項第 9 号

に「貯水槽、加圧送水装置、非常電源、配管等には

地震による震動等に耐えるための有効な措置を講

じること。」（以下「消火設備配管等の耐震基準」

という。）と定性的な基準が規定されているが、具

体的な耐震措置について明確にされておらず、現状

における消火設備配管等の耐震基準は、「建築設備

耐震設計・施工指針」（日本建築センター（以下「建

築設備耐震指針」という。））、関係工業会等が自

主的に定めた基準を参考として運用している。 

また、建築設備耐震に関する法令は、1978 年 6 月

に発生した宮城県沖地震を契機として 1981 年に制

定したもので、行政指導書としての建築設備耐震指

針は、1982 年 3 月に刊行、設備耐震に関する具体的

規定として建設大臣の指定として制定されたが、対

象は高さ 60m までの建築物としており、高さ 60m を

超える高層建築物に関しての耐震基準は明確にさ

れていない。 

そこで本研究は、消火設備配管等の耐震性に係る

特有の性能として求められている「地震直後におい

て建築物の機能が維持されている状態（使用状態）

には、消火設備配管等の機能が維持されているこ

と。」に関して、2 年の期間で研究し、消防行政に

反映するとともに、国民の生活に関する安心・安全

に寄与することを目的として行なったものである。 

平成 20 年度は「消火設備配管等の耐震性に係る

振動実験」を行い、平成 21 年度は消防法令に規定

する消火設備配管等の耐震基準及び高層建築物に

設置する消火設備配管等の耐震規準のあり方につ

いて整理した。 

 

2. 平成 20 年度研究 

消火設備配管等の耐震性に係る振動実験 

初期消火設備として重要な役割を持つスプリン

クラー設備の配管工法と建築物の天井形態との耐

震性能の関係を把握するため、振動台に供試体モデ

ルを設置して地震波を想定した振動実験を行った。

概要は次のとおり。 

 

2.1 供試体モデル 

ア 架台フレーム 

鉄骨造で、平面 6,000 ㎜×6,000 ㎜、高さ 2,700mm 

イ 天井 

平面 4,800 ㎜×4,800 ㎜ 

耐震支持（Ｘ・Ｙ2 方向）のシステム天井（グリ

ット 600 ㎜） 

天井懐 1,240 ㎜ 

ウ 消火設備配管等 

ａ 横走り配管は、耐震指針に規定する A 種耐震

支持１箇所及び B 種耐震支持１箇所の系統と、

A 種耐震支持１箇所のみの系統の２系統。 

ｂ スプリンクラーヘッド取り付け巻き出し管

は、ステンレスフレキ管（全部フレキと部分フ

レキ 1～3.3ｍ）を使用 

ｃ スプリンクラーヘッドは、フラッシュ型 

ｄ 横走り配管及びステンレスフレキ管には、充

填水の重さに相当する鉛板を巻きつけ、配管内

は、0.3M ㎩の空気圧を加圧した状態 

 

2.2 加振波 

加振波を表１に示す。 

 

 

加 振 方 法 
加振加速度（ガル） ベクトル値 

（ガル） Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

ＥＬセントロ 

1940 

196 121 119 200 

392 241 237 400 

ＪＭＡ神戸 

1995 

367 277 149 400 

551 416 224 600 

告示波 

（ＥＬセントロ波位相） 

637 652 380 800 

( 所属機関名) 

1 財団法人 日本消防設備安全センター 

表 1 加振波 
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2.3 測定 

ア 加速度計によって、振動台中央１箇所、架台フ

レーム中央１箇所、天井面中央１箇所及び横走り

配管２箇所の加速度を測定。 

イ レーザー変位計によって、架台フレームとシス

テム天井の相対変位（４箇所）を測定。 

ウ ビデオカメラ（全体映像及び CCD による天井部

分映像）によって、加振映像を記録。 

エ 微小漏れ測定装置によって、配管内圧力を記録。 

 

2.4 実験結果 

地震動によるスプリンクラー設備配管工法と天

井形態との一般的な関係は、次のとおり把握するこ

とができた。 

ア スプリンクラー設備配管の支持・固定方法に関

する事項 

a 横走り配管は、A 種耐震支持１箇所のみの系統

の支持金物が一部移動した。A 種・B 種の両耐

震支持配管系統は損傷がなく、配管先端の B

種耐震支持の効果が判明した。 

b スプリンクラーヘッド取り付け巻き出し管 3.3

ｍもので中間支持がされていないものが大き

く揺れ、天井吊り金物に接触したものがあった。 

3.3ｍものでは、中間支持の効果が判明した。 

イ 天井形態とスプリンクラーヘッド取り付け方

法に関する事項 

システム天井のクロス Tバーにスプリンクラー

ヘッド支持用 T バーを渡し、当該支持用 Tバーに

スプリンクラーヘッド取り付け巻き出し管を取

り付けた工法でスプリンクラーヘッドの損傷は

見られない。 

 

3. 平成 21 年度研究 

平成 20 年度実施した「消火設備配管等の耐震性

に係る振動実験」及び既に公表されている建築設

備の耐震設計・施工指針や、地震災害により被害

を受けた消火設備配管等の実態調査報告書を基に、

平成 21 年度は消防法令に規定する消火設備配管等

の耐震基準及び高層建築物に設置する消火設備配

管等の耐震基準のあり方について整理した。 

 

3.1 消防法令に規定する消火設備配管等の耐震基

準のあり方 

3.1.1 消火設備配管等の耐震基準の基本的考え方 

消火設備は、一部の建築設備とは異なり、地震直

後であっても建築物が健全な状況においては、その

機能維持や機能復旧が容易でなければならない。特

に、地震直後の火災拡大防止という観点から考える

と、スプリンクラー設備等の自動消火設備（スプリ

ンクラー設備、水噴霧消火設備、泡消火設備、不活

性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火

設備をいう。）は、大規模地震においても機能維持
＊１が要求され、その他消火設備（自動消火設備以外

の初期消火設備をいう。）は、多少の損傷があって

も容易に復旧が可能＊２であることが要求される。 

＊1 機器、配管、電源等によって構成されるシステム

が、地震によって損傷することなく機能する。 

＊2 機器、配管、電源等によって構成されるシステム

の一部が地震によって損傷しても、建築物が使用開始

されるまでに容易に復旧できる。 

上記に示したように、本研究では表２に示すよう

に自動消火設備とその他の消火設備に区分し、耐震

対策上の機能維持について基本的な考え方を示し

た。 

 

 

 

3.1.2 消火設備配管等の耐震上の基本性能及び耐震

クラス 

地震災害による消火設備配管等の機能維持及び

機能復旧は 

ａ 中地震時には、損傷が全くないこと。 

ｂ 大地震時には、建築物からの脱落、転倒、ある

いは移動することなく、消火設備等の機能確保、

あるいは早急な機能回復が可能であること。 

ｃ 自動消火設備においては、大地震時に建築物の

機能が維持されている場合（使用状態）には、消

火設備等の機能も維持されること。 

に区分されるが、ａ及びｃは消火設備配管等の基本

性能であり、自動消火設備配管等機器については耐

震クラスＳ、その他の消火設備配管等機器について

は施設に適した耐震クラス（一般には耐震クラスＡ

を、施設により耐震クラスＳ、あるいは耐震クラス

Ｂもありえる）を選択することにより消火設備配管

等の耐震基準とする。 

自動消火設備機器の設計用標準震度を表３に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中規模地震 大規模地震 

自動消火設備 機能維持 機能維持 

その他の消火設備 機能維持 多少の損傷があっても

容易に復旧可能 

表２ 消火設備配管等の耐震対策の基本的な考え

方 
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3.1.3 自動消火設備配管等の耐震工法（主な工法） 

ａ 50Ａ以下の配管も、耐震支持材の振止めを設け

る。 

ｂ 屋上床上配管は、10ｍ以内に 1箇所、主要構造躯体

と一体の柱、壁、機械基礎からＳＡ種耐震振止めを設

ける。 

ｃ 枝配管(50Ａ以下も含む配管用炭素鋼管等)の

末端部は、耐震支持とし、種別はＢ種耐震支持と

する。 

ｄ 巻き出し配管は、ステンレス製フレキシブル巻

き出し配管とする。2ｍを超える場合は、中間支

持を設ける。 

具体的な例を図１から図４に示す。 

フレキ管

メイン管

ＳＡ種

耐震支持

Ｂ種耐震支持

Ｂ種耐震支持

40A以上B種耐震支持金物(参考）

32A以下B種耐震支持金物(参考）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 高層建築物に設置する消火設備配管等の耐震

基準のあり方 
高層建築物の消火設備配管等に係る耐震の安全

性に関した基準を明確に規定したものはなく、建築

設備（防災設備を含む）に関する一つの案として「長

周期地震動と建築物の耐震性」（日本建築学会―

2007 年 12 月）で、超高層建築物に対する設備機器

の設計用標準震度(案)が、表 4のように提案されて

いる。 

 

 

 

 

耐震ｸﾗｽ 

区分 

階区分 

消火設備機器の耐震クラス 

適用階の区分 耐震ク

ラスＳ 

耐震ク

ラスＡ 

耐震ク

ラスＢ 

上層階、 

屋 上 及 び

塔屋 

2.0 1.5 1.0 

 

中間階 1.5 1.0 0.6 

地 階 及 び

１階 
1.0（1.5） 0.6（1.0） 0.4（0.6） 

( )内の値は地階及び 1 階（地表）に設置する水槽の場合に適用する。 

上層階の定義 

・2～6 階建ての建築物では、最上階を上層階とする。 

・7～9 階建ての建築物では、上層の 2 層を上層階とする。 

・10～12 階建ての建築物では、上層の 3 層を上層階とする。 

・13 階建て以上の建築物では、上層の 4 層を上層階とする。 

中間階の定義 

・地階、1 階を除く各階で上層階に該当しない階を中間階とする。 

表 3 自動消火設備機器の設計用標準震度（太線枠内） 
（その他の消火設備機器の場合は、施設に適した

耐震クラスを使用する） 

図１ スプリンクラー配管の振止め耐震措置（例） 

CV GV

送水口

屋外

屋内

外面被覆鋼管

SUSブラケット 水抜き弁

SA種耐震支持

１階

図 2 送水口周り耐震措置（例） 

可とう管継手

可とう管継手 エア抜き弁
エアー抜き

消火管給水管

消火立管

耐震支持

ＣV

ＧＶ

防波板

たわみ

図 3 消火用水槽の耐震措置（例） 

図 4 フレキシブル管の配管（例） 

フレキシブル巻き出し管継手 
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建物高さ 

区分 

地上 60ｍを超え 

100ｍ以下 

地上 100ｍを超える 

建物 

建物階数 

（例） 

地上 20 階程度～ 

30 階程度 

地上 30 階程度を 

超える階数 

耐震クラス 耐震クラス 

Ｓ 

耐震クラス 

Ａ 

耐震クラス 

Ｓ 

耐震クラス 

Ａ 

屋上、上層階 2.0 1.5 1.5 1.0 

中間層 1.5 1.0 1.5 1.0 

１階、地階 1.0（1.5） 1.0（1.5） 1.0（1.5） 1.0（1.5） 

【補記】① 上層階は全階数の 30％程度を見込む。 

② 耐震クラスＳ：重要又は特に重要な機器を対象とする。 

耐震クラスＡ：一般又は主要な機器を対象とする。 

 

4. 今後の展望 

消火設備配管等の耐震基準に関しては、消防法施

行規則第 12 条等に「地震による震動等に耐えるた

めの有効な措置を講じること。」と規定しているが、

明確な基準は示されていない。 

 本研究結果を活用して、耐震設計、耐震工法につ

いて具体的な基準作成に向けた検討が望まれる。 

 

 

 

表 4 超高層建築物に対する設備機器の 

設計用標準震度(案) 
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第 3 防災力の向上 

3．2 機動的・効率的な消防団活動に資する災害エスノグラフィーの構築と活用手法の研究 

研究課題名 機動的・効率的な消防団活動に資する災害エスノグラフィーの構築と活用手

法の研究 

研究実施期間 平成 19 年度～平成 20 年度 

配分額（千円） 6,825（平成 19年度）、 6,825（平成 20年度） 

研究代表者 重川 希志依 

所属機関 富士常葉大学大学院環境防災研究科 

研究体制 産（（財）日本消防協会）・学（富士常葉大学） 

研究概要  本研究では，全国の消防団が有する大規模災害時の活動上の教訓情報、

消防団活動活性化に資するさまざまな取り組み、地域コミュニティとの連携方

策など、災害時における消防団の機動的・効率的な消防活動に資する有益

な情報を効率的に抽出することを目的として、消防団を対象とした災害エスノ

グラフィー調査を実施した。さらに得られた情報を全国の消防団員をはじめ

多くの人と共有するための研修プログラムを開発した。その結果、大規模災

害時における消防団活動をイメージするための情報，日常的な消防団活動

活性化のための工夫，地域との連携強化のための具体的手法などを広く消

防団・団員で共有することが可能となった。 

研究成果 大規模災害時における消防団活動上の教訓ならびに活動活性化に関す

る情報の抽出と共有化に関する研究成果として、消防団員をはじめ、自主防

災組織等住民を対象とした研修プログラムを実施し、消防団の重要性の理

解ならびに、消防団活性化への取り組みの促進を図っている。また、消防団

活動活性化事例集を刊行し、日本消防協会等で実施される消防団を対象と

した研修の機会を通じ情報提供を実施している。 

応用の方向性 本研究において、情報収集・共有化が可能となることを目的として、インタ

ビュー・グループディスカッションによる調査方法、調査成果の分析方法、研

修方法、蓄積した情報の発信方法等に関して標準的手法を検討したが、今

後この手法を用いて全国の消防団の暗黙知として共有化されてこなかった

情報の収集と情報発信を継続的に実施していくことが可能となる。 
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研究発表の状況等 1)消防団活動の教訓を共有化するために，重川希志依，月間フェスク，2008

年 4 月号 

2)災害エスノグラフィー調査に基づく災害対応教訓の活用手法に関する研

究，重川希志依、田中聡，THE SECOND CHINA-JAPAN SCIENCE 

FORUM ， THE 2008 WENCHUAN EARTHQUAKE AND NATUAL 

DISASTER MITIGATION，2009.3.9，Beijing 

知的財産権の出

願・登録状況等 

なし 

当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

 大規模災害時における消防団活動エスノグラフィーを教材とし、消防団員

等を対象とした研修を実施し、教育効果の測定並びに改善点を把握した上

で、機動的・効率的な消防団活動に資する教育プログラムを策定したが、今

後消防団員を対象とした本研究成果を活用した研修を実施し、研修効果の

測定や研修方法の改善を図っていくことが必要と考えられる。 

 また、インターネットを活用し、研究成果として得られた災害エスノグラフィ

ーに基く災害時・平常時における教訓情報の発信を開始したが、まだ一方

向での情報提供に留まっており、今後は全国の消防団関係者との双方向で

の情報の共有化を可能とするしくみを開発していくことも求められる。 

 研究期間終了以降も、消防団活動に関わる貴重な教訓情報の蓄積と共有

化を継続的に図っていくことが必要である。このため、担当者等が交代しても

継続的に情報収集・共有化が可能となることを目的として、インタビュー・グル

ープディスカッションによる調査方法、調査成果の分析方法、研修方法、蓄

積した情報の発信方法等に関して標準的手法を検討したが、今後この手法

を用いて全国の消防団の暗黙知として共有化されてこなかった情報の収集

と情報発信を継続的に実施していくことが求められる。 
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2 財団法人日本消防協会 

機動的・効率的な消防団活動に資する災害エスノグラフィーの構築と活用手法の研究 
 

○重川希志依 1・田中聡１・高島正典１・植木一之 2・秋山昭二 2・五十嵐千恵 2 
Kishie Shigekawa, Satoshi Tanaka, Masasuke Takashima, Kazuyuki Ueki, Syoji Akiyama and Chie Igarashi 

 
研究課題の要旨：本研究では，全国の消防団が有する大規模災害時の活動上の教訓情報、消防団活動活性化に資する

さまざまな取り組み、地域コミュニティとの連携方策など、災害時における消防団の機動的・効率的な消防活動に資

する有益な情報を効率的に抽出することを目的として、消防団を対象とした災害エスノグラフィー調査を実施した。

さらに得られた情報を全国の消防団員をはじめ多くの人と共有するための研修プログラムを開発した。その結果、大

規模災害時における消防団活動をイメージするための情報，日常的な消防団活動活性化のための工夫，地域との連携

強化のための具体的手法などを広く消防団・団員で共有することが可能となった。

1. 研究の背景と目的 

消防団は地域住民の熱意に基づくボランティア

精神に支えられ、平常時における地域の安全･安心

環境の創造と、災害時における被害軽減の双方に重

要な役割を果たす組織である。しかしながら、かつ

ては全国で200万人に達していた消防団員数は現在

90 万人にまで激減した。阪神・淡路大震災をはじめ

大規模災害時において消防団は地域密着型の活動

を行うことにより、いち早く人命救助や消火活動・

避難誘導など地域住民の生命を守るために極めて

大きな力を発揮することが知られている。防災上こ

のように重要な役割を果たす消防団活動の充実と

活性化を図ることは、地域の防災力向上に必須の条

件である。 

一方全国で約 2 万 4千ある消防分団の中には，団

員確保や活動活性化に優れた事例も多数見受けら

れる。ただし現状においては個々に存在するグッド

プラクティスが，全国の消防分団や団員間で情報共

有されておらず，各々の消防分団が具体的解決策を

模索している。 

そこで本研究では，全国の消防団が有する災害時

の消防団活動上の教訓、平常時における訓練等消防

団活動の状況、地域コミュニティとの連携のあり方

などの情報を抽出するために、質的調査方法の一つ

である災害エスノグラフィー調査（インタビュー・

グループディスカッションに基づく活動プロセス

の同定）を実施し、全国の消防団が有する優れた知

恵や工夫の表出化を試みる。さらに、その成果を共

有化するための研修手法を開発し、消防団活動活性

化のための工夫や地域との連携強化のための具体

的手法などを広く消防団・団員で共有することを目

的とする。 

 

2. 研究方法 

本研究では、 

①大規模災害時における消防団活動上の教訓情

報の抽出と共有化 

②平常時における消防団活動活性化のための教

訓情報の抽出と共有化 

を目的として、以下に示す方法で研究を実施した。 

 

1）消防団員等に対するエスノグラフィー調査の実施 

 これまでに発生した自然災害や火災・事故時にお

ける消防団活動に関すエスノグラフィー調査を実

施し、災害対応プロセスの推移と消防団活動の実態

を把握し、災害対応上の教訓情報を抽出した。 

 また、消防団員を対象に実施されている教育・訓

練活動や，意欲を持って活動に参加するための創意

工夫，女性や若年層を含めた団員確保のための取り

組みなど，日常時における活動に関するエスノグラ

フィー調査を実施し，①消防団員の防災力向上と参

加意欲向上に資する教育・訓練の具体的あり方とノ

ウハウの抽出，②団員の参加意欲を高めるための具

体的な手法とノウハウの抽出，③消防団員確保のた

めの具体的方法とノウハウの抽出を行った。 

 なお調査対象は表 1、表 2 に示すとおりである。 

表 1．大規模災害時における消防団活動に関する調査対象 

災害事例 調査対象組織 

阪神･淡路大震災 神戸市消防団 

平成 16 年新潟豪雨災害 新潟県三条市消防団 

平成 16 年豊岡水害 兵庫県豊岡市消防団 

JR 福知山線列車脱線事故 尼崎市消防団 

平成 18年 7月鹿児島県北部豪雨災害 さつま町消防団 

平成 18 年北海道佐呂間町竜巻災害 佐呂間町消防団 

平成 19 年能登半島地震 石川県輪島市消防団 

新潟県中越地震 新潟県見附市消防団 

岩手宮城内陸地震 宮城県栗原市消防団 

岩手県一関市消防団 

表 2．平常時における消防団活動活性化に関する調査対象 

活動内容 調査対象組織 

基本団員保管制度として機能別消防団制度の導入 愛媛県松山市消防団 

市町村合併に伴う組織再編・団員確保成功事例 三重県松坂市消防団 

漁村地区での女性分団結成・消防活動従事 熊本県津奈木町消防団 

全国操法大会での優秀成績 高知市(旧鏡村)消防団 

常備消防がない地区での消防団活動 新潟県見附市消防団 

消防団支援優遇制度の導入 佐呂間町消防団 
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2）調査成果に基づく研修プログラムの構築と評価 

 災害エスノグラフィー調査により抽出した消防

団活性化のために広く共有すべき現場での知恵や

工夫，教訓情報を共有化する手段として，インタビ

ュー記録の短縮版を作成しテキスト化した上で、テ

キストを用いて消防団員を対象とした研修プログ

ラムを構築・試行し、その研修成果の効果測定を行

った。 

 

3. 災害エスノグラフィー調査の実施 

表１、表 2で示した調査対象消防団に対して実施

したエスノグラフィー調査では、消防団活動の全体

を見渡せる者、判断・意思決定を行う立場にあった

者を選定し、調査対象者とした。具体的には消防団

長、副団長、分団長を中心とし、さらに、当時の消

防活動や消防団活動の状況を把握している消防職

員にも参加してもらう場合もあった。 

インタビューをするにあたってはインタビュア

ーの予断を一切さしはさまぬよう留意し、時系列に

沿って自らが見、聞き感じ体験したことを自由に話

してもらう方法(Non-Structured Interview)を用い

た。インタビューは対象者の話題の展開に従って話

の進行を妨げないようにし話の途中での質問は極

力行わず発言は話の先を促す程度に留めるが、防災

に対する素人が話を聞きに来ているのではないこ

とをお互いのやり取りを通して対象者が気づいた

時に、対象者の胸のうちにある様々な思いがあふれ

出してくるという事が幾度も起こった。インタビュ

ー・グループディスカッションは 1 回 3時間程度を

要し、インタビュー結果は全て、映像・音声並びに

文字情報により一次データとして記録した。 

 

 

写真 1．調査実施風景（熊本県津奈木町消防） 

 

写真 2．調査実施風景（鹿児島県さつま町消防） 

 

4. 大規模災害時における教訓情報の抽出 

 ９つの災害事例に対する調査から得られた、大規

模災害時における消防団活動に伴う事実、課題、教

訓などを以下に整理する。なお整理に当たっては、

災害等への対応のために米国において考案された

ICS(Incident Command System)で提示される災害対

応に求められる 5つの機能およびそれに付随する 3

つの機能に従って情報の分類を行った。さらに、災

害対応の体験を次の災害に生かすための新たな工

夫や対策を加え、情報整理は次の 9 分類とする。 

①指揮調整(Command)、②事案処理(Operations)、

③情報作戦（Planning）、④資源管理（Logistics）、

⑤財務管理（Finance/Administration）、⑥安全管

理(Safety)、⑦広報(Information)、⑧連絡調整

(Liaison)、⑨災害体験から得た新たな対策 

 

1）指揮調整(Command)-団員自らも被災者- 

・団員の 7 割が被災した。しかし団員に頼んで召

集をかけているわけだから、自分の家に帰れるわ

けがない。(新潟豪雨) 

・自宅の後片付けは友人らが手伝ってくれたので

本当に助かった。(新潟豪雨、鹿児島県北部豪雨) 

・自分の母親を救助できず目の前で焼死させてし

まった団員は、家族を救えなかったこととその後

の消防団活動に従事できなかった両面で、非常に

強い自責の念を持ち続けている。(阪神･淡路大震

災) 

・自らの家が床上浸水で、その後消防団活動に従

事できなかった団員は非常に強い自責の念を持

ち続けている。(鹿児島県北部水害) 

・息子がいてくれればテレビ 1 台助かったのにと

いう団員の母親、招集かけた方にしてみれば非常

につらい 

・消防本部の上に市の本部があるため、指示系統

が一元化されていなかった。(新潟豪雨) 

・復旧作業に関して、夜準備をしても翌朝になる

と方針が変わっていて一本化されていない。大勢
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の団員を動かすわけだし、非常に困った。(新潟豪

雨) 

・最初はどうしたら良いのか何も分からない状態

だった。１日目は自分の考えで動かなければなら

なかった。２日目からは団長の命令により動いた。

(能登半島地震) 

2）事案処理(Operations) -多様な消防団活動- 

・消防団は現場に入れない？入りにくい状況だっ

た。また私らが救助できるような状況でもなかっ

た。(JR 福知山線列車脱線事故)  

・死んだ人を運ぶのは初めてだった。でも一人運

んだら、あとは何人運んでも同じだった。(JR 福

知山線列車脱線事故) 

・負傷者のスムースな搬送のために、野次馬整理

と交通整理を行った。(JR 福知山線列車脱線事故) 

・消防は全て現場に出払って消防署は空っぽ。い

つ火災が起こるか分からないので団が各所に詰

めてくれということで器具庫で待機していた。

(JR 福知山線列車脱線事故) 

・ヘリコプター離発着場に散水してもらいたいと

いう消防本部からの指示で、分団の車でプールの

水を 2～3 時間にわたり散水し続けた。(JR 福知山

線列車脱線事故) 

・普段は火消しばかりやっているので、救助活動

ではとっさの場合の判断がつきにくかった。(JR

福知山線列車脱線事故) 

・ありとあらゆる活動をした。へそまで水に浸か

りながらローラー作戦で取り残し者のチェック、

弁当配り、上越インターで緊急消防援助隊の出迎

えなど。半端じゃない数の応援隊が入ってくるの

で、受入れ、誘導などが必要だった。(新潟豪雨) 

・真っ暗な中で家に取り残された人の救助活動に

まわった。こちらがライトを回すと向こうもライ

トを回す。それで要救助者の確認をした。(新潟豪

雨) 

・土嚢は砂を詰めたほうが土を詰めるよりも安定

する。(新潟豪雨) 

・水害後は自衛隊と一緒に教室内にたまった砂の

洗い流しなど学校施設の清掃活動を行った。(新潟

豪雨) 

・交通規制のために国道の封鎖活動を行ったが、

ドライバーとのトラブルが相当あった。(新潟豪

雨) 

・県警が入ってくると顔を知らないのでフリーパ

スではなくなった。それまでは皆知っている人ば

かりなので活動しやすかった。(新潟豪雨) 

・屋根のブルーシートかけを 3～4 日間行った。

自衛隊も断る危険な作業だった。１軒にかけると、

次から次へと依頼がきた。(能登半島地震) 

・防火水槽の水位や消火栓の点検活動を行った。

(能登半島地震) 

・地震当日の昼は、各家庭のガスボンベの元栓確

認を行った。(能登半島地震) 

・地震当日の夜中は２回ほど、町内の巡回を行い、

その日の夜はポンプ車で寝た。(能登半島地震) 

・翌日中に、危険個所に黄色いテープをはり市民

の安全を守った。(能登半島地震) 

・緊急消防援助隊が 100 隊入って来たのでそれへ

の対応に振り回された。 

3）情報作戦（Planning） 

・どんどん川の水かさが増えてきたが、上流のダ

ムが放流されたためだということは知らなかっ

た。(新潟豪雨水害) 

・情報が何も分からないので、消防車の消防無線

を聞きながら、携帯で連絡を取り合いながら行動

した。(豊岡水害) 

・自分らは全く情報を知らなかった。1 両目の車

両がマンションの下に潜り込んでいることも知

らなかった。(JR 福知山線列車脱線事故) 

4）資源管理（Logistics） 

・寒さでかなり消耗が激しかったですよね。ウェ

ットスーツでもあればね。自衛隊の人らは、「あ

んたら、ようこんなボロ船に救命ジャケットもつ

けんと乗っとるな」と言って。(豊岡水害) 

・自衛隊は時間を限って、「はい、次、交代」と

いってバーッと交代するわけ。消防団は全く交代

がない。(豊岡水害) 

・団員の食べ物がない、疲労度が増す、イライラ

する。本部からパン 1 個とジュースが 1 回だけ配

られた。本部の人はライフジャケットつけている

のに団員にはそれもない。(新潟豪雨) 

5）財務管理（Finance/Administration） 

・2 時間の火災出動でも、24 時間張り付いた活動

でも手当てに差はない。 

・団員の車を使用するときの費用弁償の規定がな

い。 

・分団長の判断で、団員の日当を出し合ってプー

ルし、防火週間の巡回や防火水槽点検時の車両代

を出し合っている。 

6）安全管理(Safety) -使命感と団員の安全確保- 

・最初は土のうを 3 段積み、水が越えたのでそれ

を 2 列にし、さらに土のうがひっくり返りそうに

なったので団員が手で土のうを押さえたが、こら

え切れなくなった。警官の避難しろという言葉で

ようやく撤収した。(新潟豪雨災害) 

・決壊寸前、川の水が盛り上がり対岸が見えない

ほどだった。(新潟豪雨) 

・決壊寸前には、川の水が蒲鉾のように盛り上が

って見えた。（鹿児島県北部豪雨水害） 

・決壊場所から流れ出る洪水の勢いは、川の流れ
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と同じ速さで非常に急流であり、ボートも流され

てしまうほどだった。(新潟豪雨災害) 

・農薬などが水に混じっているので、後になって

身体のあちこちが赤くただれたりかゆみが出た

りした。(新潟豪雨災害) 

・団員の単独行動が一番怖かった。皆と合流でき

る地点まで戻れという指示を出した。(新潟豪雨) 

・どこまで危険なところに団員を突っ込ませるか。

突っ込むというより、黙っていても自分から行く

んですね。(豊岡水害) 

・団員の使命感達成と安全のための行動の掌握、

このことは非常に難しいし非常に悩んでおりま

す。(豊岡水害) 

・安全は本来組織の規律だと思うんです。命令系

統をきちっとして、団の規律を守るための訓練を

徹底して身を守る。(豊岡水害) 

7）広報(Information) -表舞台に立てない、記録

を残せない－ 

・マスコミに消防団活動は一つも出てこなかった。

給料をもらっている人たちがちょっと仕事をす

ればマスコミにちやほやされるのに、消防団は宣

伝もされず報われないのが残念。(能登半島地震) 

・テレビに映るのは自衛隊ばかり、消防団はその

日何をしてたんだと言われて・・・。(豊岡水害) 

・雨風の中必死で救助してたのに、写真も映像も

とる暇なんてあるわけがない。(豊岡水害) 

8）災害体験から得た新たな対策 -教訓を次の災害

にいかす工夫- 

・消防団にだって限界がある、土嚢 1000 袋と土

を用意し、各地域ごとに持っていって自分で積ん

でくださいということにしました。(豊岡水害) 

・自主防災組織だって規律訓練すれば、1 日でピ

シッとできるようになります。(豊岡水害) 

・分団長以上は消防から受令機が渡されているが、

それ以外の団員は自前で１機 17,750 円の受令機

を購入した。 

・アマチュア無線の免許を順番にとらせ、情報収

集と伝達に役立てています。 

1 件 1 件の情報を書き入れた地区防災マップを作

り、住民の方にも全てお配りしました。(豊岡水害) 

・地区に聾唖者の方がいるので、団員で手話の勉

強をして、逃げてくださいとか、簡単なことは皆

言えるようにしています。(豊岡水害) 

 

5. 災害エスノグラフィーを活用した研修テキスト

の作成 

1）大規模災害時における消防団活動に関わるテキ

ストの作成 

３．で得られたエスノグラフィー調査の一次デー

タを基に、3 時間の発言記録から、①想像していな

かった新たな事実、②想像していた通りの事実、③

普遍化すべき重要な事実の観点からエスノグラフ

ィーとして残すべき部分を抽出し、エスノグラフィ

ーテキストを作成した（概ね 1／10 に短縮）。 

2）平常時における消防団活動活性化に関わるテキ

ストの作成 

 ３．で得られたエスノグラフィー調査の一次デー

タを基に、①特色ある消防団活動の経緯・背景・地

域の特徴、②具体的な活動内容・現場での体験談、

③安全確保のための留意点、④日頃の訓練内容、⑤

家族からの協力体制、⑥地域との連携、⑦装備など、

活動に必要と思われたもの、⑧苦労している点・工

夫している点、の 8 つの観点で、発言記録から該当

する部分を抽出・記述して、エスノグラフィーテキ

ストを作成した。 

 

6. 研修プログラムの開発と試行 

1）研修の目的 

災害対応の任に当たるすべての消防団員が持つ

べき普遍的知識を身につけるため、過去に発生した

災害時にどのような事態が起こり、業務に携わった

人や組織がどのように対応したかに関する暗黙知

を共有化することによりイマジネーションの能力

を養う。また、それらの暗黙知から知恵や教訓を見

出すことにより、災害対応能力の向上を図ることを

目的とする。 

災害エスノグラフィーは、災害対応現場の暗黙知

を知り、災害対応プロセスの全体像を理解すること

により、実際の災害対応のイメージを描く一助とな

る。災害エスノグラフィーを読み、災害対応業務へ

の意識を向上させるとともに、災害時の活動計画や

マニュアルの見直しや日頃の訓練の改良とあわせ

て実施することにより、研修の成果を直に実務に活

かしていくことも可能となる。 

2）研修プログラム 

大規模災害時の消防団活動の教訓情報共有化を

目的として開発した研修プログラムの、具体的な研

修手順は以下に示すとおりである。 

①災害エスノグラフィーの教材を配布したうえで、

講師から、教材の背景となった災害や被害、対象地

域の特徴など、また災害エスノグラフィーとは被災

者や災害対応従事者の体験をもとに災害プロセス

を理解するための手法であることを説明する。 

②配布した教材を参加者が各自読んだ上で、消防団

員がとった行動や果たした役割に関する記述を、そ

れぞれが教材から決められた時間内にできるだけ

抽出して付箋紙に書き込んでいく個人作業を行う。 

③参加者によって a）納得した点(やはりそうだった

のかと思った点)、b）半信半疑に思った点(そんな

ことがあるのかと意外に思った点)に分類し、なぜ
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順番 作業1 作業2 作業3 作業4 作業5 作業6
時刻 9：30～10：00 10：00～10：30 10：30～11：00 11：30～12：05

カテゴリー
災害エスノグラフィーに

ついてまなぶ

災害エスノグラフィーを
通して災害対応をならう

③

タイトル
災害エスノグラフィーか
ら何を知ることができる

のか

災害エスノグラフィーを
読む

災害エスノグラフィーか
ら得た教訓を整理する

災害エスノグラフィーを
整理したものをさらに深

化させる
成果の発表準備 各グループの成果発表

達成すべき目標
災害エスノグラフィーと

は何かを知る

大規模災害時における
自治体災害対応の実態
についてイメージを形成

する

エスノグラフィーを読み
災害対応のプロセスを
追体験することにより，
災害対応の教訓を整理

する

災害エスノグラフィーを
整理したものを囲んで、
アドバイザーからさらに
災害対応における課題
について助言をうける

災害エスノグラフィーか
ら抽出した教訓を枠組
みで整理したものをグ
ループごとに発表可能

な形にまとめる

各グループがそれぞれ
の成果を発表する

生成物
教材として用いる災害エ
スノグラフィーへの理解

災害エスノグラフィーか
ら教訓を抽出

災害対応の実態を枠組
みに沿って整理すること
で現実の課題を抽出

災害エスノグラフィーを
整理したものからさらに

深化した理解
各グループの発表準備

各グループの得た知見
を共有

進め方

１．災害エスノグラフィー
とは何か
２．災害エスノグラフィー
は何を教えてくれるのか
３．今回の教材のなりた
ち

１.各自エスノグラフィー
を読む
２．新たに知った事実，
教訓として残すべき事実
を抽出する
３．抽出した事実を「納
得したこと」と「半信半
疑」に分類しカードに書く

１．各自の書いたカード
をグループ内で共有す
る　　　２．｢半信半疑」な
項目についてお互いの
意見を出し合う
３．グループ内で集まっ
たカードについて模造紙
に整理する

１．アドバイザー（実際に
災害対応の実績のある
人物、災害エスノグラ
フィーの収集経験のある
人物、防災の専門家）に
グループの理解を話す
２．助言を受ける

１．各グループで発表で
きる環境を整える
２．発表者を決める

各グループ7分程度で成
果を発表する

災害エスノグラフィーを通して災害対応をならう②災害エスノグラフィーを通して災害対応をならう①

研修プログラム

11：00～11：30

そう思ったかの背景を考える。 

④グループを形成する。1グループあたりの人数は、

限られた時間内でグループ内で各人発表や意見交

換、ディスカッションなどを行うことを考え、多す

ぎるとメンバー全員の参加が困難となり、少なすぎ

ると意見の幅が限られグループワークの効果が低

減するため、概ね 6～8人程度とする。 

⑤グループ内のファシリテーターを決定してもら

う。その後各グループに模造紙を 2 枚ずつ配布し、

1 枚の模造紙には各自が作成した付箋紙の書き出し

を貼り付けていく。付箋紙をはる作業はグループ内

で一人ずつ順番に行い、その際、付箋紙に書かれた

内容を読み上げ、またなぜ自分がそう考えたかの理

由を発表する。 

⑥全員が張り出した付箋紙を、類似した物同士を集

め、それにふさわしいタイトルをつけていく。この

作業はファシリテーターの進行管理のもとに進め

てもらう。ファシリテーターは議論の促進と出され

た意見の調整･とりまとめを担当する立場であり、

決定者ではないことを説明する。並べなおしの作業

においては、同じ内容の付箋紙をグループメンバー

の合意を得てまとめる。また話し合いの中で、当初

添付されていなかった他の意見が出てきた場合は、

メンバーの合意を得て追懐しても構わない。 

⑦各自の意見を張り出しまとめた模造紙をもとに、

各グループごとに、災害時の消防団活動で重要な教

訓を三項目にまとめ、もう一枚の模造紙に書き出し

てもらう。 

⑧各グループごとに、5分～10分程度の時間をとり、

重要な教訓三項目について発表を行い、質疑応答な

らびに講師からその内容についてコメントをもら

う。 

 

3）研修の試行と評価 

 消防団員・自主防災組織・自治体職員を対象とし

て、本研修プログラムを試行し、研修に対する評価

を行った。その概要は以下に示すとおりである。 

①対象者 

豊橋市：消防団員、自主防災組織役員（82 名）、自

治体職員：全国市町村防災担当職員（70 名） 

②研修に対する評価 

 研修に用いたテキストに対する評価は以下のと

おりである。 
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全くイメージできなかった

あまりイメージできなかった　

ある程度イメージできた

非常によくイメージできた

未記入

 

知っていることがほとんどだっ
た
知っていることが多かった

知らないことが多かった

知らないことがほとんどだった

未記入

 

 

 

ほとんど含まれていなかった

少し含まれていた

多く含まれていた

非常に多く含まれていた

未記入

 

全く得られたものはなかった

得られたものは少なかった

得られたものは多かった

得られたものは非常に多かっ
た

未記入

 

 

 

また、大規模災害時における消防団活動対応プロ

セスの理解と、活動上の教訓情報の抽出を抽出して

もらった。以下にその内容を記す。 

・「災害のイメージ化の重要性」このような規模の

豪雨時に発生する災害のボリュームや形態などの

具体的なイメージを持っておくことが重要である。 

・「情報の一元化」常に指摘されることであるが、

現場の消防団員に直接情報を届ける手段がないこ

とが大きな課題である。 

・「現場を識れ！」災害対応の現場のリアリティあ

る状況を知らなければ、防災対策は考えられない。 

・「避難勧告・避難所開設は明るいうちに」降雨の

状況により避難の必要性が十分認められるときは、

明るいうちに住民を避難場所に移動させる。暗くな

ってからでは、避難途中がきわめて危険な状況に陥

ってしまう。 

・「情報は本部だけでなく住民とも共有すべき」降

雨の予測情報や河川水位の予測情報などは、行政の

災害対策本部だけでなく、住民とも共有をしておく

べきである。 

・「平素から自分の住んでいる地域の危険性を知る」

水害が発生しないと自分が低地にすんでいること

の危険性をつい忘れてしまい勝ちであるが、住民は

ハザードマップなどにより、自分の住んでいる地域

の災害危険性を学んでおくべきである。 

 

7. まとめと今後の展望 

これまで記録として残されることのなかった、大

規模災害時における消防団活動の対応プロセスと、

暗黙知といえる対応現場での知恵や工夫・教訓情報

を、災害エスノグラフィー調査を通して明らかにす

ることが可能となった。また調査成果を活用して、

非経験者に対する研修方法を開発し、効果的に情報

共有を図ることが可能となった。研修を通した評価

としては、災害のイメージ化の重要性や、災害対応

現場のリアリティある状況を理解することができ

たなど、質的調査方法であるエスノグラフィー調査

の利点が活かされた結果となった。 

消防団活動の活性化を目指し、今後とも、消防団

活動に関わる貴重な教訓情報の蓄積と共有化を継

続的に図っていくことが必要である。本研究におい

て、情報収集・共有化が可能となることを目的とし

て、インタビュー・グループディスカッションによ

る調査方法、調査成果の分析方法、研修方法、蓄積

した情報の発信方法等に関して標準的手法を検討

したが、今後この手法を用いて全国の消防団の暗黙

知として共有化されてこなかった情報の収集と情

報発信を継続的に実施していくことが求められる。 

消防団活動の状況がイメージできたか 

初めて知ったことの多さ 

 

研修を通じ得られたことの多さ 

活動上知っておくべきことの多さ 
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第 3 防災力の向上 

3．3 家庭の消防防災力」WEB検定システムの開発 

研究課題名 「家庭の消防防災力」WEB検定システムの開発 

研究実施期間 平成２０年度 

配分額（千円） 6,825（平成２０年度） 

研究代表者 梶 秀樹 

所属機関 国立大学法人東京工業大学 都市地震工学センター 

研究体制 学・官 

研究概要 本研究は、個々の家庭の日常火災ならびに地震災害に対する「防災力」

を、初級・中級・上級の３段階で評価できるような検定手法を開発したもの

で、平成21年 4月より「家庭の消防防災力検定」として、WEB上で無償運用

している。コンテンツとなる検定問題については、日常火災に対する消防力

と地震時の防災力に関する合計で約 600 問の問題を開発委員会において

作成し、難易度に応じて初級・中級・上級に区分して提供した。また、WEB

画面設計ならびに出題・採点の自動通信システムの開発については、（１）受

検者登録画面、インストラクション画面、出題および回答画面、検定結果およ

びコメント表示画面等についての詳細な設計仕様を作成し、（２）家族の特性

に合わせた問題を選択・出題するためのマッチング手法、および類似問題の

重複を避けるシステムを設計して、プログラミングおよびインターネットへの接

続作業については業者へ発注した。 

研究成果 ・現在、東京工業大学都市地震工学センターの管理の下に運用中。 

2年間の受検者は、約 700名。Web-Site http://www.bou-ken.net 

・東京防災指導協会発行「自主防災」No.215、2010年 5・6月号に 

 情報を掲載。 

・平成 23年度より、東京防災指導協会に移管し、以後の運用および更

新・検定合格証の発行等の事務手続きを行う予定。 

応用の方向性 検定合格者に対して、何らかの実質的資格を与えることを、東京消防庁にお

いて検討中 

研究発表の状況等  (学会、講演会、報道などへの発表の実績を記載してください。発表のタイト

ル、発表先（学会名・論文集の巻番号・ページ番号）、年月日などを記載して

ください) 
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知的財産権の出

願・登録状況等 

（本制度によって得られた成果が、特許・実用新案に申請されている場合

は、その題名・申請・取得年月日などを記入してください） 

当該研究に対する

今後の展開、意見

等 
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第 3 防災力の向上 

3．4 地域消防力に着目した密集市街地の地震火災対策に関する研究 

研究課題名 地域消防力に着目した密集市街地の地震火災対策に関する研究 

研究実施期間 H18 年度～H20 年度 

配分額（千円） H18年度 15,200 

H19年度  6,660 

H20年度  2,960 

研究代表者 田中哮義 

所属機関 京都大学防災研究所 

研究体制 大学等研究機関および民間企業等 

研究概要 従来の地震火災対策では，道路の拡幅や地区再開発などの大規模な都市

計画的対策が採られることが多かった．しかし，例えば京都のような歴史都市

では，木造建物が多いために火災安全上の大きな課題を抱えている反面，

伝統的な町並みを保全する観点からは市街地構造の改変を伴うこうした対

策を受け入れることが困難であるというジレンマがあった．一方，各種消火設

備の配置による消防力の向上は，伝統的な町並みを保全したまま火災安全

性能を向上させる可能性があるが，この定量的効果は必ずしも明らかにされ

ていなかった．そこで本研究では，地震時にも効果的な活動が期待でき，か

つ市街地構造の大規模な改変を伴わずに実施が可能な地域消防力に着目

し，実大実験を行うことでその定量的延焼抑止効果を明らかにした．この結

果を踏まえ，これまで開発してきた物理的延焼予測モデルを，消火活動の効

果を検討可能なモデルへと発展させた．また，現地調査等を行うことで地域

消防力の実態を明らかにし，今後の課題を明らかにすると同時に，延焼シミ

ュレーションを利用した防火対策の検討を可能とした． 

研究成果（特に研

究成果の活用事例

を中心） 

市街地火災の物理的延焼性状予測システムとGISを統合することで，防災ま

ちづくり等での利用が可能な地域防災性能評価システムの開発を行った． 

応用の方向性 研究期間中には，地域防災性能評価システムの基本構造の開発を行っ

た．その後もシステム開発・改良を継続しており，防災まちづくりの実

務での利用が可能となっている． 
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当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

地域消防力整備による地震火災の被害軽減効果の評価は，効果的な対策

を講じる上で不可欠である．本研究では，地域消防力の有効性を消火活動

実験等により明らかにし，現象の物理的メカニズムに基づく消火活動モデル

を構築した．物理的モデルを利用することにより，対策の有効性を実態に沿

って評価することが可能となった．こうした成果は，今後，地域特性に応じた

防災まちづくりの実施につながるものと考えられる。 

－61－



－62－



1 京都大学 

2 東京大学 

3 立命館大学 

4 神戸大学 

5 東京理科大学 

6 ヤマトプロテック 

7 日本建築総合試験所 
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研究課題の要旨： 

従来の地震火災対策では，道路の拡幅や地区再開発などの大規模な都市計画的対策が採られることが多かった．
しかし，例えば京都のような歴史都市では，木造建物が多いために火災安全上の大きな課題を抱えている反面，
伝統的な町並みを保全する観点からは市街地構造の改変を伴うこうした対策を受け入れることが困難であるという
ジレンマがあった．一方，各種消火設備の配置による消防力の向上は，伝統的な町並みを保全したまま火災安全
性能を向上させる可能性があるが，この定量的効果は必ずしも明らかにされていなかった．そこで本研究では，地
震時にも効果的な活動が期待でき，かつ市街地構造の大規模な改変を伴わずに実施が可能な地域消防力に着
目し，実大実験を行うことでその定量的延焼抑止効果を明らかにした．この結果を踏まえ，これまで開発してきた物
理的延焼予測モデルを，消火活動の効果を検討可能なモデルへと発展させた．また，現地調査等を行うことで地
域消防力の実態を明らかにし，今後の課題を明らかにすると同時に，延焼シミュレーションを利用した防火対策の
検討を可能とした．

1. はじめに 

わが国の市街地は伝統的に木造の建築物で構成

されてきたため，ひとたび市街地で火災が発生すれ

ば容易に複数棟を巻き込む延焼火災へと発展する

可能性がある．事実，大規模な延焼火災は古くから

常習的に発生しており，その度に多大なる被害をも

たらしてきた．特に明治に入ってからの建物・市街

地の防火規制強化や公設消防機能の整備により，現

在では日常的な火災が大規模延焼火災へと発展す

る危険性は低減されているものの，地震火災のよう

に出火が同時発生する場合には，建物が建て詰まっ

た状態にある密集市街地で被害が集中的に発生す

ることが予想されている． 
一方，京都のような歴史的市街地も同じく密集市

街地に分類され，やはり延焼火災による被害の発生

が危惧されている．ただし，一般的な密集市街地と

は異なり，こうした歴史的な密集市街地の火災安全

性能を確保することはわが国固有の伝統的な都市

文化の継承を図る上で特別な重要性を有している．

密集市街地の火災安全性能を向上させるには，一般

に，老朽化した建物を RC 造などの防火性能の高い

建物へと建て替えたり，細街路を拡幅したりすると

いった対策が取られる場合が多い．しかし，こうし

た市街地構造の改変を伴う対策を歴史的市街地に

適用すれば，街並みの文化的価値が損なわれる可能

性が高い． 
本研究では，地域住民による消火活動の能力（地

域消防力）の向上を図ることで，市街地の火災安全

性能を確保する手法の開発を目的としている．こう

した地域消防力の向上を図る対策は，従来の建築・

都市計画的対策とは異なり，伝統的な街並みを保全

したまま火災安全性能を向上させる可能性がある

が，この定量的効果は必ずしも明らかにされていな

かった．そこで，地域消防力による延焼抑止効果を

評価可能な都市火災延焼モデルの開発を中心に，関

連する防災対策上の課題の解決を図ることで，地域

特性を考慮した，多様な地震火災対策を実現させる

一助となることを目指している．  
 
2．注水の火災抑制効果に関する実験的検討 

都市火災時に対する地域消防力の有効性を評価

し，効果的な地域防災計画を講じるためには，地域

住民による消火活動を数値的に解析するモデルが

必要である．本研究ではその一環として，盛期火災

状態とした小規模区画模型の内部に対して注水を

行い，注水がもたらす火災抑制効果について定量的

に調べると同時に，数値解析モデルを検証するため

の基礎データの収集を行った． 
2.1 実験概要 

 実験で使用した区画模型の寸法を図 1 に示す．寸

法は内法が幅 700mm，高さ 700mm，奥行き 1000mm
であり，壁にはケイ酸カルシウム板 25mm を 2 枚合

わせたものを使用した．区画内側には厚さ 0.3mm の

ステンレス板を貼り付け，投入された水が区画外へ

漏れないようにした．床面には 3%の傾斜を付けて

あり，蒸発し切れなかった水を回収することを図っ 
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図 1 区画模型 (上：立面図，下：平面図) 

 
表 1 実験条件 

 
開口 
幅 
(m) 

開口 
高さ 
(m) 

ガス 
供給 
速度 
(g/s) 

発熱 
速度 
(kW) 

注水 
速度 
(g/s) 

注水形式 

A 

1 

0.2 

0.4 

0.46 21.4 

0.0 ― 
2 1.67 パン 
3 0.81 

KBO6025 4 1.42 
5 2.31 
6 3.27 KBO6071 

B 

1 

0.61 28.3 

0.0 ― 
2 2.25 パン 
3 0.95 

KBO6025 4 1.87 
5 3.10 
6 3.28 KBO6071 
7 4.27 KKBP050 

C 

1 

0.4 

0.53 24.6 

0.0 ― 
2 1.43 パン 
3 0.86 

KBO6025 4 1.28 
5 1.61 

D 

1 

0.77 35.8 

0.0 ― 
2 2.48 パン 
3 1.01 

KBO6025 4 2.05 
5 2.69 
6 2.98 KBO6071 7 4.29 
8 4.87 KKBP050 

 
た．ただし，本実験の範囲では未蒸発の余剰水が発

生することはなかった．側壁には長方形開口部を 1
つだけ設け，これを自然換気によって起こる外部空

気の流入および燃焼ガスの流出の唯一の経路とし

た．なお，開口部の形状は可変としたが，下端は常

に床面に一致させた．火源には拡散バーナーを 8 基

利用することとし，水損を避けて開口部とは反対側

の側壁に設置した．ただし，燃料にはプロパンガス

を使用し，磁気制御方式のマスフローコントローラ

（MKS 製 Mass-Flo1500）を利用して供給速度を調

整した．注水は区画天井部に設置した空円錐型噴霧

ノズル(いけうち製 KBO6025，KBO6071，KKBP050
の 3 種類)を介して行った．なお，これらとの比較

の た め ， 水 を 満 た し た 鉄 製 パ ン ( 蒸 発 面 が

30cm×30cm，深さ 5cm)を設置することで，蒸発形

態の違いが及ぼす影響についても調べた． 
 温度測定点は図 1 に示す位置とした．測定には K
型シース熱電対(φ3.2mm)を用いることとし，模型内

部の奥隅角部，手前隅角部に高さ方向に等間隔で 10
箇所設置した．ただし，測定部を上向きに設置し，

測定部付近に水が留まることのないよう配慮した．

開口部の幅方向中心には高さ方向に 50mm 間隔で

熱電対を設置した．また，図 1 に示す通り，区画内

部の側壁に 3 点，天井面に 2 点，床面に 1 点，外壁

表面に 1 点熱電対を設置した．区画内ガスに含まれ

る化学種については，図 1 に示す区画内部および排

気ダクトからガスサンプルを抽出し，酸素 O2，一

酸化炭素CO，二酸化炭素CO2の各濃度を計測した．

発熱速度については，ガスサンプリングによる酸素

消費法，ならびにプロパンガス消費による重量減少

の両面から試みたが，本報では重量減少から求めた

発熱速度を用いている．重量減少については，ガス

ボンベの重量変化を電子天秤により計測した．さら

に，ノズルからの注水量ついても，水源として用い

た水タンクの重量変化を同様に，電子天秤を用いて

計測した． 
2.2 実験条件 

本実験では，開口形状（幅 ，高さ ），燃料であ

るプロパンガスの供給速度 ，注水速度 を表 1 に示

すように変化させ，これらが区画火災性状に及ぼす

影響を調べた．ただし，供給された燃料は全てが区

画内で燃焼するように を調整し，実験中に開口か

らの火炎噴出が観察されることはなかった．なお，

本実験は盛期区画火災性状に対する注水の効果を

明らかにすることを目的とするため，消炎に関する

検討は行っていない． 
2.3 実験結果 

 条件 D 群 1～5 における，プロパンガス供給量お

よび注水量を図 2に示す．図より，実験中において，

プロパンガスの供給量は一定であることが伺える．

発熱速度を計算すると次のようになる． 

   kWkJQF 8.35sec45.46
60

100004632.0



  

ノズルによる注水に関しては，注水量を制御する目

的で，配管経路中にバルブを設け，その開度を調節

することにより，注水量に変化を持たせた(D3～5)．
条件 D 2 においては，区画模型内に設置したパンの

中に満たした 2007ｇの水が，13 分 30 秒で蒸発した

ことを示している． 
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図 2 プロパンガス供給量･注水量経時変化 
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図 3 区画内温度経時変化 

 
条件 D 群 1～5 における，区画内温度の変化を図

3 に示す．ノズルによる注水や，水を満たしたパン

を用いることで，水が蒸発する際の潜熱により，区

画内温度が低下していることが分かる．ここで，条

件 D3 から 4，5 へと徐々に注水量を増加させている 
が，条件 D3，4 と D5 では，区画内の温度分布に違

いが見受けられる．これは，注水量を増やしていく

過程で，区画内が攪拌され易い状況(ノズルからの

噴霧状況(粒子径や噴霧角)等が要因のひとつ)とな

り，区画上部と下部で温度差が小さくなったものと

考えられる． 
図 4 より，注水量が増加している中でも，プロパ

ンガスの燃焼により，O2 濃度が低下し，CO2 濃度

が増加していることが分かるが，その経過において，

CO 濃度はほとんど変化しておらず，供給されたプ

ロパンガスは注水による影響を受けることなくす

べて燃焼していると考えられる．これは，図 2 でプ 
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図 4 区画内ガス濃度経時変化 
 
ロパンガス供給量が変わらず一定であることから

も伺える． 
 
3．数値モデルによる注水の火災抑制効果の検証 

区画模型実験の結果をもとに，消火放水の火災抑

制効果を定量的に評価する手法について基礎的な

検討を加えることを目的としている．ここでは，前

述の区画模型実験の結果について考察を加えると

ともに，数値モデルとの比較を行うことでその妥当

性と今後の課題について検討を加える． 
3.1 注水時の区画内温度 

実験条件は表 1 に整理してある．このうち，条件

B 群（B=0.2m，H=0.4m，QF=28.3kW）および D 群

（B=0.4m，H=0.4m，QF=35.8kW）のいくつかの結

果について，区画奥の高さ方向の温度分布を示した

ものが図 5，6 である．いずれの条件でも区画下方

向に向かうにつれて緩やかに温度が低下する様子

が捉えられた．ただし，開口幅の大きな条件 D 群の

温度勾配がより急であり，開口部を経由して盛んに

外部空気の流入が起こっていた状況がうかがえる． 
ここで，図 5 の条件 B5 と B6 に着目する．両者の

開口部形状，発熱速度は同じであり，注水速度もほ

ぼ同じである．しかし，条件 B5 の場合には区画内

温度が高さ方向にほぼ一様となったのに対し，条件

B6 では注水がない場合と同様，区画上部から下部

にかけて緩やかに温度が低下している．両者の違い

は使用した注水ノズルの噴霧粒径や噴霧角といっ

た特性の違いにあり，条件 B5 のノズルを使用した

場合において区画内がより撹拌され易く，区画上部

と下部の温度差が小さくなったものと言える．同様

の結果は図6の条件D5とD6の間でも確認できる． 
一方，図中の点線はパンを利用した条件 B2 および

D2 の結果を示したものである．これらを注水のな

い条件 B1 および D1 の結果と比べると，水分蒸発 
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図 5 区画奥における温度分布(条件 B 群) 
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図 6 区画奥における温度分布(条件 D 群) 
 
により絶対値が小さくなっているものの，温度プロ

ファイルの概形はよく一致する結果となった．これ

は区画内ガスが十分に撹拌されており，かつ，パン

を利用した水分蒸発が区画内部の気流性状を大き

く変化させることなく起こっているためと考えら

れる． 
3.2 McCaffrey 式との比較 

次に区画内温度の平均値を代表的な予測式の計

算結果と比較する．ただし本報では，区画の奥と手

前に 2 列，高さ方向には等間隔に配置された熱電対

の全測定値の平均を代表値とみなす．まず，

McCaffreyにより示された無次元温度上昇予測式 1)， 
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を適用した結果を図 7 に示す．ここで， T は基準

温度， T は T からの温度上昇，Q は発熱速度， Pc
は比熱，  は基準気体密度，g は重力加速度，B は 
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図 7 無次元温度上昇の比較（McCaffrey 式） 

 
開口幅， H は開口高さ， kh は実効熱伝達率， TA は

区画内表面積である．ただし，発熱速度Q には，供

給された全ての燃料が燃焼した場合の発熱速度 FQ

から，注入された全ての水が蒸発した際の潜熱消費

速度 VQ を引いた値を用いている． 
実験値と計算値は良好に一致しており，注水時の区画

内温度を予測する上では VF QQ   を実質的な発熱速度と

みなしても支障がないことが分かる．すなわち，図5，6
では高さ方向に温度分布の違いが生じている例があった

ものの，区画全体で見れば潜熱消費による温度減衰の効

果に顕著な差はないものと言える．ただしこのことは，

各種性状が区画内で概ね一様となる盛期火災であればこ

そ成り立つものと考えられ，例えば火災初期に形成され

る二層環境下ではその限りでない． 
3.3 1 層ゾーンモデルとの比較 

次に，実験結果を 1 層ゾーンモデルの計算結果と

比較する．図 8 は本計算で用いた 1 層ゾーンモデル

の概念図である．投入された水が高温のため蒸発し，

水蒸気として区画内ガスとの混合を起こすととも

に，蒸発時の潜熱消費によって区画内温度の低下を

もたらすものと考えている．このとき，ゾーンモデ

ルの質量，エネルギー，化学種に関する各保存式，

ならびに状態方程式は次のようになる 2)． 
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図 9 無次元温度上昇の比較（ゾーンモデル） 

 
ここで， t は時間，V は区画容積， Fm は可燃性ガスの供給速

度， V は実際に蒸発する水の比率， Vm は注水速度，m は開口

流量， DQ は開口を経由した輻射失熱速度， WQ は壁への失熱速

度， VL は水分の蒸発潜熱， VT は水分の蒸発温度，Y は化学種

濃度， は化学種の生成速度である．ただし本計算では区画内

に投入された全ての水が蒸発するものと考え V =1としている． 
図 9 は図 7 の McCaffrey 式の場合と同様の方式で区

画内平均温度の比較を行ったものである．これによ

ると，小さい開口の条件 A 群，B 群（B=0.2m，

H=0.4m）では実験値と計算値が良好に一致したの

に対し，大きな開口の条件 C 群，D 群（B=0.4m，

H=0.4m）では計算値が区画内の温度上昇を過小評

価する結果が得られた．こうした不一致には以下の

原因が考えられる．まず，大きな開口の条件 C 群，

D 群では区画容量に対して開口流量が大きくなる

ため，流入する外部空気の一部が燃焼によって生成

された高温ガスと十分に撹拌しないまま区画外へ

放出されることがある．一方，ゾーンモデルでは燃

焼生成ガスが低温の流入空気と完全に混合するこ

とを仮定しているため，その分温度上昇が過小評価

されたものと考えられる．McCaffrey 式においてこ

うした不一致が表れなかったのは，同式のモデル定

数が数多くの実験結果から同定されており，こうし

た効果を陰に含んでいるためと考えられる． 

3.4 まとめ 

本研究では，注水の火災抑制効果を調べるための

模型実験を行い，この結果を McCaffrey 式および 1
層ゾーンモデルの計算結果と比較した．この結果，

盛期区画火災に対しては，これらのモデルを用いて

概ね良い精度で火災抑制効果の評価が可能である

ことを確認した．ただし，本実験では投入された全

ての水が区画内で蒸発したが，消火活動時にはその

大半が蒸発前に区画外へ流出する．このため，消火

活動の実際的な効果を評価するには蒸発比率を推

定する必要がある．  
 
4.消火活動を考慮した火災延焼シミュレーション 

地震時等に発生が危惧される都市火災に対して

効果的な対策を講じるには，市街地における火災の

延焼拡大性状を合理的に説明可能なモデルが必要

となる．筆者らはこうしたモデルの開発を行い 3)，

これまでに酒田市大火の記録等との比較を通じて

その検証・改良を進めてきた 4)．しかし，既報 4)で

は，実際に比べて焼失範囲を過大に評価する結果が

得られていた．これは，消火活動による火災抑制効

果を考慮していなかったことが大きな原因と考え

られる．そこで本報では，これを考慮した火災延焼

シミュレーションを行い，延焼モデルの課題の確認

を行うと同時に，当時の消火活動状況について検討

を加える． 
4.1 消火活動モデルの概要 5) 
本火災延焼モデルは，現象の物理的知見に基づき

定式化されており，他の建物火災の影響下における

個々の建物火災の燃焼性状を予測することで，市街

地全体の火災性状予測を行っている． 
この中にサブモデルとして組み込まれる消火活

動モデルでは，放水による火災抑制効果を， 
(1)水分蒸発に伴う区画内ガスの冷却効果 
(2)水蒸気の発生に伴う区画内ガスの希釈効果 
(3)可燃物表面の湿潤による熱分解抑制効果 
の 3つの効果に分けたモデル化を行っている．また，

消火活動の対象となる建物は， 
(1)消防水利から消防用ホースが延長可能な範囲内

にあること 
(2)消火活動に従事する者の安全のため燃焼領域内

に孤立していないこと 
(3)同じく周囲温度上昇が一定値以下であること 
といった条件を全て満たすものとしている．  
4.2 計算条件 

計算入力条件として必要な，建物形状，階数，構

造に関する情報は当時の都市計画図（1/1000 縮尺）

から読み取った．ただし，地形の高低差は考慮して

いない． 
気象条件については外気温と市街地風の風速・風
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向の変動に出火建物から南南西に 1km ほど離れた

測候所のデータを使用した 6)．なお，火災当日は断

続的な降雨が観測されており，1 時間あたりの降水

量は最大で 2mm，出火から鎮火に至るまでの総降

水量は 12mm であったが，本計算ではこの影響を無

視している． 
消防水利の位置は当時の消火活動状況を記した

火災防御図 7)から割り出した．ただし，各消火栓に

は消火ホース 2 本が接続可能であるものとし，各ホ

ースの放水量は 10l/min，このうち区画内で蒸発し

て火災抑制に寄与する割合を 10%と仮定した．なお，

本モデルでは飛び火発生の予測も可能であるが，確

率論的な定式化を行っているため，実態調査の結果

と比較が困難である．このため，実態調査から割り

出された飛び火発生地点を与条件として与えた． 
4.3 計算結果と考察 

出火から 6時間 20分経過した 10月 30日午前 0:00
における火災の延焼状況を可視化した結果を図 10
に示す．消火活動によって焼失範囲が大きく減じる

結果が得られたが，風向方向に比べ，風向と直角方

向により顕著に効果が表れている．これは燃焼領域

の風下側が高温の熱気流に曝されるため，風下側領

域で消火活動が行えなくなるためと考えられる．こ

のことは，図 1(b)に▽印で示した消火活動対象建物

の位置からも明らかである． 
 図 11 は，火災前線の移動を一定時間ごとに追っ

た延焼動態図の比較を行ったものである．延焼状況

の定性的な特徴は計算により良く再現されている

ものと考えるが，消火活動の有無によらず実態調査

の結果との間で小さくない差が生じている．例えば，

計算結果のいくつかの地点では実態調査の結果に

比べて同時延焼線の間隔が狭くなっている場所が

ある．これは，比較的大規模な空地があったために

延焼速度が小さく評価されたためであるが，こうし

た着火の限界条件に近い状況での延焼の発生につ

いては，現在のモデルでは考慮していない加熱の履

歴効果の影響があるものと考えられる．  
図 11(a)では，消火活動を考慮しなかったため，風

向と直角方向の焼失を過大に評価している．一方，

図 11(b)では，上の山通り以西で消火活動の効果が

過大に評価されたのに対し，以東でその効果が過小

に評価され，最終的な焼失範囲は消火活動を考慮し

なかった場合と大差がなかった．これは，出火から

時間が経ち，燃焼領域が拡大するにつれて高温の熱

気流に曝される領域が拡大し，消火活動の可能な範

囲に制限が加わったためと考えられる．なお，本計

算では火災防御図から消防水利の位置を特定し，各

水利には一律に 2 本の消防ホースを連結可能，ホー

スの放水性能は全て同じであるものと仮定した．し

かし，個々の消防水利から取水可能な水量，動力源

であるポンプの性能，利用可能なホースの本数など

には，本来は差がある．当時の消火活動状況を整理

した文献には，水利から十分な水の供給が得られな

かったとの記述 6)も見受けられることから，こうし

た仮定が計算結果に与えた影響も無視することが

できない． 
4.4 まとめ 

ここでは，酒田市大火の火災延焼シミュレーショ

(a) 消火活動を考慮しなかった場合                (b) 消火活動を考慮した場合 
図 10 出火から 6 時間 20 分（10 月 30 日 0:00AM）が経過した段階での火災延焼状況 

（濃色は燃焼中建物，薄色は燃え尽きた建物，⇒は飛び火による延焼発生地点，▽は消火活動の対象建物をそれぞれ示す．） 

－68－



 
(0) 実態調査の結果

6) 

 
(a) 消火活動を考慮しなかった場合の計算結果 

 
(b) 消火活動を考慮した場合の計算結果 

図 2 延焼動態図の比較 
（○が出火建物，●が飛び火による延焼発生地点を示す．） 

 

ンを行い，消火活動の有無が焼失範囲の大小に与え

る影響について調べた．計算結果と実態調査結果と

の間には不一致が見られたが，火災当時の状況を完

全に把握することは事実上困難であることから，こ

の原因を正確に割り出すことは難しい．今後は，よ

り具体的な火災状況の設定が可能な実験結果等と

の比較を通じてモデルの妥当性の検証を継続する

予定である． 
 
5. 市街地の火災延焼リスク評価システムの開発 

これまで筆者らは，市街地の火災延焼リスク評価

システムの開発を進めてきた．このシステムは個々 

 
図 12 本評価システムの構成 

 
の建物情報や気象条件を考慮し，熱源からの輻射

熱伝達，熱気流からの対流熱伝達，飛散する火の粉

を火災の要因として，周辺の建物火災の影響下にお

ける個々の建物火災の燃焼性状を評価した物理的

延焼モデルを採用している点に特徴がある．   
本評価システムでは，Fortranを言語とした解析プログラム

を用意し，解析結果の可視化については，VRML 形式を採

用している．解析のための入力データ作成は，建物や地形に

関する情報（テキストデータ）の編集によって行われており，

視覚的な操作ができないことや，操作のプラットフォームが

多岐にわたることが，システムの汎用性向上にあって，障壁

となっていた．そこで，視覚的操作が可能で，入出力操作と

もに利用可能な ArcGIS を用いた支援システムが求められて

いた（図１2）． 
5.1 火災延焼リスク評価システムの操作 

筆者らが検討を進めてきた市街地の火災延焼リ

スク評価システム（Urban Fire Spread Model，以下

UFSM とする．）では，表 2 のデータを入出力デー

タとして取扱う．支援システムでは，地理的操作が

必要な概要・ノード・壁の入力データ作成と，出力

結果表示を行った．作業の流れを図 13 に示す． 
5.2 入力データの作成 

入力データの作成にあたり，必要となる GIS データ

は，建物外形（ポリゴン）で構成される，以下の属

性値を保有したデータである（表 3）． 
この都市データを ArcGIS で開き，入力データ作

成用インターフェースを立ち上げる（図 14）． 
 入力画面で，値の設定と地図上での建物選択を行

い，コマンドを実行することで，GIS 上で概要・ノ

ード・壁データが作成される．値の設定と地図上で

の建物選択を行う項目は以下のとおりである． 
① 値の設定を行う項目 
・可燃物密度，初期露出表面積比の設定 
・外気温，風向・風速の設定 
・出火室の設定 
② 地図上での建物選択 
 ・延焼の解析の対象範囲の選択 
 ・出火建物の選択 
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表 2 UFSM の入出力データ 
データ名（入力） 内 容 

○ 概要 建物種別や階高等の各建物情報 
と，気象条件等の市街地情報 

○ ノード 各建物のノード(隅角部)座標 
○ 壁 構成ノード等，壁面の情報 
開口 開口部の位置と大きさ 

形態係数 建物間の延焼における輻射熱算
定に用いる係数 

開口部材の熱物性 部材（開口部）の熱物性 
壁の熱物性 部材（壁）の熱物性 
データ名（出力） 内 容 

○ 延焼結果 各建物の時間ごとの温度変化 
 ※ ○は，GIS によって取り扱ったデータ 

 

 
図 13 火災延焼リスク評価システムの操作の流れ 

 
表 3 入力データ作成に用いる市街地データ 
建物番号 建物種別 1F 床面積 重心(X) 重心(Y) 
床面標高 屋根標高 建物高さ 階数 階高 

 

 
図 14 入力データ作成画面 

 

 
図 15 出力結果表示画面 

 
表 4 解析結果を付加した都市データの属性値 
建物番号 建物種別 1F 床面積 重心(X) 重心(Y) 
床面標高 屋根標高 建物高さ 階数 階高 
建物温度 
(時刻 0) 

建物温度 
(時刻 1） 

建物温度 
(時刻 2) 

･･･ 
建物温度 
(時刻 n) 

  

 

(a) 出火から 4 時間後 

 

(b) 出火から 8 時間後 
図 16 解析結果の表示例 
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5.3 出力結果の表示 

GIS インターフェースを用いて作成した概要・ノ

ード・壁データに，別途用意した開口・形態係数・

開口部材の熱物性・壁の熱物性データを加え，UFSM
のメインプログラムを実行し，解析結果を出力する． 

この出力データを用いて，GIS 上にて解析結果を表

示する． 
 GIS 上にて解析結果を表示するため，まず UFSM
メインプログラムによって作成された出力結果で

ある時刻ごとの建物温度の csv データを GIS データ

に変換する必要がある．そこで，支援システムの出

力結果の表示インターフェースを用いて（図 15），

UFSM での解析条件に応じて，表 3 の都市データに

各時刻での建物温度の情報を付加する（表 4）． 
解析結果は，時刻を手動で設定することで表示を

行うことができる．GIS 上では燃焼状態に応じて区

分を行い，図 16 のように表示される． 
5.4 今後の課題 

 入力データ作成と解析結果表示を GIS で操作可

能としたことで，視覚的な操作が可能となった． 
今後は，対象範囲の地区選択や時系列の気象条件

に対応することで，より汎用性を高める必要がある．

また解析結果は，時間経過に合わせた自動表示切り

替えや 3 次元表示に対応させることで，より延焼動

態をイメージしやすくなると考えられる． 
 さらに，より詳細なパラメータ設定を行うことで，

延焼リスクの低減施策の具体的検討を行うことが

可能となる．例えば，消防水利の GIS データを用意

すれば，解析に必要な形にあわせて入力データを作

成できるように支援システムを改良することも可

能である．また，GIS 上で建物データの改変を行え

るシステムとすることで，個々の壁の耐火がもたら

す延焼防止効果を可視化して検討することも可能

となる． 
本システムで採用している物理的延焼モデルの

特性を活かし，今後，本研究の成果である基幹的な

支援システムの改善を進め，防災まちづくりの検討

を行う都市計画ツールとして発展させていく． 
 
6．政令指定都市等の地域防災力実態調査 

 政令指定都市をはじめとして大規模な都市にお

いて大地震が発生した場合，悪条件が重なると甚大

な被害が発生することが予想される．このような大

規模な損害が発生する原因のひとつは，常備消防及

び消防団の消火能力を大きく上回る同時多発火災

を原因とする市街地大火である．したがって，地震

災害の被害を軽減するためには同時多発火災を少

しでも多く初期に消火し，市街地大火へ発展させな

いことが重要である． 
 このような中，地域を管轄する消防機関の消火能

力を補う防災力として，自主防災組織による迅速か

つ的確な活動に大きな期待が寄せられている． 
 しかし，それぞれの都市における自主防災組織の

指導育成への対応は様々であり，自主防災組織に期

待する役割や自主防災組織の活動能力もまちまち

であるため，単純に結成率を上げることが初期消火

率の向上に直接結びつくとは限らない．自主防災組

織の消火活動が効果を上げるためには，自主防災組

織用の消火装備の充実，同時多発火災を想定に含め

た組織の体制づくり，実際の消火活動につながるよ

うな放水訓練の実施等をどこまですすめられるか

が問われている． 
6.1 調査目的 

地震災害時に大きく期待されている自主防災組

織であるが，地域によりその期待されている役割は

異なる．たとえば，木造密集市街地を多く抱えてい

るため震災時同時多発火災で都市大火発展のリス

クが非常に高い地域と，市街地において区画整理事

業および建築物の不燃化が進み，その結果都市大火

の危険性はかなりの程度減少している地域とでは，

自主防災組織の果たすべき役割や期待される活動

内容も異なるのは当然である．このように各自主防

災組織は，様々な地域特性の上に置かれている． 
したがって，本研究では地震時同時多発火災が発

生した場合に市街地大火が発生する危険性が非常

に高いと考えられる政令指定都市を対象として，自

主防災組織が，どのような役割を担い，全体の計画

の中でどのように位置づけされているか，また，そ

のために資機材の配備あるいは指導育成及び資機

材購入等の助成金制度がどのように定められてい

るかを調査することとした． 
この調査結果に基づき，調査した政令指定都市に

おける自主防災組織の状況について比較考察を行

い，災害に強い地域社会のあり方，災害対応能力向

上方策を提案するための基礎資料を作成する． 
6.2 調査方法と調査対象 

政令指定都市等において，自主防災組織を担当する

部局（防災担当部局または消防本部等）とし，事前

に質問項目を伝えて，その後担当者に対して訪問面

接を行うことにより詳細について聴取するという

形式とした．今回の調査では，以下の８都市に対し

て調査を実施した． 
・広島市 
・神戸市 
・大阪市 
・仙台市 
・新潟市 
・静岡市 
・浜松市 
・名古屋市 
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表 5 防災資機材の配置と維持管理及び助成制度 
都
市 

可搬ポンプの配置 
状況，及び維持管理 

防災資機材購入時の

助成制度について 

広
島 

配置なし 
※使用は困難 

結成時上限 200 万円 
年上限 150 万円 

神
戸 

310 台配置 
各組織が維持管理 

結成時上限 150 万円分

リストから支給 
年上限 34 万円 

大
阪 

736 台配置 
消防が維持管理 

助成制度なし 

仙
台 

配置なし 
※使用は困難 

結成時点数制で給付 

新
潟 市として未把握 

結成時点数制で給付 
年上限 2 万 5 千円 

静
岡 

355 台は確認 
市として未把握 

購入費の半額を助成 

浜
松 

831 台配置 
各組織が維持管理 

結成時に約 100 万円 
年約 10 万円 

名
古
屋 

配置なし 
※使用は困難 

結成時基本的資器材

を給付 
 

6.3 調査項目 

 主な調査項目は以下の 6 項目である． 
・震災用として自主防災組織は，どのような資機材

を保有し，その維持管理はどうなっているか． 
・特に，消火器や消火バケツに比較して消火能力が

高い，可搬式ポンプの配置状況等はどのようになっ

ているか． 
・自主防災組織が活動するため，また資機材購入の

ための助成制度はどうなっているか． 
・震災時に自主防災組織は，どのような位置づけに

なっているのか． 
・震災時に自主防災組織は，実際に，どのくらいの

活動が可能か． 
・震災時に自主防災組織が，組織的に活動できるた

めに，どのような訓練を実施しているか． 
 
6.4 調査結果及び考察 

(1) 配備されている資機材と助成制度 
可搬ポンプを配置している都市は８都市のうち

４都市あった．残りの４都市については，助成金額

が少ない，又は避難所運営用資器材等を優先させて

いるため可搬ポンプの購入はかなり困難であるか，

可搬ポンプでの消火を想定していないため助成の

対象になっていない（表 5）． 
(2)  行政が自主防災組織に期待する活動 
発災直後は，災害情報の収集と伝達，近隣住民の

救出救護，それに加えて簡易な消火活動を期待して

いて，発災から数時間もしくは数日以降経過した段

階では，避難所運営に期待している，とまとめるこ

とができる（表 6）． 
表 6 期待する活動と実際にできる活動 
都
市 

震災時に期待する活動 
（○:特に重要な活動） 

震災時に実際に 
出来る活動 

広
島 

○初期消火（消火器等) 
避難誘導 

左記内容について

ある程度可能 

神
戸 

○消火活動(可搬ポンプ含む) 
情報収集 
救出救護／避難誘導／

生活支援 

左記内容について

ある程度可能 

大
阪 

○救出救護 
消火活動（可搬ポンプ含む）

／情報収集／避難誘導

／避難所運営 

左記内容について

ある程度可能 

仙
台 

○初期消火（消火器等） 
避難誘導／避難所運営

／救出救護 

初期消火（消火器

等）／避難所運営 

新
潟 

○災害時要援護者支援 
情報収集／避難誘導／

救護／初期消火（消火器

等）／避難所運営 

災害時要援護者の

避難支援 
避難所運営 

静
岡 

○避難所運営 
初期消火 (小型消火器等 )
／情報収集／救出救護

／避難誘導 

組織により差異 

浜
松 

○避難所運営 
○情報収集 
避難誘導／応急救護／

初期消火 

情報収集 
避難誘導 

名
古
屋 

○初期消火 
○救出救護 
情報収集／避難誘導 

左記内容について

ある程度可能 

 
特に消火活動については，可搬ポンプを含む消火

活動まで期待するとする都市は２都市，小型消火器

やバケツリレーを用いた簡易な消火活動までは期

待するとする都市が６都市であった． 
また，行政として期待している活動について，実

際にどこまで活動が出来るかというと，ある程度ま

では期待できるという回答が，地域により格差はあ

るという条件付きの都市もあるが，８都市すべての

都市から得られた． 
(3)  訓練計画・指導育成方針等について 
自主防災組織全体に対して何か行うのではなく，

自主防災組織を支えていくべきリーダーの養成に

重点を置いて，そのリーダーに対する訓練等を実施

している都市が５都市ある（表 7）．それ以外の都

市では，行政側が積極的に訓練を企画するのではな

く自主防災組織が自ら企画立案し，それに対して必
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表 7 訓練計画・指導育成方針等について 
都
市 

訓練計画・指導育成方針

等について 
備考 

広
島 

リーダー研修 
自主防災組織員研修 
防災フェアの開催 

 

神
戸 

各組織で自主的に計画 
情報伝達／安全マップ作成 

いのちの大切さを

育む防災教育推進

※１ 

大
阪 

放水訓練／防災学習 
ＤＩＧ／破壊救出訓練 
避難所開設訓練 

災害活動支援隊 
※２ 

仙
台 防災意識向上（DIG） 

仙台市地震防災ア

ドバイザー※３ 
新
潟 

自主防災組織リーダー

研修 
 

静
岡 

防災技能者育成研修 
防災指導員研修会 

オフロードバイク

隊※４ 

浜
松 

総合防災訓練 
地域防災訓練 
防災委員研修会 

 

名
古
屋 

災害対応基礎力養成 
リーダー養成講習 
ＤＩＧ／発災対応型訓練 
現地本部運営訓練 

 

※１ 小学校での一貫した防災教育を「学校」 

「防災福祉コミュニティー」「消防」が協力して行い，学校と

家庭と地域をつなげる取り組みを，消防がコーディネートし命

の大切さを育むとともに学校・家庭・地域の相乗効果による地

域力の向上を目指す取り組み． 

※２ 大阪市消防局の消防職員ＯＢから構成． 

震災時等大規模災害時のみ活動する(平常時活動なし)退職時の

署に参集して消防隊の支援を行う(単独での活動なし)．現在 280

名． 

※３ 災害発生時の情報収集の手段として結成 

された隊．静岡市職員で構成され，身分は防災課兼務または併

任．現在 37 名． 

※４ 市民への普及啓発を専門とする地震災害 

対策強化担当．地域地震防災アドバイザー養成研修を修了した

消防職員で構成．現在 48 名． 

 
要な支援を行う場合，総合的な防災訓練を実施して

いてその中に自主防災組織の訓練も含む場合，地域

全体の防災意識向上を目的にＤＩＧを行っている

場合と様々である． 
地域コミュニティーが育成されていない地域で

は対象を絞り，リーダーとして役割付けた人に対し

て，重点的に指導育成を実施して行く方法は効果的

であると考えられる． 

 最後に，調査を進める中で興味深い事例として備

考欄に４事例を挙げた． 
 神戸市の「いのちの大切さを育む防災教育推進」

は，自主防災組織の消火班員が放水訓練を担当する

ことで，早い時期からの恒常的な防災教育という当

初の目的だけでなく，①自主防災組織員の動機付け

②可搬ポンプ点検整備を兼ねられる③学校教職員

との連携強化，といった影響もあり今後も注目して

いきたい． 
 また，他の３事例に関しては，消防職員や市役所

職員，そして消防職員ＯＢを活用している事例とし

て取り上げた．一般市民や自主防災組織の構成員よ

りも高い防災意識を持つことが期待され，実際に高

い意識を持つ市役所職員や消防職員を，有効に活用

するシステムは今後ますます重要になってくると

考えられる．ここで紹介した制度が他の都市でも整

備され，災害対応も多様化していくことが必要であ

る． 
 
7．自主防災組織の現状と活性化の課題 

阪神・淡路大震災のように，同時多発火災が発生

した場合には常備消防力だけでは対応できない場

合があり，消防団や自主防災組織による消火活動が

欠かせない．このため，筆者らは，地域の自主防災

組織の実態分析とその防災力向上のための課題を

探る研究を行っている 7，8)． 
自主防災組織が使用する消火資機材の中で最も

性能が高く，同時多発火災に対応可能な資機材とし

て期待されているものに，消火用可搬ポンプ（以下

「可搬ポンプ」）がある．本研究では，可搬ポンプ

を有する自主防災組織について，東京 23区のうち，

６区の 35自主防災組織へのヒアリング調査，また，

ある区では自主防災組織へのアンケート調査（回収

数 100 票，配布数 250 票）を実施し，課題等を抽出

しながら，今後のあり方を模索した．以下はその結

果概要である． 
7.1 自主防災組織の活動継続に関する課題 

自主防災組織の活動継続に関しては，次のような

課題が指摘される． 
(1) 自主防災組織同士の形式的でない連携 
ヒアリング調査の結果，自主防災組織同士が連携す

ることの必要性を指摘する意見が聞かれた（35 組織

中５組織）．一方，ヒアリング対象とした６区のう

ち２区では，複数の町会が集まって町会連合会を結

成しており，そこでは異なる町会の防災担当者が協

力し合い，防災訓練等を実施していた． 
このように，自主防災組織同士が連携し，活動上の

課題を相談したり，不足する人手を補ったり，町会

単位の少人数ではできなかった活動を行っている． 
このような連携は，例えば，「避難所を拠点とした 
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図 17 町会の防災部が連携している他の団体 

 

 

会議に年２，３回出

席する程度（82％） 

継続的に会合を開き、協力

して防災訓練実施（18％） 

 
図 18 自主防災組織同士の連携の程度 

 
自主防災組織」においても見られる．この「避難所

を拠点とした自主防災組織」とは，阪神・淡路大震

災以降，区や小中学校，ＰＴＡ，町会が協力して，

避難場所における避難者の生活支援を行うため，23
区のうち７区で 349 組織結成されたものである． 
アンケート結果では，町会の防災部の 80％が「避難

所を拠点とした自主防災組織」と連携している（図

17）． 
この連携の内容について，ヒアリング結果を見る

と，「避難所を拠点とした自主防災組織」と連携し

ている 22 組織のうち 18 組織では，会議に年 2，3
回出席し，メンバーの顔見せや情報交換を行う程度

の連携であった（図 18）．また，「避難所を拠点と

した自主防災組織」の役員のなり手が少ないため，

町会防災部の役員が兼務する事例が 4組織で見られ

た．しかし，「避難所を拠点とした自主防災組織」

ではＰＴＡの若い父母が活発に活動している例も

多く見られる．また，「避難所を拠点とした自主防

災組織」として防災訓練を実施し，このために継続

的に会合を開いている例も，18％の自主防災組織で

見られる（図 18）．このような活動から，学校を核

とした地域の連携が形成されていくことが期待さ

れる． 
(2) 地域特性を考慮した対策 
ヒアリング調査の結果，自主防災組織に対する行

政の取組みには大差なかったものの，自主防災組織

の現状は，地域特性により差が見られた．以下は，

地域特性ごとの現状と対策の事例紹介である． 
① 住宅地 
住民間のコミュニケーションが基本的に少ない．

平日昼間に地域にいるのは高齢者ばかりという事

例が多く見られ，また，自主防災組織のメンバー交

代は，死亡あるいは病気をきっかけとする場合が多

い．これに対し，コミュニケーションを取るため，

例えば，町会の資源回収の折に，役員が町内を歩き

まわる等して，親睦を深めているという事例がある． 
② 団地 
団地の自治会の役員が数年ごとに定期的に交代

する一方で，自主防災組織のメンバーは，高齢者や

特定の年齢層に集中するケースが多く見られる． 
これに対し，自治会役員の交代と同時の機会に，自

主防災組織メンバーを交代させている事例もある．

また，若い人を取り込むため，パソコン作業など活

躍の場を意図的に用意している事例もある． 
③ 商業地 
駅前などの商業地では，地域に居住していない商

店主が多く，防災に関して彼らの協力を得るのが難

しい状況も見られる．また，商店街の衰退により，

商店主の息子などが地域外に働きに出ていて，平日

昼間，地域には高齢者ばかりという地域もある． 
これに対し，商店街の仕事上の関係を活かして，新

しい人を普段より勧誘し，飲み会を定期的に行い，

防災活動を活発にしようとしている事例がある． 
(3) 助成金の有効な使い方について 
ヒアリング調査の結果，助成金を数年度分貯め，

高価だが必要な物を購入したいという意見が聞か

れた（35 組織中４組織）．現在，自主防災組織は各

年度内に消費しなければならない助成金を交付さ

れており，それでは，安価な消耗品しか購入できず，

救助器具セットなど高価な物を買えない状況が見

られる． 
一方，ある区では，各自主防災組織が，実質的に

２年度分の予算を積み立てて使用できるような工

夫をしている．自主防災組織が本当に必要なものを

購入できるようにするためには，年度ごとの予算消

化とは別に，積み立ても可能とする等の仕組みが必

要なのではないだろうか． 
7.2 可搬ポンプを用いた消火訓練に関する課題 

可搬ポンプを用いた訓練に関しては，次のような

課題が指摘される． 
(1) 水利の不足 
ヒアリング調査の結果，35 組織中 16 組織の自主

防災組織が，水利の不足を課題に挙げた．なぜなら，

自主防災組織は可搬ポンプの水利として防火水槽

を使用する場合が多いが，防火水槽は地域内に数箇

所しかないため，ポンプを使用しての活動範囲は，

数少ない防火水槽の周辺のみに制限されるからで

ある．この課題に対して次の２つの意見があった． 
・消火器を配置してほしい（35 組織中４組織） 
・消火栓を使わせてほしい（35 組織中 12 組織） 
「消火栓を使わせてほしい」という組織について，

現在，消火栓を使用できない理由として挙げられた
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使ってはいけな

いと認識（25％） 

色々な手続きが必

要で、面倒（33％） 

以前、消火栓を使ってい

たが、赤水が出た等の近

所の苦情で中止（25％） 

放水までは多くの時間が必要

で、どのみち、発災直後の火

災には対応不能なので（17％） 

 
図 19 消火栓を利用できない理由 

 
意見を図 19 に示す． 
東京 23 区では，消防署に申し出れば，署の立会

いのもと，自主防災組織は訓練で消火栓を使用でき

る．消火器ではごく初期の火災以外には対応できな

いにもかかわらず，消火器の配備を望む声が自主防

災組織に多い．しかし，建物火災の消火や延焼火災

の制御には可搬ポンプが必要で，可搬ポンプによる

消火栓使用のための環境を整備していく必要があ

る． 
(2) 消火栓を使用するための器具の配備 
消火栓を使用するには，消火栓用媒介金具，消火栓

鍵，スピンドルドライバーが必要である．ヒアリン

グの結果，その保有状況と訓練状況は下記である． 
・媒介金具と消火栓鍵を保有（35 組織中 12 組織） 
・媒介金具と消火栓鍵，スピンドルドライバーを保

有（上記 12 組織中７組織） 
・訓練で消火栓を使用（上記７組織中４組織） 
 このように，消火栓を使用するための器具を保有

している自主防災組織の 57％が訓練で消火栓を使

っており，媒介金具と消火栓鍵だけでなく，スピン

ドルドライバーまで配備されていけば，消火栓を使

用する自主防災組織が増えていくことが期待され

る． 
(3) 防火水槽や道路使用等に関する手続きの煩雑さ 
アンケートの結果，21％の自主防災組織が訓練に

関する手続きの煩雑さを課題に挙げている． 
自主防災組織は，訓練実施にあたり，訓練実施計

画書を区役所，消防署，警察署のいずれかに出す必

要がある．また，水利として防火水槽や消火栓を使

用するには，消防署に事前に申し出る必要がある．

それから，公園を使用するには区役所に公園使用届

を，道路を使用するには警察署に道路使用届を出す

必要がある．ヒアリング調査の結果，これら手続き

の実施状況は図 20 のように類型化できる． 
図 20 のとおり，区役所，消防署，警察署それぞ

れに対して手続きしている自主防災組織が 20％あ

り，手続きの簡素化について考慮していく必要があ

る． 
(4) 可搬ポンプのエンジン起動の難しさ 
アンケートの結果，16％の自主防災組織が，可搬

ポンプのエンジン起動の難しさを課題に挙げてい 

 自主防災組織が手続きしなくても、

定期的に訓練しているため、区役所

が定期的に手続きを行う（29％） 

自主防災組織が区役所に手続きすれ

ば、区役所が消防、警察の手続きまで

自主防災組織の代わりに行う（23％） 

自主防災組織が区役所、消

防署、警察署それぞれに足

を運び、手続きする（20％） 

手続きしない（14％） 

その他（14％） 

 
図 20 自主防災組織が行っている手続き 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 21 可搬ポンプの訓練で実際に行っている項目 

 
る． 
現在，自主防災組織の 66％では，訓練時，可搬ポ

ンプのエンジン起動を交代で複数の者が行ってい

る（図 21）．可搬ポンプの操作は確かに習熟を要す

る面があり，訓練では多くの参加者が交代でエンジ

ン起動を行うことが望ましい． 
7.3 まとめ 

調査の結果，自主防災組織が活動を継続していく

ためには，次の３つの方策が必要と考えられる． 
①自主防災組織同士の形式的でない連携 
②地域特性を考慮した対策 
③年度ごと交付の助成金を貯めて必要な物の購入 
また，自主防災組織の消火訓練に関しては，参加

者を急に増やすのは難しいとしても，次のような訓

練し易い環境の整備は実現可能と思われる． 
④建物火災には可搬ポンプが必要なことの広報 
⑤手続きを経れば消火栓を使用できることの広報 
⑥消火栓使用など訓練に関する手続きの簡素化 
⑦消火栓使用のための器具として，媒介金具と消火

栓鍵だけでなくスピンドルドライバーの配備 
⑧消火栓を使用しなくても，使用方法を理解できる，

消火栓を模した訓練ツールや施設の準備 
⑨訓練参加者一人一人がポンプのエンジン起動 
 
8．地域消防力の向上に関する実験的検討 

地震による同時多発火災では地域消防力として

住民の初期消火活動が重要となる．そのために，東

京都区部には約 3 千台の消火用 D 級可搬ポンプ(以
下，可搬ポンプ)が配備されている．しかしこの可

搬ポンプは，操作手順が多く，操作手順書(以下，

手順書)の作成がされていないため，扱える人は少

ない．本研究は，一般住民の可搬ポンプ操作実験と

66
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アンケート調査を行い，これらから，可搬ポンプを

利用した地域消防力の向上を図る方策の基礎資料

とすることを目的とした． 
8.1 研究方法 

 既往実験では手順書の利用したチームの 70％が

放水に成功している．本研究では，改善した手順書

と，手順を減少させた試作型可搬ポンプ(以下，ポ

ンプ A)の使用による放水成功率や操作時間等とア

ンケートから手順書および手順数減少の効果を把

握した． 
8.2 アンケートおよび実験概要 

(1) アンケートの概要 
アンケートの概要を表-1 に示す．アンケートは実

験場の隣にある被験者の控え室で記入してもらっ

た． 
(2) 実験概要 
本実験では，地震による同時多発火災を想定して，

住民の行動を， 
①可搬ポンプを消防水利に移動する． 
②可搬ポンプのエンジンを起動する． 
③ホースを可搬ポンプに連結し，火災建物付近まで

引き延ばす． 
④火災建物に向かって放水する 
と設定した（写真 1）．概要を表 8 に示す．総被験

者数は 69 人(1 チーム 3 人で 23 チーム)で，全チー

ムがポンプ A を 2 回，従来型可搬ポンプ(以下，ポ

ンプ B)を 1 回操作した．実験種別は，可搬ポンプの

実験順番と手順書の相違により 4種に分けた．また，

ポンプ Aの 2回目のみ水利からの実験開始とした． 
(3) 可搬ポンプ・操作手順書の概要 
 既往実験の結果から写真をより見やすくし，文中

に専門用語を使用せず最低限の言葉で説明する等

の改善を行った．図 22 は手順書 B（エンジン起動

用）であり，手順数(表 9)は 8 である．一方，ポン

プ A は音声ガイダンス機能により半自動化された

試作型である．この簡略化により放水成功率のさら

なる向上を図ったもので，手順数は 2～5 と大きく

減じている． 
8.3 実験結果 

(1) 被験者の属性 
 被験者の属性を表 11 に示す．年齢は 10 代～20
代が最も多く，操作経験がある人は 17 人(25％)であ

った． 
(2) 操作手順書による効果 
□ 従来型可搬ポンプについて 
表 12 にポンプ B の放水成功率，表 13 に平均操作

時間を示す．平均操作時間は計測開始後，水利到着，

ホース延伸開始，ホース延伸完了，エンジン起動，

ポンプ充水，放水開始それぞれの時点での時間を表

している．放水成功率は約 70％であり実験順番の影 

表 8 アンケート概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 実験工程 
 
表 9 実験概要 
 

 

 

 

 

 

 
表 10 手順書 A，A´，B の手順数 
         

 

 

 
表 11 被験者の属性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 22 手順書 B（エンジン起動用） 
 
響はあまりない． 
□ 従来型可搬ポンプにおける既往実験との比較 
表 14 にポンプ B の放水成功率及びエンジン起動

時間・放水開始時間を，手順書と操作経験の有無に

分けて示す．手順書ありの場合では，放水成功率は 

事前アンケート 事後アンケート
質問項目 11 10

アンケート数 69 69
アンケート回収率 100% 100%

回収方法 直接回収 直接回収
アンケート方式 直接記入方式 直接記入方式

可搬ポンプ経験の有無 可搬ポンプの難易度
可搬ポンプ経験の知識 可搬ポンプ手順書の見やすさ

主な質問内容

エンジン起動 ホース接続･延伸

A 1 1 1
A´ 2 3 1

B B 8 4 2

手順数
手順書の枚数

A

ポンプ 手順書

 操作手順

ホース延伸を　　　確認する

「放水始め」の　　合図を確認する

⑦手前に引きながら
[高圧]の位置にセッ
トする

⑧左にゆっくり廻し
て放水を開始する

①下に向ける

②下に向ける

⑥レバーを上げて,
ポンプの下から水が
出たら元に戻す

④一気に引張り,エ
ンジンを起動させる

③[低圧]の位置であ
ることを確認する

⑤手前に引きながら
[真空]の位置にセッ
トする

２

単位：人

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 男性 女性
3 26 14 12 6 4 4 43 26

性別年齢

実験種別 1ー1 1ー2 2ー1 2ー2

実験年月日

実施場所

被験者数(チーム数) 18(6) 18(6) 21(7) 12(4)

可搬ポンプ

操作手順書

実験順番 B→A→A A→B→A B→A→A A→B→A

2008.11.8 2008.11.9

東京消防庁奥戸訓練場

A、B A´、B

A(試作型)、B(従来型) A(試作型)、B(従来型)

工程 ①

工程 ②

　　　 工程 ③
　　ホース延伸

工程①

　　　 工程 ①
 可搬ポンプ移動

　　　 工程 ③
　　ホース延伸

　　 工程 ④
　　放水開始

　　　 工程 ②
　 エンジン起動
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表 12 ポンプ B の放水成功率  
 
 
 
表 13 ポンプ B の平均操作時間 

 
 
 
表 14 ﾎﾟﾝﾌﾟ B の放水成功率及び放水開始時間 
 
 
 
 
 
表 15 ポンプ A の放水成功率 
 
 
 
表 16 ポンプ A の平均操作時間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 23 操作経験の有無  図 24 防災組織への参加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 25 手順書 B の評価  図 26 手順書 B の利用 

 
平均で約 70％であり既往実験とあまり変化はな

かった．手順書あり・経験ありの場合では，既往実

験より放水成功率が上がり，エンジン起動時間も早

くなっている． 
□ 試作型可搬ポンプ 

表 15 にポンプ A の放水成功率，表-9 に平均操作

時間を示す．放水成功率は 1 回目が 74％，2 回目は

100％である．なお，手順書 A´を用いたチームは 1
回目から 100％である． 
(3) アンケート結果 
可搬ポンプの操作経験者は 69人中 17人(25％)で，

その中で経験が年 1 回の人が 10 人である．操作指

導の経験がある人は 3 人だった（図 23）．操作経験

のない者は 52 人(75％)すべてが防災組織へ参加し

ていない(図 24)．図 25 は，手順書 B が役に立った

かという設問と放水の成否の関係を示している．役

に立ったと回答した人では放水に成功した割合が

高いことがわかる．図 26 は手順書 B の中で利用し

た項目を示しており，エンジン起動について利用し

たという回答が 43 人(84％)と多くなっている． 
8.4 まとめ  

被験者数が限られた実験ではあるが，従来型では，

手順書の改善による放水成功率は上がらなかった

が，既往実験の結果も踏まえると，手順書の使用に

よって約 70％の一般住民は放水できることが確認

できた．エンジン起動では操作時間が短縮され，ア

ンケート結果とあわせると，手順数が多いエンジン

起動で改善の効果があったと言える．しかし，放水

開始時間が短縮できなかったのは，各被験者の行動

時間から「何もしない」，「3 人が同じ行動をとる」

などの時間が多くあるため，チーム内の役割を決め

て効率よく行動できるように，手順書を個別に作成

し役割を独立させることも今後の改善策の一つと

して考えられる．ポンプ A と手順書 A´を用いた実

験では手順数２と減少したことで 1回目の操作から

放水成功率が 100％だった．可搬ポンプの操作性は

手順書の改善だけでなく，手順数を減少させた可搬

ポンプの開発等を行うことで大きく向上すること

がわかった． 
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ホース接続 エンジン起動 起動後放水 その他

1つ回答 2つ回答 3つ以上回答
n=5

1 

ポンプ 手順書 実験順番
水利到着

[s]
ホース延伸

開始[s]
ホース延伸

完了[s]
エンジン
起動[s]

ポンプ充水
[s]

放水開始
[s]

B→A→A 46 154 365 215 388 439
A→B→A 44 84 225 225 286 337

B あり

実験年度 ポンプ 実験順番 手順書 経験 成功 失敗 成功率
エンジン
起動[s]

放水開始
[s]

あり 2 1 67% 264 303
なし 5 2 71% 280 371
あり 4 3 58% 271 357
なし 1 3 25% 268 569
あり 5 1 83% 182 385
なし 4 3 57% 268 493

あり

なし

あり

B→A→A

B

2008

2007

ポンプ 手順書 成功 失敗 成功率(％)

A(1回目) 17 6 74

A(2回目) 23 0 100
あり

ポンプ 手順書
水利到着

[s]
ホース延伸

開始[s]
ホース延伸

完了[s]
エンジン
起動[s]

ポンプ充水
[s]

放水開始
[s]

A(1回目) あり 45 86 124 152 216

ポンプ 手順書 実験順番 成功 失敗 成功率(％)
B→A→A 9 4 69
A→B→A 7 3 70

ありB

ｎ＝69

17

25%

14
20%

38

55%

経験有り 見学有り 両方なし

ｎ＝69
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ボランティ
ア活動

消防団員 その他 特にない
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防災組織の現状 
 
 

－78－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 
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第 4 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

4．1 可燃性蒸気が存在する雰囲気下で使用可能な高速切断器具 (大きさ, 性能は従来程度)  

の開発 

研究課題名 
可燃性蒸気が存在する雰囲気下で使用可能な高速切断器具 (大きさ, 性

能は従来程度) の開発 

研究実施期間 平成 18 年度 ～ 平成 20年度 

配分額（千円） 20,563 (平成 18 年度), 19,864 (平成 19 年度), 19,864 (平成 20 年度) 

研究代表者 
松木 浩二 (平成 18 年度, 平成 19 年度) 

片倉 寛 (平成 20 年度) 

所属機関 一般社団法人日本ウォータージェット学会 

研究体制 産学 

研究概要 本研究は, 事実上防爆無振動という極めて重要な特長を有するウォーター

ジェット技術を利用した, 手持ちのカッター部分の大きさは従来程度以下で

性能は従来程度以上の, 日本の実情に適した ｢可燃性蒸気が存在する雰

囲気下で使用可能な高速切断機具｣ を新たに開発しようとするものである. 

そのため本研究目的に適合する, ウォータージェットカッターを搭載しオフ

ロード走行機能も有するウォータージェットカッターシステムの開発を

行った. 併せて, その切断能力等に関する性能評価, 可燃性蒸気等が存

在する雰囲気下での使用可能性の確認, ジェット噴射時の危険範囲の確

認, その他の関連研究を実施した. 以上で得られた結果に関する学会発表

その他も実施した． 

研究成果 現在までのところ今回開発されたシステムが実際の災害現場で使用された

例は無い. 本研究で得られた知識ノウハウ等の現場消防隊員への提供は, 

訓練展示等の機会を捉えて適宜実施している. 

応用の方向性 本研究を遂行する過程で蓄積された知識やノウハウを含め本研究で開発さ

れたシステムを, 厚いコンクリート壁の切断, 可燃性蒸気が立ち込めた雰囲

気での切断作業, 振動を嫌う救助活動などの, 各地の消防隊に配備されて

いる既存の機材では対応が難しい消防活動において利用することが可能で

ある.  
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当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

本委託研究は当初の目的を達成し完了した. 今後はそこで得られた知識

やノウハウの現場消防隊員への普及を含む研究結果の活用は当然として, 

その上で本研究を進歩させ更に有意義なものとするため,  

[1] ウォータージェットカッターシステムにおける切断切削性能や走行性能

の更なる向上.  

[2] ウォータージェットカッターの防爆性能に関するより詳細な評価と, ノズ

ル部分の防爆ロボット化によるウォータージェットカッターシステムの防爆

性能の更なる向上. 特に近い将来身近での多用が予想される非常に引

火爆発の危険性が高い水素ガス等の存在する雰囲気下における使用

条件や安全性の評価.  

[3] ウォータージェットカッターの安全距離および危険範囲の確認などの対

人安全性に関する更なる研究. 

などの研究・開発を引き続き実施する必要があるものと考えている. 
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 ( 所属機関名) 
1 一般社団法人日本ウォータージェット学会 

可燃性蒸気が存在する雰囲気下で使用可能な高 

速切断器具 (大きさ, 性能は従来程度) の開発 
 

○片倉寬 1・ ○松木浩二 1 
Hiroshi Katakura and Koji Matsuki 

 
研究課題の要旨： 本研究は, 事実上防爆無振動という極めて重要な特長を有するウォータージェットを利用した, 手持ちのカッ

ター部分の大きさは従来程度以下で性能は従来程度以上の, 日本の実情に適した可燃性蒸気が存在する雰囲気下で使用可

能な高速切断機具を新たに開発しようとするものである. そのため本研究目的に適合する, ウォータージェットカッターを搭載し

オフロードも走行可能なウォータージェットカッターシステムの開発, その切断能力等に関する性能評価, 可燃性蒸気や可燃性

気体が存在する雰囲気下での使用可能性の確認, ジェット噴射時の危険範囲の確認, その他の関連研究を実施する.  

 

1. 緒言 

2005 ［平成 17］ 年に発生した尼崎 ＪＲ 脱線事故 

( 107 人死亡) では脱線した車両の先頭車が駐車場に

突っ込み, 駐車中の車のガソリンタンクの破損に伴いガ

ソリンが大量に漏れ, 既存の救助用資機材が引火の危

険性が大きいため使えず救助作業が難航した. たびた

び発生するガソリンなどを輸送するタンクローリー車の火

災事故の際にも同様の理由で, 迅速な消火活動が非常

に困難となる場合が多い. また一般に, ビルなどの崩壊

や土砂崩れの現場では非常に崩れやすい瓦礫の下な

どに被災者が助けを待っている場合が普通のため, 削

岩機や爆薬などの振動の発生する資機材が使い難く, 

そのため迅速な救助活動の実施が非常に困難となること

も多い.  

その様な中, 一般社団法人日本ウォータージェット学

会は 2006 [平成 18] 年度より 3 年計画で消防防災科学

技術研究推進制度に基づく総務省消防庁からの委託を

受け, 研究委員会 ｢消防防災科学技術研究特別プロ

ジェクトチーム｣ (略称 ｢消防 PT｣ ) を組織し委託研究

課題 ｢可燃性蒸気が存在する雰囲気下で使用可能な

高速切断器具 (大きさ, 性能は従来程度) の開発｣ （以

下 ｢本委託研究｣ と略記） に取り組んだ. 以下はその

研究内容と成果の報告である.  

なお本報告の内容の多くは, 本委託研究の研究結果

として本研究の研究代表者や研究担当者などにより学

会等で報告済み[1]～[24] であることを付記しておく.  

2. ウォータージェットカッターシステム  

本研究で開発されたウォータージェットカッターシステ

ムは大きく, ウォータージェットカッター (ウォーターカッ

タ ー ) とそ れを 搭載 す るオフ ロー ド走 行車  ( 以後 

“SATV” と記す) から構成されている. 図.1 がその写真

である.  

2.1 オフロード走行車 SATV  

SATV は 2 t トラックの荷台に収まるように設計され, 車

重 1300 kg, 全長 2.8 m, 車幅 1.5 m で比較的にコンパク

トである.  

SATV の動力源は排気量 1.6 L のディーゼルエンジン

で, フレームの後方に配置された. 無段油圧変速機

HST とステアリング用の可変アキシャルピストンポンプは

エンジンのクランクシャフトとベルトで連結されている. 

HST は建設機械, 農業車両に多く用いられており, 無

段変速性に優れると共に制御機能があるため本 SATV

に適用した.  

図.2 に油圧駆動システムを示す. HST には前輪用と 

図.1 ウォータージェットカッターシステム  

 

 

1P

3P 4P

2P

 

図.2 SATV の油圧回路図 
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後輪用の２台の可変容量アキシャルピストンポンプ 

(16.4 cc/rev) がタンデム結合されている. 各ポンプは左

右２台のクローラ駆動用の油圧モータ (11 cc/rev, 減速

比 1:31） に接続されている. タイヤの代わりにゴムクロー

ラ （以下, クローラ） を使用している.  

ステアリングには前・後輪操舵機構 (4WS) を採用し

ており, 前輪の操舵方向に対し後輪は同方向及び逆方

向に操舵することが可能である. (図.3参照) ステアリング

機構として Z 形状のリンク機構を採用し, 前後それぞれ

一本のシリンダにより 2 個のクローラの操舵が可能であ

る. これにより, 左側 30° から右側 90°, 全操舵角 120° 
の角度制御が可能な機構となっている. この機構を使用

することにより, 狭所での車両の方向転換が可能になる

ため, 作業性の向上・作業エリアの縮小および移動時間

の短縮などが図られている. また, 真横移動が可能なた

め, 車両の通常の進行方向に対して垂直方向にも移動

可能である. 

 

 

図.3 操舵中における車両姿勢; 逆位相 (左) と

同位相 (右) 

2.2 ウォータージェットカッター 

現在日本国内で実際に消防用ウォータージェット

装置 (ウォーターカッター)として配備されている

ウォータージェットカッターは共に, 研磨材を含む

高圧の水ジェットを壁等に衝突させて切削や切断を

行なうアブレシブウォータージェット [以下, “AJ” と

略記] に属する, 

アブレシブウォーターインジェクションジェット [以下 

“AIJ” と略記]： 加圧されノズルから噴射された水

ジェットに, ノズルの下流側で研磨材を混入する形式

のもの. 研磨材はガーネット (#36 [平均粒径 0.56 mm

程度] ). ポンプ吐出圧 (最大) は 200 MPa. ポンプ吐

出流量 (最大) は 10 L/min.[25]   

アブレシブウォーターサスペンションジェット [以下 

“ASJ” と略記]： 研磨材を懸濁した, 水をベースとする

高圧のスラリーをノズルから噴射する形式のもの. 研磨

材はガーネット. 作業圧力は 30 MPa. 放水量 (最大) 

は 30 L/min.[26]  

の２機種である. 本研究では後者とほぼ同じ ASJ タイプ

のウォータージェットカッターが使用されている. ちなみ

に本報告で “PWJ” は研磨材を含まない水のみのウォー

タージェットを意味している.  

今回採用したウォータージェットカッターは大きく, ポ

ンプモジュール, スラリーモジュール, ノズルアセンブリ

から成っている. 図.4 にその構成を示す.  

 

 

 

 
 

Tap water Water tank

Diesel 
engine 

Pump module

Slurry module

Nozzle

Abrasive concentration orifice

Jet pump

Abrasive 
valve 

Discharge 
vessel 

 
図.4 ウォータージェットカッターの構造 
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ポ ン プ モ ジ ュ ー ル は ス ラ リ ー モ ジ ュ ー ル に 圧 力

69 MPa, 流量 5.5 L/min でフィルタでろ過された水を供

給する能力をもっている. 本研究ではこのポンプの吐出

圧をノズルの上流側圧力 P とみなしている. P = 60 MPa 

で, 実際に２分間 PWJ を噴射しその時のノズルからの

ジェットの流量を測定したところ, 5.1 L/min であった. 今

回使用されタングステンカーバイト製ノズルの口径 Dn は

0.56 mm なので, この際の供試ジェットのノズル出口での

平均流速 vj は 3.5×102
 m/s である.  

研磨材としてはオリビンサンド (平均粒径 0.2 mm 程

度) が使用されている.  

3. ウォータージェットカッターシステムの性能 

開発したウォータージェットカッターシステムの

各種性能に関する確認実験の結果を次に述べる. 必

要に応じて参考文献の該当部分を参照するものとし, 

ここでは評価方法の細部の記載等は割愛し主要な結

果のみを記してある.  

3.1 SATV の走行性能 

災害時を想定した場合, 災害現場は災害による不

整地と進路を阻む障害物があることが予想されるた

め, ここでは災害現場の不整地状態を模擬した走行

車 SATV の稼動試験を実施した. 瓦礫状態はコンク

リートブロック破片を積上げて起伏を作り, 様々な

角度から走行試験を繰り返した.  

図.5 に走行状態での SATV の写真を示す. SATV の

クローラ部が瓦礫の起伏に接触するとクローラ先端

部が傾斜し, 瓦礫上部に乗り上がる様子が分る 

(①). SATV 全体が瓦礫の上にのると (②, ③) 個々

のクローラは独立して制御されているため即座に車

体全体の姿勢が回復し, 常に安定した走行が実現さ

れた (④). また遠隔自動運転および手動運転による

操作性 (操舵性能, 停止位置精度) も良好で, 高さ

40 cm程度の段差でも十分に走行が可能であることを

確認した. 

3.2 ウォータージェットカッターの切削性能 

消防用ウォータージェットカッターの使用目的は, (1)部

材に開口を穿孔して内部にジェットを噴射し, 消火作業

の迅速化を行うこと, (2) 建物内部に居残った人々を救

出するための動線を確保するため, 少なくとも施錠され

た部位を解く範囲 (手の先が入る程度大きさ) まで部材

を切断することが要求されている. ここでは切削性能評

価結果の一例として, ノズルを自動的に移動させる装置

を用いてノズルを一定の速度で回転させて円状に切削

した結果を示す.  

図.6 にこの時の実験条件を示す. 実験は研磨材が

水噴流に混合されて吐出され始めた時刻を開始時刻と

し, 噴射を適宜停止し, その都度円の 8 点について深さ

を計測し, その切削深さを平均して, その時点での切断

深さとしている. 図.7, 図.8 にはノズルをその条件で

移動させて切削した場合における実験の状況および, 

切削時間と平均切削深さの関係の例を示す. ノズルが

一周するだけでコンクリート表面に切削痕が残ることや, 

切削深さと所要時間の間にほぼ比例関係が存在するこ

となどの実験結果 (性能評価結果) を確認できる.  

表.1 には代表的建築材料に対して行った性能評価

実験の結果をまとめて示す. 直径10 cmの円形の穴を

手動で開口する場合で, 最初にジェットが貫通する

までの時間と完全に円形に切断されるまでの時間の

両方で示してある. 

 

 

① ① 

③ 

④ 

② 

 

図.5 SATV の走行状態 
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3.3 可燃性蒸気が存在する雰囲気下における着火の

可能性 

消防用ウォータージェット装置 (ウォーターカッ

ター) では研磨材を含むAJが使用されており, その

ため切断器具として使用された時に火花を発生する

場合があることが知られている.  

一般にAJではこの火花のエネルギーは小さく, さ

らに可燃性蒸気が存在する雰囲気下においても水の

存在により周囲の可燃性蒸気へ着火する可能性は小

さいと考えられる. とは言え, その科学的確認は必

要不可欠と考え, 可燃性蒸気が存在する雰囲気下で

AJ を使用した場合における着火の可能性を調べる実

験を行なった. なお今回は, 今後のウォータージェッ

トカッターシステムの利用範囲の拡大も視野に, 可

燃性蒸気 (ここでは代表例として噴霧ガソリンを使

用) の他に, メタン等の使用頻度の高い可燃性ガス

が存在する雰囲気下における着火の可能性について

も実験を行なっている.  

AJ では切断能力を向上させるために, オリビンサ

ンドやガーネットなどの微細な研磨材が水と共に噴

射される. この研磨材が金属板等の被削材に高速度

で衝突することで, 火花の発生する場合があること

が知られている. 可燃性蒸気等が存在する雰囲気下

においてAJが使用される場合におけるこの発生した

火花による着火の可能性を検証するために, 金属板

と研磨材により発生する摩擦火花による着火実験を, 

一般の可燃性ガス (メタン, プロパンなど) および, 

噴霧により気化させた可燃性液体 (ガソリン) の蒸

気に対して実施した. また, 口径 45 µm (流量

20 mL/min) と口径 300 µm (流量 0.5 L/min) の 2 種類の

噴霧ノズルを使用しての水噴霧による火花着火抑制効

果を確認する実験も実施した.  

本研究で開発したウォータージェットカッターシステム

で使用されているオリビンサンドと通常の砥石で使用さ

れる研磨材による火花の発生状況の確認実験から, オリ

ビンサンドが通常の砥石に比べて発生する火花の量が

少ないことが判明した. そこで以下の可燃性蒸気等の雰

囲気での実験では, 火花の発生が多いため引火危険性

が特に大きい, 砥石と金属の組み合わせによる検証実

験を実施した.  

その結果, メタン等の可燃性ガス雰囲気下では水噴

霧のない状態においてさえ実験した全ての場合で全く

着火しないことが確認された. 併せて, 水噴霧のない状

況では, 僅かではあるが噴霧ガソリン雰囲気下では着火

する可能性があることも確認した.  

そこで可燃性蒸気が存在する雰囲気下 (ガソリン雰囲

気下) で水噴霧の着火抑制効果についての実験を行

なった. その結果が表.2 で, ノズル径 45 µm を使用した

場合, 約 15％の確率で着火し, ノズル径 300 µm を使用

した場合, 全く着火しなかった.  

 

Nozzle 
120mm 

0.105  rad/s 
Nozzle 

120mm 

1 rpm 

Measuring 
Points Cutting Track 

 

図.6 ノズルを一定の速度で回転させて円状に切

削する実験における実験条件 

 

 

図.7 鉄筋コンクリート壁に円形の開口部を作る場合に

おける切削時間と平均切削深さの関係 

 

 

① ②

③ ④

① ②

③ ④  

図.8 にノズルを一定の速度で回転移動させてコンク

リート壁を切削した場合における実験状況 

 

表.1 代表的建築材料における切削時間 
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今回開発したウォータージェットカッターシステムでは

火花発生のより少ないオリビンサンドが研磨材として利

用されており, かつ水噴射量が本実験の場合に比べ格

段に多い 5 L/min 程度であることから, 本システムがガソ

リン等の可燃性蒸気の存在する雰囲気下で十分に活用

可能であることを確認できたものと考えっている. 実際に

ウォータージェットカッターで鉄管を切断する際に積極

的にガソリンを噴霧する実験も行なったが, その際も火

花の発生は確認したがガソリンへの着火等の兆候は皆

無であった.  

表.2 ガソリン雰囲気下での水噴霧の着火抑制効果 

Nozzle 

(µm) 
Sample 

Gasoline 

(%) 

Spark 

Time 

(min) 

Ignition

3.2 3 × 

3.2 3 × 

3.6 5 × 

3.2 4 × 

3.2 3 ○ 

3.2 4 × 

45 SS400 

3.2 4 × 

4.8 2.5 

3.2 1 

3.2 3.5 

3.2 2 

3.2 4.5 

SS400 

3.2 7 

200 

S45C 3.2 5 

× 

 

3.4 ノズル周りの危険範囲 (安全距離) の確認 

ウォータージェットカッターシステムを利用した救助活

動の際にジェットが要救助者 (被災者) に危険を及ぼす

範囲を把握しておくことは重要である. そこでウォーター

ジェットカッターの対人安全性の評価に関する実験が, 

人体表皮を代替する標準試料として機械的強度が人間

の皮膚に近い豚皮を使用して行なわれた. ここでは

ジェットの衝突により生じる損傷が, ジェットが皮膚を貫

通しその背面まで到達した創傷である穿通損傷と, 貫通

せず皮膚の表側からのみ確認できる創傷である非穿通

性損傷に分けられている. その上でウォータージェット

カッターからの ASJ が人間に衝突した際に, それらの損

傷が皮膚に生じるノズルからの距離の限界である穿通損

傷限界 Rp と非穿通性損傷限界 Rn に基づき, 開発され

たウォータージェットカッターシステムについて危険範囲

の評価が行なわれている.  

図.9 および図.10 がジェットにより損傷した豚皮の例で

ある. ノズルが 45°の上昇角で遠ざかりながら ASJ を豚皮

に向かって噴射している場合 (豚皮表面のジェット衝突

点はジェット衝突開始点 A からジェット衝突終了点 B に

向かって移動) で, スタンドオフ距離 SD の増加 (写真

では左から右) につれて深い傷から浅い傷に, すなわ

ち穿通損傷から非穿通性損傷に, そして最後には全く

傷がつかなっている. また, このシステムにおける穿通

損傷限界は 70 cm 程度であり, 非穿通性損傷限界はそ

のほぼ2.5倍であることが明らかにされている. 十分安全

なスタンドオフ距離である安全距離 SSD はそのまた 2 倍

程度であるものと考えている.  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

条件 

vnx 600 mm/min 
20071206-1 500 mm 

SDA
20071206-2 498 mm 
20071206-1 1,080 mm 

SDB
20071206-2 1,075 mm 

 
図.9 穿通損傷と非穿通性損傷の場合 

穿通損傷

B 

B A

A

非穿通性損傷

P1

P1

20071206-2

20071206-1

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

条件 

vnx 600 mm/min 
20071206-3 940 mm 

SDA
20071206-4 940 mm  
20071206-3 1,620 mm 

SDB
20071206-4 1,615 mm 

図.10 非穿通性損傷と無傷部分の場合 

20071206-3

20071206-4

 
非穿通性損傷 

無傷部分 

B 

B 
A 

A 

P2 

P2 

 

4. 結言 

以上が, 総務省消防庁の消防防災科学技術研究推

進制度に基づく委託研究 ｢可燃性蒸気が存在する雰囲

気下で使用可能な高速切断器具 (大きさ, 性能は従来
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程度) の開発｣ で得られた結果の報告である. 災害時

における迅速な消火活動や救助活動は安全･安心を考

える上で非常に重要であり, 本委託研究がその為の技

術開発の重要な礎となるものと信じている. ただし, どん

な機器やシステムも人間が作るものである限り完璧では

あり得ず, 今回開発したシステムも例外ではないので, 

今後もこの種の研究が行われることで将来より強力で安

全で使い易い消防用高速切断器具が開発され, より多

くの人命が救われることを願っている.  

最後に, 本委託研究の遂行に対しご尽力いただいた

一般社団法人日本ウォータージェット学会の消防 PT メ

ンバー各位, 総務省消防庁の方々, そしてご助力いた

だいた全ての関係者各位に対し心より感謝の意を表す. 
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第 4 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

4．2 水圧・空気圧駆動の先進的探索機材群の開発 

研究課題名 水圧・空気圧駆動の先進的探索機材群の開発 

研究実施期間 平成１８年度～２０年度 

配分額（千円） 平成 18年度 20,800 

平成 19年度 12,480 

平成 20年度 13,000 

研究代表者 土井 智晴 

所属機関 特定非営利活動法人 

国際レスキューシステム研究機構 神戸ラボラトリー 

研究体制 産・官・学 

研究概要  本研究の目的は，「震災時等に建築物などが倒壊した場合にできるガレキ

のような極端な不整地の内部へ進入することができる実用的な探索機材を複

数個開発する．」とし，救助活動を迅速化させる救助資機材の高度化に寄与

するものとして研究開発を平成１８年～２０年度に実施した． 

 その目的を達成するため具体的には，「本研究により開発する探索機材群

は，消防車両が備えている消火放水用の水圧や消防隊員が現場活動時に

背負っている空気呼吸器の空気圧を駆動の動力源とし，ガレキ内に進入す

る軌道を確保し，内部の情報を得る探索機材により瓦礫内の要救助者を発

見するシステム」を開発することとし，この探索機材群を開発するため研究開

発グループを組織して各グループで探索機材を開発することとした． 

研究成果 研究開発の成果については、平成２０年度に「平成１８年度～平成２０

年度 消防防災科学技術研究推進制度 総括報告書：水圧・空圧駆動の

先端的探索機材群の開発」としてとりまとめている。 

・ 本研究の詳細報告については、NPO 法人国際レスキューシステム

研究機構のＨＰで情報を掲載。 

http://www.rescuesystem.org/IRSweb/shobo.html 

・ 本研究で開発したシステムについては、各種防災関連イベントにて

展示を行っている。 

・ 棒カメラシステムについては、大阪府立工業高等専門学校において

実用化に向けて研究開発中である。 

・ 空圧ジャッキシステムについては、東京工業大学で実用化に向け研

究開発中である。 
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応用の方向性 本システムに関する要素技術については、各研究グループで研究開発が

進行している．それら資機材の実用化に向けた開発が進み，機会をみつ

けて、今後も消防機関とともに継続した研究を進め、さらに実用的な高

度な資機材の研究を進めようと考えている。 

研究発表の状況等 講演論文集 

１）青木，広瀬：レスキューを目的としたユニット型空圧ピラーと足踏みポンプ

の開発，日本機械学会ロボティクス・メカトロニクス講演会 08 講演論文集，

2P1-A05（CD-ROM）(2008) 

２）青木，広瀬：レスキュー用ユニット型空圧ピラーの実用化開発，第 9 回計

測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会， 1A2-4

（CD-ROM），25/26 (2008) 

３）盛，鈴森，脇元，高橋，細谷，清板：高強力 PBO 繊維を用いた水圧

McKibben 型人工筋の特性評価，平成 20 年春季フルードパワーシステム講

演会，17/19 (2008) 

４）盛，鈴森，脇元，高橋，細谷，清板，楠本：高強力 PBO 繊維を用いた高

水圧駆動McKibben 型人工筋の開発，日本機械学会ロボティクス・メカトロニ

クス講演会 08 講演論文集，2P1-A07（CD-ROM）(2008) 

５）林，坪内，土井：瓦礫内探索用小型ステレオカメラシステムの開発，第 8

回計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会，2D2-3

（CD-ROM），587/588 (2007) 

６）林，坪内，土井：狭い空間内を立体視可能なステレオ棒カメラシステムの

開発，日本機械学会ロボティクス・メカトロニクス講演会 08 講演論文集，

2P1-A03（CD-ROM）(2008) 

７）土井，矢野：水圧・空気圧を駆動源とした油圧発生装置の開発，日本機

械学会ロボティクス・メカトロニクス講演会 08 講演論文集，2P1-A04

（CD-ROM）(2008) 

８）土井，矢野，鈴森，坪内，広瀬：水圧・空圧駆動の先端的探索機材群の

開発－第１報：研究概要とこれまでの成果－，第 8回計測自動制御学会シス

テムインテグレーション部門講演会，2D2-2（CD-ROM），585/586 (2007) 

９）土井，橋本，藤田，青木，広瀬，鈴森，坪内：水圧・空圧駆動の先端的探

索機材群の開発－第 2 報：平成 19 年度の成果と実用化に向けた取り組み

－，第 9 回計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会，

1A4-4（CD-ROM），45/46 (2008) 

10）土井，青木，広瀬，鈴森，坪内:水圧・空気圧駆動の先進的探索機材群

の開発－第 3 報：3 ヵ年の研究成果の総括－，第 10 回計測自動制御学会

システムインテグレーション部門講演会，2M1-4（CD-ROM），1290/1293 
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(2009) 

11)桑野，坪内，土井：狭隘空間探査のための小型棒状ステレオカメラシステ

ムの開発，第 10 回計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演

会，2M2-5（CD-ROM），1317/1319 (2009) 

12)相原，青木，広瀬：空圧ジャッキのための負荷調整型足踏み空圧ポンプ

の開発，第 10 回計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演

会，3M2-5（CD-ROM），1979/1982 (2009) 

 

実証実験まとめ（機器説明シートおよび救助資機材検証チェックシートの整

理） 

14）平成 20年 １月 20 日 

15）平成 20年 10 月 26 日 

16）平成 20年 12 月 23 日 

知的財産権の出

願・登録状況等 

該当なし 

当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

瓦礫内探索の研究については、各方面で研究開発が進行しているが、そ

れら資機材の平常時の運用から、現場適用時までの完結した、運用体制

の開発や方法の確立が必要であり、今後も消防機関とともに継続した研

究を進めることで実用的な高度な資機材の研究を進める。 
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( 所属機関名) 

1 大阪府立工業高等専門学校 総合工学システム学科 

2 千葉工業大学 工学部 未来ロボティクス学科 

3 東京工業大学 大学院 理工学研究科 

4 岡山大学 大学院 自然科学研究科 

5 筑波大学 大学院 システム情報工学研究科 

水圧・空気圧駆動の先進的探索機材群の開発 
 

○土井智晴 1・青木岳史 2・広瀬茂男 3・鈴森康一 4・坪内幸司 5 
Tomoharu Doi, Takeshi Aoki, Shigeo Hirose, Koichi Suzumori and Takashi Tsubouchi 

  
研究課題の要旨：本研究の目的は、「震災時等に建築物などが倒壊した場合にできるガレキのような極端な不整地の

内部へ進入することができる実用的な探索機材を複数個開発する。」とし、救助活動を迅速化させる救助資機材の高

度化に寄与するものとして研究開発を平成１８年～２０年度に実施した。 

 その目的を達成するため具体的には、「本研究により開発する探索機材群は、消防車両が備えている消火放水用の

水圧や消防隊員が現場活動時に背負っている空気呼吸器の空気圧を駆動の動力源とし、ガレキ内に進入する軌道を確

保し、内部の情報を得る探索機材により瓦礫内の要救助者を発見するシステム」を開発することとし、この探索機材

群を開発するため研究開発グループを組織して各グループで探索機材を開発することとした。 

1. はじめに 

阪神淡路大震災などの自然災害被災地およびワ

ールドトレードセンタービル襲撃事件 1) などの

NBC テロ事件現場では、警察・消防・軍隊の人為的

な救命救助活動が必要不可欠である。しかしながら、

そのような現場すべてにおいて人為的な救命救助

活動が効果的・効率的に行えるとは言い難い 2)。そ

こで、探索・救助活動に対して科学技術の成果を適

用する試みが日本だけでなく世界各地で活発に行

われるようになった。日本においては、文部科学省

の大都市大震災軽減化特別プロジェクト 3)（以下、

大大特）により世界最先端レベルのロボット技術お

よび IT 技術を用いて探索・救助活動を高度化・効

率化を目指した大規模なレスキューロボットの研

究が平成 14 年度から平成 18 年度までの 5 年間行

われ、研究段階にあった各種レスキューロボットを

実用試験機レベルまでに高める研究が数多く行わ

れた 4)。 

我々は、その大大特のなかの瓦礫内ミッションユ

ニットのサブグループとして、アドバンストツール

と呼ぶ比較的構造が簡易で実用レベルにより近い

機材の開発 5)～7) を行った。そして、そのような機

材開発の研究経緯と機材研究開発のノウハウを踏

まえ、平成 18 年度から平成 20 年度まで総務省消

防庁・消防防災科学技術研究推進制度に「水圧・空

圧駆動の先端的探索機材群の開発」という題目で、

NPO 法人国際レスキューシステム研究機構 8) が研

究代表機関となり研究開発を行った。 

本報告では、その３年間の中で開発された、いく

つかの資機材のうち特に有用性・新規性の高い「空

圧ピラー9)」「人工筋スプレッダ 10)」「ステレオ棒

カメラ 11),14」」について述べる。また、これら開発

のために設置した「先端的探索機材群の開発研究検

討委員会」により、開発者と消防現場の間でフィー

ドバック体制を築き、ニーズ抽出の議論や実証実験

を行った。このフィードバック体制は、今後の新し

い救命救助機器や高度探索資機材の実用化レベル

から実践配備レベルへの開発に有益な実践のひと

つとして述べる。なお、この研究は、総務省消防庁・

消防防災科学技術研究推進制度の助成を受けて行

われたものであり、本報告で紹介する資機材は研究

成果物のなかの特徴的なものをまとめている。した

がって、この 3ヵ年間で開発されたのすべての資機

材については、本委託研究の総括報告書 12)を参考に

されたい。 

 

2. 開発コンセプト 

本研究は「劇的に救助活動を迅速化させる救助資

機材の高度化」の課題のもと「震災時等に建築物な

どが倒壊した場合にできるガレキのような極端な

不整地の内部へ進入することができる実用的な探

索機材を複数個開発する」ことを目的とした。そし

て、その目的を達成するため、開発する探索機材群

は消防車両が備えている消火放水用の水圧や消防

隊員が現場活動時に背負っている空気呼吸器の空

気圧を駆動の動力源とし、ガレキ内に進入する軌道

を確保し、内部の情報を得る探索機材により瓦礫内

の要救助者を発見するシステム」を開発することと

し、図 1 のようなガレキ内探索を行うシステムの

開発を目指した。 

 

図 1 瓦礫探索のコンセプト 

－97－



 図 1 は、まず、ガレキ内部の探索を阻む重量物

をスプレッダで開口部を確保し、そこに棒カメラを

挿入し、ガレキ内部を探索する。そして、要救助者

を発見すれば空圧ピラーによってさらに開口部を

拡大して確保し、水圧ジャッキアップロボットで、

さらに進入し、要救助者付近の重量物排除や要救助

者とのコミュニケーションを行う。 

 

3. 開発した資機材 

3.1 空圧ピラー9) 

災害時に消防隊員や救助機器を侵入させる軌道

を確保すると同時に、瓦礫に挟まった被災者を救助

する作業が可能な空圧を利用した組合せ可能なジ

ャッキを開発する。併せて、空圧源がない場所での

救助活動の補助として、足踏みで容易に空圧を生成

できる機器の開発も進める。 

本研究では、従来の厚いゴムシートで構成された

座布団形の空圧ジャッキと比較して軽量なゴム布

製の空圧ピラーを開発し、複数個の空圧ピラーを同

時に組み合わせて使用し拡張する使用方法を提案

している。この空圧ピラーを図 2 に示す。 

 

図 2 空圧ピラー 

これは、救命ボートと同じ繊維入りゴム布製の円 

筒形エアバッグ本体と上下一対の天板で構成し、空

圧で直径 300[mm]、高さ 250[mm] の円筒状に拡大す

る。円筒の周りにはタガを有し、内部には上下の天

板を結ぶ拘束繊維を有するため、高圧空気が注入さ

れても球形に膨張せずに円筒形を保持でき上下天

板を平坦に保持することができる。この特性により

安定な拡張作業が可能であるとともに揚程量に合

わせて複数個を重ねて接続し使用することもでき

る。最大揚力は内圧が0.1[MPa] 時に7[kN] であり、

減圧した場合は厚さ70まで収縮させることができ、

さらに耐候性にすぐれる材質であるため収縮させ

た状態で長期間備蓄することができる。 

 

 

3. 2 人工筋スプレッダ 10) 

小型・軽量でかつ高出力を発揮するレスキューロ

ボットおよびツールは、人命救助の現場で有用であ

る。本研究では、瓦礫下などの狭窄部での重作業を

支援する小型・軽量ハイパワーレスキュー機器の開

発を行なっている。従来のレスキューツールでは、

隊員が瓦礫内へ進入する必要がありツールのサイ

ズ以上の隙間がなければ使用が困難な場合が多く、

隊員への精神的・身体的負担が大きい。本研究で開

発した水圧人工筋スプレッダは、重作業支援という

点から隊員が瓦礫内に進入する必要がある場合で

も、小型・軽量かつ高出力にすることで身体的負担

を減らし、短時間で作業を完了できるため精神的負

担も軽減を目的にしている。従来のスプレッダと本

研究で開発するスプレッダの違い展開幅と本体質

量で比較したものを図 3 に示す。今回開発したス 

 

図 3 各種スプレッダの展開幅と本体質量比 

プレッダは図 3 の図の左下に位置し、従来のもの

と比較して小型軽量で高出力であることを示して

いる。 

水圧人工筋スプレッダを 2 機開発した。McKibben 

型人工筋を基に開発した高出力水圧人工筋を用い

ている。その概観を図 4 に示す。 今回開発した 

 

図 4 人工筋スプレッダの外観 

人工筋は、ゴムチューブに高強力繊維(PBO 繊維) 

を被せ、それを加圧して径方向に膨張させ、軸方向

の収縮力を発生させるものである。人工筋は従来の
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油圧式シリンダと比較して、その重量とサイズに対

する出力値が大きい。また、収縮量が小さい時に最

も収縮力が大きいという特性を持つため、ジャッキ

のようにジャッキアップ初期に最も負荷がかかる

ツールにとって有用である。どちらも 2 本の人工筋

を搭載し、水圧手動ポンプで駆動する。展開幅が

70[mm]のスプレッダ①は、人工筋に 4.0[MPa] 印加

した時 14[kN]の展開力を発揮する。搭載した人工筋

の内径は 20[mm] であり、サイズは 300[mm] × 

30[mm] × 180[mm] であり、質量は 1.5[kg] である。

また、展開幅が 300[mm] のスプレッダ②は、同様の

条件で最大 15[kN] の展開力を発揮し、人工筋内径

は 30[mm] であり、サイズは 630[mm] × 40[mm] ×

270[mm]、質量は 7[kg] である。また、水圧値を表

示するブルドン管をスプレッダ本体にマニホール

ドを介して取り付けることにより手元で圧力値を

知ることができる。4.0[MPa] 印加時の出力特性の

グラフを図 5 に示す。 

 

図 5 展開力と展開幅の比による出力特性 

 

3. 3 ステレオ棒カメラ 11),14) 

本ステレオ棒カメラ開発の目的は、実際のレスキ

ュー現場で使用可能な立体感を提示可能な棒状ス

テレオカメラシステムを開発することである。のカ

メラシステムは、震災や事故などにより変形した建

造物や車両などの狭い空間の内部を探索するのに

用いることを想定している。可搬性を高めるためウ

ェアラブル PC ボックス（300[mm] × 250[mm]× 

100[mm]、質量は4.5[kg]）にPC 等の機材を収納し、

それをリュックサックにて背負う。このボックスに、

ヘルメットと一体化させたヘッドマウントディス

プレイとカメラを接続することで立体視が可能で

あり、これにより操作者は移動しながら探索活動を

行うことができる。図 6 にヘッドマウントディス

プレイおよび図 7 にステレオ棒カメラを装備した

概観を示す。 そして、ステレオ視の様子の一例を

図 8 に示す。また、立体視している物体の距離を

計測するソフトウェアも開発している 11)。 

 

 

 
図 6 ヘッドマウントディスプレイの実装 

 

図 7 ステレオ棒カメラを装備した様子 

 

図 8 ステレオカメラヘッドによる立体視の一例 

 

4. 消防関係者と連携した実証実験 

4. 1 IRS-U と連携した実証実験 

IRS-U（International Rescue System Unit）と

は、NPO 法人国際レスキューシステム研究機構と現

役消防隊員によるボランティア組織である 13)。その

設立目的は、開発資機材の使用シナリオや操法の策

定、試験評価に基づく研究者へのフィードバック、

有効性の検証や状況の整理、全国の救助関係者への

研究開発の成果を周知することである。 

このIRS-U と連携した実証実験を平成19 年度は

1 回（平成 20 年 1 月 10 日・相模原）、平成 20 年

度は 2 回（平成 20 年 10 月 23 日・立川、平成 20 年

12 月 23 日・川崎）実施した。なお、本論文では最

終の実証実験結果についてのみ述べ、他の実証実験

については、参考文献 12) を参照されたい。 
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平成20 年12 月23 日に川崎市消防総合訓練場に

おいて第 2 回実証実験を行った。この実証実験では、

図 9～図 14 に示すように瓦礫内を探索する一連の

動作を想定訓練として行った。 

 

図 9 空圧ピラーの設置 

 
図 10 空圧ピラーによる開口部拡張と確保 

 

図 11 棒カメラによる瓦礫内探索 

 図 9～10 のように、まず、空圧ピラーでガレキ入

り口を塞ぐ重量物を持ち上げる。空圧ピラーの特性

を生かし、複数のピラーを順次持ち上げることで開

口部を確保する。その後、小型スプレッダ付棒カメ

ラによりガレキ内部を探索した。その結果、ガレキ

内に重量物で救出が困難な幼児を模擬した要救助

者を発見した。その重量物除去のため小型人工筋ス

プレッダを携行してガレキ内に進入、スプレッダに 

 

図 12 要救助者を映像にて確認 

 

図 13 小型スプレッダを携行し救助活動開始 

 
図 14 要救助者の搬出 

より重量物を除去し、要救助者を救出した。これに

より、我々が３年間の研究の最終ターゲットとして

いた実験であり、研究当初から掲げていた図 1 の

探索シナリオとほぼ一致する実験結果が得られた。 
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5. おわりに 

平成 18 年度から平成 20 年度の３年間で実用化

に向けた資機材を行い、我々がターゲットにした探

索シナリオに同等な実証実験を実施できたことか

ら、本委託研究の目的を達成したことを述べた。こ

れより、開発者としては実用化レベルに達した高度

な探索資機材群を開発できたと思っている。 

本研究では、文部科学省・大大特の成果を引き継

ぎ、総務省消防庁の消防防災科学研究推進制度によ

り、消防関係者と連携した実証実験を重ねたことで、

さらに開発資機材の実用度を高め、研究フェーズか

ら実用フェーズへと進化させることができた。 

なお、本研究は、総務省消防庁の平成 18 年度～

平成 20 年度消防防災科学技術研究推進制度の助成

を受け研究である。 
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制御学会システムインテグレーション部門講演会，

2M2-5（CD-ROM），1317/1319 (2009) 

－101－



－102－



第 4 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

4．3 視覚障害者のための災害用力感覚コンパス 

研究課題名 視覚障害者のための災害用力感覚コンパス 

研究実施期間 平成 19 年度～平成 20 年度 

配分額（千円） 2,350 (平成 19 年度), 1,650 (平成 20 年度) 

研究代表者 枡田貞美 (平成 19年度), 西村常男 (平成 20年度) 

所属機関 京都市消防局 消防学校 

研究体制 官・産 

研究概要 視覚障害者が安全・安心に暮らせるためには方位情報の獲得が欠かせな

い，しかしながら，災害時や緊急時には方位情報を得ることが困難であり，よ

り聴覚情報以外の手段でかつ直観的に方位情報を伝達できる方法が要望さ

れていた．本研究では視覚障害者が携帯できるサイズの端末で，災害時に

避難方向を「手を引いて」教えてくれる羅針盤を開発し，ナビゲーションシス

テムの構築を行った．筆者らはこれまでに開発した，人間の知覚特性を利用

した牽引力感覚提示手法「ぶるなび」を応用し，基本８方位への牽引を実現

した．また，電子コンパスによる姿勢測定と，赤外線センサを用いた測位によ

って屋内での歩行誘導実験を行い，有用性について検証した。 

 

研究成果 開発した牽引力錯覚提示装置を用いて，視覚障害者の歩行誘導，特に災

害時の避難支援に関するシステムの試作を行った．得られた成果は学術

界から受賞対象となるなど，高い評価を得た．実用化に向けては装置の

耐久性や屋外での利用可能性に関するさらなる研究を進める．製品化は

未定。 

 

応用の方向性 研究成果はすべて，学術論文誌や報告書にまとめ，研究成果を社会に還

元した．また，本研究で開発した装置は，視覚障害者だけでなく，晴眼

者に対する歩行ナビゲーションへの応用にも期待できる。 
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Haptic Handheld Wayfinder for People with Visual Impairments", ACM 

Transactions on Accessible Computing, Vol.3, No.2, pp. 1-23, 2010. 
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覚障がい者の歩行誘導の評価", ヒューマンインタフェース学会論文誌, 

Vol.11, No.4, pp. 303-310, 2009. 

3) Tomohiro Amemiya, "Haptic Direction Indicator for Visually Impaired 

People Based on Pseudo-Attraction Force", eMinds: International 

Journal on Human-Computer Interaction, Vol. 1, No. 5, pp.23-34, 
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2009. 

[電子情報通信学会 ヒューマンコミュニケーション賞 受賞] 
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of 11th International Conference on Computers Helping People with 
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知的財産権の出

願・登録状況等 

なし 

 

 

当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

平成 19 年度に京都府立盲学校において，教員の協力の下，試作機の予備

評定を行い，その設計指針を基に平成 20 年度に「力覚コンパス」を開発し，

同盲学校の体育館にて，歩行誘導実験を行った．一般的に新しい福祉機器

では訓練を必要とするが，本研究では事前にトレーニングをすることなく，９

０％以上の実験協力者を所定の経路に誘導することができた．このことから，

直観的な情報提示を実現することができたと考えられる．こうした直観的な情

報提示は，たとえば母国語の異なる国へ行った観光旅行者などの歩行誘

導，災害避難支援にも有用であると考えられる． 

本研究では，力感覚に着目したが，これは他の感覚と比較して力感覚が優

れていることを示すことが目的ではなく，ユーザの選択肢の一つとなりうるか

を検証した事例であり，従来の支援技術との融合など，様々な利用シーンで

応用され，ユニバーサルデザインという観点から国民の安心・安全に寄与す

ることを期待したい． 
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( 所属機関名) 

1 京都市消防局 

2 日本電信電話株式会社 コミュニケーション科学基礎研究所 

視覚障害者のための災害用力感覚コンパス 
 

○杉山久 1・杉原康雄 1・鈴鹿通治 1・雨宮智浩 2 
Hisashi Sugiyama, Yasuo Sugihara, Michharu Suzuka and Tomohiro Amemiya 

 
研究課題の要旨：視覚障害者が安全・安心に暮らせるためには方位情報の獲得が欠かせない．しかしながら，災害時

や緊急時には方位情報を得ることが困難であり，より聴覚情報以外の手段でかつ直観的に方位情報を伝達できる方法

が要望されていた．本研究では視覚障害者が携帯できるサイズの端末で，災害時に避難方向を「手を引いて」教えて

くれる羅針盤「力感覚コンパス」を開発し，ナビゲーションシステムの構築を行った．筆者らはこれまでに開発した，

人間の知覚特性を利用した牽引力感覚提示手法「ぶるなび」を応用し，基本８方位への牽引を実現した．また，電子

コンパスによる姿勢測定と，赤外線センサを用いた測位によって屋内での歩行誘導実験を行い，有用性について検証

した． 

  

1. はじめに 

視覚障がい者の歩行には定位(orientation) と移動 
(mobility) が重要な要素とされており[1]，自分の位

置姿勢や目的地の位置などを「定位」することが求

められる．単独歩行する際に必要な地理的空間定位

は環境との相互作用によって行われるが，湾曲した

街路の歩行，本人の転倒，環境の変化(地震や道路

工事，放置自転車) などが原因で方向感覚を失うこ

とが報告されている．こうした状況で方位情報を知

るための補助装置は定位獲得の手がかりの一つと

して有効であると期待されている． 
これまでに音声などの聴覚情報を通じて方位を

伝達する装置が数多く報告され，有効性が議論され

てきた[2], [3]．しかしながら，環境雑音が大きな場

所や避難サイレンが鳴っている場合などの聴覚情

報が利用できない状況ではこうした装置を使用す

ることが難しい． 
こうした背景から力触覚による方位伝達方法が

注目されている．なお，ここでは触覚とは皮膚感覚，

力感覚とは筋などから得られる運動感覚を指す．従

来の触覚による情報提示では，技術的難易度からバ

イブレータ(あるいはそれらを背中やベルトに空間

的に配置したもの[4]～[6]) に限られていた．この理

由として，力覚情報の提示には作用・反作用の法則

によって生じる反力を支持するため，外部に装置を

固定する必要があり，携帯端末のように外部に固定

しない状態で力覚を提示することが事実上不可能

であったためである．ジャイロ効果を利用した方式

[7] や角運動量変化を利用した方式[8] も提案され

ているが，これらの方式ではごく短い時間でのトル

ク感覚のみが提示可能で，手を引くような並進方向

への連続的な力感覚を提示することはできなかっ

た． 
共同研究機関である NTT では，これまでに揺動

クランクスライダ機構によって非対称な加速度振

動を生成し，人間の知覚特性によって牽引力感覚を

提示できることを，心理物理実験を通じて示してき

た[9]．本研究ではこの牽引力錯覚を用いて，視覚障

がい者に方位情報を力感覚で伝達することができ

る力覚コンパスを提案し，開発したプロトタイプを

用いた視覚障がい者の歩行支援手法を提案した． 
 

2. 牽引力錯覚の原理 

本研究の力覚コンパスで採用した，外部に非固定

で牽引力感覚を生成するための手法について概要

を説明する．ある軸上で直線往復運動(振動) する質

量を持った物体を考える．単に物体が前後に振動す

るだけでは力感覚は生成されないが，この物体が非

対称な加速度を持った振動運動，つまり，ある方向

に大きな加速度を短時間(パルス状で急峻な加速度

変化) ，それと逆の方向に小さな加速度を長時間(元
の位置に復帰する緩やかな加速度変化) という振

動運動をさせる．そのうち小さい方の加速度で発生

する力を人間の力触覚受容器で検出できないよう

な閾値下に設計すれば，周期的に繰り返すことで，

物理的には正逆の 2 方向に力が生成されているに

もかかわらず，結果として 1 方向に連続的に牽引さ

れる力感覚を作り出すことができる．詳細について

は[9-10] を参照されたい． 
先行研究では急峻な加速度変化を生成するため

に揺動クランクスライダ機構を採用してきた．また，

振動運動は本来外部に対して仕事をしないため，出

力は小さくても大きなトルクが得られればよい．そ

こで，先行研究では小型のモータに歯車の減速機を

介してクランクへの動力伝達を行った．しかしなが

ら，減速機は高トルクが得られると同時に雑音が発

生する問題が生じる．京都府立盲学校の協力による

予備評価実験では装置の駆動雑音を小さくするよ

うな要望が多かった． 
この雑音は小型のモータのピニオンギアとクラ

ウンギアとの接触によって生成されるため，歯車以
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図.１ 力感覚コンパスの外観 

外の伝達方式による動力伝達を採用すれば小さく

することが出来る．また，力を二次元平面へ提示す

るために，先行研究では揺動クランクスライダ機構

の出力である振動方向を，ターンテーブルなどの別

の機構を用いてそれ自体を回転させる方式を採用

したが[11]，当該振動方向が所望の方向に一致する

までに要する時間が問題であった．また，回転に要

する時間を減らすために高速に回転させると角運

動量の変化によってトルクが発生するという問題

も生じる．そのため，回転方式でなく高速に力ベク

トルの方向転換が可能な代替方式を考える必要が

ある．また白杖歩行時に利用することを想定すれば，

装置の寸法は片手に収まるサイズが要求される．先

行研究で採用された揺動クランクスライダ機構で

は回転運動を並進運動に変換するためのリンクの

長さが影響し，小型化には限界があったため，別の

機構を採用することが必要である． 
 

3. 試作と評価 

以上の問題点を解決するために，(1) 摩擦伝動に

よる駆動騒音の低減化，(2) 力ベクトルの合成によ

る多自由度化， (3) カム機構の採用による小型化の

特徴を有する装置を開発した． 
(1) については歯車でなく，モータに取り付けら

れたローラとクランクとが摩擦駆動によってモー

タの動力をクランクに伝達している．ローラの直径

は 4 mm で，クランクの外径は 44 mm であるため，

減速比は 1:11 となる． (2) については回転方式で

はなく，ベクトル合成方式を採用した．先行研究の

予備実験では方位の提示に必要な角度の分解能に

ついては八方位提示で高い成績が得られたことか

ら[12]，東西南北のようにそれぞれが 90 度ずつ異

なる方向を向いた揺動クランクスライダ機構を 4 
つ用いて，力ベクトルの組み合わせで最大 8 方位へ

の提示を行う装置の設計を行った．また，それらを

積層する形で小型化を図った． (3) については，従

来の揺動クランクスライダ機構と機構的に等価な

機構をカムで設計した．この等価機構により，従来

の従属節(ロッド部分) の長さをほぼ零にできる．ま

た，すべてのリンク機構をカムで置き換えることも

可能であるが，カムの圧力角が非常に高くなること

や，複雑なカム曲線となることを考慮し，ここでは

揺動クランクスライダ機構とカム機構を組み合わ

せたハイブリッド型の機構とした． 
図 1 に開発した牽引式羅針盤の外観を示す．片手

で持てるサイズとして直径はコンパクトディスク

(CD) と同じ寸法(120 mm) とした．厚さは 36 mm，

重量は 430 g となった． 
(1) の評価として装置の発生する雑音の音圧レベ

ルを比較計測するため，NTT コミュニケーション

科学基礎研究所内の無響室において，騒音計(リオ

ン社製 NL-31 Class 1) を用いて A 特性音圧レベル

を計測した．騒音計と装置は床から 1.0 m の高さに

三脚で固定され，両者間の距離は 0.3 m とした．計

測結果から摩擦伝動は，従来の歯車減速機による駆

動より音圧レベルで 10 dB(A) 以上小さい値となり，

静粛化の効果が確認された． 

 

4. 評価実験 

4.1 実験概要 

開発した牽引式羅針盤を用いて，屋外での誘導に

おける有効性を検討するため，京都の街路を模した

格子状の迷路を京都府盲学校の体育館内に敷設し，

視覚障がい者の誘導における牽引力錯覚の有効性

を調べる実証実験を行った．また，災害時などの聴

覚情報が利用できない状況を想定して聴覚情報を

遮断した条件での実験も行い，有用性を検討した． 
 

4.2 実験協力者 

右利きの 23 名の視覚障害を有する被験者（17 か
ら 62 歳，平均 30 歳，男性 20 名，女性 3 名）が

実験に参加した．すべての被験者は上肢や手指に関

する感覚障害や運動障害は報告されていない．本実

験は NTT コミュニケーション科学基礎研究所の倫

理委員会によって承認された．すべての被験者から

実験の参加について同意を得た． 
 

4.3 構成 

実験装置は前章で述べた牽引式羅針盤(力感覚コ

ンパス)，12 V のバッテリーおよび制御回路，小型

コンピュータ(OQO model 02; OQO Inc.,) が入った

バッグで構成されている．力感覚コンパスの方向は

上部に取り付けられた姿勢センサ (MDP-A3U9S; 
NEC TOKIN Corp.) で計測された．力感覚コンパス

で生成される非対称振動刺激の周波数は先行研究
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図.2 ノイズキャンセルヘッドフォンにより聴

覚情報を遮断した条件での歩行誘導の様子 

の実験結果を基に 5 Hz とした 
衝突が起きても安全な発砲スチロールのパネル 

(1,800 mm × 900 mm) を壁として，9 m × 15 m の領

域に迷路を作成した. 迷路内の 9 個の赤外線セン

サで被験者が転換点に到着したことを検出し，制御

用 PC へ情報が送信された．制御用 PC と，被験者

が身につける小型コンピュータ間は Bluetooth で通

信した．なお，Bluetooth 2.1 による通信では，迷路

内のすべての場所で通信が可能であった．小型コン

ピュータはモータ制御ドライバーおよびマイクロ

プロセッサー(PIC18F2525; Microchip Tech. Inc.,) を
介して力感覚コンパスを制御した．被験者の歩行軌

跡は体育館 2 階に設置された DV カメラで記録さ

れた． 
聴覚情報を遮断した条件では，ノイズキャンセル

ヘッドフォン(Quiet Comfort 3; Bose Corp.) が用い

られ，クリップ式の音声再生装置(iPod shuffle; Apple 
Inc.)でホワイトノイズが再生された． 

 
4. 4 実験手続き 

力感覚コンパスを把持した被験者は，はじめに出

発点に案内された．白杖歩行を日常的に行っている

被験者は白杖を持ち，白杖を持っていない側の手で

装置を把持させた．また，白杖を使わない被験者に

は利き手あるいは両手で装置を把持させた． 
はじめに，力感覚コンパスによって前方に押し出

す力が提示され，被験者は歩行を始めた．その後，

予め設定された経路に応じて，特定の転換点で曲が

るべき方向に引っ張られる感覚が発生する非対称

振動刺激が被験者に与えられた．被験者が設定経路

を外れた場合，元の設定経路に復帰するように非対

称振動刺激の方向が変化した．被験者は 4 回のター

ンの後，出発点とは異なる到着点(S1, S2, S3 のいず

れか) に到着し，実験は終了となる．把持の姿勢は

実験内で統一させ，実験中は被験者には常に非対称

振動刺激が提示される状態とした． 

また，被験者は実験終了後に 2 種類のアンケート

に口頭で回答した．質問 1 は「本手法による経路案

内は分かりやすい」，質問 2 は「本手法は災害時に

役に立つ」とした．各質問は「完全に同意できる」

を+3，「完全に同意できない」を−3 とした Likert 尺
度の 7 段階評定を用いた． 

 
4. 5 実験結果 

図 2 に聴覚情報を遮断したときの条件下での歩

行誘導実験の様子の例を示す．聴覚情報の遮断の有

無によらず，提案手法によって 23 名中 21 名の被

験者(91 %) が予め設定された歩行に誘導すること

ができた．また，数名の被験者は設定された転換点

において牽引力感覚を知覚できなかった場面がい

くつか観察されたが，いずれの場合も力感覚コンパ

スによってもとの経路に回復させることができた．

DV カメラによって得られた被験者の位置(x’, y’) 
は以下の等式による射影変換によって直交座標系

(x, y) に変換された．射影変換のための 4 点の特徴

点を取得画像から手動で選択し，射影変換行列 H 
を計算し，被験者の位置も同様に手動で選択した後，

H を用いて変換した．再配置された被験者の歩行経

路の例を図 3 に示す． 
被験者ごとに実験における歩行移動距離が異な

るため，歩行速度によって正規化し，比較した結果

を図 4 に示す．歩行誘導が成功した 21 名の被験者

に関して，聴覚情報の有無の条件間で歩行速度につ

いて有意差が認められなかった(t(20) =1.16, p = 0.26, 
n.s., 対応のある両側 t 検定)．このことは，聴覚情

報を遮断しても歩行誘導の速度には影響を与えな

いことを示唆している．実験終了後に被験者から得

られた 7 段階評定の回答は，ほとんどすべて高い値

となった．質問 1,2 とも中央値，四分位数はそれぞ

れ+2, 1 であった．はずれ値は観測されなかった． 
また，7 段階評定の得点を高得点(+2 あるいは 

+3) とそれ以外の 2 水準に分けて，強く有効性を感

じたかに関して解析を行った．その場合においても

高得点の回答は 23 名中 21 名(p<.0001) と 18 名
(p<.0001) であり，ともに高い有効性が示唆された

(二項検定による)． 
 

5.  考察 
実験結果から，提案手法による力覚を通じた歩行

ナビゲーションの明確な有用性が示された．一方で

課題についても明らかになった．白杖を用いなかっ

た被験者は外壁に衝突した場面が数回観察された．

今回実装したシステムにおいては，蛇行歩行を修正
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図.3 実験協力者の歩行軌跡の例 

 

 

 

図.4 聴覚情報の有無に関する被験者の歩行速

度の被験者ごとの分布．エラーバーは標準誤差

を表す．実験協力者の歩行経路 

 

するような機能は実装されていなかったため，方向

転換時に生じたわずかなずれを修正できないまま

直進したために衝突が起こったと考えられる．衝突

を避けるため，あるいは蛇行歩行を修正するための

力覚刺激を与えることもできるが，一方で刺激の種

類や指示の数が増えると，心的負荷の増加から効果

に関してトレードオフがある[14]．こうした点を考

慮しながら，将来的には取り込んでいく必要がある

と考えられる． 
また，歩行誘導が失敗した 2 名の被験者のうち，

1 名は左方向の力覚刺激を常に右方向と判断し，も

う 1 名は右方向を常に左方向と判断したため，誘導

ができなかった．提案手法では 180 度提示の方向を

誤る可能性がある[9] 一方で，その後の経路修正の

刺激でも方向を誤っていたことから，基礎となる牽

引力錯覚の刺激についても更なる改善が必要であ

るといえる． 
また，角を曲がるときのアルゴリズムも非常に重

要である．これはヒューマンインタフェース技術の

性能と位置計測技術の精度の両方に依存する．提案

手法は GPS 技術や屋内測位技術などと組み合わせ

ることでさらに有効に機能すると期待される．また，

多くの晴眼者は歩行誘導では定位情報，通りの名称，

ランドマークに頼っていることが報告されており

[15]，特に交差点における方向転換では主に定位情

報に依存しているため，本研究で提案した牽引式羅

針盤による定位情報の補助は晴眼者，たとえば母国

語の異なる国へ行った観光旅行者などにも有用で

あると考えられる．また，視覚障がい者が交差点を

渡る実験においては聴覚情報と触覚情報の組み合

わせによる効果も示唆されており[16]，たとえば言

語情報のような力覚提示では難しい情報表現を聴

覚，直観的な方向を力覚や触覚で，といった情報統

合や使い分けを含めた手法については今後の課題

としたい． 
実験結果では，聴覚情報の有無の条件間で歩行速

度に有意差が認められなかったが，聴覚情報を遮断

した条件の平均歩行速度がわずかに聴覚情報のあ

る条件のときより大きな値となった．これは実験の

安全性の観点から聴覚情報ありの条件を最初に遂

行したため，順序効果(学習効果) が含まれているこ

とに起因すると予想される．聴覚情報を遮断する可

能性については今後の検討課題とする． 
本実験では歩行誘導中に常に非対称振動が提示

されたが，歩行経路の誤り数や壁への衝突数が実験

のはじめと終わりで大きな差は見られなかった．こ

のことから非対称振動の刺激による順応による感

度低下は 2 分間程度の刺激ではほとんど知覚に影

響がないことが分かった．さらに実験終了後の内観

報告では感度低下やわかりやすさの変化に影響は

ないことを確認した．一方で手がだるくなると報告

した被験者もおり，装置の重量も含めて改善する必

要があるといえる． 
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また，アンケートの回答結果から本手法の直観的

な理解が容易なこと，災害時での利用に関して高い

期待が持たれていることが示された．加えて，被験

者から装置の駆動音の静粛性に関する評価もあり，

日常生活や公共の場でも受け入れられる水準であ

ると評された． 
静粛性の高さは，視覚障がい者が歩行時に利用す

る環境音に与える影響も少ないため，重要な項目の

一つであることが改めて確認された． 

 

6. おわりに 

本稿では外部に非固定で牽引力の感覚を提示で

きる手法を利用した方向誘導が，視覚障がい者に方

向情報を伝える手法として適用可能かを歩行誘導

実験を通じて検討した．視覚障がい者による模擬街

路の誘導実験結果から，提案手法によって聴覚情報

が遮断された状態でも設定された順路にナビゲー

ションができることが示された．今後は GPS 機能等

を実装し，屋外での利用のための評価を進めたい． 

 

 

【参考文献】 

1) Golledge, R. G.: Place recognition and wayfinding: 
making sense of space; Geoforum 23(2), 
pp.199–214, 1992. 

2) Crandall, W., Brabyn, J., Bentzen, B., Myers, L.: 
Remote infrared signage evaluation for transit 
stations and intersections; Journal of Rehabilitation 
Research and Development 36, pp. 341–355, 
(1999). 

3) Loomis, J., Marston, J., Golledge, R., Klatzky, R.: 
Personal Guidance System for People with Visual 
Impairment: A Comparison of Spatial Displays for 
Route Guidance; Journal of Visual Impairment and 
Blindness, (2005). 

4) Tan, H. Z., Gray, R., Young, J. J., Traylor, R.: A 
haptic back display for attentional and directional 
cueing; Haptics-e: The Electronic Journal of 
Haptics Research 3(1), (2003). 

5) 雨宮智浩, 広田光一, 廣瀬通孝: バーバル・ノン

バーバル情報を利用した視聴覚障害者の歩行

支援のためのウェアラブル触覚インタフェー

スの研究; 日本バーチャルリアリティ学会論文

誌 9(3), pp. 207–216, (2004). 
6) Erp, J.B.F., Veen, H.A., Jansen, C., Dobbins, T.: 

Waypoint Navigation with a Vibrotactile Waist 
Belt; ACM Trans. Appl. Percept. 2(2), pp. 106–117, 
(2005). 

7) 吉江将之, 矢野博明, 岩田洋夫: ジャイロモー

メントを用いた力覚提示装置; 日本バーチャル

リアリティ学会論文誌 7(3), pp. 329–337, (2002). 
8) 仲田謙太郎, 中村則雄, 山下樹里, 西原清一, 福

井幸男: 角運動量変化を利用した力覚提示デバ

イス; 日本バーチャルリアリティ学会論文誌

6(2), pp. 115–120, (2001). 
9) Amemiya, T., Ando, H., Maeda, T.: Lead-Me 

Interface for Pulling Sensation in Hand-held 
Devices; ACM Trans. Appl. Percept. 5(3),15, 
(2008). 

10) Amemiya, T., Maeda, T.: Asymmetric Oscillation 
Distorts the Perceived Heaviness of Handheld 
Objects; IEEE Trans. Haptics 1(1), pp. 9–18, 
(2008). 

11)Amemiya, T., Sugiyama, H.: Design of a haptic 
direction indicator for visually impaired people in 
emergency situations; Proc. 11th International 
Conference on Computers Helping People with 
Special Needs (ICCHP 2008), Springer, pp. 
1141–1144, (2008). 

12)Amemiya, T.: Haptic Direction Indicator for 
Visually Impaired People Based on 
Pseudo-Attraction Force; eMinds: International 
Journal on Human-Computer Interaction 1(5), pp. 
23–34, (2009). 

14)Enriquez, M., MacLean, K.: The Role of Choice in 
Longitudinal Recall of Meaningful Tactile Signals;  
Proc. of 16th IEEE Symposium on Haptic interfaces 
for virtual environment and teleoperator systems, pp. 
49–56, (2008). 

15)Bradley, A., Dunlop, D.: An Experimental 
Investigation into Wayfinding Directions for 
Visually Impaired People; Personal Ubiquitous 
Computing 9(6), pp. 395–403, (2005). 

16)Ross, D.A., Blasch, B.B.: Wearable Interfaces for 
Orientation and Wayfinding; Proc. Forth Intl. ACM 
Conf. on Assistive Technologies (ASSETS’00), pp. 
193–200, (2000).  

 

－111－



－112－



 

4．4 高圧水駆動カッターの研究開発             

第 4 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

研究課題名 高圧水駆動カッターの研究開発 

研究実施期間 平成 19年度～平成 20年度 

配分額（千円） 18,200(平成 19年度)     17,100(平成 20年度) 

研究代表者 中村 浩士 

所属機関 櫻護謨株式会社 

研究体制 産・官・学（平成 20年度） 

研究概要  消火活動、救助活動、水防活動など消防部隊が各種災害活動において使用する

資機材のうち、開口部の設定や脱出空間の設定において諸元性能、使い勝手の面

からエンジンカッターの使用頻度はかなり高く、全国の消防機関の保有度合いは

100%に近いと思われる。ただし、エンジン駆動ゆえの吸排気問題や鋼材切断時

に発する火花の二次的影響面から使用環境を制限されてしまうことがある。しか

しながら、単に手を拱いていることはできない。要救助者の救出や被害の軽減の

ためには新たな資機材の開発が望まれていることから、今回、消火用の水流を活

用して可燃性で引火危険のある雰囲気下、濃煙熱気の環境下や水中での駆動切断

ができることを目標においた高圧水駆動カッターの研究開発に着手した。 

研究成果 ・ 1.5MPaタイプについては、平成 21年度に東京消防庁に納入し、実戦部隊に

試験的な配備をしている。 

・ 櫻護謨株式会社は、平成 21年度版の総合カタログに登載した。 

・ 平成 22 年 6 月、ライプチヒで開催された国際防災展において櫻護謨のブー

スに日本発の防災機器として展示し世界に発信した。 

・ 同年 8 月、韓国テグ市でのアジア消防長会開催に合わせて開催された韓国防

災展においても櫻護謨ブースで展示した。 

・ 同年 10 月ビックサイトでの洗浄機器展示会においてスギノマシンのブース

で 10MPaと 1.5MPaの両タイプを展示した。 

応用の方向性  消防活動において引火危険や酸欠状況下等も特殊環境下でエンジンカッター

に代わる切断機器として開発したものであるが、地下街やトンネル等でも排出ガ

スが出ないクリーンな機器として利点がある。また、冷却水の放射により石材や

コンクリート切断時の粉塵抑制効果が期待できる。 

 動力源である水流駆動モータの活用範囲は、コアカッターやブロワー等にも可

能性があり、冷却水放射を併設することの利点も考えられる。 

研究発表の状況等 ・ 実演展示   2008.4.17 東京消防庁消防技術安全所業務公開 

        2009.4.16 同 上 

・ パネル展示   2008.4.18 総務省消防庁消防研究センター公開 

        2009.4.17 同 上 
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研究発表の状況等 ・ 論文発表等 1) 伊東光一：高圧水駆動カッターの研究開発、第 9 回計測自動

制御学会システムインテグレーション部門講演会論文集 

        2) 伊東光一：高圧水駆動カッターの研究開発、2008年度ウォー       

           タジェット学会技術年次報告会、pp11～14 

              3) 小原弘道：高圧水駆動カッターの研究開発、第 10回計測自動 

        制御学会システムインテグレーション部門講演会論文集、pp 

                 1312～1313 

              4) 伊東光一：フルードパワーの挑戦 高圧水駆動カッターの研究

開発、㈳日本フルードパワー工業会機関誌 Vol24pp28～31 

知的財産権の出

願・登録状況等 

な し 

当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

これまでの結果として、出力性能は、エンジンカッターと遜色なく、切断性能や

特殊環境下での特性は、エンジンカッターより優れていることが検証されたが、 

操作性の面では、ホースラインを含めた重量やデザイン性をさらに検討すること

により消防部隊に普及する切っ掛けにつながるものと考えられる。 
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高圧水駆動カッターの研究開発  
○ 中村浩士¹・中村清之介¹・中村公孝¹・島田均²・伊東光一²・高橋茂男³・鳥谷淳³ 

 日比康友³・後藤真也³・太田正廣⁴・小原弘道⁴ 

Hiroshi NAKAMURA Seinosuke NAKAMURA Kimitaka NAKAMURA 

 Hitoshi SHIMADA  Koichi ITO Shigeo TAKAHASHI Sunao TORIYA 

 Yasutomo HIBI Shinnya GOTHO Masahiro OTA Hiromichi OBARA 

   
研究課題の要旨：消防活動には、「延焼危険の切迫した建物から要救助者を救出するための開口部設定」および「交通救助時の車枠

の除去」など切断作業を必要とする場面が多く存在する。その中で最も代表的な器具にエンジンカッターがあり、多くの消防機関が

活用しているところでありますが、エンジンカッターは、内燃機関を動力源とする回転刃で切断するものであることから、「可燃性

気体が滞留する雰囲気下での引火危険」や「濃煙充満の屋内でのエンジン停止」などの問題点が指摘されている。このことから、引

火危険の環境下や特殊な状況下で災害活動において切断作業が行える機材の開発を目的に水流駆動モータを動力源とする高圧水駆

動カッターの開発及び切断火花の抑制機材の研究に着手した。

１ 緒言 

 内燃機関を動力源としたエンジンカッターは、様々

な災害現場で、広く消防機関が活用する切断型破壊器

具の一つである。しかしながら、平成 17 年 4 月に発生した

ＪＲ福知山線電車脱線事故現場では、災害に巻き込ま 

れたマンション 1 階駐車場内の自動車からガソリンが 

漏洩したため、切断時に火花の出るエンジンカッター 

等の破壊器具の使用が制限され、長時間の救助活動を 

余儀なくされたなど切断時に出る火花による二次的災 

害発生危険のある現場、また、火災現場で発生する濃 

煙による酸欠状況でエンジンが停止したり、水没下で 

の切断作業に使用できないなどのケースが発生してい 

る。この様に、ガソリン等の可燃性気体が発生してい 

る現場やエンジン始動困難な酸欠状況、水災時の救出 

活動などで自ら発火源とならず、多面的な環境下でも 

活用できる「高圧水駆動カッター」の開発とその有用 

性について検証した。 

 

２ 試作機の製作 

 試作機の開発するにあたり、前提条件としては次の 

とおりである。 

① エンジンカッターと同等以上の性能を有する。 

② 可燃性気体が存在する環境下で使用が可能。 

③ 濃煙充満し酸素濃度希薄状況下での使用が可能。 

④ 水中に没した状況下での使用が可能。 

⑤ 切断時の火花発生を抑制できる。 

 

２－１ エンジンカッターの諸元性能調査と製作目標 

  エンジンカッターの性能を満足させるために、市 

販のエンジンカッター１０社３１機種の諸元性能を 

データ調査し、次のとおり、設計目標に反映させた。 

    ア 質量の平均値が 11.13 ㎏であり、「12 ㎏以下」 

    

 

 

 

 

  

   とした。 

イ 出力は動力源が異なり単純比較できないものの 

平均値 4,１kw であり、「４kw 以上」とした。 

ウ 切断刃回転数は刃の材質により、最高使用周速度 

が定まっており、レジノイド 300Φに照「4500rpm」 

とした。 

エ 全長・全高・全幅は、「750×420×210」㎜以内とした。 

オ 騒音は、１社だけのデータ掲出であり、「100dB 以下」 

とした。 

 カ  切断性能は、実測値を参考とすることからエンジ 

ンカッター２機種を選定して押付け力と切断速度の測            

定値から設定する。（切断材料はＳＳ４００、ｔ１．６） 

 

２－２高圧水駆動カッター試作機 

エンジンカッターの諸元性能調査結果及び製作目

標に基づき、駆動水圧 10MPa タイプと、消防ポンプ

を駆動源とする 1.5MPa タイプの２機種を試作機と

し製作した。 

いずれも、高圧水が持つエネルギーを回転運動に変

換する水流駆動モータを採用し、切断刃を回転させる

機構である。また、切断刃には、火花の発生が少ない

ダイヤモンド切断刃を採用した。 

  モータ駆動後の水流は、リターンホースを介して再 

使用が可能であり,さらにはそのリターン水の一部を

切断刃の冷却水として活用し火花の発生抑制を図って

いる。 

  ① 10MPa タイプの仕様 

        

 (a) カッター径：Φ305 

  (b) 最高出力：4.0 kW 

   (c) 駆動水圧：10MPa 

    (d) 使用水量：80ℓ/min 

    (e) 動力伝達：ギヤ駆動     

   (f) 減速比：6.0       図 1-1 10MPa タイプ 

    (g) 外形寸法：W 220×L 708×H 466 

 (h) 本体質量：15.6 ㎏（切断刃・配管含まず） 

 

（所属機関名） 

１櫻護謨株式会社 

２株式会社スギノマシン 

３東京消防庁 消防技術安全所 

４首都大学東京 大学院 機械工学専攻 
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  ② 1.5MPa タイプの仕様 

    

  (a) カッター径：Φ305 

  (b) 最高出力：3.6 kW 

  (c) 駆動水圧：1.5MPa 

  (d) 使用水量：400ℓ/min 

  (e) 動力伝達：V ベルト駆動 

(f) 減速比：1.5        図 1-2 1.5MPa タイプ 

   (g) 外形寸法：W 235×L 886×H 399 

(h) 本体質量：15.6 ㎏（切断刃・配管含まず） 

  

２－３ 切断試験装置 

  高圧水駆動カッター本体及びダイヤモンド刃の切 

 断能力を確認するため、下に示す切断試験装置を用 

いて、切断速度を測定し比較検証した。 

  この装置は、切断器具を扱う者の技量による影響 

 をなくすためにカッターを固定した状態で始動し、 

切断刃に向けて切断試料を一定の力で押し当てて切 

断させ、その速度を計測するものである。 

なお、 押し当てていく力はエアシリンダの圧力を 

調節して行うものである。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

          

      
    図 2-1 切断試験装置外観 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 
    図 2-2 切断試験装置寸法図 

 

３ 性能確認  

３－１ 試作機の水流モータ出力・トルク            

水流駆動モータの出力測定から得られた性能曲線

は、下図に表したとおり、出力は、最高回転速度の約 

 

 

 

１/２で最大となり、回転速度が下がるほどにトルク

値が上がっている。 

                       

                         

                        

 

 

 

  

 

                         

 
   図３ 水流駆動モータの出力・トルク曲線 

  

３－２ エンジンカッターとの切断性能比較 

 エンジンカッターで使用頻度が比較的に高い、レジノ 

イド切断刃は火花飛散が多く、また、水に濡れると切断 

できなくなることから、高圧水駆動カッターでは、採用 

していないが、エンジンカッターとの切断性能を比較す 

るため、ここでは、冷却水なしの条件で実施した。 

 その結果、エンジンカッターに比べて 1.5MPa タイプ 

では押付け力 11 ㎏の時点でほぼ同等の切断速度が得ら 

れ、10MPa タイプでは押付け力 16 ㎏の時点で約 1.5 倍 

の 67ｍm/sec の切断速度を示し、押付け力８㎏で回転が 

停止したエンジンカッターに比べ、同等以上の切断速度 

が確認された。  

          

            図 4  切断速度の比較 

             

３－３ 切断性能の確認 

(1) 切断刃の違いによる切断性能試験結果 

  レジノイド切断刃装着時の切断性能を基に、ダイヤ 

モンド切断刃を装着した高圧水駆動カッターで冷却水 

を使用した場合の切断性能試験を実施した。その結果、 

押付け力10㎏において約40mm/secの切断速度が得ら 

れた。これは、レジノイド切断刃(冷却水なし)と同等の 

値であり、実用面で十分な切断速度が得られることが 

確認できた。また、2 機種を比べると、切断速度は、 
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10MPa タイプの方が若干速いものの大差でないこ

とが、確認できる。 

 
   図 5  10MPa と 1.5MPa との切断速度比較 

 

(2) 切断火花の飛散状況 

  切断試験装置に鋼板（SS400 t1.6）をセットし、エ 

ンジンカッター（レジノイド切断刃）と試作機（ダイ 

ヤモンド切断刃）で冷却水なしと冷却水ありとで切断 

火花の発生状況を確認する。その結果は、エンジンカ

ッターではかなり大量の火花が発生しているのに比

べ、試作機で冷却水なしは、火花が発生するものの抑

制効果が見受けられ、冷却水を放射することにより、

さらに大幅な火花抑制効果が確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
         図 6-1 エンジンカッターによる切断状況 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 
      図 6-2 高圧水駆動カッターによる切断状況 

         （冷却水放射） 

 

 

 

 

 

３－４ ガソリンへの引火危険確認 

  高さ 1m の位置に鋼材（単管パイプ）を三脚に固定し

鋼材からの距離 1.5m の位置にガソリン 30cc が入った

トレーを設置した。次に、エンジンカッター及び試作機

で鋼材を切断した.その際に発生する火花の目視確認及

びガソリンへの引火確認を行い、同時に赤外線カメラに

よる撮影を行った。トレーの距離は、切断時に発生する

火花が集中して飛散する場所とし、予備実験により距離

を決めたものである。 

(1) エンジンカッターの場合、火花が保護カバーから 

噴出し、地面に落下、その後、トレー内のガソリ 

ンに引火した。 

(2) 試作機（冷却水なし）の場合、火花は保護カバー

から噴出し、地面に落下したが、その量はエンジ

ンカッターと比較して少なく、トレー内のガソリ

ンにも引火しなかった。 

(3) 試作機（冷却水あり）の場合、火花の発生は、微 

少で、鋼材切断部附近のみに飛散する程度であり  

  ガソリンへの引火もしなかった。 

      

          
    図 7-1 エンジンカッターによる切断時 

赤外線カメラ映像    

  

     
      図 7-2 高圧水駆動カッターによる切断時 

         赤外線カメラ映像（冷却水放射） 

 

3－5 耐久性の確認 

(1) 試作機本体の長時間運転を検証するため、SS400

の厚さ 22ｍｍの鋼材の切断実験を行った.。 
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10MPa タイプで 900 秒(15 分)、1.5MPa タイプ 

で 1186 秒(19 分 46 秒)の結果であるが、振動の

増加や異臭の発生等は認められなかった。 

連続切断時間は、工業用切断機としては、十

分なものといい難いが、消防隊員が保持するこ

と及び消防活動における切断対象の様態を勘案

すると、実用に耐える水準にあるものと考えら

れる。この連続切断時間をｔ1.6 鋼板の切断距離

に換算すると、各々18m と 28m 以上となる。 

(2) ダイヤモンド切断刃の耐久性能についても確認

を行った。これまで、ダイヤモンド切断刃によ

る鋼材の切断事例はほとんどなく、耐久性能の

データもない状況であることから、市販の切断

刃による試験を繰り返した結果、独自のダイヤ

モンド切断刃改良に繋げ、実切断時間の累計が

30 分超えても切断能力が残っていることを確認

した。      

 

３－６ 特殊環境下での使用可能性の確認 

(1) 酸素欠乏状況下での可能性 

密閉性の高い耐火造建物などの室内における火 

災では、燃焼現象で酸素が減少するとともに燃焼 

ガスの増加や吸気温度の上昇等により、エンジン 

カッターのエンジンが停止してしまうことがある。 

このことを踏まえ、燃焼実験室内で木材を燃焼 

させてエンジンカッターの状況変化を確認する再 

現実験を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

     

再
    図 8-1 再現実験イメージ 

        

 

 

 

     

 

 

 

 
 図 8-2 エンジン駆動時      図 8-3 エンジン停止時 

   （酸素濃度 21%）       （酸素濃度 18.4%） 

 

   

      

 

       その結果、酸素濃度が、18.4％から 18.6％でエン 

ジンが停止してしまうことを確認した。          

     高圧水駆動カッターにあっては、動力源となる水 

流が確保されている限り酸素濃度に影響を左右さ

れることはあり得ない。              

 

(2) 水中での使用可能性の確認 

    水災時において、救助活動で水没状態の扉を破壊す 

るためには、水中での切断性能を確認しておく必要 

があるため、水槽内において確認を行った。その結果、 

水流駆動モータ部は、水中でも駆動可能であることを 

確認するとともに駆動水流のリターン水はホースで 

戻すこと及び冷却水の放射は不要であること、また、 

動力伝達方式が、試作機では、Ｖベルトのため滑りの 

症状があり、タイミングベルト導入の必要性があるこ 

とを確認した。 

 

 

 

 
 

 

 

 
 図 9-1 水中での駆動確認       図 9-2 水中での切断確認 

 

４ 実用機の製作 

  試作機による各種性能確認の結果及び消防隊員から 

 の改善要望等を踏まえた改良を行う。主として次の観点 

に着目し、性能向上を図った実用機の製作を行った。 

４－１ 改良点 

  試作機の結果を踏まえて実用機の主な諸元性能を次 

 のとおり設定した。 

(1) 本体質量の軽量化、10MPa タイプで 4.8 ㎏ 1.5 

MPa タイプで 4.2 ㎏各々軽量化を図った。 

(2) 切断刃回転速度の見直、10MPa タイプはギヤ駆 

動からベルト駆動に変更し、回転数を 5000rpm ま 

で向上させ、1.5MPa タイプでは最高回転数を

6000rpm までに押さえトルクの向上を図った。 

(3) 駆動方式を 10MPa では、ベルト駆動に変更し、 

1.5MPaともども滑り対策としてタイミングベルト 

 を採用した。 

(4) 火花冷却性能の向上策として、両タイプとも冷却 

水ノズルと切断刃カバーの改良を行い、回転する刃 

 先に冷却水が当たるようにした。 

(5) 耐水性の強化として、10m 防水を目途にベルト駆 

動部、モータ取付部を中心に対策を講じた。 
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(6) 操作性の向上策として、本体ハンドル部の材質・ 

形状を改良し、1.5MＰa タイプではホース取付部

にスイベル機能を持たせた。 

   

①10MPa タイプの仕様 

(a) カッター径：Φ305 

  (b) 最高出力：4.4ｋＷ 

   (c) 駆動水圧：10MPa 

    (d) 使用水量：80ℓ/min 

    (e) 動力伝達：タイミン 

グベルト  図 10-1  10MPa 実用機 

    (f) 外形寸法：W 215×L 749×H 423 

    (g) 本体質量：11.4 ㎏（切断刃・配管含まず） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
       図 10-2 10MPa 実用機寸法図 

 

②1.5Mpa タイプの仕様 

(a) カッター径：Φ305 

  (b) 最高出力：4.1 kW 

   (c) 駆動水圧：1.5MPa 

    (d) 使用水量：400ℓ/min 

    (e) 動力伝達：タイミン 

グベルト  図 11-1 1.5MPa 実用機 

    (f) 外形寸法：W 210×L 817×H 423 

 (g) 本体質量：10.8 ㎏（切断刃・配管含まず） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図 11-2  1.5MPa 実用機寸法図 

 

 

 

４－２ 切断試験装置の改良 

 試作機の切断試験装置と同様に押付け力を一定にす

る調整機能に加えて、ドアの開放を想定した貫通試験に

対応できるように改良した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     図 12-1 切断（貫通）試験装置寸法図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       図 12-2 切断(貫通)試験装置 

 

 

４－３ 実用機の性能確認 

  水流駆動モータ及び駆動方式の見直し等により出力

は両タイプとも向上している。トルクについては、

1.5Mpa タイプでは向上したが、10MPa では低下した。

しかし、1.5MPa の試作機の値は上回った。 

切断性能試験としては、試作機と同様の試験装置で

駆動水圧を変化させて確認した。1.5MPa 実用機の場

合、連結送水管使用時を考慮し、0.7MPa まで下げて

確認したところ、切断速度は低下するが、切断可能で

あった。 

また、新たな切断試験装置により、ドアの切断など

に際して、従来の貫通後の切断性能より貫通させる切

断性能の方が厳しい条件であることから貫通試験を実

施した。その結果、押付け力の違いがあり単純比較は

難しいが、10MPa に比べて 1.5MPa の方が貫通時間は、

短い傾向にあった。 

 

ワーク（鋼板） 

ワーク移動方

向 
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      図 13-1 1.5MPa タイプの出力・トルク特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 
図 13-2 10MPa タイプの出力・トルク特性 

 

５ 切断火花の性状・飛散特性 

 試作機においても切断時火花の発生具合とガソリン

気体への引火危険の確認を行ったが、実用機を試用して

切断時の火花飛散状況・引火危険の確認をさらに詳細に

検証を行った。 

５－１ 火花飛散状況の確認 

   (1) 火花飛散分布計測 

   実用機での切断試験の重点は、ドアの貫通時とし 

ており、 エンジンカッター（レジノイド切断刃） 

と 1.5MPa タイプ（ダイヤモンド切断刃）で切断

した場合に 

火花飛散拡 

大、その熱 

影響がどの 

様な状況を 

呈するかに 

ついて確認 

した。 

 

 
      図 14-1 火花飛散分布計測実験概要 

           

 

 

           

 

   切断時の火花飛散 

  状況を検証した結 

果については、右 

の実験様相のとお 

りである。 

また、高速度カ 

メラで撮影した火 

花飛散画像につい 

て、グレースケー 

ルテーブルを反転    図 14-2 実験様相 

させ、様相判別が             

容易になるように    

処理した図は、右 

のとおりである。 

エンジンカッター 

においては、鉄板 

貫通後からとぎれ 

ることなく連続し      図 14-3 エンジンカッターの 

て火花が飛散して        火花飛散状況 

いるが、水駆動カ   

ッターにおいては、 

ほとんど火花は見       

  られず、散発的に 

数粒の火花が確認 

される程度で、エ 

ンジンカッターに   

比して統計的に処    図 14-4 高圧水駆動カッター 

理が困難な程度ま    （冷却水全開）の火花飛散状況 

で大幅に火花の飛 

散が抑制されていることが確認された。 

  

(2) 火花飛散量の評価 

 

       高圧水駆動カッター(1.5MPa、ダイヤモンド切断 

刃)の冷却水放射量を変化させて火花の飛散量を確 

認した。                   

火花を含む鉄粉飛散量を計測したが、切断面手前 

側は、冷却水量の開閉度合いによって回収量にバラ 

つきが多いことが分かった。切断面裏側（室内側） 

の飛散量を計測すると冷却水無しの場合に比べ、半 

開時の飛散量は約半分の値となった。これは、冷却 

水ありの場合となしの場合における鉄板部分での 

接触特性や温度特性が異なり、このことが、切断特 

性に影響していると考えられる。また、 飛散した 

火花・鉄粉を顕微鏡により形状・大きさから整理し 

た結果、冷却水の有無により大きく異なり、冷却水 
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が無い場合には火花に対応する球状粒子が支配的 

であり、対して冷却水有りの場合には、比較的大 

きな紐状鉄片の多くなる傾向が確認され、冷却水 

により冷やされることの影響であると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

  
     冷却水なし            冷却水全開(36ℓ/min) 

 
 図 15 1.5MPa タイプの火花飛散量計測 

 

冷却水の有る場合には球状粒子の散見される度 

合いは、1%以下であることからも、冷却水が有る 

場合には、大幅に室内側の移流する熱も低下する 

と考えられる。 

 

５－２ 引火危険性の検証 

  ダイヤモンド切断刃を装着する高圧水駆動カッター 

は、エンジンカッターと比較して、大幅に火花飛散が 

抑制され、さらには、冷却水条件を最適化することに 

より、ほぼ火花飛散を抑制することが可能であること

が明らかになった。 

   本項では、実際の爆発雰囲気環境下において、高圧 

水駆動カッターを使用することによる引火・爆発危険 

性を確認するため、 実験装置を製作して検証を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       図 16 引火実験装置 

 

    前面は透明アクリル板、天井部は爆発時の爆風を

逃すため、薄膜フィルムで囲われた着火ボックス内

にガソリンを注入し引火雰囲気状況をつくり、エン 

 

 

 

 

ジンカッター, 高圧水駆動カッター（冷却水有無）セ 

ットして繰り返し実験をした。 

   エンジンカッターによる切断では、切断刃がボック 

ス内部へ貫通した直後に引火・爆発した。他方高圧 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

エンジンカッター        高圧水駆動カッター 
                  （冷却水 有） 

      
  図 17 切断刃貫通時の引火実験結果 

 

 高圧水駆動カッターで冷却水ありの場合には、一度 

も引火しなかった。ただし、冷却水放射なしの場合に 

は、数回に 1 度引火・爆発することがあった。今回の 

結果のみで完全に結論づけることは難しいが、火花飛 

散がほとんどなくなり引火の危険性を大幅に低減でき 

たものと確認できた。 

 

６ 結言 

  高圧水駆動カッターは、従来のエンジンカッターと 

同等の出力・切断性能を持つことを目標に 10MPa タ 

イプと 1.5MPa タイプの２機種を開発し、いずれも、 

当初の性能をクリアした。その中で消防ポンプを動力 

源とする「1.5MPa タイプ」については、消防隊が装 

備する救助資器材（切断機器）として十分な能力を有 

することが実証できた。 

 また、冷却水供給が最適化された高圧水駆動カッタ 

ーは、切断時の火花飛散が大幅に抑制され可燃性気体 

への引火危険の大幅な低減等も確認できた。 

さらには、火災現場等で濃煙による酸欠状況下や水中 

においても切断可能であることも実証できた。 

 なお、高圧水駆動カッターは、エンジンカッターに 

取って代わるものではなく、エンジンカッターの使用 

できない環境下においての活用を主に想定して開発

したものであり、今後さらに軽量化はじめ性能や操作

性の向上を目指して改良する余地が多々あるが、消防

機関にとって不可欠な「水」を消火目的のみならず、 

各種災害活動で活用できる消防用資機材開発の切っ

掛けになることを願うものである。 

 

 

 

 

着火ボック

ス 
高圧水駆動カッター（装置に固

定） 

着火ボックスの移動方

向 

－121－



－122－



第４ 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

４．５ 効率的な消防戦術の開発 

研究課題名 効率的な消防戦術の開発 

研究実施期間 平成 19 年度、平成 20 年度 

配分額（千円） 20,730（平成19年度）、20,281（平成20年度） 

研究代表者 佐々木卓実 

所属機関 北九州市立大学 国際環境工学部 

研究体制 産・学・官 

研究概要 

水・CAF（Compressed Air Foam）を適切な形状・放水量で放射可能な

軽量可変口径ノズルの開発、および、建物内においてもスムーズな延長

で高圧放水にも耐える軽量強化小口径ホースの開発を行い、全ての建物

火災に対応でき、かつ隊員の負担軽減も可能となる普遍的な消防戦術を

確立する。研究の結果、ノズルについては、水用の棒状および噴霧用ノ

ズルとCAF用のストレートノズルをひとつのノズル筐体に納めた新型ノ

ズルを開発し、従来品にない高機能性、多機能性と操作性を実現した。

ホースについては、圧力損失、耐摩耗性、キンク性等のホース性能を向

上させる織り組織を開発し、低コストで、従来品の性能を大幅に上回る

新型ホースを開発した。 

研究成果 

【ノズルについて】製品への実用化を行い、各メディアへの公開、カタ

ログの配布、ホームページ、実演等により、多くの全国消防関係者から

の評価を得た。その結果、70消防本部、74台に対し、107本の販売実績

を得る事ができた。このことは今後のCAFSに対する認知度、使用実績に

より更に伸びるものと見ており、成果があった。 

【ホースについて】現在も実証中である。 

応用の方向性 

【ノズルについて】今後、納入実績に対し、実使用での実績を調査し、

応用の方向性と改良点を抽出し、更なる品質向上を図る。 

【ホースについて】柔軟性について検討する等して、品質向上を図る。 

研究発表の状況等 

1.効率的な消防戦術のためのノズル、ホースの開発、北九州学術研究都

市 産学連携フェア、平成19年10月 

2.Development of a Nozzle and Hose for the Efficient Firefighting 

Strategy,Proc. of The 3rd Japan-Taiwan Joint International 

Symposium on Environmental Science and Technology, pp.105-110, 

平成20年12月 
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3.効率的な消防戦術の開発研究（新型ホースの開発）、日本機械学会関

東支部第15期総会講演会講演論文集、pp.383～384、平成21年3月 

4.効率的な消防戦術の開発研究（新型ノズルの開発）、日本機械学会関

東支部第15期総会講演会講演論文集、pp.385～386、平成21年3月 

5.効率的な消防戦術のための新型消防用ノズル・新型消防用ホースの開

発、日本化学工学会第2回化学工学3支部合同北九州大会、平成21年10

月 

6.泡消火時代の最強ガンタイプノズル、Ｊ－レスキュー（イカロス出版）

Vol.44,pp.26～29、平成22年3月 

知的財産権の出 

願・登録状況等 

【ホースについて】特許・実用新案について、出願を検討中である。 

当該研究に対する 

今後の展開、意見 

等 

【ノズルについて】ノズルの開発を通して、今後消防実務者から使用状

況の意見を収集することにより、更なる性能と品質の向上を図る。 

【ホースについて】今後、品質向上等を図り、実用化を目指す。 
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効率的な消防戦術の開発効率的な消防戦術の開発効率的な消防戦術の開発効率的な消防戦術の開発    
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研究課題の要旨研究課題の要旨研究課題の要旨研究課題の要旨：：：：水・CAF（Compressed Air Foam）を適切な形状・放水量で放射可能な軽量可変口径ノズルの開発、

および、建物内においてもスムーズな延長で高圧放水にも耐える軽量強化小口径ホースの開発を行い、全ての建物火

災に対応でき、かつ隊員の負担軽減も可能となる普遍的な消防戦術を確立する。研究の結果、ノズルについては、水

用の棒状および噴霧用ノズルと CAF 用のストレートノズルをひとつのノズル筐体に納めた新型ノズルを開発し、従

来品にない高機能性、多機能性と操作性を実現した。ホースについては、圧力損失、耐摩耗性、キンク性等のホー

ス性能を向上させる織り組織を開発し、低コストで、従来品の性能を大幅に上回る新型ホースを開発した。

1. 緒言緒言緒言緒言 

今日まで、一般火災発生時の消火戦術は、その火

災の規模にかかわらず、大口径（65mm、50mm）ホ

ースと大口径ノズルを使用した大量放水による戦

術が一般的に採用されることが多い。しかしながら、

このような消火戦術を採用した場合、階下への水損

被害、自然災害時の消火水量の確保の問題、大きな

ホース重量による機動性の低下、大きな放水反動力、

消防隊員の高い肉体的負担が問題視されるように

なってきた。このような問題に対して、少ない水量

で効率的に消火する技術、さらに、使用資機材の改

良による消火活動の効率化および消防隊員の負担

軽減を図ることが急務の課題となっている。このよ

うな問題に対する打開策のひとつとして、北九州市

立大学の上江洲らは、産学官の連携により、天然系

消火剤の開発（平成 15～16 年 消防防災科学技術

研究推進制度による競争的資金交付対象事業）を進

め、消火水量の節減とともに環境負荷の軽減にも取

り組んできた。さらに、北九州市消防局では、40mm

ホースの導入、クアドラフォグノズルの導入、CAFS

（Compressed Air Foam System）搭載車両の導入を進

め、消火水量の低減化、機動性の向上、放水反動力

の低減化に対して一定の成果を上げてきた。しかし

ながら、その反面、機動性が向上したことによって

ホースの引き擦りによる損傷が生じやすい環境に

なったこと、階段室などの狭隘かつ屈折する箇所に

延長する機会が増加したことによるホースの折れ

が生じやすくなったことなどが問題として生じた。

また、ノズルから放射された CAF の発泡性の適切

さ、大規模火災などで大量放水が必要な際のノズル

流量不足によるノズルの取り替え作業など、ノズル

についても問題点が生じた。 

このような問題を解決し、総合的に真に効率的な

消防戦術を確立するため、本研究では、耐外傷性や

曲げ性、耐熱性を十分に備えた小口径ホース、およ

び水および CAF を最適な流量および形状で効率的

に放射可能な軽量ノズルの開発を行った。 

 

2. 新型ホースの開発新型ホースの開発新型ホースの開発新型ホースの開発 

2.1 既存ホースの問題点既存ホースの問題点既存ホースの問題点既存ホースの問題点と新型ノズルの開発目標と新型ノズルの開発目標と新型ノズルの開発目標と新型ノズルの開発目標 

これまで、一般火災の消防戦術では 50 mm ある

いは 65 mm の大口径ホースによる大量放水によっ

て消火活動を行うことが多い。しかし大口径ホー

スは通水時にかなりの重量となることや、放水時

に強い放水反動力をもつために、複数の隊員でホ

ースを保持しなければならない。また、近年消防

職員の高齢化により、大口径ホースによる消火活

動は機動性の低下の原因となっている。 

北九州市消防局では、上述の問題点を改善する

ために、環境に優しい消火剤を用いた CAFS の導

入を進め、さらに、65mm ホースと 40mm ホースを

組合せた新しい消防戦術の開発に取り組んできた。

その結果、消火水量の低減化、ホースの軽量化、

機動性の向上、放水反動力の低減化、1 人の隊員で

ノズルを保持することが可能となったなど、一定

の成果が得られている。ところが一方では、この

ような新しい消防戦術の導入に起因した消防用資

機材に関する問題点も指摘されるようになってき

た。中でも、消防用ホースに関するものでは、機

動性が向上したことによる引きずりによる摩耗、

外傷の多発、階段等狭隘部でのホースの折れ曲がり

（キンク）による圧力損失や外傷の多発、CAF と水

との熱容量の差によるホースの冷却効果の低下が

原因の熱損傷などが挙げられる。また、既存の 40 

mm の小口径ホースを使用すると、例えば 500 

ℓ/min の水を流した場合、ホース入口の圧力はホー

ス内の壁面摩擦によって 20m 先では入口圧力の約

半分近くまで減少する。ホース出口の圧力を確保

するには、できるだけ圧力損失を生じないホース 
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が望ましい。また、ホースに 1 ヵ所折れ曲がり（キ

ンク）が生じると、大きな圧力損失を生じること

が報告されており、できるだけキンクを生じない

ホースを開発する必要がある。 

そこで本研究では、上記のような観点から、既

存ホースより圧力損失が少なく、耐外傷性・耐キ

ンク性・耐熱性の高い新型 40 mm ホースを開発す

ることを目標とした。 

2.2 新型ホース新型ホース新型ホース新型ホースの試作の試作の試作の試作 

上記の開発目的を踏まえ、2 種類のシングルジャ

ケットホース（SJN1、SJN2）と 1 種類のダブルジ

ャケットホース（DJN）を試作した。これらの新型

ホースに対して試験を行い、現行ホース（SJC、

DJC）との性能を比較した結果を表 2.2 に、これら

の写真を図 2.1 に示す。 

 

表 2.1 現行ホースと新型ホースの性能比較 

         
        試 験 品 

 
 
  

試 験 項 目 

現行ホース注1 新型ホース注2 

SJC DJC SJN1 DJN SJN2 

タテ糸  
ｱﾗﾐﾄﾞ18%混 

ヨコ糸 
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 
計ｱﾗﾐﾄﾞ比12% 

耐炎・耐摩加工 

外筒、内筒とも 
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ糸使用

表面加工あり 

タテ糸 ｱﾗﾐド25%

混、ヨコ糸 外 ﾎﾟ

ﾘｴｽﾃﾙ 内 ｱﾗﾐﾄﾞ 
計ｱﾗﾐﾄﾞ比 23% 
表面加工あり 

外筒 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 
100%  

内筒タテ糸ﾎﾟﾘｴｽﾃ
ﾙ、ｱﾗﾐﾄﾞ各50% 
ヨコ糸ｱﾗﾐﾄﾞ100% 

計ｱﾗﾐﾄﾞ比 20% 
表面加工あり 

タテ糸  
ｱﾗﾐﾄﾞ25%混 

ヨコ糸  
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 
計ｱﾗﾐﾄﾞ比 13% 

表面加工あり 

二重巻き時の直径 cm 35 45 38 44 45 

重  

量 

ホース本体  g/m 190 306 250 294 252 

金具  g/本 350 330 330 330 330 

合計  kg/20m 4.2 6.6 5.5 6.4 5.5 

破断圧 
MPa 

直断 6.2 9.6 9.2 10.0 9.4 

折曲 6.1 9.6 8.1 10.9 7.7 

耐 
 

 

外 
 
 

傷 
 

 

性 

耐摩耗性 
（回数） 

0.5MPa 292 648 1000以上 1000以上 1000以上 

0.8MPa − − 1000以上 1000以上 865 

1.0MPa − − 1000以上 1000以上 732 

釘外傷 注3 

0.5MPa 
3.8MPa 

残存圧61% 

外筒に傷発生 

破断圧低下せず 

タテ糸に僅かに傷

発生 
← ← 

0.8MPa 
2.0MPa 

残存圧 32% 

8.0MPa 

残存圧 83% 
タテ糸に僅かに傷

発生 
← ← 

1.0MPa 噴出 
7.6MPa 

残存圧 79% 
9.3MPa 

残存圧 100% 
10.0MPa 

残存圧 100% 
9.4MPa 

残存圧100% 

キンク性 

(cm) 

0.5MPa 56 71 43 52 40 

0.8MPa − − 40 42 39 

1.0MPa − − 39 41 39 

耐熱性 

キューブ

加熱注4 
0.8MPa 噴出 小漏水 小漏水 小漏水 小漏水 

キューブ
加熱注5 

充水なし 溶融 溶融 1.7MPa 6.4MPa 0.5MPa 

圧力損失 

(500ℓ/min 送水時) 

圧損 
MPa 

0.42 0.27 0.20 0.27(0.21) 注6 0.22 

内径 
mm 

39.4 39.5 39.4 37.5(39.5) 注6 39.7 

操作性等 

 コンパクトで操
作性は良好。 

操作性はSJCに
劣る。視認性あ
り。 

固いが、嵩、二重
巻き径ともDJC以
下。固さの改善余

地あり。 

柔らかいが嵩が大
きく二重巻き径も
大きい。 

固く嵩高い。固
さの改善余地は
少ない。 

備 考 

注1 ：SJC：現行シングルジャケット、DJC：現行ダブルジャケット 

注2 ：SJN1：新型シングルジャケット試作1、DJN：新型ダブルジャケット、 SJN2：新型シングルジャ

ケット試作2 

注3 ：加圧したホースに対し45度の角度で約1.2kgの荷重をかけた釘で引っ掻き、破断や噴出がないか確
認する。破断等しない場合は残存圧力を測定する。 

注4 ：13mm角の鉄片を600～610度に加熱し、0.7MPaに加圧したホース上にのせ、15秒以内に破断しない
こと 

注5 ：13mm角の鉄片を600～610度に加熱し、ホース上に15秒のせた後、残存圧力を測定する     

注6 ：カッコ内の数値は、新型ダブルジャケットの内径を現行ダブルジャケットの内径と同じと仮定し
た場合の圧力損失を示す。 
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(a) （左）SJC      (b) （左）SJC      (c) （左）SJC      (d) （左）DJC 

 （右）DJC （右）SJN1 （右）SJN2 （右）DJN 

図 2.1 現行ホース（SJC、DJC）と新型ホース（SJN1、SJN2、DJN）の写真 

 

2.3 新型ホース新型ホース新型ホース新型ホースの検証の検証の検証の検証 

以下に、新型ホースの検証結果を示す。 

2.3.1 新型ホース新型ホース新型ホース新型ホースの圧力損失の圧力損失の圧力損失の圧力損失 

2.3.1(a) 圧力損失に関する理論圧力損失に関する理論圧力損失に関する理論圧力損失に関する理論        断面積一定の直

管内の十分発達した流れでは、断面にわたる平均速

度は流れ方向に一定に保たれるが、静圧は粘性によ

る摩擦によって流れ方向に減少する。 

図 2.2 に示すように、内径 dの真っ直ぐな円管内

の定常流れを考える。断面 1~2 間の距離を l、管摩

擦による圧力損失を sp∆ とおくと、 

2

2v

d

l
ps

ρλ ⋅⋅=∆  (2.1) 

また管内を流れる体積流量をQ& とおくと、 

vdQ 2

4

π
=&  (2.2) 

であるから、これを式(2.1)に代入すると、 

⋅⋅=∆
52

2
8

d

Ql
ps π

ρ
λ

&

 (2.3) 

すなわち管内を流れる体積流量Q& が一定の場合、圧

力損失は管の内径の 5 乗に反比例する。 

管が曲がっている（キンク）場合の圧力損失を 

kp∆ とおくと、この場合の損失係数をζとして、 

2

2v
pk

ρζ ⋅=∆  (2.4) 

 

  
図 2.2 円管を通る定常流れ 

したがって、管内の全圧力損失を fp∆ とすれば、式

(2.1)と式(2.4)より、 

22

22 vv

d

l
ppp ksf

ρζρλ∆∆∆ ⋅+⋅⋅=+=
 

2

2v

d

l ρζλ 





 +⋅=  (2.5) 

2.3.1(b) 圧力損失の測定方法圧力損失の測定方法圧力損失の測定方法圧力損失の測定方法        ホース内を流れる

水による圧力損失を測定するための実験装置の概

要を図 2.3 に示す。消防車によって加圧された水は、

65mm 分岐ホースと流量計（愛知時計電機製電磁式

流量計、TAV065V-30UEFVFIX020）、試験ホース、

ノズルを通った後、大気に放出される。ホースの圧

力損失は、ホース入口と出口で圧力計（第一計器製

作所製一般形圧力計、1MPa、1.6 級）による測定に

よって求めた。 

実験は屋内で行っており、真っ直ぐなホースの圧

力損失の測定は、できる限りホースの曲率半径が大

きくなるようにして行った。図 2.4 はホースに 90°

のキンクを 1ヵ所設けた場合のホースの様子を示す。

実験では表 2.1 に示す 2 種類の現行ホースと 3 種類

の新型ホースに対して、ホースを真っ直ぐにした場

合とホースに 90°のキンクを 1 ヵ所設けた場合の圧

力損失およびホースを真っ直ぐにし、水に対する消

火剤の混合比を 0.5%および 0.1%と設定したときの

混合水、および水のみを流した場合の圧力損失を測

定した。 

ホースを真っ直ぐにした場合とホースに 90°のキ

ンクを 1ヶ所設けた場合の圧力損失測定結果をそれ

ぞれ図 2.5 と図 2.6 に示す。 

図 2.5(a)からわかるように、2 種類の新型シングル

ジャケットホースは、いずれも現行シングルジャケ

ットホースよりも圧力損失が低い。特に、ホースを

流れる水の体積流量が 500 ℓ/min のときには、新型

シングルジャケットホースは、現行シングルジャケ

ットホースに比べて圧力損失が半分程度まで低く

なる。また新型ダブルジャケットホースは、体積流

量が約 300 ℓ /min 以下では両新型シングルジャケッ
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トホースと圧力損失がほぼ同じ値となり、体積流量

が約 500 ℓ /min では、現行ダブルジャケットホース

と圧力損失が同じになる。ただし、新型ダブルジャ

ケットホースの内径は 37.5 mm で、現行ダブルジャ

ケットホースの内径は 39.5 mm である。従って圧力

損失が内径の 5 乗に反比例することを考慮して、仮

に新型ダブルジャケットホースの内径を現行ダブ

ルジャケットホースの内径を同じと仮定すると、新

型ダブルジャケットホースは現行ダブルジャケッ

トホースの圧力損失の約 2/3 程度まで減少する。 

図 2.5 と図 2.6 の 3 種類の新型ホースの圧力損失

を比較すると、ホースに 90°のキンクが 1 ヵ所ある

と、圧力損失が約 2 倍になることがわかる。したが

って、できるだけキンクを生じないホースが理想的

であることがわかる。 

圧力損失に及ぼす消火剤の影響を調べた結果を

図 2.7 に示す。図 2.7 から、消火剤の濃度を変えて

もほぼ同じ圧力損失を示していることがわかる。こ

れより、ホースの圧力損失に及ぼす消火剤の影響は

ないものと考えられる。 

 

 

 

 

 

図 2.3 ホース内圧力損失測定用実験装置の概要 

 

 

図 2.4 90°キンク状態 
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(a) シングルジャケットホース 
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(b) ダブルジャケットホース 

図 2.5 新型と現行ホースの圧力損失（直線） 
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図 2.6 新型と現行ホースの圧力損失(1 カ所キンク) 
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図 2.7 水および混合水（消火剤濃度 0.5%、0.1%） 

圧力損失の比較 
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2.3.2 新型ホース新型ホース新型ホース新型ホースの実践的検証の実践的検証の実践的検証の実践的検証 

実際の消火活動を想定し、屋内消火で想定される

狭隘箇所でのホースの動きの検証を、主にキンク性

および耐外傷性に注目して行った。使用したホース

は、3 種類の新型ホースと現行のシングルジャケッ

トホースの 4 種類で、ホース内を水で充填し、以下

のような検証を実施した。 

検証検証検証検証(a) 屋内階段の踊り場でのホースの延長屋内階段の踊り場でのホースの延長屋内階段の踊り場でのホースの延長屋内階段の踊り場でのホースの延長     

1 階から 2 階への屋内階段の踊り場を使用し、消防

隊員がホースを延長する際のホースの延長状態お

よびキンク状況について検証した。図 2.8 に屋内階

段の踊り場の見取り図を示す。検証時の写真を図

2.9 に示す。検証の結果、新型シングルジャケット

ホースは、2 種類ともに円状に広がり、キンク個所

はほとんど鈍角であった。新作ダブルジャケットホ

ースは楕円状に広がり鋭角のキンクが数ヶ所生じ

た。新型ホースは 3 種類ともに、延長するとキンク

箇所が次第に回復され、スムーズな延長ができた。

現行シングルジャケットホースは三角形状に広が

り鋭角のキンクが多数生じた。ホースを延長すると

キンクが回復する際の反発によって別の箇所でキ

ンクが生じ、円滑な延長ができなかった。 

検証検証検証検証(b) 狭隘部分でのホース保持・移動狭隘部分でのホース保持・移動狭隘部分でのホース保持・移動狭隘部分でのホース保持・移動 ホースの

接触部分（図 2.10）が予想される場所での、ホース

の損傷状況およびホース保持・移動時における活動

支障を検証した。図 2.11 に屋上の一部の見取り図を

示す。見取り図のとおり、ホースを事物に接触した

状態をつくり、ホースに水を通した。消防隊員がホ

ースを持ち移動する際の、ホースの接触部分におけ

る損傷程度および活動支障の状況を検証した。検証

時の写真を図 2.12 に示す。検証の結果、新型ホース

は、3 種類ともにキンクは全く生じず、地面との摩

擦による損傷も見られなかった。またホースの移動

がスムーズであった。現行シングルジャケットホー

スは、一度キンクが生じるとキンク箇所がずれるよ

うに再度キンクが生じた。またキンク箇所が引きず

られることでホースに若干の損傷が生じた。 

 

 
図 2.8 検証(a)の見取り図 

 

 
図 2.10 ホース接触部分 

 

 
図 2.11 検証(b)の見取り図 

 

 

    

         SJN1                   SJN2                    DJN                     SJC 

図 2.9 検証(a)の様子 

 

    

         SJN1                   SJN2                    DJN                     SJC 

図 2.12 検証(b)の様子 
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検証検証検証検証(c) 狭隘通路での回転狭隘通路での回転狭隘通路での回転狭隘通路での回転 地上から 2 階部分へ

ホースの延長を行い、消防隊員がホースを持ち移動

する際の、ホースの壁面接触時における耐摩耗性お

よび屈曲性を検証した。図 2.13 に狭隘通路の概観、

図 2.14 に狭隘通路の見取り図を示す。検証時の写真

を図 2.15 に示す。検証の結果、新型ホースは、3 種

類ともにキンクは全く生じず、地面や壁との摩擦に

よる損傷も見られなかった。現行シングルジャケッ

トホースは、壁と壁の間ではキンクは生じないが、

段差部分(図 2.14)に近づくとキンクが生じた。 

以上の実践的検証結果から、新型ホースは現行ホ

ースに比べキンク性において非常に改良されてい

る。したがって、ホース表面の損傷の主な原因であ

るキンク箇所の地面との摩擦が軽減されるように

なったので耐外傷性も良い。またキンク性が改良さ

れたことで、機動性の向上に伴う問題も緩和される。 

最後に、現行ホースと新型ホースについての、費

用比較結果を表 2.4 に示す。表 2.4 より、2 種類の新

型シングルジャケットホースは、現行シングルジャ

ケットホースより推定価格費は高く、新型ダブルジ

ャケットホースは、現行ダブルジャケットホースと

比較して推定価格費は高い。しかし、耐熱性と耐摩

耗性を考慮した年間費用費を比較すると、2 つの新

型シングルジャケットホースは、現行シングルジ

ャケットホースより低価格で、新型ダブルジャケ

ットホースも現行ダブルジャケットホースと比べ

て低価格になる。 

 

 

図 2.13 狭隘通路の概観 

 

60cm 100cm

 

図 2.14 検証(c)の見取り図 

 

    

         SJN1                   SJN2                    DJN                     SJC 

図 2.15 検証(c)の様子 

 

表 2.2 現行ホースと新型ホースの費用比較 

 SJC DJC SJN1 DJN SJN2 備  考 

推定価格比 1.0 1.3 1.4 1.7 1.3 SJC を 1 とした場合． 

耐摩耗性による損傷 

(本／年) 
1.0 0.5 0.3 0.3 0.3 

耐摩耗性 300 回の時 5 回に 1 回損

傷と仮定． 

耐熱性による損傷 

(本／年) 
0.3 0.3 0 0 0.3 

耐熱での損傷を 20回の使用で発生

と仮定． 

合計 損傷数 

(本／年) 
1.3 0.8 0.3 0.3 0.6 

上 2 枠含め 5 回／年の実戦使用と

仮定． 

年間費用比 
1.3 1.0 0.4 0.5 0.7 年間損傷数×推定価格比． 
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3. 新型新型新型新型ノズルノズルノズルノズルの開発の開発の開発の開発 

2.1 既存ノズルの問題点既存ノズルの問題点既存ノズルの問題点既存ノズルの問題点と新型ノズルの開発目標と新型ノズルの開発目標と新型ノズルの開発目標と新型ノズルの開発目標 

北九州市消防局では、全ての火災に対して、よ

り効率的な消火活動を行うため、効果的な消防用

ノズルの使用法について模索を行ってきた。この

中で、既存ノズルを用いた消火活動を行うことで、

次のような点が問題視されるようになってきた。 

(1) 通常規模の火災では、消火水量の低減のため、

筒先でのオープン／シャットが可能なノズル（北

九州市消防局ではクアドラフォグノズル）を採用

し、できるだけ効率の良い消火を目指す。しかし

ながら、このノズルの最大流量の関係から、大規

模火災時の大量放水へは向かず、その際には大口

径のストレートノズルに付け替えて活動を行って

いた。隊員は現場でノズルの付け替えをする必要

があり、必ずしも効率的な消火活動とは言えない

状況となっていた。 

(2) 通常規模の火災では、水あるいは CAF を放射

する際、どちらの場合もクアドラフォグノズルを

用いていたが、CAF を放射する事に対して、必ず

しも当該ノズルが最適なノズル形状となっている

とは言えなかった。（CAF の泡がノズル出口で崩

壊する。） 

このような問題点を解決できるようなノズルの

選定を試みたが、この問題を解決できる既存の消

防用ノズルはないというのが現状のようである。 

そこで、本研究では、上記の問題点を踏まえて、

CAF 用のストレートノズルおよび水放射用の可変

口径ノズルをひとつのノズル筐体に納めた新型ノ

ズル（オールインワンノズル）の開発を行う。新

型ノズルの試作に当たっては、既存ノズルよりも

小型・軽量化を目指し、形状や操作法についても

実際に現場で用いる消防隊員からの意見を多く取

り入れて設計を行う。その上で、オールインワン

ノズルの開発目標を以下のように定めた。 

・ ストレートノズルと可変口径ノズルをひとつ

のノズル筐体に納めた上で、ノズル筐体の大き

さは、既存品と同等あるいは小型化したものと

する。 

・ CAF の発泡性を既存ノズルと比較して大幅に

改善する。 

・ 水放水時には、大規模木造火災などを想定した

550 ℓ/min 以上の放水から、130 ℓ/min 前後の少

量放水までをいくつかの段階に分けて調整可

能なものとする。 

・ ノズル全長については、消防隊員が保持したと

きに体感ノズル反動力を軽減させるため、ノズ

ルを腕や脇を使ってサポートできるような長

さとする。 

・ 大量放水時においてもホース接続部の構造を

改良し放水時の反動力を軽減させ、操作性の向

上、負担軽減を図る。 

2.2 新型ノズルの試作新型ノズルの試作新型ノズルの試作新型ノズルの試作 

前節に述べた開発目標に沿って製作した新型ノ

ズルの試作品の主要諸元を表 3.1 に、写真を図 3.1

に示す。表および図のように、新型ノズルは 4 つ

の可変口径ノズルの中心にストレートノズルをも

つ構造である。流量は 5 段階に切り替え可能で、

最大流量は 580 ℓ/min であり、大規模木造火災等に

おいての大量放水も行うことができる。また、ス

トレートノズルと可変口径ノズルを併用した場合

は、最大 800 ℓ/min の流量を得ることができる。さ

らに、ホース接続部の構造を改良することで、放

水時の反動力を軽減させ、操作性の向上、負担の

軽減が図られているため、最大流量時にも一人の

消防隊員で保持することも可能になると期待され

る。 

2.3 新型ノズルの検証新型ノズルの検証新型ノズルの検証新型ノズルの検証 

2.3.1 新型ノズルの射程および発泡倍率新型ノズルの射程および発泡倍率新型ノズルの射程および発泡倍率新型ノズルの射程および発泡倍率        試作し

た新型ノズルと既存ノズル１（クアドラフォグノズ

ル）、既存ノズル２（CAFS ノズル）およびストレ

ート 21mm ノズルとで CAF を放射した際の射程お

よび発泡倍率を測定した。測定法としては、一定角

度（放射角 38°）で固定したノズルから CAF を放射

し、放射方向に 1m 毎に設置した容器に溜まった

CAF の質量と体積を計測した。以下の図はノズルか

ら容器までの距離とそれぞれの容器に溜まった 

 

表 3.1 新型ノズルの主要諸元 

項 目 摘    要 

名 称 オールインワンノズル（仮名） 

全 長 ( m m ) 約 540 

質 量 ( k g ) 約 3.2 

ホース接続部 40 差込式メス金具 

流 量 レ ン ジ 5レンジ（φ21ストレート含む） 

流量 ( ℓ / m i n ) 0.7MPa  140 / 270 / 430 / 490 

 / 580（ストレート） 

放 水 形 状 ストレート・棒状・ 

噴霧（フルコーン）・自衛噴霧 

放 水 開 閉 ボールバルブ式 

 

      

図 3.1 試作新型ノズル 
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CAF の質量との関係、および溜まった CAF の平均

発泡倍率を示したものである。図 3.2(a)は DRY 泡

（気水比 18:1）を放射した場合の射程、図 3.2(b)は

その際の平均発泡倍率である。それぞれの図中の凡

例の意味は、新型ノズル（ストレート）／（Max）

は、新型ノズルのストレートノズルによる放射／流

量切り替えノズルの最大流量位置（490 ℓ/min）での

放射である。同じように、既存ノズル１（Max）は、

クアドラフォグノズルの最大流量位置（475 ℓ/min）

での放射である。なお、実験は風の影響を受けない

屋内で行ったが、放射方向を一定にすることはかな

り困難であったため、容器に溜まる CAF の量は一

定とはなっていない。よって本実験では、容器に溜

まった質量の大きさは考慮せず、ノズルから容器ま

での距離に着目して評価を行うことにする。なお、

平均発泡倍率は、以下の式から各容器に溜まった

CAF の発泡倍率を求めた後、その値を平均して求め

た。 

][g/m

[g]CAF

][mCAF

3

3

水の比重

の質量容器に溜まった

の体積容器に溜まった
発泡倍率

×









=  

図 3.2(a)から、新型ノズルのストレートおよび最

大流量位置での射程が、既存ノズル１、既存ノズル

２およびストレート 21mm ノズルの射程よりも大

きいことがわかる。新型ノズルおよび既存ノズル１

の最大流量位置での流量がほぼ同程度のものであ

ることを考慮すれば、新型ノズルの射程における優

位性が確認できる。また、図 3.2(b)より、この際の

発泡倍率は、CAF の放射に特化した既存ノズル２

（CAFS ノズル）の発泡倍率が大幅に大きいことを

除くと、新型ノズルのストレート放射の発泡倍率は、

ストレート 21mm ノズルのものとほぼ同等の発泡

倍率を示しており、実用上十分な発泡倍率が得られ

ている。この結果から、CAF の放射にストレートノ

ズルを用いることは、発泡倍率の面で非常に有効で

あることが確認される。なお、既存ノズル１および

新型ノズル（Max）では、可変口径ノズルのため、

ノズル出口において泡が崩壊し、発泡倍率は低いも

のとなっており、DRY 泡を放射したにもかかわら

ず、放射された CAF は CAF としての特性を十分に

発揮できないものと考えられる。また、新型ノズル

のストレート放射とその他の口径の既存ストレー

トノズルとの比較を行った結果、新型ノズルのスト

レート放射は、既存のストレート 21mm ノズルのも

のとほぼ同じ値を示した。このことから、新型ノズ

ルの水・CAF 切り替え部での乱流の発生による CAF

への影響は少ないものと確認される。 

以上の結果から、射程については新型ノズルの射

程が既存ノズルと同程度かそれ以上の値を示して

いることが確認される。発泡倍率については、既存

ノズル２が最も大きな値を示したが、既存ノズル２

が水放射には適さないこと、および新型ノズルの発

泡倍率が実用上十分であることを考慮すれば、水・

泡ともに効率的に放射できる新型ノズルの優位性

が理解される。 

2.3.2 CAFの壁面付着性の壁面付着性の壁面付着性の壁面付着性        新型ノズルにより放射

した CAF の放射対象への付着性を確認するため、

新型ノズル、既存ノズル１（クアドラフォグノズル）

およびストレートノズルにより CAF をコンパネ製

壁面に放射し、壁面に付着した CAF の挙動を観察

した。CAF は DRY 泡（気水比 18:1）と WET 泡（気 
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図 3.2 新型ノズルと既存ノズルの射程特性と平均発泡倍率 
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水比 7:1）とし、各ノズルで種々のノズルポジショ

ンを用いて放射した。ノズルから壁面までの距離は

すべて 6.0 m とし、消火剤はミラクルフォームを用

いた。壁面に放射直後から、1 分間隔で壁面の様子

を写真撮影した。 

表 3.2 に、DRY 泡放射時の壁面写真を抜粋したも

のを示す。写真からわかるように、新型ノズルのス

トレートノズルを用いた場合は、放射後 3 分経過し

ても壁面に CAF が十分に付着している。新型ノズ

ルの可変口径ノズルを用いた場合は、ノズル出口で

泡が崩壊するので、2 分程度の時間で CAF が消滅し

ている。また、既存ノズル１を用いた場合も、すべ

て放射後 2 分程度で CAF が消滅している。これに

対して、ストレートノズルを用いた場合は、放射後

3 分経過しても CAF は付着している。このことから、

新型ノズルによる CAF の付着性は、既存のストレ

ートノズルと同等の性能を持ち、十分に有効である

ことが確認される。 

2.3.3 CAFの泡形状と流動特性の泡形状と流動特性の泡形状と流動特性の泡形状と流動特性        各ノズルによっ

て放射された CAF の形状特性を把握するため、ガ

ラス面に CAF を放射し、放射された裏側からマイ

クロスコープを用いて CAF を観察した。また、マ

イクロスコープを用いた動画解析によって、CAF が

ガラス面を伝って落下する際の平均落下速度を求

めた。なお、CAF は DRY 泡（気水比 18:1）と WET

泡（気水比 7:1）とし、用いたノズルおよびそのポ

ジションは新型ノズルのストレートノズルおよび

既存ノズル１（クアドラフォグノズル）の 475 ℓ/min

ポジションである。 

(a) CAFの泡形状の泡形状の泡形状の泡形状        図 3.3および図 3.4はそれぞ

れ新型ノズルおよび既存ノズル１による DRY 泡の

画像である。それぞれ、放射後 1 分間隔で 3 分後ま

で撮影したマイクロスコープの画像を示している。

写真右下の赤の交差した線は、一辺 10mm を表して

いる。それぞれの図からわかるように、新型ノズル

による CAF と既存ノズル１による CAF を比較する 

 

 

表 3.2 各ノズルによる CAF の壁面付着性実験結果 

 放射直後 1 分後 2 分後 3 分後 

新型ノズル 

ストレート 

（580 ℓ/min） 

    

既存ノズル１ 

（クアドラフォグ

ノズル） 

475 ℓ/min 

    

ストレート 

21mm ノズル 
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(a) 1 分後         (b) 2 分後          (c) 3 分後 

図 3.3 新型ノズル（ストレート）による DRY 泡の形状 

 

     

(a) 1 分後         (b) 2 分後          (c) 3 分後 

図 3.4 既存ノズル１（475 ℓ/min ポジション）による DRY 泡の形状 

 

と、新型ノズルによる泡は明らかに大きな泡が形成

されていることがわかる。これは、新型ノズルの泡

は崩壊することなくガラス面に付着し、逆に、既存

ノズル１の泡がノズル出口で崩壊した結果と判断

される。また、新型ノズルによる泡が一定時間経過

後もガラス面に大きな泡形状のまま残っているの

に対し、既存ノズル１の泡は 2 分経過後にはほとん

ど残っておらず、大部分が流れ落ちていることがわ

かる。このように、各ノズルによって泡の形状に大

きな違いが出ることが確認された。また、新型ノズ

ルによる泡が、壁面付着後も形状を保っており、壁

面に CAF の膜を張るため、放射対象物の鎮火およ

び延焼防止に非常に有効であることが確認される。 

(b) CAF の流動特性の流動特性の流動特性の流動特性        2.3.3(a)に示したように、

既存ノズル１では、壁面に付着した泡が短時間に流

れることが見て取れる。本項では、2.3.3(a)で撮影し

たマイクロスコープによる動画を解析することに

よって、泡の平均落下速度の定量化を試みる。平均

落下速度は、動画上に泡のサンプルを 4 つとり、そ

れらの落下速度を平均して求めた。動画解析による

変位量、速度の解析画面を図 3.5 に示す。 

各ノズルにより放射された泡の平均落下速度を

表 3.3 に示す。新型ノズルの平均落下速度は、放射

後 1 分後、2 分後および 3 分後にそれぞれ 10 秒間で

計測した平均落下速度をさらに平均したものを表

示している。既存ノズル１については、2 分後およ

び 3 分後は泡が観測されなかったため、1 分後に取

った 10 秒間の平均落下速度を表示している。表か 

 

図 3.5 泡の落下速度の解析 

 

表 3.3 各ノズルによる泡の平均落下速度 

 DRY WET 

平均落下速度 

[ mm/s ] 

新型ノズル 

（ストレート） 
1.68 2.29 

既存ノズル１ 

（475 ℓ/min） 
3.14 2.92 

 

ら分かるように、新型ノズルによる泡の平均落下速

度は、既存ノズル１のものより小さくなっている。

このように、新型ノズルによる壁面付着性が定量的

に示された。 
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2.3.4 新型ノズルの反動力特性新型ノズルの反動力特性新型ノズルの反動力特性新型ノズルの反動力特性        本項では、消防

隊員が実際にノズルを保持した状態で、隊員が感じ

るノズル反動力の計測を試みる。消防隊員がノズル

を保持した状態で放水を始めた際に、保持した体の

各関節の変位量を計測することで、その反動力の大

きさを定性的に把握することを試みる。用いるノズ

ルおよびノズルポジションは、新型ノズルのストレ

ートノズルおよび既存ノズル１の 475 ℓ/min ポジ

ションである。放射体は水で行った。関節の変位

量の測定は、消防隊員の関節部分にマーカーを設

定した上でビデオ撮影し、映像を動画解析するこ

とによって求めた。 

図 3.6(a)および図 3.6(b)にそれぞれ新型ノズルお

よび既存ノズル１で放水を始めた際の各関節の変

位を示す。図から分かるように、放水を始める際、

新型ノズルでは各関節の変位量が 10cm 未満とな

っている。これに対して、クアドラフォグノズル

では、関節変位が大きく、とくにノズル先端と右

手甲は新型ノズルの場合の 2 倍以上、右手肘も大

きく変位している。これは、新型ノズルに対して、

新型ノズルの体感反動力がかなり小さく押さえら 
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(a) 新型ノズル 
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(b) 既存ノズル１ 

図 3.6 放水時の各関節の変位 

れているものと推測できる。新型ノズルでは、ホ

ース取り付け角度を調整することによって、体感

反動力を軽減させ、消防隊員の負担軽減が図られ

ている。 

3.    まとめまとめまとめまとめ    

本研究では、消防用資機材の中でもホースおよ

びノズルに着目し、軽量強化小口径ホースの開発と

軽量可変口径ノズルの開発を目指した研究を行っ

た。試作したノズルおよびホースの評価を通して、

以下に示す結論を得た。 

新型ホースについて 

(1) ホースを流れる体積流量 500 ℓ/min のとき、二

つの新型シングルジャケットホースは、いずれ

も現行シングルジャケットホースより圧力損

失が約半分となり、新型ダブルジャケットホー

スの圧力損失は、ホースの内径を同じと仮定す

れば、現行ダブルジャケットホースの圧力損失

より約 2/3 近くまで減少することができる。 

(2) ホースに 90 度のキンクが 1 ヵ所あると、ない

場合と比べて 2 倍の圧力損失を生じる。 

(3) 水に対する消火剤の混合比を 0.5%および 0.1%

と設定したときの混合水による圧力損失は、水

の圧力損失とほとんど同じである。 

(4) 耐摩耗性について、ホースに 0.5MPa 加圧時、

新型シングルジャケトホースの方が現行シン

グルジャケットホースより約 3.4 倍以上、現行

ダブルジャケットホースより 1.5倍以上耐摩耗

性に優れている。 

(5) キンク性（曲げ直径）については、現行のホー

スに比べ約 3 割減少させることができる。 

(6) 屋内階段の踊り場でのホースの延長による検

証の結果、2 種類の新型シングルジャケットホ

ースは、両方ともに円状に広がり、キンク箇所

はほとんど鈍角である。新型ダブルジャケット

ホースは楕円状に広がり鋭角のキンクが数ヶ

所生じる。新型ホースは 3 種類ともに、延長す

るとキンク箇所が次第に回復され、スムーズな

延長ができる。現行シングルジャケットホース

は三角形状に広がり鋭角のキンクが多数生じ

る。ホースを延長するとキンクが回復する際の

反発によって別の箇所でキンクが生じ、円滑な

延長ができない。 

(7) 狭隘部分でのホース保持・移動の結果、新型ホ

ースは、3 種類ともにキンクは全く生じず、地

面との摩擦による損傷も見られない。またホー

スの移動がスムーズである。現行シングルジャ

ケットホースは、一度キンクが生じるとキンク

箇所がずれるように再度キンクが生じる。また

キンク箇所が引きずられることでホースに若

干の損傷が生じる。 
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(8) 狭隘通路での回転の結果、新型ホースは、3 種

類ともにキンクは全く生じず、地面や壁との摩

擦による損傷も見られない。現行シングルジャ

ケットホースは、壁と壁の間ではキンクは生じ

ないが、段差部分に近づくとキンクが生じる。 

(9) 結論(7)～(8)より、新型ホースは現行ホースに比

べキンク性において非常に改良されている。し

たがって、ホース表面の損傷の主な原因である

キンク箇所の地面との摩擦が軽減されるよう

になったので耐外傷性も良い。またキンク性が

改良されたことで、 機動性の向上に伴う問題

も緩和される。 

(10) 耐熱性と耐摩耗性を考慮した年間費用費を比

較すると、2 つの新型シングルジャケットホー

スは、現行シングルジャケットホースより低価

格で、新型ダブルジャケットホースも現行ダブ

ルジャケットホースと比べて低価格になる。 

新型ノズルについて 

(1) 新型ノズルとして、ストレート・棒状・噴霧（フ

ルコーン）・自衛噴霧の各形状での放水が一つ

のノズルで可能なオールインワンノズルを開

発した。 

(2) 新型ノズルは、ノズル圧が 0.7MPa で最大 580 

ℓ/min の放水が可能であり、木造建築などの大

規模火災時にも対応可能である。また、新型ノ

ズルにおいて、ストレートノズルと可変口径ノ

ズルを併用した場合は、最大 800 ℓ/min の流量

を得ることができる。なお、放水試験では、800 

ℓ/min で放水した際も 1人でノズルを保持する

ことが可能であった。 

(3) 新型ノズルと既存ノズルとで CAF を放射した

際の射程および発泡倍率を測定した結果、DRY

泡、WET 泡ともに、新型ノズルのストレートお

よび最大流量位置での射程が、既存ノズルと同

等あるいは上回っていることが確認された。 

(4) 新型ノズルの発泡倍率は、ストレート 21mm ノ

ズルのものとほぼ同等の発泡倍率を示してお

り、実用上十分な発泡倍率が得られている。こ

の結果から、CAF の放射にストレートノズルを

用いることは、発泡倍率の面で非常に有効であ

ることが確認される。なお、既存ノズル１およ

び新型ノズルの可変口径ノズルを使用した場

合は、ノズル出口において泡が崩壊し、発泡倍

率は低いものとなっている。 

(5) 新型ノズルにより放射した CAF の壁面付着性

については、新型ノズルのストレートノズルを

用いた場合は、放射後 3 分経過しても壁面に

CAF が十分に付着していることが確認された。

なお、既存ノズル１を用いた場合は、放射後 2

分程度で CAF が消滅した。このことから、新型

ノズルによる CAF の付着性は、既存のストレー

トノズルと同等の性能を持ち、十分に有効であ

ることが確認された。 

(6) 新型ノズルによる CAF と既存ノズル１による

CAF を比較すると、新型ノズルによる泡は明ら

かに大きな泡が形成されていることが確認さ

れた。また、新型ノズルによる泡が一定時間経

過後もガラス面に大きな泡形状のまま残って

いるのに対し、既存ノズル１の泡は DRY、WET

ともに 2 分経過後にはほとんど残っておらず、

大部分が流れ落ちた。このように、各ノズルに

よって泡の形状に大きな違いが出ることが確

認された。また、新型ノズルによる泡が、放射

対象物の鎮火および延焼防止に非常に有効で

あることが確認された。 

(7) 新型ノズルにより壁面に付着させた CAF の平

均落下速度は、既存ノズル１のものより小さく

なる。 

(8) 新型ノズルおよび既存ノズルで放射を行った

際の消防隊員の体の各部の変位を観察すると、

新型ノズルでは各関節の変位量が 10cm 未満と

なったのに対して、既存ノズルでは、関節変位

が大きく、とくにノズル先端と右手甲は新型ノ

ズルの場合の 2 倍以上、右手肘も大きく変位し

た。これは、新型ノズルに対して、新型ノズル

の体感反動力がかなり小さく押さえられてい

るものと推測できる。 

(9) 新型ノズルの操作性、体感反動力などは既存ノ

ズルと比較して大幅に改善され、さらに効率的

に水および CAF を放射できることが確認され

た。なお、外形寸法については、小型化が可能

であるが、ノズル操作性を考慮した結果、本新

作ノズルの大きさが消防隊員にかかる負担が

軽減される形状となることを確認している。 

(10) 放水反動力を流体力学的手法と機械力学的手

法により計測し、その有効性を検証した。 

上記の結果から、ホースおよびノズルについて、

当初設定した、建物内及び狭所においてもスムーズ

な延長で高圧放水にも耐える軽量強化小口径ホー

スの開発、および、噴霧・棒状及び放水量の切替え

が自在でかつ重量も従来以下となる軽量可変口径

ノズルの開発がほぼ達成されたと考える。これによ

り、これまで北九州市消防局で提唱してきた効率的

な消防戦術を総合的に確立することが可能となっ

た。今後は、この消防戦術が国内外の新たなスタン

ダードとなるべく、本戦術による消火活動の現場で

の評価が望まれる。 
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第 5 特殊災害対策の強化 

5．1 大容量泡放射砲のシミュレーション技術の構築 

研究課題名 大容量泡放射砲のシミュレーション技術の構築 

研究実施期間 平成 20 年度，平成 21年度 

配分額（千円） 4,160（平成 20年度）3,744（平成 21年度） 

研究代表者 川端 信義 

所属機関 国立大学法人 金沢大学 

研究体制 学・官 

研究概要 水滴球が空気流中におかれ分裂を繰り返す現象を，気流からの流体力と表

面張力のバランスによって表した簡易分裂モデルを提案し，分裂の進行を決

定する運動方程式を導出した．このモデルを用い，周囲気流を LES 乱流モ

デルを用いた CFD 解析と粒子挙動をラグランジュ的に解析する粒子計算の

相互作用を考慮して時系列的に連立して解く 2-way 手法と，周囲気流を既

知として粒子計算のみを高速に時系列的に解く 1-way 手法とを開発した．

2-way手法と実験との比較により，射程距離および放水軌跡はよく一致した．

また，1-way 手法と実験との比較により，最大射高は解析の方が高く, 最大

流量位置は実験の方が大きい結果となったが，その違いは小さく十分に実

用的な結果であることが分かった．10000L/min 以上の大容量の場合に対し

て 2-way 手法によって解析し，流速が同じであっても流量が増加すると到達

距離も大きくなることを明らかにした． 

研究成果（特に研

究成果の活用事例

を中心） 

本研究で行ったすべての研究成果は，火災学会研究発表会，安全工学シ

ンポジウム，日本機械学会北陸信越支部講演会にて発表し，広く周知し

ている． 

応用の方向性 本研究によって開発された 1-way 手法は高速に解を得ることができる

ことを活用して，大容量にかかわらず様々な放射砲の訓練シミュレータ

の開発が期待できる．特に泡消火剤の訓練シミュレータは泡消火剤の使

用が制限される状況を考えると大きな需要があると考えられる． 

研究発表の状況等 1) 髙橋，川端，日本機械学会北信越支部第 46 期・総会講演論文集，

pp.241-242，2009.3 

2) 髙橋，川端，田中，佐宗，内藤，金田，平成 21 年度日本火災学会研究

発表会概要集，pp. 154-155，2009.5 

3) 田中，倉橋，高橋，川端，佐宗，内藤，金田，平成 22 年度日本火災学

会研究発表会概要集，pp190-191，2010.5 
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4) 川端，内田，高橋，佐宗，内藤，金田，平成 22 年度日本火災学会研究

発表会概要集，pp192-193，2010.5 

5) 川端，内田，長谷川，佐宗，内藤，金田，安全工学シンポジウム 2010，

8-2，pp430-433，2010.6 

知的財産権の出

願・登録状況等 

特になし 

当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

本研究はを用いた放水現象が主体となり，本来の目的であった泡消火剤の

放射現象に関しては，モデル化の提案にとどまった．その原因は研究計画

立案時には泡消火剤による実験の必要性の認識が低く，研究計画に盛り込

まなかったためである．本研究はモデルの構築を目的にしており，基礎研究

に属する．今後は，1-way 手法の高速性を活用した訓練シミュレータの開

発，2-way 手法の高精度性を活かしたデータベースの作成などの応用研究

が課題となる． 
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大容量泡放射砲のシミュレーション技術の構築 
 

○川端信義 1・ 田中太 2・和田正彦 3・竹澤正美 4・土田昭廣 5 
Nobuyoshi Kawabata, Futoshi Tanaka, Masahiko Wada, Masamo Takezawa and Akihiro Tsuchida 

 
研究課題の要旨：水滴球が空気流中におかれ分裂を繰り返す現象を，気流からの流体力と表面張力のバランスによっ

て表した簡易分裂モデルを提案し，分裂の進行を決定する運動方程式を導出した．このモデルを用い，周囲気流を LES

乱流モデルを用いた CFD 解析と粒子挙動をラグランジュ的に解析する粒子計算の相互作用を考慮して時系列的に連立

して解く 2-way 手法と，周囲気流を既知として粒子計算のみを高速に時系列的に解く 1-way 手法とを開発した．2-way

手法と実験との比較により，射程距離および放水軌跡はよく一致した．また，1-way 手法と実験との比較により，最

大射高は解析の方が高く, 最大流量位置は実験の方が大きい結果となったが，その違いは小さく十分に実用的な結果

であることが分かった．10000L/min 以上の大容量の場合に対して 2-way 手法によって解析し，流速が同じであっても

流量が増加すると到達距離も大きくなることを明らかにした． 

1. 序論 

 2003年9月に発生した十勝沖地震によって発生

した製油所のナフサタンク火災の際には，泡放射に

よる消火が試みられたが，火勢が強く，消火剤が上

昇流と風にあおられ，その消火能力を十分には発揮

できなかった．その後，オイルタンク大規模火災を

想定した大容量泡放射砲を配備することが決定さ

れた．しかしながら，泡消火剤は使用後の処理に膨

大な費用がかかり，放射実験例も極めて少なく，放

射特性の知見が十分でないのが現状である．更に消

火技能向上のための訓練も泡消火剤を用いること

は殆ど不可能という問題もある．これらの問題の解

決のために，高精度で高速計算が可能な泡消火剤の

放射シミュレーション技術の構築が必要とされて

いる． 

泡放射砲から放射される泡消火剤は，放射直後の

水柱状の連続的流れから，徐々に大きな水塊から小

さい水滴に分裂し，大変複雑な問題となる．さらに

泡消火剤は，密度や粘弾性特性が時々刻々変化して

いくため，その分裂挙動は極めて複雑である．本研

究では，泡消火剤の前段階として水放射の水滴分裂

挙動に関するモデリングを提案し，これを火災熱気

流CFDシミュレータと連立したシミュレーション手

法を構築する．その後，泡消火剤に対するモデリン

グを提案することを目的とする． 

 

2. 水滴の簡易分裂モデル 

 

2.1  水滴の挙動のモデル化 

ノズルから放出された水滴は空気抵抗を受け，分裂しな

がら移動する．図1 に示すように，気流が当たる水滴前面

部分は風圧が作用し，側面には負圧が生じ，その結果水滴

は風速の直交方向に伸びる．この変形が進むと水滴は分裂

する．実際には水滴の分裂は不規則で，大きな水滴から細

かい飛沫まで大きさも個数も明確ではない．本研究では同

じ大きさの２つの水滴に分裂すると仮定し，これらの挙動

を水滴が空気中を抵抗と重力を受けながら並進運動する過

程と２つの水滴に分裂する過程に分けて簡略化したモデル

化とすることを試みる． 

 

 

まず並進運動については，初期の水滴径 d を保ったまま

の球形として考える．空気中を球体が速度 v で運動すると

き，水滴には周囲空気からの抗力と重力が働き，球体の運

動方程式は質量をm，位置ベクトルを r，空気の密度，抵

抗係数CD ，球体の速度と周囲風速との相対速度(v - u) ，球

体の投影面積 s，重力加速度gを用いると，球体の運動方程

式は次式となる．以後，この球体を大球体と呼ぶ．  



m
 2
r

 t 2




2
CD (vu) vu smg

    
・・・(1) 

ここで，抵抗係数CDはレイノルズ数によって変化する． 

次に分裂については，前述の直径 d の球体を２つの小球

体に分割して考え，その小球体の相対運動を考える．小球

体の質量をm’，直径を d’ とし，式 (1) の球体中心の座標

r から l の位置に小球体の中心があるとする．なお，２小

球体の中心は 2l 離れ，その中点に大球体中心があり，l の
方向は大球体の進行方向と直交方法である．小球体の運動

を考えるに際し，図 1 の水滴の側面に作用する負圧によっ

て 2 小球体を引き離する Fu と表面張力によって引き付け

る力 Fp を考える．Fu は動圧 



U
2

/2  に比例するとし， 

―――――――――――――――――――――――――― 
1 金沢大学理工研究域 
2 福井大学大学院工学研究科 
3 ㈶危険物保安協会 
4 福井市消防本部 
5 嶺北消防本部 

図１ 水滴分裂のモデル化の模式図 
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

Fu  a
U2

2

 d 
2

4
             ・・・(2) 

と表す．表面張力による力 Fp は，表面張力係数 を水と

空気の間の表面張力係数 =72.75 [mN/m]を用い， 



Fp  b d                  ・・・(3) 

と表す．ここで，a, b はモデル定数である．これらの力に

よる小球体の運動方程式は 



m 


2
l

t2
 a

U2

2

 d 
2

4
 b d       ・・・(4) 

となる． 

 式(1)，(4) の連立常微分方程式を解くが，式 (4)を解くに

際し，l の初期値は大球体の半分の重心位置 

  



l0  3d /16              ・・・(5) 

とし，その速度は 0[m/s]とする．最大値は lmax とし，l が 

lmax に達した時に水滴が分裂したとし，新たに大球体の直

径を d’，速度 0 [m/s] を再び式 (4)の初期値として計算を

繰り返す． 

 

2.2 既往実験との比較・検証 

前節のモデルにより，直径 10 [mm] の水滴が風速

10～40 [m/s] の気流中に置かれた場合の最終粒子

径を求め，吉田らの実験結果 1)との比較から，係数

a , b を a = 0.06283，b = 0.03981 と決定した．図

2 は We 数と水滴の直径 d の関係について表した

もので，実線は吉田らの実験式(5)および Hinze らの

理論解析 (We = 6) である．図より，水滴径が小さ

い場合には，We 数は吉田らの結果より大きいが，

水滴径が 3[mm] より大きい場合には，吉田らの結

果に近くなり，さらに We = 6 に漸近していくこと

が分かる．本研究で対象にする放水砲では，粒子径

が比較的大きく水流本流では 3[mm] 以上の範囲と

なることから，吉田らの実験とよく一致する範囲で

あることが分かる． 

 

 

3. 放射水流のシミュレーション 

 

3.1 粒子計算と気流計算の連立 

泡放射シミュレーション技術の構築には，まず水

放射シミュレーション技術を確立する必要がある．

この挙動をシミュレーションする為には，図 3に示

すように気流計算と粒子計算を組み合わせた計算

を行う．通常は気流計算によって求められる気流の

速度分布を用いて粒子に作用する流体抗力①を求

めて粒子挙動の解析を行い，さらに新たに求められ

た粒子座標と速度から流体抗力の反力②としての流体力

を求め再度気流計算をする2-wayの手法が用いられる．た

だし気流計算は 3次元 CFD 解析を用いるため，計算

時間が多くかかり，効率が悪くなるのが難点である．

高速計算を可能にする簡易計算手法としては，図 3の② 

[流体抵抗の反力] を気流計算へフィードバックす

ることを止め，①[速度分布]のみを粒子計算に反映

させる 1-way の手法がある．本研究では 1-way，
2-way の両方の手法の開発を行う． 

 

 

 

粒子計算では 1-way，2-way ともに２章で述べた

簡易分裂モデルを用いるが，周囲気流との相対速度

から求める流体力を 

  2

42 iiiDV dCC 
vuvuf 

     
・・・(6) 

によって求める．係数 Cv は流体力の大きさを調整

するパラメータであり，1-way の手法では水滴粒子

によって周囲気体が誘起される速度を無視するこ

とから，相対速度を大きく見積もり過ぎることにな

り，粒子に作用する抗力を大きく見積もり急激に降

0

0.5

1

0 0.5

CV

V/VW

図４ 水粒子の密集度と流体力評価係数の関係 

図３ 多数の水滴粒子挙動解析と周囲気流計

算の連立 

図２ We 数と水滴の関係（実験結果と簡易分裂

モデルとの比較）水滴分裂のモデル化の模式図 
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下することになってしまう．そこで，周囲水粒子の

密集度によって流体力を調整することにした．係数

CV と密集度 V/VW の関係を図 4 に示す．ここで

V/VWは粒子周囲の水粒子が占める体積割合である． 
 

3.2 2-way シミュレーションと実放水実験との比

較 

2-way シミュレーションにおける気流計算ではLES
乱流モデルを用いたCFD解析ツールFireles2)を用いる. 本
研究では火災プルームとの干渉は考えない為, 非圧縮性

流体として取り扱い , 運動方程式の時間進行は

Crank-Nicolson 法とし, 連続の式と運動方程式の連立は

SMAC 法を用いた． 
放水シミュレーションは 2007 年 10 月に四日市で

行われた実験 3)と比較検討を行った．解析条件とし

て実験条件を用いる．実験条件は，流量 5000 [L/min]，
放水角度 27.4，33.7，36.7 [度]，圧力 0.7 [MPa]，放

水速度は圧力から損失を無視してベルヌーイの式

より求めた 37.4 [m/s]を用いた．なお，高速ビデオ

による画像処理を用いた PIV 解析の結果，放水直後

の速度は 33 [m/s]であった(4)が，PIV 解析は水流の

外側を計測するため実際の放水速度よりも低い値

となっている．実験では時系列風向風速を地表，上

空の 2 箇所で計測した．しかしシミュレーションで

は水平方向速度は平均風速を一様流として与え，垂

直方向速度の風速は 0 [m/s]とした． 
放水角度 27.4 [度] のときの 2-way 手法によるシ

ミュレーション結果を図 5(a)に示す．図は横軸に放

水地点を起点とした放水方向の座標を，縦軸は地表

を起点とした鉛直座標を取り，放水開始から 20 秒

経過した水滴の分散図である．早く分裂した水滴は，

他の水滴より小さくなるため，空気抵抗の影響の度

合いが大きくなり，急激に減速し，飛距離は伸びな

い．また，水滴が地表に達する部分では，中央部に

多数の水滴が集まっている様子を観察できた．図

5(b)に放水角度 27.4 [度] の実験画像を示す．これら

の図を比較すると，射高，射程距離，及び放水軌跡

はよく一致していると言える． 
最大射高，最大射高位置，最大射程距離を実験と

シミュレーションとで比較した結果を表 1 に示す．

最大射高は実験よりもシミュレーションの方が高

くなり，最大射高位置，射程距離はシミュレーショ

ンの方が短い．最大射高や，最大射程距離では，実

験とシミュレーションとの違いは数 m 程度である

が，最大射高位置は 10 m 近く違っている．これは

シミュレーションにおいて風速を一様流として与

えているからであり，高さによる風速の変化が影響

していると考えられる． 

 

 

 

3.3 1-way シミュレーションと実験結果との比較 

 3.2 節と同 じ実験との比 較を行う．流 量

5000[L/min], 放出角度 28.8[度], 放出速度 37.4[m/s]
とした. 実験では地表と上空の 2 箇所において 1 秒

間隔の風速を計測した. シミュレーションでは地面

に垂直方向の風速は 0[m/s]とし, 水平方向の風速は, 
上空の風速データを線形的に近似した値を一様流

として与えた. U は放水方向, V は放水方向に垂直な

ベクトルとした. 図 6(b) は 時系列の赤外線画像を，

放水開始後 110 秒から 120 秒の 10 秒間の軌跡を抽

出し平均化した結果である． 

図 6(a)に同じく 110 秒から 120 秒の 10 秒間の解析

結果を重ね合わせた結果を示す. また，表 2 に実験

と解析の最大射高, 最大射高位置, 最大流量位置の

結果を示す. 最大射高は解析の方が高くなっている

が, 最大流量位置は実験の方が大きい. これは実験

に比べ, 解析の方が最大射高位置の周辺からの減

速が大きい為と考えられる. 最大射高位置周辺か

放水角度[度] 
最大射高 

[m] 
最大射高 
位置 [m] 

最大射程 
距離 [m] 

27.4 
実験 15.4 53 71.9 
計算 16 44 72.16 

33.7 
実験 19.8 53 74.9 
計算 21 45 73.4 

36.7 
実験 23.4 50 74 
計算 22 46 73.3 

(b) 実放水実験結果（赤外線映像から抽出） 

図５ 実放水実験の放水軌跡とシミュレーシ

ョン結果との比較（放水角度 27.4°) 

(a) 2-way シミュレーション結果(粒子分散分布) 

表 1 実放水実験結果と 2-wayシミュレーショ

ン結果との比較 
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ら水滴が分裂を繰り返し起こし, 流体力を大きく

受けた結果と考えられる.  

 

 

 

 

 

 

 実験 解析 

最大射高  [m] 15.4 16.1 

最大射高位置[m] 53 51 

最大流量位置[m] 62.5 57.5-60 

 

 

4. 2-wayシミュレーションによる大容量放水挙動 

現在導入されている大容量泡放射砲は放水流量

が 10000～40000[L/min]である. そこで 2008 年 11
月ヒューストンで行われた放水実験を参考にして

大容量泡放水砲のシミュレーションの検証を行う. 

放水流量を 10000[L/min]，2000[L/min]，40000[L/min]
とし, 放水圧力 0.8[MPa], 放水初速度 40[m/s], 放
射角度 45 度とし解析を行った.  

放水流量 20000[L/min]のシミュレーション結果を

図 6 に示す. (a)はシミュレーション結果の粒子分散

図，(b)は実放水実験の結果である．これらの図から

放射流の周囲に渦度が生成され，その渦度が水流に

沿って運ばれ水流の減速を防ぎ放物線状の軌跡を

維持するメカニズムがあることが分かる．また，渦

度により実際にも見られるように放水が波打つ現

象が見られ，実験に近い結果が得られていると考え

られる． 

 

 

 

 

図 7 に(a)放水流量 10000[L/min], (b)40000[L/min]
のシミュレーション結果を示す. 放水初速度は共に

40[m/s]である. (b)は(a)に比べ飛距離が伸びており， 
放水流量が増加することによって放射水流によっ

て誘起された気流も大きくなり，流体抗力が小さく

なり，さらにはがより太くなり水流によって誘起さ

れた気流との相乗作用により，放射軌跡がより放物

線軌跡に近くなり遠くに飛ぶと考えられる.  

 

 

 

 

 

 

(a) 1-way シミュレーション結果(粒子分散分布) 

 (b) 実放水実験結果（赤外線映像から抽出） 

図５ 実放水実験の放水軌跡とシミュレーショ

ン結果との比較（放水角度 27.4°) 

 

(b) 40000L/min 

図 7 放水流量による放水軌跡の比較 

(a) 10000L/min 

 (b) 実放水実験結果 

図 6 大容量放水(20000L/min)の場合の実放水実

験とシミュレーション結果との比較 

(a) シミュレーション結果(粒子分散分布) 

表 2 放水実験結果と 1way シミュレーション

結果との比較 
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5．結言 

 放射水流を多くの水粒子でモデル化し, その水滴の分裂

過程の簡易モデルによる放水粒子解析と, 粒子周囲の空気

の流れとの干渉を考え，水粒子の挙動が気流解析に影響を

及さない 1-way の手法と水粒子と気流解析との相互干渉を

考えた 2-way の手法のそれぞれを提案した．それぞれ実放

射実験との比較を行い，定量的には放水到達距離がシミュ

レーションのほうが若干短くなる傾向を示すものの，概ね

の傾向を捉えており，十分実用的な手法であることを確認

した．本手法の特徴は水滴の分裂過程の物理現象の簡易的

なモデル化導入したことであり，これにより実験を実施し

ていないケースに対しても同様な予測精度でのシミュレー

ションが可能になったと考えている．泡消火剤に対するモ

デル化についても提案しているが，実験による検証が不十

分であり，今後の課題として残されている． 
 なお本研究はモデルの構築を目的にしており，基礎研究

に属するものである．今後は，1-way 手法の高速性を活用

した訓練シミュレータの開発，2-way 手法の高精度性を活

かしたデータベースの作成などの応用研究が課題となる． 
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研究課題名  自走式腐食減肉診断装置の開発

研究実施期間  平成19年度～平成20年度

配分額(千円)
14,564(平成19年度)  5,339(平成20年度)

研究代表者 　久保山 清

所属機関 　JFEメカニカル㈱ 設備診断技術部

研究体制 　産官

研究概要

　屋外タンク貯蔵所の維持管理に関する報告書によると、近年、法的検査義務のある
底板の漏洩は減少しているが、法義務のない側板からの漏洩事故は微増傾向にあ
る。そこで、本報では消防庁殿ご指導のもと、JFEグループが従来開発してきた架空
配管の腐食減肉診断装置をベースに、より板厚の厚い、巨大な屋外タンクの側板の
劣化診断装置を開発した。

研究成果

　板厚が24mmと厚い屋外タンクの側板の腐食減肉を精度良く診断可能な新型センサ
を開発できた。
屋外タンク表面に付着可能な強力な磁石輪を装備した自走装置を開発できた。
残厚推定精度が従来評価法では不十分であったが、板厚を加味して見直し必要な精
度を達成した。
カメラやジャイロスコープを利用し自走装置の遠隔操作性を向上できた。

応用の方向性
　無線化技術もトライし、試作機にて実現可能であることを確認した為、実機化すれ
ば、電源やユーティリティホースの取り回しが不要となり、診断装置の機動性が更に
向上する。

研究発表の状況等 　なし

知的財産権の出願・
登録状況等

　なし

当該研究に対する今
後の展開、意見等

　今後は、本装置を使用し屋外タンクへの適用拡大を図ってゆく。

第6　危険物施設等の保安対策の充実
6．1 自走式腐食減肉診断装置の開発
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１．はじめに 

「屋外タンク貯蔵所の維持管理に関する調査検討会報告書

（平成17年3月）によれば、屋外タンク貯蔵所から 

の漏洩事故は、昭和５２年の政令改正で導入された内部 

部品等タンク開放時における底板測定の義務付け等によ 

り減少傾向で推移してきたが、法令による義務付けにな 

い側板からの漏洩事故は微増傾向になっている。 

 また、設置後３０年以上が経過した屋外タンク貯蔵所 

も多く、経年劣化による漏洩の危険が高まるとともに、 

今後、発生が予想されている大規模地震時における大規 

模漏洩の危険性も危惧されている。 

 一方、側板の劣化状況を把握するためには、高所ある 

いは側板内面の腐食の進行について早期発見が行われ

にくい状況から、点検が容易な個所を中心とした目視点検 

が主流となっており、足場等の必要のない、簡便かつ高 

精度の測定技術の実用化、普及が求められている。 

 本研究は、これらのニーズに応えるべく、屋外タンク 

の側板の腐食減肉による劣化状況を稼動中に、簡易、高 

速に外面から「面」で把握、診断することを目的とする。 

 

２．タンク側板の腐食減肉状況診断方法の考え方 

 従来、タンク側板の腐食減肉状況は長大な足場を布設 

し、超音波厚さ計を使用し（UT法：Ultra Sonic Testing）、 

人手ないしロボットで直接、鋼板の肉厚を測定する検査方

法が採用されてきた。しかし、本方法は側板に超音波セン

サを接触させ、超音波を投射、受信するため、側板、セン

サ間を超音波を通す水などの媒質で満たす必要があり、媒

質を供給する装置が大型化し、効率的な測定を行う上で課 
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1 JFEメカニカル㈱ 設備診断技術部 

2 JFEスチール㈱ 西日本製鉄所倉敷地区 設備部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

題があった。そこで、JFE グループでは鋼板に磁束を印加
し、肉厚変化で鋼板から漏洩する磁束が変化するという原

理を使った腐食減肉測定装置を開発し、実用に供してき

た。 

 本装置を屋外タンク側板に適用可能とする改善条件を 

下記のように整理した。 

１）測定可能板厚の拡大：12ｍｍ ⇒ 24ｍｍ 

２）磁石輪の鋼板付着力の増大：従来機の2倍 

３）遠隔操縦性能の向上：目視運転⇒モニタ運転 

                または自動運転 

４）無線化：省ケーブルのための可能性調査実験 

 

３．平成１９年度開発 

１）センサ感度の改善については、印加電圧や極間距離を

大きくした新型センサを製作することで、板厚２４ｍｍまで

検知できるようになった。但し、センサの大型化によりセン

サ重量が従来の約２倍となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

自走式腐食減肉診断装置の開発 
○久保山 清 1・横山 康雄 2 

Kiyoshi Kuboyama and Yasuo Yokoyama 

研究課題の要旨： 

屋外タンク貯蔵所の維持管理に関する報告書によると、近年、法的検査義務のある底板の漏洩は減少しているが、法義務のない側板からの

漏洩事故は微増傾向にある。そこで、本研究では消防庁殿ご指導のもと、JFE グループが従来開発してきた架空配管の腐食減肉診断装置を

ベースに、より板厚の厚い、巨大な屋外タンクの側板の劣化診断装置を開発する。実験では、磁束発生センサを大型化するとともに、これを

十分タンク表面に付着可能な磁石輪を装備した自走装置を開発した。当初、残厚推定精度が悪化したが、評価方法を見直し従来並みの精度

を達成した。また、自走装置の遠隔操作性の向上対策や、無線化技術もトライし、試作機にて実現可能であることを確認した。 

キーワード：屋外タンク、側板、腐食減肉診断、自走装置、遠隔操作性向上 

 

図３．新型センサ 

測定可能な板厚を12から 

磁束印加用コイル 

24mmに拡大するための 

テスト 

模擬欠陥をドリルで 

開けたテスト鋼板 

図1．従来の腐食減肉診断装置（JFEグループ） 
 

図2．肉厚分布図 
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２）石油タンク表面上の走行性確認テストを行い、自走装置

の基本構造そのものは従来方式で可と判断した。しかし、

上記のようにセンサー重量が従来の約２倍となったため、

対応として、①吸着力倍増（ネオジウム磁石を使用し、大径

化）②駆動モーターのツイン化および前後車輪の同軸駆動

化を盛込んだ新型自走装置を製作した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）塗装の影響は京浜コンビナートの石油タンクで確認した

が、ほとんど問題にならなかった。すなわち新型自走装置

では、経年劣化等で剥離しかかった塗装上もネオジウム磁

石輪が脱落することなく走行可能であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）平成１９年度の残件 

①残厚推定ロジックの精度向上： 

従来型センサの残厚推定ロジックは±１０％であったが、

新型センサはセンサを大型化したことで残厚推定ロジック

が±２０％に精度が悪化した。これを評価方法の見直しで

従来並みの±１０％に改善する必要がある。 

 ②自走装置の遠隔操作性向上 

実機の石油タンクは巨大なものが多く、走行のズレが目視

では判別しにくい。走行の基準となる罫書き線を、ＣＣＤカ

メラ等を利用して、手元でモニターできるようにし、遠隔で

の操作性を向上させたい。 

 

４．平成２０年度開発 

１）残厚推定ロジックの精度向上 

①表示解像度に対する要求条件はφ２０ｍｍ程度のアバタ

状の腐食が検知できることであり、新型センサによる欠陥の

解像度をサンプルピースで確性した。その結果、φ２０ｍｍ

の腐食で十分な表示解像度が得られることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 残厚推定ロジックの精度向上 

残厚推定ロジックを従来のピーク値対残肉厚の相関か

ら、ピーク値対残肉厚/板厚(母材の板厚)の相関とするこ

とで、±１０％まで向上することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2=0.61 

 

 

 

 

 

 

図４．新型駆動装置 

ネオジウム磁石輪 

従来は前輪のみを駆動 

図５．新型自走装置 

新型センサ組込み部分 

装着脱着用バー 

新型駆動装置 

図６．新型自走装置の実物タンク側板での走行性能テスト 

図７．1 φ２０ｍｍ程度のアバタ状の腐食 

図８．１  従来の残厚推定ロジック 

図８．２  改善後の残厚推定ロジック 

 
図７．2  表示解像度の確性テスト 

 

R2=0.64 
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２）自走装置の遠隔操作性向上 

①自動操舵化 

自走装置は、平成１９年度までは操作者が目視で蛇行を判

断し、手元のコントローラーで直進走行を確保していたが、

ジャイロスコープを装備し、自動的に直進走行できるように

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②センサ位置の記録化 

平成１９年度まではエンコーダで起点からの距離を出力さ

せ、センサ位置の同定および記録化を図っていたが、平成

２０年度の開発で監視カメラの映像を同時に記録することで、

より詳細な位置の同定が可能となった。 

さらに自動でジグザグ走行させ、ある範囲を走査記録する

ことも試みた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③無線化 

更に、有線から無線での操縦化を図り、作業効率アップを

目指した。平成２０年度は研究の趣旨からして、機能の実現

を優先し、プロトタイプを製作することとした。即ち、解析を

移動機側で行ない、結果だけを伝送する方法を採用した。

移動機自体の小型軽量化は図れないが、（プロトタイプ止

まりだが、）機能的には十分満足できるものが本研究予算

内で実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８．3 新旧残厚推定ロジックの精度比較 

図９．ジャイロスコープによる自動操舵テスト 

ジャイロスコープ 

図１０．自動ジグザグ走行テスト 

表１．各種無線方式の検討 

図１２．機上局 

 

図１３．地上局 

 

図１４．無線走行テスト 

 

図１１．PC搭載 無線LAN方式のシステム構成図 
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３）開発品のフィールドでの実証試験 

これら開発項目の内、無線化を除いた（有線）装置を使

用して、再度京浜コンビナートの石油タンクで確認を行なっ

た。結果は、溶接線を含めて十分な直進性が確認できた。 

 

５．おわりに 

本研究により、屋外タンクの側板の腐食減肉による劣化状

況を稼動中に、簡易、高速に外面から「面」で把握、診断す

ることが可能となった。 

 今後は、本装置を使用し実タンクへの適用拡大を図って

ゆく所存である。 

 

【参考文献】 

1)檀上武克ら「設備の健全性評価技術－架空配管・埋設 

 配管の診断－」JFE技報 No.11 2006．4 

2)特願2005-023890檀上武克ら「内部欠陥測定方法およ

び装置」 

3)特願2005-324779 横山 康雄ら「検査機器用自走台車」 
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第７ 救急・救助業務の高度化 
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第 7 救急・救助業務の高度化 

7．1 震災時等に建築物等の倒壊現場のガレキ下（地下約５ｍ）に埋まった生存者の有無及びそ 

の位置を迅速に特定するための手法の開発 

研究課題名 震災時等に建築物等の倒壊現場のガレキ下（地下約５ｍ）に埋まった生存者

の有無及びその位置を迅速に特定するための手法の開発 

研究実施期間 平成１８年度～２０年度 

配分額（千円） 19,760（平成 18年度） 

19,240（平成 19年度） 

18,566（平成 20年度） 

研究代表者 秋山いわき 

所属機関 特定非営利活動法人 

国際レスキューシステム研究機構 川崎ラボラトリー  

研究体制 産・学・民 

研究概要 本研究課題では，複数のアンテナをガレキ上に配置して，電波によって

生存者の有無と位置を特定するレスキュー用レーダーシステムを開発

した。ガレキ下の生存者の探査方法は，雑音に埋もれた受信信号から生

存者の呼吸に関する変動成分を抽出することによって行われる．開発し

た手法は，複数のアンテナで取得された信号に対して相関処理を応用し

たビームフォーミングを行って，雑音を大きく低減させながら位置を特

定する．本手法の有効性を検討するために，高さ３ｍ，縦横４ｍのやぐ

ら構造の実験塔を設置して．送信９個，受信３６個の計４５個のアンテ

ナを最上部に配置して実験塔下層に存在する被験者の呼吸変動の有無

およびその位置を特定することに成功した。 

研究成果 本研究課題によって，電磁波を用いてガレキ下の生存者の有無と位置を

特定できることが実験的に示された．実用化のためには，運搬性能向上

のため，アンテナおよびレーダー本体の小型化が重要であり，引き続き

研 究 を お こ な っ て い る ． 研 究 成 果 に つ い て は

http://www.rescuesystem.org/IRSweb/shobo.htmlで公開している． 

応用の方向性 我国だけではなく，海外の諸地域でも地震による被害が甚大である．今後

は，海外での利用をもう一つの方向性として検討している．  
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研究発表の状況等 1. 災害救助用パルスレーダに対する直交位相検波法の応用, 第 82 回パタ

ーン計測部会研究会, pp.7-12, 2010/07/21. 

2. 瓦礫の下の生存者位置検出のためのレスキューレーダシステム, 情報処

理学会第 72 回全国大会, pp.3ZC-3, 2010/03/10. 

3. アレイアンテナ搭載レーダーを用いたガレキ内生存者探査システムの開

発，第 15 回画像センシングシンポジウム講演論文集,IS2-2, pp.1-4, 2009 

4. Measurement of Survivor Location by using GPR with Two Dimensional 

Array Antenna Proceedings of SICE Annual Conference, pp.2082-2088, 

2008 

5. Measurement of Survivor Location for Rescue Radar System by using Two 

Dimensional Array Antenna Proceedings of IEEE International Workshop on 

Safety, Security and Rescue Robotics, pp.1-6, 2008 

6. Rescue radar system with array antennas, Proceedings of 34th Annual 

Conference of IEEE Industrial Electronics, pp.1782-1787, 2008 

7. レスキュー用アレイアンテナ搭載レーダシステム, 計測自動制御学会論

文集, Vol.44, No.12, pp.962-969, 2008 

8. Search for Survivors Buried in Rubble by Rescue Rader with Array 

Antennas-Extraction of Respiratory Fluctuation, Proceedings of IEEE 

International Workshop on Safety, Security and Rescue Robotics, pp.1-6, 

2007 

9. レスキュー用アレイアンテナ搭載レーダシステム, 第8回計測自動制御学

会システムインテグレーション部門講演会, 2D2-1, pp.583-584, 2007 

10. アレイアンテナを用いた地中レーダによるガレキ内要救助者の探査, 第

13 回画像センシングシンポジウム講演論文集, IS2-20, pp.1-4, 2007 

知的財産権の出

願・登録状況等 

なし 

当該研究に対する

今後の展開、意見

等 

実際のレスキュー現場に近い状況での実験を行って，開発したレーダーシス

テムの性能を高めていくことが重要であると考えている．そのためには，専用

の実験場所の確保が課題である． 
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( 所属機関名) 

1 特定非営利活動法人 国際レスキューシステム研究機構 

2 湘南工科大学 

3 電気通信大学 

4 慶應義塾大学理工学部 

5 筑波大学大学院 

震災時等に建築物等の倒壊現場のガレキ下（地下約５ｍ）に埋まった生存者の有無及び
その位置を迅速に特定するための手法の開発 

 
○秋山いわき 1,2・ 松野文俊 1,3・斎藤英雄 4・青木義満 4・大矢晃久 5 

Iwaki Akiyama, Fumitoshi Matsuno, Hideo Saito, Yoshimitsu Aoki and Akihisa Ohya 

 
研究課題の要旨：本研究課題では，複数のアンテナをガレキ上に配置して，電波によって生存者の有無と位置を特定

するレスキュー用レーダーシステムを開発した。ガレキ下の生存者の探査方法は，雑音に埋もれた受信信号から生存

者の呼吸に関する変動成分を抽出することによって行われる．開発した手法は，複数のアンテナで取得された信号に

対して相関処理を応用したビームフォーミングを行って，雑音を大きく低減させながら位置を特定する．本手法の有

効性を検討するために，高さ３ｍ，縦横４ｍのやぐら構造の実験塔を設置して．送信９個，受信３６個の計４５個の

アンテナを最上部に配置して実験塔下層に存在する被験者の呼吸変動の有無およびその位置を特定することに成功し

た。

1. はじめに 

大地震発生後のレスキュー活動における重要な

任務のひとつは，倒壊した建築物に閉じ込められた

生存者の有無と位置を迅速に特定することである。

従来，このような生存者探査を目的としたレーダー

は，生存者の呼吸による周期的な動きを捉える CW

ドプラレーダが用いられている１）２）このレーダー

は生存者の有無を検知するもの３）であるが，生存者

の位置を特定するためには，距離分解能をもつレー

ダーを用いる必要がある。Wu and Huang はパルスレ

ーダーを用いて，障害物の後方に存在する生存者を

反射波の位相変化を検出することで探知できると

報告している４）。また，Ahmad et al.５）は障害物

後方を映像化するいわゆる wall-through imaging 

のためのビームフォーミングについて報告してい

る。Maaref et al.６）は位置の特定が可能な FM-CW

レーダーを用いて建築物中の生存者の探査につい

て試みている。 

秋山らは，UWB パルスレーダーを用いて，送受計

5 つのアンテナからなるレーダーシステムを用いる

ことにより，呼吸変動の周期性を利用して，ＳＮＲ

の低い受信信号から生存者の呼吸変動を検出する

手法を提案し，実験によって被験者の呼吸を検知し

た７）。また， 2 次元的に並べた複数のアンテナで

得られた信号から被験者の位置を特定するために，

事前に取得されたデータとの相関を計算する手法

を提案し，実験を行って被験者の位置を特定した８）。  

しかし，瓦礫の状態によっては実際に測定される

受信波と事前取得データが大きく異なる場合があ

り，その場合では正しく生存者の位置を測定できな

いという問題があった９）。そこで，本論文では，複

数のアンテナを用いて受信される瓦礫内からの反

射信号から，生存者の呼吸を検出して，その３次元

的な位置を推定するレーダーシステムを開発した。 

本システムでは，安定してその存在位置を正確に

推定するために遅延相関型のレーダー方式を採用

した。さらに，呼吸による微小な位相変化を検出す

るため，時間軸サンプリングの非線形性の補正を行

った。さらに，ＳＮＲの低い受信信号から位置を特

定するため，相関演算を用いたビームフォーミング

を考案した。 

本手法の有効性を確認するために，地上 3ｍ，縦

横 4ｍの室内実験塔を構築し，施設上部から被験者

に向けて電波を送受し，提案手法の有効性を確認す

る。この大きさの空間に閉じ込められている被験者

の有無と 3次元的な位置の特定に要する時間は 10

分程度以内であった。 

 

2. アレイアンテナを搭載した遅延相関型パルスレ

ーダシステム 

生存者の呼吸に伴う周期的な運動によって，受信

波の振幅と位相も周期的に変化する。従って，受信

波から，呼吸の周波数で変動する成分を取り出すこ

とで生存者からの信号のみを取り出すことができ

る。また，呼吸周波数は通常 0.2Ｈｚ～0.5Ｈｚの

範囲で変動することが実験的に求められており６），

その周波数の範囲の変動成分を取り出すことで，他

の機械振動と区別することができる。 

このような呼吸と同じ周期で変動する周波数成

分を抽出するために開発したパルスレーダーと，ガ

レキ上に配置された複数のアンテナで受信された

信号から生存者の位置を特定する手法を考案した。

本研究で開発したレーダーシステムは図１のよう

にガレキ上に展開した複数のアンテナで送受信さ

れる電波の時間的な変動から生存者の有無と位置

と特定する。以下に詳細を説明する。 
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図.1 アレイアンテナの配置 

 

2.1. 複数のアンテナで受信された信号を用いた雑

音低減手法 

複数のアンテナをガレキ上に展開して，ガレキ下

からの反射波を受信する。周期的に変動する物体が

存在すると，それぞれのアンテナで受信された信号

も同じように周期的に変動する成分を有する。パル

スレーダーではパルス波を繰り返し送信して，その

反射波を受信する。受信波の遅れ時間がアンテナか

ら被測定対象までの距離に比例する。被測定対象が

周期的に変動していれば，受信波の振幅と位相も周

期的に変動する。そこで，パルス波を繰り返し送信

して得られた，それぞれの受信信号を時系列に並べ

て，同一の遅れ時間，すなわち同一の距離からの反

射波の複素振幅をサンプリングすると，パルス繰り

返し周期と同一の時間間隔でサンプリングされた

複素信号となる。この時系列複素信号を離散フーリ

エ変換することによってスペクトルを求めると，そ

の周波数成分によって信号を弁別できる。すなわち，

サンプリングされた信号の時間遅れ，すなわちその

距離における生存者の有無を検出できることにな

る。このとき，それぞれのアンテナの位置が波長に

比べて大きく離れていなければ，それぞれのアンテ

ナでの受信波のスペクトルは同じような分布とな

る。一方，生存者の存在しない場合は，それぞれの

アンテナでの受信波のスペクトルは一致しない。し

たがって，スペクトルを乗算すれば生存者の呼吸変

動に相当する周波数成分が増大し，それ以外の周波

数成分は低下する。 

 

2.2. アレイアンテナの構成 

呼吸周波数の検出感度や，位置測定精度を向上さ

せるためには，アンテナを多く展開することが好ま

しいが，レスキュー現場までの運搬や移動を考慮す

ると，あまり多くすることは難しい。そこで，本研

究では，図２のように送信アンテナを中心に 1 つ，

そしてその周囲に受信アンテナを 4 つ配置した構

成をひとつのモジュール内に組み込み，このモジュ

ールを 9 個用いることとした。 ひとつのモジュー

ルに組み込まれた 4つの受信アンテナは主に，信号

対クラッタ比を改善するために用いられる６）。 

アンテナは，450ＭＨｚから 8。0ＧＨｚまでの帯域

幅を有したもので，スパイラルアンテナとした。送

信アンテナと受信アンテナは円偏波の偏波方向の

異なるものを用いて反射波をより効率よく受信す

るとともに直接波によるカップリングの影響を減

少させる。モジュール内のアンテナ上部の空間は電

波吸収体で満たされているため，下部方向のみにつ

いて電波が送受信される。このスパイラルアンテナ

のリターンロスを図３に示す。800ＭＨｚ以上では

広帯域な特性を持っており、パルス伝送に十分な性

能がある。また個々のアンテナのアンテナパターン

を図４に示す。 送受信アンテナ間距離 3m、700ＭＨ

ｚ～4ＧＨｚ構成アンテナを使用し、神奈川県産業

技術センター電波暗室にて測定した。半値幅は片側

50°程度である。 瓦礫の性状、形状は千差万別で

あり、生存者位置は予知不能であるから、指向性の

緩やかなアンテナが適しているが、このアンテナで

は片側 50°程度の半値幅なのでこの用途に使用可

能であると考えられる。 

 

図.2 １つの送信アンテナと 4つの受信アンテナ 
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図.3 アンテナのリターンロス 

 

図.4 アンテナの放射パターン 

 

2.3. レーダー送受信機の構成 

レーダー送受信機は9個の送信アンテナを切り替

えるマニュアルスイッチと 36 個の受信アンテナを

高速に切り替える高周波スイッチ，電波を送信する

ための高周波パルス発生回路，受信信号を増幅する

高周波増幅器，パルス発生のタイミングを制御する

ための電圧制御型発振器（Voltage Controlled 

Oscillator；VCO），受信信号を低速のＡＤ変換器

でサンプリングするための，遅延線と相関器からな

る。このレーダー送受信機はノート型コンピュータ

（Panasonic CF-Y8）に挿入されるカード型信号入

出力器（National Instruments DAQcard NI-6062E）

でレーダーの制御および受信信号の取得が行われ

る。 

高周波パルス発生回路と送信用アンテナの切替

スイッチは高周波ケーブルで結ばれ，受信信号は遅

延線を介して、高周波パルス発生回路から分岐され

た Local 信号として相関器に入力される。相関器出

力はアンテナで受信された高周波信号を低周波に

変換した信号となっているため，低速のＡＤ変換器

でデジタル信号に変換することができる。ＡＤ変換

によって取得する受信信号の最長の遅れ時間は，測

定しようとする生存者の最大距離によって決まる。

本研究では，最大距離を５ｍと考えて，取得される

反射波の最大遅れ時間を５０ｎｓとした。この５０

ｎｓを周期とする発信周波数は２０ＭＨｚである

ので，VCO は 10ＭＨｚから 20ＭＨｚの周波数の範囲

で出力が変化するものを用いた。遅延相関型レーダ

ーシステムの特徴は、１個のパルスジェネレータに

よって生成したパルス波形を送信および相関検波

に使用することであり、二つのパルスジェネレータ

を使うシステムと比較すると原理的に検波時の不

要ノイズが小さいこと、低コストで安定して受信波

形を等価サンプリングできることにメリットがあ

る。VCO への線形な制御信号はコンピュータで計算

して，信号入出力器の DA 変換器で出力した。 

9 個のモジュールには，それぞれ４個の受信アンテ

ナが内蔵されているので，4 個の受信アンテナで受

信された信号は上述の相関出力としてアナログ入

力 4チャネルのＡＤ変換器に接続される。モジュー

ルの切替えは，入力 9チャネル，出力１チャネルの

高周波スイッチ 4個で行われる。制御用コンピュー

タからの信号によって，36 個の受信アンテナは各モ

ジュール内の 4 個のアンテナ毎に切り替えられる。

この４つのスイッチの出力とＡＤ変換器の４つの

入力チャネル間には増幅器が接続され，信号を約 40

ｄＢ増幅する。送信用パルス出力回路は入力１チャ

ネル，出力 9チャネルのマニュアルスイッチが接続

されて，送信アンテナを切り替えられるようになっ

ている。4個のアンテナによって受信された信号は

それぞれ 512 サンプル，12 ビットのデジタルデータ

としてコンピュータのメモリに転送され，すべての

モジュールについての受信波，すなわち 36 個の受

信信号は，約 1 秒で取得される。 

 

2.4. パルス波形 

送信アンテナに入力されるパルス波形を図７に示

す。波形は 20ｄＢのアッテネータを挿入して計測さ

れている。パルス幅は 200ps 以下であることが分か

る。 

 距離分解能 Rresはパルス幅から概算され,次式で表

せる 13）。 

Rres＝cτ/２      （１） 

ここで，c は光速、τはパルス幅である。(1)式から

800ＭＨｚ 

10 ｄ

Ｂ 0 ｄ

Ｂ 
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距離分解能は約 3cm となり、十分な距離分解能を持

つことが分かる。 

 

図.5 アンテナに入力されるパルス電圧 

 

2.5. 遅延相関型レーダーシステム 

本研究では荒井らによって報告されている遅延相

関型のレーダーシステム 10)11)12）を使用した。VCO の

制御電圧を直線的に変化させる簡易な遅延相関型

レーダーにおいてはレーダー受信波の等価サンプ

リング位置が実距離に対して等間隔ではないとい

う問題があるが、距離計測に厳密性を求められない

条件下では近似的に等間隔とみなして使用されて

いる。しかしながら本研究においては 9つのモジュ

ールの受信信号の遅れ時間の違いから生存者位置

を検知しようとしているのであり、近似ではなく厳

密な距離計測が要求される。そこで、受信信号に対

してサンプリング波形が等時間間隔となるような

補正を行った。 

遅延相関型の1チャネルレーダシステムのブロッ

ク図を図６に示す。受信信号を遅延線によって遅延

させて供給しているのが特徴であり各部の波形の

概略を示している。制御系の中心である VCO は制御

電圧に対して発振周波数はほぼ直線的に変化し、発

振周波数がそのまま PRF（Pulse Repeating 

Frequency）となる。前述のとおり PRF が直線的に

変化した場合、IPP（Inter Pulse Period）は直線

的にではなく周波数に反比例して変化する。 

図.6 レーダーのブロック図 

 

3. 生存者３次元位置推定法 

3.1. 提案手法 

瓦礫下の生存者をアレイアンテナで構成される

レーダーからその位置を探査しようとするために、

著者らは，次のような２つの問題を検討した。ひと

つは瓦礫のように比誘電率の不均一な媒質中を電

波が伝搬する際に受ける、電波の位相歪みの影響で

あり，もうひとつは、アレイアンテナを含めた装置

全体の小型軽量化である。瓦礫の比誘電率は，土砂，

木材で２～３，コンクリートで６～９であり，位相

歪みの影響は大きいと考えられる。また，大地震発

生直後では、道路等の崩壊により、大型装置の運搬

が強く制限されるため、小型化のためアンテナの総

数を可能な限り抑える必要がある。そこで、まず，

アレイアンテナによる位置特定法として一般的に

用いられている，位相補償後コヒーレントに加算す

るビームフォーミング方式の信号対雑音比（ＳＮ

Ｒ）の改善効果について考える。いま、アレイアン

テナの存在する平面と生存者が大気中に図１のよ

うに配置されていて、ひとつの送信アンテナから正

弦波を送波したときに複数のアンテナで受信され

る信号を位相補償後コヒーレントに加算して、ビー

ムフォーミングを行う。このときの出力信号 Es は

次式で表される。 







1

0

M

i
iis WEE         （４） 

ここで、Ei は i 番目のアンテナで受信される信号、

Wi はビームフォー  

ミングを行うために受信信号の位相を補償する項

である。Mはアンテナの総数である。位相補償項が

実際の生存者までの距離に対応する位相遅れと一

致する場合は、 

0j
iiii eWEWE          （５） 

と表され、それぞれのアンテナの位置に依存しない

位相φ0の項と振幅（絶対値）の積で表される。し

たがって、出力信号 Es は、（５）式を（４）式に

代入して、次式となる。 







1

0

0

M

i
ii

j
s WEeE 

        （６）  

この出力信号の電力は、 

21

0

2








 





M

i
iis WEE               （７） 

と表される。このとき、すべてのアンテナのＳＮＲ

が同じであれば、出力信号 Es のＳＮＲは、 

   NSMNS s //          （８） 

となり、アンテナの総数 Mの平方根に比例して改善

する。しかし、アンテナと生存者の間に瓦礫が介在

する場合は、電波が瓦礫を伝搬する際に受ける位相
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歪みによって、（５）式は、 

 

)( 0 ij
iiii eWEWE  

          （９） 

となる。ここで、φiは i番目のアンテナで受信さ

れる信号がうける位相歪みを表す。瓦礫の分布は不

均一であり、かつその分布をあらかじめ知ることは

困難であるので、位相歪みはアンテナの位置に依存

してランダムに変動する一種の雑音と考えること

ができる。この信号に対して、コヒーレントなビー

ムフォーミングを行った場合の出力は、 

ij
M

i
ii

j
s eWEeE 







1

0

0       （１０） 

と表され、位相歪みを含んだ項の総和となる。した

がって、出力信号の電力は、次式のように位相歪み

を含まない場合の電力（７）式に比べて小さくなる。 

21

0

21

0

2








 









M

i
ii

j
M

i
iis WEeWEE i    （１１） 

つまり、この場合のＳＮＲは 

   NSMNS s //        （１２） 

となる。このように、瓦礫下の生存者を探査する場

合には、コヒーレント加算によるビームフォーミン

グでは、ＳＮＲの改善効果は小さいことがわかる。 

次に、すべてのアンテナで受信された信号を乗算し

た出力信号 Em を考える。すなわち、 

ii

M

i

M

i
i

j
ii

M

i

ii

M

i
m

WEMj

eWE

WEE

i






































1

0

1

0
0

)(
1

0

1

0

(exp

0




 （１３） 

と表せる。したがって、出力信号の電力は、 

2
1

0

2
ii

M

i
m WEE 





         （１４） 

と表され、位相歪みφiを含む項は消去される。し

かし、雑音電力も信号電力と同様に乗算されるので、

ＳＮＲは、それぞれのアンテナのＳＮＲの積で表さ

れることになる。つまり、それぞれのＳＮＲが１よ

り大きければ、乗算出力信号 EmのＳＮＲは改善され

るが、１以下であると、ＳＮＲは低下する 14)。いま、

すべてのアンテナのＳＮＲが一定であるとすれば、

出力信号 EmのＳＮＲは、 

   Mm NSNS //            （１５） 

となる。 

ここで、乗算方式と加算方式のＳＮＲを比較する。

そこで、まず、乗算方式のＳＮＲが加算方式のＳＮ

Ｒを超える臨界値を計算する。アンテナの総数とＳ

ＮＲの臨界値は、（８）式と（１５）式から、 

)/()/( NSMNS M         （１６） 

を満足する。（１６）式を解くと、次のような関係

式を得る。 

)1(2/1)/(  MMNS            （１７） 

アンテナの総数Mを２から１００の間で変化させた

場合の、（１７）式で表されるＳＮＲの臨界値をプ

ロットしたものが図７である。同図より、乗算方式

が有利となるＳＮＲはアンテナが 2 個のとき、3。0

ｄＢであるが、アンテナの総数が増大するにつれて

急激に低下し、10 個を超えると 1ｄＢを切ることが

わかる。 

図.7 アンテナの総数とＳＮＲの関係 

 

前述のように本研究で開発しようとしているレ

スキュー用のレーダーは、アンテナの総数はなるべ

く少なくする必要があるため、アンテナ総数が少な

い場合のＳＮＲの改善を考察することは重要であ

る。図８はアンテナのＳＮＲ=1。0ｄＢとしたとき

の総数に対する出力信号のＳＮＲを加算方式と乗

算方式で比較したものである。同図より、アンテナ

総数が１０を超えると、乗算方式の方が、ＳＮＲの

改善が優れていることがわかる。 

一方、ＳＮＲが 1以下の場合では、乗算方式より

も加算方式が優れているが、電波が瓦礫を伝搬する

際に受ける位相歪みの影響により、ＳＮＲの改善は

（８）式よりも低下することになる。また、アンテ

ナの総数が少ないときは、加算方式のＳＮＲの改善

は小さいので、優位性はさらに低いと考えられる。

これらの考察から本研究では、乗算方式を採用した。
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本研究で開発した 36 個の受信アレイアンテナにお

けるＳＮＲの改善を図９に示す。ＳＮＲが約 0.5ｄ

Ｂ以上となると、乗算方式が優れており、出力信号

のＳＮＲは２０ｄＢ以上を確保できることがわか

る。 
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図.8 アンテナの総数と出力信号のＳＮＲの関係 
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図.9 アンテナ１つのＳＮＲと出力信号のＳＮＲ

の関係 

 

模擬環境で計測したデータに積算方式と加算方

式を適用した。物標はスピーカーによって 0。278

Ｈｚで動くアルミニウム箔を張り付けた発泡スチ

ロール板であり、ヤグラ中央２m の距離においた。

アンテナ数は合計 16 個（4モジュール）使用した。

演算結果のパワースペクトルを図１０に示す。ピー

クを除いたノイズの自乗平均値の平方根と信号の

ピーク値との間でＳＮＲを計算したところ積算方

式の場合ＳＮＲ=62ｄＢ、加算方式の場合ＳＮＲ=20

ｄＢとなった。 

次に、位置の検出精度について考察する。コヒー

レントに加算する方式では、アレイアンテナを構成

するそれぞれのアンテナの位置によって受信電波

の位相がπ異なるときに加算出力の電力は低下す

ることを利用してビームを形成するため、検出位置

精度は半波長が基本となる。一方、乗算方式では（１

４）式のように出力信号の絶対値をとるため、位相

情報はなくなり、位相補償によるビーム形成はでき

ない。そこで、パルスエコー方式を採用すると、各

アンテナでの受信波に対して送信パルス長以上の

時間遅れが生じれば、乗算出力信号の電力低下を用

いてビームを形成することができるが、検出位置精

度は加算方式に比べると劣化する。本研究では生存

者のレスキュー活動を目的としているため、検出位

置精度は１ｍ程度あれば十分であると考えられる。

一般にパルスエコー方式の距離分解能はパルス長

の２分の 1と考えられているので、パルス長は２ｍ

が必要な値となる。つまり、乗算方式は、分解能を

犠牲にしてＳＮＲを改善する方式と考えることが

できる。 

 

 
 

図.10 コヒーレント加算方式と乗算方式のＳＮＲ

の比較 

 

呼吸による胸部の変位を検出する災害時救出用

近距離レーダーの周波数は、1215.1ＭＨｚが使われ

ている 15）。この波長は大気中で、約２４ｃｍであ

るので、1.2ＧＨｚを含む周波数帯域のパルス長が

約 2m 以下（1.2ＧＨｚで波長の 8倍程度以下）のパ

ルス波が必要であるが本研究においてはこの条件

を十分に満たしている。さて，乗算出力からの位置

測定法は次のように行なう。受信アンテナごとのデ

ータを前節で述べたような遅延時間間隔の補正を

行った後、直交検波によってＩＱ信号を計算する。

直交検波は、ソフトウエアで行い、等価 1.2ＧＨｚ

の正弦波と余弦波を受信信号に乗算した後、直流を

中心とするハニング窓を周波数領域で乗算するこ

とによって実現した。36 個のアンテナで受信される

信号をすべてコンピュータのメモリへ取り込むた

めに 1秒要するので，結果としてサンプリング周波

数１［Ｈｚ］でＩＱ信号を時系列に取得することに

なる。この信号は，遅延時間（等価サンプリング間

－164－



隔約 50ps，アンテナからの距離に対応）と反射波を

繰り返し受信する時間（サンプリング周波数約 1Ｈ

ｚ）という 2 次元の複素関数となる。これら２つの

時間を区別するため，前者を遅延時間または距離，

後者を繰り返し時間と呼ぶことにする。計算された

2 次元複素関数は、ＭＴＩ（Moving Target 

Indicator）フィルタによってクラッタ成分を取り

除いた後， ＦＦＴによってスペクトルを計算する。

このような処理によって計算された信号は，距離と

周波数の 2次元関数となる。ひとつのモジュールに

内蔵されている４個のアンテナについては，同一地

点での受信波と考えて，４つのスペクトルの距離を

移動せずにそのまま乗算する。それを、そのモジュ

ールの中心を座標とする位置で得られた距離対ス

ペクトルマップとする。被験者の呼吸を測定した例

を図１１に示す。アンテナからの距離 3.0ｍ付近に

おいて 0.2～0.3Ｈｚにピークが見られ，この周波数

で変動する成分が観察される。この周波数は呼吸周

波数に対応する。 

 

 
図.11 被験者の呼吸 

 

ガレキ上に展開された9個のモジュールで得られた

受信信号から，上述の処理によって９つの距離スペ

クトルマップが計算される。これらのマップから生

存者の位置を推定するために，探査を行う 3次元空

間を格子状に分割して，各格子点についての呼吸周

波数の成分を計算する。各格子点での送信アンテナ

→生存者→受信アンテナという電波の伝搬経路長

が異なるので，その経路長に対応する時間遅れを

(4)式によって計算する。 

C
dd iTx

i


    （１８） 

ただし、ｄTxは候補点と送信アンテナ間の距離、

ｄiは候補点と i番目のモジュール間の距離、ｃは

光速である。なお，各モジュール内に４つのアンテ

ナの位置については，前述のとおり計算を簡略化す

るためモジュールの中心位置で代表させた。 

それぞれのモジュールの距離対スペクトルマッ

プは，式(１８)から求めた i 番目のモジュールの遅

れ時間τiだけ推移させた後，すべて乗算される。

この乗算後のスペクトルマップについて，呼吸周波

数を 0.2Ｈｚ～0.5Ｈｚと考えて，この周波数帯域の

データを加算する。さらに，電波がガレキ等を透過

する際に受ける位相変化を考慮して，τi±Δτの

範囲について，乗算された値を加算した。すなわち，

(１８)式で与えられる値をx番目の格子点における

生存者の存在する可能性を表す指標とした。これを

生存度分布と言うことにする。 


 




M

j

N

k
i ijkx av

1 1

9

1
        （１９） 

ここで，aijkは i 番目のモジュールの距離対スペ

クトルマップを表し，ＮとＭはそれぞれ周波数方向

に加算するデータの数と遅延時間（距離）方向に加

算するデータの数を表す。 

 

3.2. 実験 

これらの生存度分布計算の有効性を示すために

実験を行った。実験には屋内に設置された木製実験

ヤグラを使用した。実験ヤグラの大きさは縦横 4m

×4m であり、1m ごとに床を設置し、4階にモジュー

ルを展開した。図１２にテストサイトの全体像を示

す。4 階に展開したアレイアンテナの長さは縦 2m，

横 2m である。2階と 3階には写真に示すように木

製家具、木材を配置して災害現場を模擬した。探査

領域において，高さ方向に50cmごとの平面を考え、

各平面上に 8cm×8cm の格子点を設定した。アンテ

ナモジュールは 2m×2m の平面に置かれており、そ

の下 2ｍ×2ｍ×5ｍの 3次元空間の生存度分布を計

算した。 

 

図.12 実験環境の写真とその大きさ。高さ３ｍ，

奥行き４ｍ×４ｍ．最上部にアンテナを展開した． 
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図１３のアンテナ下の 3m に被験者がいるときの

被験者の位置と生存度分布である。実際の被験者の

位置と，生存度分布のピーク値（図中赤い領域）の

位置が一致していることがわかる。 

 

図.13 アンテナ下３ｍでの被験者の位置（左）と

その生存度分布（右）  

 

さらに、生存者位置を変えて行った実験の結果を

図１４,図１５に示す。これらの実験ではそれぞれ

の図の左に示した被験者の位置と，生存度分布のピ

ーク値の位置が良く一致していることがわかる。 

 

 

図.14 アンテナ下３ｍでの被験者の位置（左）と

その生存度分布（右） 

 
図.15 アンテナ下３ｍでの被験者の位置（左）と

その生存度分布（右） 

 

実際の現場では，瓦礫の下に生存者が１人だけと

は限らない。そこで，瓦礫の下に生存者が同時に２

人いるときにその位置を特定できるかどうかにつ

いて調べた。図１６と図１７は被験者の位置とその

平面での生存度分布を示したものである。図１６で

は，アンテナからの距離 2m および 3m の距離にお

いて被験者がそれぞれひとりずつ存在する場合で

ある。被験者の位置と生存度分布のピークの位置が

一致していることがわかる。図１７はモジュール下

2m および 2.5m の距離において，それぞれ被験者の

位置と生存度分布のピーク位置が一致しているこ

とがわかる。 

 

図.16 被験者２人の場合の位置（上段）とその生

存度分布（下段） 

 

 

図.17 被験者２人の場合の位置（上段）とその生

存度分布（下段） 

 

4. おわりに 

本研究では，2 次元アレイアンテナを搭載した遅

延相関型パルスレーダシステムによって構成した

生き埋め者探索用レスキューレーダシステムにつ

いて述べた。生存者探査のために，探索領域内の生

存度分布を表示することによって生存者の位置を

特定する方法を提案した。 

実際に構築した実験システムを用いて，ガレキモ

デル実験を行い，2ｍ×2ｍ 高さ 3ｍの範囲で、被

験者位置を3次元的に推定することができた。また、

計測に要した時間は約 10 分であった。今後、これ

らシステムの軽量化を含めた可搬性の向上、減衰の

大きなガレキに対しての検出能の向上など行う必
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要があると考える。 
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7．2 複数医療機関による病院救急車の共同利用に関する研究 

研究課題名 複数医療機関による病院救急車の共同利用に関する研究 

研究実施期間 平成 19 年 7 月から平成 21 年 9月 

配分額（千円） 10,906（平成 19 年度）5,806（平成 20 年度） 

研究代表者 石原 哲   

所属機関 医療法人社団誠和会 白鬚橋病院 

研究体制 

氏名 所属 本年度分担項目 

石原 哲（白鬚橋病院） 

・病院救急車に乗務する救急救命士に対するメディカルコントロール 

のあり方 

・病院救急車の運用モデル具現化に向けた課題の再抽出 

東京消防庁救急部 

・救急需要対策の観点から、新たな救急搬送システムの構築に向けた検

討   

の支援を行う。 

山本 保博（東京臨海病院） 

・救急救命士に対するメディカルコントロールの法的課題 

坂本 哲也（帝京大学医学部） 

・救急救命士に対する教育のあり方 

川井 真（日本医科大学） 

・救急救命士の活動記録及び事後検証のあり方 

森村 尚登（帝京大学医学部） 

・救急救命士のプロトコールのあり方 

藤﨑 修吉（有限会社ジャストコーポレーション） 

・病院救急車の運用に伴う経費 

研究概要 

平成１７年総務省消防庁において「救急搬送業務における民間活用に

関する検討会」が設置され、医療機関や報道機関、消防機関等、関係各

機関の有識者により、増大する救急需要対応策の検討が行われた。 

 病院救急車が医療機関における転院搬送において機能すれば、消防機

関の救急車がより迅速かつ適切に救急患者に対応することが可能とな

り、救命効果の向上が期待できるという観点から、経費負担等、病院救

急車の活用促進方策について検討が重ねられ、病院救急車を複数の医療

機関が共同で利用するモデルが提言された。 

 本研究は、このモデルを試験的に運用し、諸課題を抽出・検討するこ

とで、病院救急車の共同利用に関する具体的な運用要領を確立するもの

である。将来的には本運用モデルが各地域に広がり、緊急性のある転院

第 7 救急・救助業務の高度化 
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搬送を病院救急車が担うとともに、消防救急は救急現場の搬送に専従で

きる体制を構築し、救急患者の救命効果の向上に資することを目的とす

る。 

 研究成果 

本研究は、地域における救急搬送体制の充実を目的に、当院が所有す

る「病院救急車」を活用し、総務省消防庁の検討会で提言された複数医

療機関による共同利用運用モデルを試験的に行い、実務上の問題点等を

抽出するものである。 

２年計画の、平成１９年度に得られた研究成果を踏まえ、より実態に

則した病院救急車の共同利用を行うため、メディカルコントロール体制

に関する検討及び共同利用に参画する医療機関を対象にアンケート調

査を行うとともに、病院救急車の運用を行った。 

アンケート調査の結果、病院救急車を病院間搬送に活用することで地

域の救急医療体制の向上につながるという、本研究の趣旨が確実に理解

されていることが確認できた。また、搬送に伴う診療報酬の自己負担額

の未収の発生については、アンケート調査結果等を踏まえ。患者の個人

情報に支障がない範囲で保険情報の提供を受けることとし、その結果、

未収額を最小限に抑えることができた。 

平成 19 年 7 月運用開始から、平成 20 年 9 月までの搬送件数は、初年

度 252 件（9ヶ月間）、昨年度 294 件（6ヶ月間）であり、平成 19 年度

（平成 19年 7月～平成 20 年 3月）1日平均 0.89 件、平成 21年度（平

成 21年 4月～9月）1.61 件であった。初年度・昨年度の１日平均件数

を比較すると 0.72 件の増加がみられた。これは、アンケート調査結果

等に基づき参画医療機関と当院との連携内容の充実に努めた結果であ

るとともに、本研究事業に関する周知及び理解が図られ、その有用性が

確認されたものと思料した。なお、病院救急車の運用終了後、複数の医

療機関から搬送の要望が寄せられており、本研究事業の定着化の可能性

が強く示唆された。 

対応の 

方向性 

病院救急車の活動範囲の拡大 

東京消防庁が取り組んでいる救急相談センターや救急搬送トリアージ

との連携、ドクターカーとして病院救急車を活用する。 

研究発表の 

状況等 

第１１回日本臨床救急医学会 総会 

一般演題「病院救急車の地域共同利用における救急救命士の役割」 

全日本病院協会主催 

第１２回地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラム 

「病院救急の共同利用」 

第１２回日本臨床救急医学会 総会 

一般演題「病院救急車の地域共同利用における救急救命士の役割」 
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知的財産の 

出願・登録 

状況等 

  

当該研究に 

対する今後の

展開、意見等 

現在、救急医療の現場は、早期に救急患者を医療の管理下におくために

様々な対策が講じられている。本研究事業では、救急医療機関における急

性期の救急患者に対する医療処置後、他の医療機関への後方搬送も行って

おり、救急医療機関における救急患者受け入れ体制を効果的かつ迅速に確

保する上で非常に有効である。このことから、東京都で実施されている地

域救急医療センターのように、一定の地域において救急医療の中核的な機

能を担う基幹病院が病院救急車を有し、共同利用を行うことで、病院救急

車が急性期を脱した救急患者の後方搬送を担い、地域内の救急医療機関が

適切に救急患者に対応することが可能となる、との観点から、救急医療体

制の事業の一環として本事業が位置づけられることを強く望む。 

また、本研究における病院間搬送は、医療処置継続中の患者を搬送する

ことが圧倒的に多く、そのためより広汎な医学的知識・技術が要求される。

今回の研究では、当院がメディカルコントロールの担い手となり搬送業務

の質を確保しているが、今後、本運用モデルの各地域への普及を考慮する

と、病院救急車を運用する医療機関ごとに異なるＭＣ体制をとるのではな

く、一定の広域的な範囲内で共通のＭＣ体制に基づいて搬送業務の質を確

保していくことが必要である。このことから、現在各地域で整備されてい

る地域メディカルコントロール協議会において、病院救急車に乗務する救

急救命士に対するメディカルコントロール体制を位置づけていく必要があ

る。本事業の有用性については確認されたものの、運用に伴う経費負担に

ついては現行の診療報酬で賄うことは困難であり、普及・定着を図る上で

の大きな障害となっている。 
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複数医療機関による病院救急車の共同利用に関する研究 

 

 

 

○ 石原 哲・山本 保博・坂本 哲也・川井 真・森村 尚登・藤﨑 修吉 

 

Toru Ishihara、Yasuhiro Yamamoto、Tetsuya Sakamoto、Makoto Kawamura 

Naoto Morimura and Syuukiti Fujisaki 

 

 

研究課題の要旨：社会的資源である消防救急車が、重症度・緊急度の高い傷病者に適切に対応できなくなり、

「救える命が救えなくなる」という事態が懸念されている。医療機関が保有する病院救急車は、多大な経費負

担と診療報酬点数との兼ね合いなどから充分に活用されていない現状にある。その中で、病院救急車が医療機

関における転院搬送において機能すれば、消防機関の救急車がより迅速かつ適切に救急患者に対応することが

可能となり、救命効果の向上が期待できる、という観点から、経費負担等、病院救急車の活用促進方策につい

て検討が重ねられ、単独の医療機関が保有する病院救急車を複数の医療機関が共同で利用するモデルが提言さ

れた。本運用モデルが各地域に広がり、緊急性のある転院搬送を病院救急車が担うとともに、消防救急は救急

現場の搬送に専従できる体制を構築し、救急患者の救命効果の向上に資することを目的とし研究を行った。 

 

１．はじめに 

消防機関が担う救急搬送業務の需要は、

年々増加し、その需給ギャップにより、救急

隊の現場到着時間の遅延を生ずるとともに、

傷病者の収容先医療機関の選定に時間を要

するなど、患者の受け入れ側である医療機関

にとっても悪影響を及ぼしている。 

また、平成１９年中の東京消防庁管内にお

ける救急搬送人員 622，987 人のうち、入院

を要しない「軽症」と判断された割合は

62.6％を占めており、その中には緊急性がな

い、利便性に着目した救急車の利用も見受け

られる状況にある。 

このような状況から、今後、社会的資源で

ある救急車が、重症度・緊急度の高い傷病者

に適切に対応できなくなり、「救える命が救

えなくなる」という事態が懸念される。 

一方、医療機関が保有する救急車は、（以 

 

下「病院救急車」という。）単一の医療機関 

 のみの運用では搬送ニーズに限界があることや、  

多大な経費負担と診療報酬点数との兼ね合いな  

どから充分に活用されていない現状にある。 

東京都医師会救急委員会が東京都指定二次

救急医療機関を対象に実施した病院救急車の

保有状況等に関するアンケート調査結果（平成

１８年１月）では、回答があった２１１施設の

うち、救急車を保有する施設は４０施設（１

９％）で、その活用状況も年間１００件以上の

搬送実績を有する施設は１２施設に過ぎず、病

院救急車が活用されているとは言いがたい現

状が明らかになった。また、病院救急車を保有

していない理由としては（複数回答）、「人件費

負担が大きく運転手の確保ができないから」

（５０％）、「燃料等の経費負担が大きく、経営

上維持できない」（４７％）、「同乗する医師、
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看護師、救命士等の確保が困難」（４７％）、

「保有していなくても困らない」（４５％）、

「収益性がなく採算が合わない」（３９％）、

「活用する場がないから」（２１％）の順と

なっていた。 

病院救急車が活用され難い背景として、病

院救急車の運用範囲が保有する医療機関の

患者の搬送に限られており、１日１件程度の

利用では運転手や同乗医師、看護師等の確保

等に要する経費に見合うだけの採算がとれ

ないことがあげられる。 

これらの現状を踏まえ、平成１７年、総務

省消防庁において、「救急搬送業務における

民間活用に関する検討会」が設置され、医療

機関や報道機関、消防機関等、関係各機関の

有識者により、増大する救急需要への対応策

としての民間活用のあり方について検討が

行われた。 

その中で、病院救急車が医療機関における

転院搬送において機能すれば、消防機関の救急

車がより迅速かつ適切に救急患者に対応する

ことが可能となり、救命効果の向上が期待でき

る、という観点から、経費負担等、病院救急車

の活用促進方策について検討が重ねられ、単独

の医療機関が保有する病院救急車を複数の医

療機関が共同で利用するモデルが提言された。 

本研究は、このモデルを試験的に運用し、諸

課題を抽出・検討することで、病院救急車の共

同利用に関する具体的な運用要領を確立する

ものである。将来的には、本運用モデルが各地

域に広がり、緊急性のある転院搬送を病院救急

車が担うとともに、消防救急は救急現場の搬送

に専従できる体制を構築し、救急患者の救命効

果の向上に資することを目的とするものであ

る。 

 

２．目的 

当院が保有する病院救急車を活用し、墨田

区内及び近隣の複数の医療機関による共同

利用を試験的に行う。救急需要対策の一環と 

して、転院搬送の一部を病院救急車と消防救 

 

 

急車が役割分担することにより、救命効果を

高め、地域の安全・安心を確保していくこと

を目的とする。 

 

 

３．方法 

⑴運用概要 

病院救急車の管理責任者 

・白鬚橋病院 

共同利用参画医療機関 

・墨田区内及び近隣の複数の医療機関 

４４施設 

搬送中の患者の管理責任者 

・患者の搬送元又は搬送先医療機関 

・医師、看護師、救急救命士が同乗できな

い場合は、病院救急車に乗務する救急救

命士の管理者である白鬚橋病院とする。 

搬送従事者 

・白鬚橋病院所属の救急救命士、民間救急

事業者乗務員 

 

 

 

搬送実施時間 

・平日日中のみ（平成１９年７月運用開始） 

所有者・使用者 

・白鬚橋病院 

運行業務車両保守管理業務の実施者 

・白鬚橋病院の委託により民間救急事業者が  

 実施搬送対象；墨田区から概ね５キロ圏内の  

 医療機関への搬送で、なおかつ、救急救命管 

理料の算定対象となる事案 

・共同利用参画医療機関相互の転院搬送 

・共同利用参画医療機関から、他の医療機関へ

の転院搬送 
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⑵ 搬送実施の流れ 

共同利用参画医療機関（墨田区Ａ病院）から文京区Ｂ病院への搬送例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 乗務体制 

当初の計画では、乗務員１名、救命士１名の

計２名の乗務体制としていたが、要請を受けた

救急患者の重症度を考慮し、より安全な搬送が

必要と判断したため、救命士を２名とし、乗務

員と合わせて計３名の体制で運用している。 

ア）救急救命士 

当院所属の救急救命士２名が乗務し、搬送に

当たっている。救急救命士の教育については、

初期研修として、救急隊同乗実習、JPTEC を受 

 

 

講した。また、的確な病態把握のため、継続し 

て救急外来・病棟支援業務に従事するとともに、

院内勉強会に参加している。 

イ）乗務員 

車両の運行・整備については、民間救急事業

者へ委託し、安全運行はもとより、点検手順、

整備手順に関するチェックシートを活用した

適正な管理に努めている。 

4.研究成果 

本研究は、地域における救急搬送体制の充実

を目的に、当院が所有する「病院救急車」を活

用し、総務省消防庁の検討会で提言された複数

医療機関による共同利用運用モデルを試験的

に行い、実務上の問題点等を抽出するものであ

る。 

２年計画の、より実態に則した病院救急車の

共同利用を行うため、メディカルコントロール 

体制に関する検討及び共同利用に参画する医 

 

療機関を対象にアンケート調査を行うととも

に、平成１９年７月運用開始から、平成20年9

月まで、546件の病院救急車の運用を行った。 

アンケート調査の結果、病院救急車を病院間

搬送に活用することで地域の救急医療体制の

向上につながるという、本研究の趣旨が確実に

理解されていることが確認できた。また、搬送

に伴う診療報酬の自己負担額の未収の発生に

ついては、アンケート調査結果等を踏まえ。患

ク 引揚げ 

ア 患者等への説明 

キ 搬送終了 

白鬚橋病院 

ウ 受付 

ケ 救急救命処置録を作成

し救急救命管理料を算定 

医 師 

救命士 

イ 要請 

エ 指示 

オ 救命士が乗務し 

搬送を実施 

カ 搬送及び必要な処置の実施 

民間救急事業者 

業務委託・受託 

墨田区 

Ａ病院 

文京区 

Ｂ病院 
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者の個人情報に支障がない範囲で保険情報の

提供を受けることとし、その結果、未収額を最

小限に抑えることができた。 

平成 19 年 7 月運用開始から、平成 20 年 9 月

までの搬送件数は、初年度 252 件（9 ヶ月間）、

昨年度 294 件（6 ヶ月間）であり、平成 19 年度

（平成 19年 7月～平成 20年 3月）1日平均 0.89

件、これは、アンケート調査結果等に基づき参

画医療機関と当院との連携内容の充実に努め

た結果であるとともに、本研究事業に関する周

知及び理解が図られ、その有用性が確認された

ものと思料した。なお、病院救急車の運用終了

後、複数の医療機関から搬送の要望が寄せられ

ており、本研究事業の定着化の可能性が強く示

唆された。 

 

5．今後の展望 

⑴メディカルコントロール体制について 

本研究における病院間搬送は、医療処置継続

中の患者を搬送することが圧倒的に多く、その

ため、より広汎な医学的知識・技術が要求され

る。今回の研究では、当院がメディカルコント

ロールの担い手となり搬送業務の質を確保し

ているが、今後、本運用モデルの各地域への普

及を考慮すると、病院救急車を運用する医療機

関ごとに異なるメディカルコントロール体制

をとるのではなく、一定の広域的な範囲内で共

通のＭＣ体制に基づいて搬送業務の質を確保

していくことが必要である。 

このことから、現在各地域で整備されている

地域メディカルコントロール協議会において、

病院救急車に乗務する救急救命士に対するメ

ディカルコントロール体制を位置づけていく

必要がある。 

⑵救急医療体制の一環としての病院救急車 

の運用について 

本事業の有用性については確認されたもの 

の、運用に伴う経費負担については現行の診療 

 

 

報酬で賄うことは困難であり、普及・定着を図

る上での大きな障害となっている。 

現在、救急医療の現場は、早期に救急患者を

医療の管理下におくために様々な対策が講じ

られ始めたところである。本研究事業では、救

急医療機関における急性期の救急患者に対す

る医療処置後、他の医療機関への後方搬送も行

っており、救急医療機関における救急患者受け

入れ体制を効果的かつ迅速に確保する上で非

常に有効である。 

このことから、本事業は、東京都で実施され

ている地域救急医療センターのように、一定の

地域において救急医療の中核的な機能を担う

基幹病院が病院救急車を有し、病院救急車が急

性期を脱した救急患者の後方搬送を担うこと

で、地域内の救急医療機関が適切に救急患者に

対応することが可能となる、この観点から、救

急医療体制の事業の一環として本事業が位置

づけられることを強く望むものである
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第二部  平成 18 年度と 19 年度終了課題のフォローアップ 
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第１ 防災情報通信システム等の高度化 

1.1 土砂災害危険時の住民と消防本部との双方向情報支援システム 

研究課題名 土砂災害危険時の住民と消防本部との双方向情報支援システム 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

なし 

研究成果 ・地域性を反映させた、確度の高い新たな斜面崩壊危険度評価法を開発 

・消防本部が現場住所の不明な災害通報を受けた際、聞き出した地物情報より場所を特定

できるシステムを開発 

・双方向情報支援システムのペーパープロトタイプを作成し、自治体や消防本部の職員等

を交えた図上実験を行った。その結果、風水害の被害もリアルタイムに予測して欲しい

との要望が出された。図上実験で得られた結果は、秋田県防災情報センターシステムを

実現するための参考として利用されている。 

研究発表の状

況等 

１）浅野耕一,小笠原茂宏,小川淳二,水田敏彦,角本繁：時空間情報の Web 配信による

地域防災力の向上に関する研究－その 1.土砂災害情報を事例としたシステムの検

討と試作、地域安全学会梗概集、第 14 号、pp.89-90、2004 年 5 月 

２）小笠原茂宏,浅野耕一,水田敏彦,小川淳二：時空間 WebGIS の開発と一般向け災害

情報システムへの応用－時空間情報システムと自治体・防災情報環境の構築(4)

－、第 13 回地理情報システム学会講演論文集、pp.241-244、2004 年 10 月 

３）水田敏彦,浅野耕一：インターネットを活用した土砂災害情報提供システムの検討

と試作、日本地震工学会大会梗概集、pp.460-461、2005 年 1 月 

４）菅原達哉,水田敏彦,浅野耕一：消防防災活動支援のための土砂災害情報システム

の検討と試作－その１ データベースの構築と斜面崩壊危険度予測－、日本建築

学会大会学術講演梗概集 B構造Ⅱ、pp.645-646、2005 年 9 月 

５）水田敏彦,浅野耕一,北野寛二：消防防災活動支援のための土砂災害情報システム

の検討と試作－その２ 土砂災害情報処理と災害現場高速絞込み検索システムの

開発－、日本建築学会大会学術講演梗概集 B構造Ⅱ、pp.647-648、2005 年 9 月 

６）水田敏彦,浅野耕一：土砂災害情報をリアルタイムに算出するシステムの開発－消

防防災活動支援のための土砂災害情報システムの構築（１）、 地理情報システ

ム学会講演論文集、pp.489-492、2005 年 10 月 

７）浅野耕一,水田敏彦,北野寛二,三浦常男：時空間 GIS を用いた緊急通報現場特定支

援システムの検討と試作－消防防災活動支援のための土砂災害情報システムの構

築（２）、地理情報システム学会講演論文集、pp.493-496、2005 年 10 月 

８）水田敏彦：地震後の降雨による斜面崩壊危険度に関する基礎的研究－数値標高モ

デルに基づく検討―、東北地域災害科学研究、pp.115-120、第 42 巻、2006 年 3 月 

９）浅野耕一,水田敏彦：消防防災活動支援のための土砂災害情報システムの検討と試

作 （その３ 土砂災害時空間情報公表システムの試作）、日本建築学会大会学

術講演梗概集 A 防火 海洋 情報システム技術、pp.493-494、2006 年 9 月 

10）Toshihiko MIZUTA and koichi ASANO：Two-Way Information Support System Between 

Residents and Fire Headquarter in Case of Landslide Disaster、Proceedings 

of First European Conference on Earthquake Engineering and Seismology、

Geneva、Switzerland、CD-ROM、2006.9 

11）水田敏彦,菅原達哉：数値標高モデルに基づく豪雨によるリアルタイム斜面崩壊危険度予

測システムの開発－秋田県を事例対象として－、地域安全学会論文集、No.8、pp.7-14、

2006年11月 

12）Toshihiko MIZUTA and koichi ASANO：Study on disaster information linkage between Fire 

Headquarters and Local government -A case study for landslide disaster-、Proceedings of 

Fourth International Conference on Urban Earthquake Engineering、 Tokyo、 Japan、  
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pp.519-526、 2007.3 

13）水田敏彦,浅野耕一：土砂災害危険時の消防本部と自治体間の双方向情報支援システムの

開発、東北地域災害科学研究、pp.91-96、第43巻、2007年3月  

他の研究課題

への波及 

・積雪寒冷地における住民と除雪本部との情報支援システムへの発展を計画中である。 
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第２  住宅防火対策等の推進 

2.1 分子認識による超高感度火災検知センサの開発 

研究課題名 分子認識による超高感度火災検知センサの開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

なし 

研究成果 研究成果については，下記「研究発表の状況等」にて詳述しているとおり，講演会や学会

にて頻繁に発表している．特に，火災検知ロボットについては，そのプレスリリース時の

映像はインパクトがあり，聴講者からも毎回「嗅覚をもつロボットが実現したのですね」

と賞賛を頂いている． 

 

本成果により，消防庁長官表彰・奨励賞（2007年度），応用物理学会フェロー表彰（2008），

第１回立石賞「功績賞」（2009年度）表彰を受けた． 

研究発表の状

況等 

【論文・著書】 
1. 都甲 潔，“プリンに醤油でウニになる”，ソフトバンククリエイティブ，pp.1-206

（2007年9月） 
2. 竹井義法，岩崎幸代，吉栄康城，大藪 多加志，南戸秀仁，林 健司， 高本陽一， 

都甲 潔，“匂いセンサ搭載ロボットの研究・開発”，AROMA RESEARCH，Vol.8，
No.4，pp.374-379（2007年11月） 

3. 都甲 潔，“においセンサ”，AROMA RESEARCH，No.38，（Vol.10，No.2），pp.176-180 
（2009年5月） 

4. 都甲 潔，“フードナノテクノロジー”，シーエムシー出版，監修：中嶋光敏，杉山 滋，

第 2章，pp.259-266（2009年9月） 
5. 柴田慎一，東野 翼，沢田史子，大藪 多可志，竹井義法，南戸秀仁，都甲 潔，“室

内に設置された酸化スズ系ガスセンサによる初期火災検知”，電気学会論文誌E，130
巻，2号，pp.38-43（2010年2月） 

6. 都甲 潔，“感性を測る 味覚センサの着眼と開発”，FUJITSU，インターネットコラ

ムQfinityの広場，Vol.57（2010年6月） 
 
【講演・発表】 
1. 都甲 潔，“感性バイオセンシング”，平成 18 年度福岡県理科・科学教育懇談会総会 

（2007年2月） 
2. 都甲 潔，“感性バイオセンサ”，応用物理学会第10回基礎セミナー（2007年3月） 
3. 都甲 潔，“感性バイオセンサー”，MEMS International 2007 センサーシンポジウム 

（2007年6月） 
4. 都甲 潔，“味を目で見る，匂いを探す”，平成19年度 日本鉄道電気技術協会九州支

部 通常総会 講演会（2007年7月） 
5. 都甲 潔，“感性バイオセンサの開発”，第 58 回産学交流サロン「ひびきのサロン」

（2007年8月） 
6. 都甲 潔，“感性ナノバイオセンサ”，「命をはかる」研究会 第22回研究会（2007年

8月） 
7. 都甲 潔，“味を目で見る，匂いを探す”，戦略的商品開発イノベーションセミナー2007

（大阪）（2007年10月） 
8. 都甲 潔，“味とにおいを目で見る”，第 14 回日本機械学会九州支部フォーラム基調

講演（2007年11月） 
9. 都甲 潔，“未来を拓く最先端計測技術 バイオ・センサの開発と国際テロ対策への応
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用”，計測展2007 TOKYO（2007年11月） 
10. 都甲 潔，“味を眼で見る，匂いを探す”，2007 年度「科学を語る会」第 2 回講演会

（2007年11月） 
11. 都甲 潔，“味を目で見る，においを探す”，福岡西ロータリークラブ卓話（2007 年

11月） 
12. 都甲 潔，“味を目で見，匂いを探す”，税関記念日記念講演会（2007年11月） 
13. 都甲 潔，“味を目で見る，匂いを探す”，戦略的商品開発イノベーションセミナー 

2007（東京）（2007年11月） 
14. 都甲 潔，“味を眼で見る，においを探す”，BT，NT，IT関連産業振興研究会（2008

年 3月） 
15. 都甲 潔，“味を目で見る，においを探す”，火力電子力発電技術協会 九州支部記念

講演会（2008年5月） 
16. 都甲 潔，“感性バイオセンサー”，化学技術戦略推進機構 エレクトロニクス交流会

（2008年6月） 
17. 都甲 潔，“味覚センサ・においセンサ”，有機エレクトロニクス材料研究会（2008

年 9月） 
18. 都甲 潔，“感性ナノバイオセンサの開発”，セラミックス協会 2008 年秋季シンポジ

ウム（2008年9月） 
19. 都甲 潔，“味を目で見る，匂いを探す”，第1回環文研セミナー（2008年10月） 
20. 都甲 潔，“味と匂いの計測技術の進化”，戦略的商品開発イノベーションセミナー

2008（2008年10月） 
21. 都甲 潔，“味やにおいのわかるロボット開発”，福岡・台湾経済交流ミッション（2008

年 11月） 
22. 都甲 潔，“感性ナノバイオセンサ”，2008年応用物理学会九州支部学術講演会（2008

年 11月） 
23. 都甲 潔，“感性ナノバイオセンサ”，生体機能を活用した先進的ナノバイオテクノロ

ジーシンポジウム（2009年2月） 
24. 都甲 潔，“感性ナノバイオセンサ－味と匂いのデジタルデータベース－”，コンテン

ツ創成国際シンポジウム（2009年2月） 
25. 都甲 潔，“生体を模倣した味覚センサの開発”，2008年度食創会「第 13回安藤百福

賞」受賞記念講演会（2009年3月） 
26. 都甲 潔，“味と匂いのわかるロボット”，2008 年応用物理学会九州支部学術講演会

（2009年5月） 
27. 都甲 潔，“感性ナノバイオセンサの開発”，戦略的商品開発イノベーションセミナー

2009（2009年10月） 
28. 都甲 潔，“感性ナノバイオセンサの開発”，第6回ナノバイオ国際シンポジウム（2010

年 2月） 
29. 都甲 潔，“感性ナノバイオセンサの開発”，日本比較生理生化学会第 32回大会（2010

年 7月） 
30. 都甲 潔，“分子技術に基づく感性バイオセンサー”，応用物理学会・JST 共同特別

公開シンポジウム（2010年9月） 
31. 都甲 潔，“味と匂いのセンシングとデジタル情報処理技術の開発”，第11回アロマ・

サイエンス・フォーラム（2010年9月） 
他の研究課題

への波及 

地域イノベーションクラスタープログラム（グローバル型【第Ⅱ期】，旧知的クラスター

創成事業：2007～2011年度）にて，匂いセンサの研究開発を続行している． 
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第2 住宅防火対策等の推進 

2.2 火災感知に影響を及ぼす天井流の流動性状と区画形状の相互作用 

研究課題名 火災感知に影響を及ぼす天井流の流動性状と区画形状の相互作用 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

なし 

研究成果（特

に研究成果の

活用事例を中

心） 

火災感知の作動時間に多大な影響を及ぼす天井流の流動性状の解明にむけて，研究を継続

して実施中 

具体的には以下の通り。 

傾斜天井に沿った流れ性状についての実験を継続し，その結果，上昇温度と移動距離の関

係，速度と移動距離の関係，天井流の厚みに対する天井傾斜角度の影響を考慮した関係式を

導出した。また，障害物の影響を加味した温度関係式を導いたが，速度に関するデータ不足

から継続して取り組んでいる。 

なお，本研究を通した得られた成果は下記に示した論文，口頭発表にて公表している。 

研究発表の状

況等 

審査付き論文 

1) Nitta, K., Oka, Y., Yamauchi, J., Ko Muraoka, K., and Mase, R., “Prediction for heat release 

rate based on ceiling jet temperature in case of time-dependent fire”, Int. Assoc. of Fire Safety 

and Science, Proceedings of the 9th International Symposium on Fire, pp.813-824, 2008. 

2) Oka, Y., Nitta,K., Yamauchi, J., and Muraoka, K., “Method of Predicting Fire Location and 

Intensity based on Ceiling Jet Temperature under an Unconfined Ceiling” Proceedings of 5th 

International Seminar on Fire and Explosion Hazards, pp.361-370, Edinburgh, 23-27 April 

2007. 

 

口頭発表 

1) 安藤真樹，岡 泰資，須川修身，古屋賢一，宮下達也：無限傾斜天井に沿った熱気

流の流れ性状 ―その1 実験と結果―，平成20年度日本火災学会研究発表会，

pp.270-271，2008.5. 

2) 古屋賢一，須川修身，宮下達也，岡 泰資，安藤真樹：無限傾斜天井に沿った熱気

流の流れ性状 ―その2 数値計算による流れ性状の予測―，平成20年度日本火災学

会研究発表会，pp.272-273，2008.5. 

3) 土井 央，岡 泰資，山内幸雄，万本 敦：幸雄，万本 敦：天井下気流に及ぼす

梁の影響に関する研究―その1 梁を乗り越える条件―，平成19年度日本火災学会研

究発表会，pp.46-47, 2007.5. 

4) 岡 泰資，土井 央，山内幸雄，万本 敦：天井下気流に及ぼす梁の影響に関する

研究―その2 梁を乗り越えた気流性状―，平成19年度日本火災学会研究発表会，

pp.48-49, 2007.5. 

5) 新田孝太郎，山井秀仁，岡 泰資，山口淳一，村岡 宏：成長火源時の天井流温度

に基づく火点検知手法に関する研究，平成19年度日本火災学会研究発表会，

pp.226-227, 2007.5. 

6) 新田孝太郎，山口淳一，村岡 宏，岡 泰資：天井面下の熱気流温度に基づく出火
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位置予測手法に関する研究，平成18年度日本火災学会研究発表会，pp.222-225, 2006 

7) 土井 央，岡 泰資，森本靖徳，山内幸雄，万本 敦，江幡弘道：減光式煙濃度計

の小型化と性能評価，平成18年度日本火災学会研究発表会，pp.258-261, 2006.5. 

他の研究課題

への波及 

 

なし 

－184－



 

 

 

第３ 防災力の向上 

3.1 航空･衛星画像を用いた災害時における救助活動の阻害要因調査に関する研究 

研究課題名 航空･衛星画像を用いた災害時における救助活動の阻害要因調査に関する研究 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

 

研究成果 衛星画像を利用した災害時周辺状況の検知手法に関わる研究成果をさらに発展させ、地上

情報との融合をはかることで検知精度を上げ、災害時における道路交通情報に関わる組織

での有効な利活用を予定している。 

 

研究発表の状

況等 

・原田裕里,海野弘志,佐治斉,ステレオ動画像を用いた車両追跡, MIRU2008,画像の認識・

理解シンポジウム論文集,pp.1554-1559 (2008年7月). 

・中澤幸子,佐治斉,大規模地震災害後の航空画像を用いた車両通行不能地点の抽出, 

MIRU2008,画像の認識・理解シンポジウム論文集,pp.1342-1345 (2008年7月). 

・Yuichi Ishino and Hitoshi Saji, Extraction of Road Markings from Aerial Images,  

SICE Annual Conference 2008,(CD)(2008年8月). 

・Yukiko Nakazawa and Hitoshi Saji, DETECTION OF IMPASSABLE AREAS ON ROADS USING  

DIGITAL MAP AND AERIAL IMAGE OBTAINED AFTER LARGE-SCALE EARTHQUAKE, ASIA GIS 2008, 

(CD)(2008年9月)． 

・Kazuya Urabe and Hitoshi Saji, EXTRACTION OF ROAD-BLOCKAGE AREAS IN MOUNTAINOUS 

DISTRICTS AFTER DISASTER USING AERIAL IMAGE AND DIGITAL MAP, ASIA GIS 2008,(CD) 

(2008年9月)． 

・河合荘景,佐治斉,航空画像を用いた都市部における地震災害後の道路閉塞状況解析, 日

本地震工学会論文集,第8巻,第4号,pp.45-58(2008年11月). 

・佐治斉,佐藤史耶,衛星画像を用いた都市部における車両検知,画像ラボ 12 月

号,pp.7-10,日本工業出版(2008年12月)． 

・小林真紀,田村裕之,佐治斉,地震災害前後の空撮画像の自動位置合わせ, ITS シンポジ

ウム2008, in proceedings CD (2008年12月). 

・丸地絢子,田村裕之,佐治斉,空撮画像と三次元データを用いた道路閉塞領域の自動検出, 

ITSシンポジウム2008,in proceedings CD (2008年12月). 

・丸地絢子,田村裕之,佐治斉,衛星画像とデジタル地図を用いた道路閉塞領域の自動検出, 

MIRU2009,画像の認識・理解シンポジウム論文集(CD),pp.663-668 (2009年7月). 

・浦部和哉,佐治斉,空撮画像を用いた山間部における地震災害後の道路閉塞領域検出, 日

本地震工学会論文集,第9巻,第4号,pp.26-38(2009年8月). 

・原田裕里,佐治斉,ステレオ道路画像からの対応点抽出, ITS シンポジウム 2009,in 

proceedings CD (2009年12月). 

・佐治斉,田村裕之,小林真紀 被災前後に撮影した都市域空撮画像の位置合わせ手法, 日

本地震工学会論文集,第10巻,第5号,pp.119-122(2010年5月). 

 

他の研究課題

への波及 

文部科学省平成２１年度受託研究（宇宙利用促進調整委託費）の獲得につながり、衛 

星画像の災害時における救助支援活動への活用について研究を進めている。 
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第３ 防災力の向上 

3.2 衛星データを利用した林野火災防御支援システムの開発 

研究課題名 衛星データを利用した林野火災防御支援システムの開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

該当なし 

研究成果（特

に研究成果の

活用事例を中

心） 

我が国の林野火災の消防戦術においては、火災情報の収集と情報共有化が重要な課題と

なっている。現行では、各機関が持つ紙ベースの林野火災防御図を基に、無線連絡により林

野火災の発生位置や規模などの情報伝達が行われている。しかし、その情報量と質には限界

があり、林野火災の早期発見、詳細な延焼状況の把握、正確な延焼予測を実施するには不十

分な状況にある。本研究開発は、各種の衛星データを利用して林野火災情報を抽出・提供し、

消防戦術の迅速な策定支援に活用することを目的としている。そのため、3 つのサブテーマ

（林野火災監視システムの開発、林野火災樹冠火危険度マップ作成手法の開発、林野火災延

焼シミュレーションシステムの高精度化）を連携して実施することにより、衛星データを活用した

林野火災消防戦術支援システムを開発した。 

本システムは、林野火災の発生が予想される全国の消防本部への配備を想定して開発した

もので、平常時～発災～沈火後の報告書作成までの林野火災防御活動の各段階において利

用可能である。 

 研究においては竹原広域消防本部の支援を頂き、平成 19 年度後半に実施した 2回のデモ

ンストレーションにおいては、実際の林野火災防御活動を行う上で本システムは概ね有効であ

るとの評価を得ているが、現状では実用までは至っていない。図上演習における利用や日々

の林野火災防御活動における運用を通じた、実証的利用に向けたデモンストレーションを今後

も継続的に実施していく予定である。 

研究発表の状

況等 

1) Hozuma Sekine : Forest Fire Detection and Forest Environmental Preservation based on 

Remote Sensing Technology, State Key Laboratory of Fire Science,University of Science & 

Technology of China, Dec. 2007 

2) 大木 孝 ほか研究担当者連名：衛星データを利用した林野火災防御支援システムの開

発、東京情報大学 MODISワークショップ 2008年2月 

3) 朴、安田、関根、大木：MODISデータを用いた雲と雪を抽出するためのWhite Indexの提

案、日本リモートセンシング学会誌 投稿予定 

4) 佐野、木場、藤田：森林の林床可燃物の燃焼実験による延焼速度と火炎長の計測、日本火

災学会平成19年度研究発表会概要集、60-60、2007 

5) 佐野、大輪、平野、鈴木：香川県東かがわ市地域における森林の種類別林野火災樹冠火危

険度の格付け、日本火災学会平成19年度研究発表会概要集、130-131、2007  

6) 鈴木 圭、大野勝正、大輪安信、佐野俊和：林野火災拡大危険度マップ作成手法の開発、

第117回 日本森林学会大会、2006 

7) 佐野俊和、鈴木 圭、大輪安信、大野勝正：広島県竹原市地域における森林の種類別林野

火災樹冠火危険度の格付け、平成18年度日本火災学会研究発表会概要集，pp314－317，

2006 

他の研究課題

への波及 

特になし 
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第４ 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

4.1 次世代防火服の開発 

研究課題名 次世代防火服の開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

本研究に係る知的財産権の出願・登録は、平成１６年４月研究開始以降、平成22年11月現

在に至るまで、行っていない。 

研究成果 本研究で深耕された要素技術「耐熱高強力繊維の有効活用」については、研究試料作製に

協力いただいた全国消防服装協会の会員各社において実用化研究が行われ、一部メーカー

において防火服表地の織り組織の改良や耐熱高強力のパラ系アラミド等を有効活用した新型

防火服を開発商品化して、数消防本部において採用されたと聞く。当該メーカーを含み各社

で、最新技術を開発し更なる高機能防火服の開発を進められている。 

本研究で防火服内冷却手段としての効果を調べるために試験した PCM 相変化物質を利用

した冷却ベストについては、氷を用いる現行品に比較して費用対効果が低いためか、その普

及は進んでいない様子である。 

研究発表の状

況等 

既報告以後に、本研究関連の研究発表は、行っていない。 

他の研究課題

への波及 

本研究は、消防隊員が火災現場で着用する防火服に必要な性能として、「耐熱耐炎性」とと

もに、消防隊員の熱中症に係る「快適性」及び運動能力に係る「動作性」の３つの重要性能に

調和の取れた防火服の設計開発が研究テーマであった。しかし、「快適性」と「動作性」につい

ては、いまだに定量的で国際標準となるような定量的な評価方法が技術確立されていない。 

このたび消防防災科学技術研究開発制度平成 22 年度採択テーマとして、「防火服の熱スト

レスと動作性評価の標準テスト開発（研究代表者：栃原 裕 九州大学大学院教授）」におい

て、性能評価方法に係る人間工学的な研究が行われることになった。 
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第４ 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

4.2 震災時等に建築物等の倒壊現場のガレキ下(地下約5m）に埋まった生存者の有無及びその位置を迅速に特定す 

るための手法の開発 

研究課題名 震災時等に建築物等の倒壊現場のガレキ下(地下約5m）に埋まった生存者の有無及びその位

置を迅速に特定するための手法の開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 
無し 

研究成果（特

に研究成果の

活用事例を中

心） 

大学の研究室での研究にとどまっている 

研究発表の状

況等 
慣性写真測量の実用化に関する基礎的研究、応用測量論文集、日本測量協会

Vol.19,pp.43-53,2008年 

他の研究課題

への波及 
慣性カメラによる風の空間3次元観測システムの開発の研究に波及してい

る。 
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第４ 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

4.3 救助支援型担架システムの開発 

研究課題名 救助支援型担架システムの開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

なし 

研究成果（特

に研究成果の

活用事例を中

心） 

本研究では，プラント施設や地下街をはじめとする施設内の災害において取り残された要

救助者の救出時に，消防隊員の救助支援を行う担架システムの開発を目的とする．具体的

には，上下にクローラを取り付けた担架を製作し，そのクローラを回転させることで要救

助者を持ち上げることなく担架を体の下に滑り込ませる．そして，その担架を消防隊員の

意思に従い，地面側のクローラのみを回転させることで救助活動（搬送時）のパワーアシ

ストを行う．それにより，救助活動時の消防隊員の負担を軽減する機器の開発を行った．

その後，製作した担架機構を参考に，階段昇降機能を付加した担架システムを製作した．

そして，担架システムを用いて「要救助者を持ち上げることなく担架へ乗せる」という機

能の再確認，および「階段の昇降」に対する性能評価を行い，40kgf程度の重量物を乗せ

た状態で階段の昇降が行える事が確認できた．今後は，地元消防に実際に使用してもら

うことで，現場でも活用してもらえるよう実用化に向けてさらに開発を進めていく予定

としている．  

研究発表の状

況等 

・Y.Iwano,K.Osuka,H.Amano: Development of Rescue Support Stretcher System．

Proceedings of 8th IEEE International Workshop on Safety, Security, and Rescue 

Robotics, Bremen,No.9,2010.7 

・岩野優樹，大須賀公一，天野久徳：階段昇降機構を付加した救助支援型担架システムの

開発 第2報 小型軽量化に向けての検討．第10回システムインテグレーション部門講

演会論文集，pp.1294-1295,2009.12 

・岩野優樹，大須賀公一，天野久徳：“階段昇降機構を付加した救助支援型担架システム

の開発”．ロボティクス・メカトロニクス講演会'09講演論文集，1A2-H05,2009.5 

・岩野優樹，大須賀公一，天野久徳：階段昇降機構を付加した救助支援型担架システムの

検討．第14回ロボティクス・シンポジア予稿集，pp.534-539,2009.3 

・岩野優樹，大須賀公一，天野久徳：“階段昇降機構を付加した救助支援型担架システム

の検証”．第9回システムインテグレーション部門講演会論文集，pp.51-52,2008.12 

・岩野優樹，大須賀公一，天野久徳：“救助支援型担架ロボットの開発－担架ロボットの

走行実験－”．ロボティクス・メカトロニクス講演会'08講演論文集，2P2-A10,2008.6 

・岩野優樹，大須賀公一，天野久徳：救助支援型担架ロボットの機能評価．第13回ロボ

ティクス・シンポジア予稿集，pp.395-400,2008.3 

・岩野優樹，大須賀公一，天野久徳：“救助支援型担架ロボットの機能評価”．第8回シス

テムインテグレーション部門講演会論文集，pp.591-592,2007.12 

・岩野優樹，大須賀公一，天野久徳：救助支援型担架ロボットの開発．第12回ロボティ

クス・シンポジア予稿集，pp.342-347,2007.3 

 

他の研究課題

への波及 

・消防防災科学技術研究推進制度（総務省消防庁）H20～H22  

「階段昇降機構を付加した救助支援型担架システムの開発」 

その当時の担架システムのノウハウをベースとし，実行できなかった階段昇降に対応する

機構を検討し，実際に階段の昇降を行えるシステムを開発途中である．  
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第４ 消防活動支援施設、消防活動用資機材等の高度化 

4.4 消防用多機能型ノズルの開発 

研究課題名 消防用多機能型ノズルの開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

 

研究成果 ・一部、改良を要するが、実用化に向け進めている。 

 

研究発表の状

況等 

 

他の研究課題

への波及 

多様化する現在の消火活動において、その時代に合った新たな機器の開発が求められてい

る。 

しかし現状は、直ぐ様ニーズに合った機器を完成させることは非常に難しく、多くの時間

と費用を要する。 

そのような状況のもとで、本制度は非常に意義あるものであった。 

－190－



 

 

第５ 特殊災害対策の強化 

5.1多孔質珪質素材を用いた対原子力施設災害用放射線遮蔽材の開発 

研究課題名 多孔質珪質素材を用いた対原子力施設災害用放射線遮蔽材の開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

本制度による研究の実施前に申請したものですが、下記二件が特許登録されています。 

・公開記事：2006-275645 (平 18.10.12)、発明の名称：放射線遮蔽材、出願人：村上 英樹 、独立行

政法人海上技術安全研究所 <NATIONAL MARITIME RESEARCH INSTITUTE>、中央シリカ株

式会社、発明・考案・創作者：村上 英樹、小田野 直光、奥田 博昭、登録記事：3926823 (平

19.3.9) 

・公開記事：2006-329915 (平 18.12.7)、発明の名称：放射線遮蔽材、出願人：国立大学法人秋田大

学 、独立行政法人海上技術安全研究所 <NATIONAL MARITIME RESEARCH INSTITUTE>、

ジークライト株式会社、発明・考案・創作者：村上 英樹、小田野 直光、苅部 隆、登録記事：

4140059 (平20.6.20) 

研究成果 原子力施設災害用放射線遮蔽材については、下記の様な方法で実用化を目指している。本研究

課題では、酢酸ジルコニウム溶液を遠隔から放水して、珪藻土やゼオライトに吸水させ、中性子や

ガンマ線を遮蔽することを想定していたが、より安価な物質として、塩化カルシウムの代用を検討し

ている。塩化カルシウムに含まれる塩素に放射化の心配があるものの、水に対する溶解度が大きい

ため、緊急時に迅速に対応できる。今後、塩化カルシウム溶液を吸水させた珪藻土やゼオライトの

放射線遮蔽効果を測定すると共に、どの程度の放射化が起きるかについても検証を行う。 

災害時用放射線遮蔽材

：珪藻土粒子

：ゼオライト粒子

丈夫で吸水性が良い素材

・土嚢として原子力施設やその周辺に備蓄する。
・珪藻土とゼオライトの混合比は、運搬の容易さと、ポンプの水圧で簡単に動かない
重量との兼ね合いを基に決定する。
・珪藻土粒子及びゼオライト粒子には、予めホウ酸を吸着させておき、熱中性子吸収

性能を持たせる。
↓

１．災害時に、放射線源の周囲に積み上げ、遠隔から放水して、土嚢に吸水させる
だけで中性子が遮蔽できる。
２．ゼオライトには3,000ppm、珪藻土には5,000ppmのホウ素を吸着させられるので、
熱中性子も遮断する。
３．ガンマ線遮蔽は、遮蔽材の質量に依存するので、厚く設置することで達成できる。

製品像

 

研究発表の状

況等 

・珪藻土資源の高度利用化 珪藻土を用いた対原子力施設災害用放射線遮蔽材の開発、

地質情報展 2008 あきた、2008 年 9 月 19～21 日（展示） 

・秋田県の主要資源「珪藻土」を活用した環境対策技術 珪藻土を基材とした緊急時用放射

線遮蔽材の開発、あきた産学官連携フォーラム 2009、平成21年 11月 10日（発表と展示） 

・秋田県の主要資源「珪藻土」を活用した環境対策技術 珪藻土を基材とした緊急時用放射

線遮蔽材の開発、彩の国ビジネスアリーナ 2010（埼玉）、平成 22 年 1 月 27～日 28 日（展

示） 

・秋田県の主要資源「珪藻土とゼオライト」の可能性、平成 22 年度秋田大学公開講座 環境

と資源が誘う先端科学の旅、平成 22 年 9 月 29 日  

他の研究課題

への波及 

現在、科学研究費補助金平成23年度（2011年度）挑戦的萌芽研究に申請中。 
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第６ 危険物施設等の保安対策の充実 

6.1 石油コンビナートのリスク評価･防災対策支援システムの開発 

研究課題名 石油コンビナートのリスク評価･防災対策支援システムの開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

 

研究成果（特

に研究成果の

活用事例を中

心） 

・開発したシステムを使用して、以下の道府県における石油コンビナートの防災アセスメントを

実施。 

神奈川県（H17）、静岡県（H18）、福島県（H19-20）、沖縄県（H19）、佐賀県（H19）、北海道

（H19）、山口県（H20）、青森県（H20）、千葉県（H21） 

・開発したシステムを以下の道府県及び関係機関、関係事業所に配布。 

北海道（試験運用）、神奈川県及び関係機関及び県内の石油コンビナート特定事業所、静岡

県及び関係機関及び県内の石油コンビナート特定事業所、福島県、青森県、山口県、千葉県

及び関係機関及び県内の石油コンビナート特定事業所、神戸地区石油コンビナート等特別防

災区域協議会（簡易版の配布） 

研究発表の状

況等 

山瀬敏郎・他：石油コンビナートのリスク評価･防災対策支援システムの開発, 地域安全学会梗

概集 (19), 47-50, 2006-11 

平野亜希子：石油コンビナートのリスク評価・防災対策支援システムの開発, 消防科学と情報 

(88), 64-69, 2007 

平野亜希子：石油コンビナートのリスク評価・防災対策支援システム, 安全工学 47(1), 32-38, 

2008-02-15 

他の研究課題

への波及 
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6.2 全面タンク火災消火支援用筏の開発に向けた実行可能性研究 

研究課題名 全面タンク火災消火支援用筏の開発に向けた実行可能性研究 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

特許や実用新案に提出していない。 

研究成果 研究成果は、日本火災学会、安全工学学会、Asia Pacific Symposium on Safetyにて発表

し、新しい防災手段の一つとして認知を受けた。実用化に向け、防災企業と協議を開始し

た。その結果、浮子（フレームサプレッションボール）だけではなく、泡消火薬剤と総合的に

消火を行う方向で検討をしている。 

研究発表の状

況等 

学会発表 

1) 宮下達也、須川修身：全面タンク火災消火支援用浮子の実験的評価、平成20年度 日

本火災学会研究発表会』、2008年5月 

2) 田中初実、宮下達也、須川修身：全面タンク火災消火支援用浮子の実験的評価、平成

21年度 日本火災学会研究発表会、2009年5月 

3) 宮下達也、田中初実、須川修身、和田義孝：粒子法による泡消火剤投入シミュレーシ

ョン、平成21年度 日本火災学会研究発表会、2009年5月 

4) 宮下達也、須川修身、和田義孝：粒子法による泡消火剤投入シミュレーション、第

42回 安全工学研究発表会、2009年10月 

5) Tatsuya Miyashita, Osami Sugawa, Yoshitaka Wada : Simulation on Flying 

Behavior of Fire Foam using MPS Method, Asia Pacific Symposium on Safety 

2009, October 2009. 

6) Hatsumi Tanaka, Osami Sugawa, Tatsuya Miyashita, : Fire Fighting Assistant of 

Buoyant Object for Oil Tank Fire, Asia Pacific Symposium on Safety 2009, 

October 2009. 

7) 田中初実、宮下達也、石川亮、須川修身、今村友彦、上矢恭子：全面タンク火災消火

支援用浮子の実験的評価、平成22年度 日本火災学会研究発表会 

8) 宮下達也、田中初実、石川亮、須川修身、今村友彦、上矢恭子：粒子法による泡消火

剤投入シミュレーション、第43回 安全工学研究発表会、2010年5月 

9) 宮下達也、川口靖夫、石川亮、田中初実、須川修身、今村友彦、上矢恭子： 

粒子法による放水及び泡放射シミュレーション、第 43 回 安全工学研究発表会、

2010年11月 

10) 田中初実、石川亮、須川修身、今村友彦、宮下達也、上矢恭子：全面タンク火災消火

支援用浮子の実験的評価、第43回 安全工学研究発表会、2010年11月 

他の研究課題

への波及 

本研究の成果を基にして、「大型タンク火災時のフレームサプレッションボール（浮子）の開発」

と題して、平成 21 年度～22 年度に科学研究費補助金挑戦的萌芽研究を受けた。浮子の材質

の違い、表面状況の違い（材質と表面状態（しわの有無や光沢の有無）および、油面積に対し

て浮子が覆う率（覆率）を変化させたときの燃焼抑制効果の変化また、大きさの異なる浮子を用

いた時の燃焼性を明かにした。さらに、燃焼中に浮子を投入したときの燃焼性状などを実験的

に求めた。 
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6.3 浮屋根式タンクのスロッシング減衰装置の開発 

研究課題名  浮屋根式タンクのスロッシング減衰装置の開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

2010年 4月 9日 登録 浮屋根式タンクの制振構造 
（特許登録 4491304、特開2006-069627、特願2004-255968） 
発明者：平野廣和、丸田光政、坂東 譲、井田剛史、連 重俊 

研究成果 

（特に研究成

果の活用事例

を中心） 

本研究により実証試験を実施したスロッシング減衰装置は、提案した手法・工法に関し

て学術的認知を十分に得ることができた。しかし、H20年度政令改定には、参考程度との

表現がなされたことから、事業主体からコストアップと判断され、実用化には至っていな

い。 
 
（政令改定の要旨） 

1. 貯液面を2ｍ下げて越流防止対策とする。（貯液量減少を伴う） 
2. 浮屋根強度を200カインに耐えうるものに補強する。（10年点検時の対応） 
3. スロッシングを制御する手法もある。（本研究のような提案工法の紹介） 

 
以上が 2年間の研究課題の成果である。ここで、効果と必要性が明確に学術的にも新技術

として認識されても、政令改定への貢献度も少なく、かつ監督官庁としては事業主体への

行政指導に限界があるのか、結果的に強制力の乏しい政令改正で終始してしまった。社会

的被害の甚大さから、大規模な生命財産被害が発生する前に予防保全策としての行政側か

らの前向きな対応が望まれる。 

研究発表の状

況等 

池田達哉，井田剛史，平野廣和，佐藤尚次： 
矩形断面容器におけるスロッシング対策案の検討， 
土木学会応用力学論文集，Vol.11, pp.549-556, 2008年9月 
 
井田剛史，平野廣和，森川卓保： 
造波機を用いての実機浮屋根式タンクでのスロッシング実験方法の提案， 
土木学会論文集A編 Vol.63, No.3，pp.568-573，2009年9月 
 
池田達哉，井田剛史，平野廣和，佐藤尚次： 
矩形断面容器におけるスロッシング 1 次・2 次モードの対策案に関する検討， 
土木学会応用力学論文集，Vol.13, pp.659-666, 2010年9月 

他の研究課題

への波及 

・ 実用化されず、大学での持続的な研究課題として継続している。2009 年度は、経済

産業省「平成 21 年度ものづくり中小企業製品開発等支援補助金」の助成を㈱十川ゴ

ムを通じて受けた。ここでバッファー設置時の温度変化を把握し、消防法で定められ

た危険物保安域での安全性の確認を実施した。さらに新たな展開である越流現象の制

御を加味し、科学技術研究費の補助金を 2010年度から3年間交付される予定である。 
 

・ 事業主体からの改善検討の依頼はあるものの、年次点検項目として義務付けされてい

ないため、あくまでも検討の域をでない範囲の参考資料説明に終始している。 
 
・ 制振装置設置が義務付けされていないため、他の研究課題への応用展開はなされてい

ない。 
 
・ 浮屋根補強のための強度照査時の外力設定低減に貢献可能な要素としての研究波及

は未展開のままであり、適正な補強照査手法に研究課題が存在している． 
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第７ 救急・救助業務の高度化 

7.1 ヘリコプター救急体制の構築のもたらす社会的利益に関する定量的な研究 

研究課題名 ヘリコプター救急体制の構築のもたらす社会的利益に関する定量的な研究 

 
 
 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 
特になし 

研究成果 １． 千葉北総病院データで、交通事故被害者におけるドクターヘリの入院日数ならびに

医療費削減効果が認められたのを受け、手稲渓仁会病院、久留米大学病院、東海大

学医学部附属病院で追試が行われ、有用性が再確認された。 
２． 救急ヘリの社会的効果研究に関するオランダ及びイギリス出張調査の結果を受け、

ドクターヘリ特別措置法案が国会で可決成立した。 
３． 消防防災ヘリの救急運用を促進するための方策に関する研究結果を受けて、総務省

消防庁は平成 21年3月26日、消防防災ヘリの救急活動への積極的活用を謳った「消

防防災ヘリの効果的な活用に関する検討会報告書」を公表した。 
４． 救急ヘリの医療提供体制の維持・向上方策に関する米国出張研究の結果を受けて、

HEM-Net医師・看護師等研修助成事業が平成 22年4月からスタートした。 
５． 救急ヘリ搬送の母体・胎児に与える影響の研究を受けて、周産期・母子医療のドク

ターヘリ活用が促進した。 
６． ドクターヘリ非運用病院における救急搬送症例の転帰から推定されるヘリ搬送効果

の研究結果を受けて、全国へのドクターヘリ配備が促進した。 
７． 救急ヘリの運用によってもたらされる地域救急医療の「質」の向上に関する研究結

果を受けて、超党派国会議員連盟が発足してドクターヘリ事業の推進を後押しした。 
８． 救急ヘリ運航費用の負担問題に関する国際シンポジウムの開催を受けて、ドクター

ヘリの健康保険適用について議論されるようになった。 
９． ドクターヘリ運用病院におけるヘリ搬送患者に関するヘリ搬送の費用対効果の研究

結果を受けて、ドクターヘリのコストベネフィットが議論されるようになった。 
１０． 救急ヘリの導入による交通事故死者数等の削減効果に関する基礎的な研究結果

を受け、交通事故負傷者に対するドクターヘリ要請が増加し、交通事故死者数は毎

年減少している。 
研究発表の状

況等 
論文 

1) 益子邦洋：ドクターヘリによる救急医療の展望、宮城県救急医療研究会雑誌、8
：5-8、2007 

2) 益子邦洋：ドクターヘリの役割とその有効性．日病会誌, 53：66-75、2006 
3) 益子邦洋：プレホスピタルMOOK シリーズ３ エアレスキュー・ドクターカ

ー，永井書店, 大阪、2007 
4) 益子邦洋：ドクターヘリによる逸失所得の回避効果に関する研究、ドクターヘ

リ 導入と運用のガイドブック、（小濱啓次、杉山 貢、西川 渉編）メディ
カルサイエンス社、東京、172-178、2007 

5) 益子邦洋、金丸勝弘：ドクターヘリの現状、ドクターヘリ 導入と運用のガイ
ドブック、（小濱啓次、杉山 貢、西川 渉編）メディカルサイエンス社、東
京、24-31、2007 

6) 益子邦洋：救急医療システム、最新整形外科学大系５ 運動器の外傷学、（糸
満盛憲編）中山書店、東京、20-26、2007 

7) 益子邦洋：特定非営利活動法人救急ヘリ病院ネットワーク（HEM-Net）の活動
．プレホスピタルMOOK シリーズ３エアレスキュー・ドクターカー（監修／
石原 晋・益子邦洋），永井書店, 大阪．103-113、2007 

8) 益子邦洋：日本版ADAMSとCANを整備し、交通事故死者数の更なる削減を、ア
スカ21、第65号、P10～11、2008 

9) 益子邦洋：小児救急・周産期救急にもヘリコプターの活用を図れ、日刊航空通
信、第13757号、P8-9、2008.2.25 

10) 益子邦洋：ドクターヘリと外傷センターの整備で交通事故死者数を5 千人以下
に．アスカ21； 17（2）：10-11．2008 

11) 益子邦洋：〔分担〕第5 章 救命率向上のためのドクターヘリ・ドクターカー
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の導入．救急医療改革－役割分担，連携，集約化と分散－（編集 小濱啓次 ）
，2008 ；pp145-160，東京法令出版． 

12) 益子邦洋：〔分担〕第1 章ドクターヘリとヘリ救急 2．ドクターヘリの効果．
フライトナース実践ガイド（監修 日本航空医療学会 編集 小濱啓次・杉山
 貢・坂田久美子），2008； pp13-19，へるす出版． 

13) 阪井裕一：国立成育医療センターにおける救急医療への取り組み．日本小児科学

会雑誌 2003;107(5):800-802. 
14) 宮坂勝之、武井健吉、清水直樹、他：ヘリコプターによる小児重症患者搬送．小

児医療施設での運用開始 4年間の経験．日本小児麻酔学会雑誌 2007; 13: 89-99. 
15) Ohara M, Shimizu Y, Satoh H, Kasai T, Takano S, Fujiwara R, Furusawa Y, Ka

meda S, Matsumura T, Narimatsu H, Kusumi E, Kodama Y, Kami M, Murashig
e N, Suzuki M. Safety and usefulness of emergency maternal transport using heli
copter. J Obstet Gynaecol Res. 2008 Apr;34(2):189-94 

16) 岡田眞人：「ドクターヘリ事業の分析と２４時間運航に向けての課題」、平成
１９年度厚生労働科学研究「救急医療体制の推進に関する研究」分担研究「ド
クターヘリの病院間の連携、患者と医療資源の集約化への効果についての研究
」報告書、Ｐ３７−３８，２００８．３ 

17) 岡田眞人：「ドクターヘリ事業の分析と２４時間運航に向けての課題」、平成
１９年度厚生労働科学研究「救急医療体制の推進に関する研究」分担研究「ド
クターヘリの病院間の連携、患者と医療資源の集約化への効果についての研究
」報告書、Ｐ３９−４０，２００８．３ 

18) 岡田眞人：「ドクターヘリ事業の分析と２４時間運航に向けての課題」、平成
１９年度厚生労働科学研究「救急医療体制の推進に関する研究」分担研究「ド
クターヘリの病院間の連携、患者と医療資源の集約化への効果についての研究
」報告書、Ｐ３３，２００８．３ 

19) 岡田眞人、植田育也：広域小児救急ネットワーク構築に向けて、日本小児救急
医学会雑誌、Ｖｏｌ６，Ｎｏｖ．２、２００７ 

20) 坂田久美子，川谷陽子，山崎早苗，他：日本におけるフライトナースの選考基
準と看護実践項目，日本航空医療学会雑誌 2007；8(2)：22－28． 

21) 小濱啓次，杉山貢，坂田久美子編集，日本航空医療学会監修：フライトナース
実践ガイド．へるす出版，東京，2008． 

 
 2. 学会発表 
1) Mashiko K: Trauma care system in Japan, Annual Meeting of Korean Society of 

Traumatology, (Seoul Korea), June, 2007. 
2) Mashiko K, et al.: Evolving physician- staffed helicopter emergency medical service

 system (Doctor-Heli) in Japan．15th World Congress on Disaster and Emergency 
Medicine, (Amsterdam The Netherlands), May 2007. 

3) Yamaguchi T, Mashiko K, et al.: Comparison between helicopter emergency medic
al services and ambulance transportation to rescue people injured by traffic crashes
 in Japan, 15th World Congress on Disaster and Emergency Medicine, (Amsterdam
 The Netherlands), May 2007. 

4) Mashiko K，et al： PHYSICIAN STAFFED HEMS（DR-HELI）IN JAPAN．The
 2nd Japanese- Korean Joint Session of 36th Annual Meeting of JAAM，2008.10. 

5) Mashiko K ：Air Transportation System  in Trauma Care – Japanese Perspective -
, 24th Annual Meeting of the Korean Society of Traumatology, （Korea）2009. 6. 

6) Mashiko K: Helicopter Emergency Medical Service Dispatched by Automatic Crus
h Notification System - A Japanese Perspective -, JSAE Workshop 2009. 2009.5. 

7) 益子邦洋：わが国外傷診療体制の現状と課題、第11回日本救急医学会九州地方会
、2007.5． 

8) 益子邦洋：ドクターヘリのこれまでとこれから、大橋救急フォーラム2007、2007
.4． 

9) 益子邦洋：大型トラックの事故とドクターヘリ．第8 回自動車安全シンポジウム
，2007．10． 

10) 益子邦洋：本邦におけるドクターヘリの現状‐特に医学的効果について‐、秋田
ドクターヘリフォーラム2007、2007.10． 

11) 益子邦洋：交通事故におけるドクターヘリの効果．第44 回日本交通科学協議会
総会・学術講演会，2008．5． 

12) 益子邦洋：ドクターヘリ整備法案施行による今後の展望．第32 回茨城県救急医
学会，2008．9． 

13) 益子邦洋：ドクターヘリの有効性．第2 回湯島救急フォーラム，2008．12． 
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14) 益子邦洋：“翼を持ったER”ドクターヘリは命の危機管理．第9 回山口救急初療研
究会，2008．12． 

15) 益子邦洋：ドクターヘリの現状．茨城県救急医療フォーラム，2009．1． 
16) 益子邦洋：ドクターヘリ法案成立と今後の展望．花巻市医師会平成20 年度救急

医療講演会，2009．2． 
17) 益子邦洋：ドクターヘリの現状と展望（大規模災害におけるドクターヘリの活用

）．印旛市郡医師会大規模災害講演会，2009．2． 
18) 益子邦洋：ドクターヘリ法案成立は病院前救急診療の幕開け．鹿児島救急医学会

（第65 回医師部会），2009．3． 
他の研究課題

への波及 
1) 平成 18年度厚生労働科学研究（分担）「ドクターヘリの病院間の連携、患者と医療資

源の集約化への効果についての研究」：救急医療体制の推進に関する研究（主任研究

者：小濱啓次）主任研究者一括計上 800万円 
2) 平成 19年度厚生労働科学研究（分担）「ドクターヘリの病院間の連携、患者と医療資

源の集約化への効果についての研究」：救急医療体制の推進に関する研究（主任研究

者：小濱啓次）主任研究者一括計上 800万円 
3) 平成 20年度厚生労働科学研究（分担）「ドクターヘリの病院間の連携、患者と医療資

源の集約化への効果についての研究」：救急医療体制の推進に関する研究（主任研究

者：小濱啓次）主任研究者一括計上 400万円 
4) 平成 21年度厚生労働科学研究（分担）「ドクターヘリの効果、病院間連携と消防との

協力体制のあり方」：ドクターヘリ、ドクターカーの実態を踏まえた搬送受け入れ基

準ガイドラインに関する研究（主任研究者：小濱啓次）主任研究者一括計上 240万
円 

5) 平成 22 年度タカタ財団助成研究「事故自動通報システム（ACN）が起動するドクタ

ーヘリシステムによる交通事故死亡削減効果の研究」500万円 
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7.2 心肺蘇生中の心電図解析に基づく抽出波形の早期認知システムの開発 

研究課題名 心肺蘇生中の心電図解析に基づく抽出波形の早期認知システムの開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

（本制度によって得られた成果が、特許・実用新案に申請されている場合は、その題名・

申請・取得年月日を記入してください。） 

(1). 心電図波形処理システム及び方法, 特願2007-337193, 2007年12月27日出願 

(2). The system and methodology for analyzing the waves of electrocardiogram,  

PL4393US（米国）, PL4393EP（ヨーロッパ） 

研究成果（特

に研究成果の

活用事例を中

心） 

本研究課題は，平成17年度から3ヵ年で進められ，その成果として，蘇生行為（心

臓ﾏｯｻｰｼﾞ）を中断することなく，除細動の適応波形をﾘｱﾙﾀｲﾑに認知することが可能で

あるｼｽﾃﾑ（波形認知ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ）を開発した．また，開発したｼｽﾃﾑについては， 

 心電図波形処理システム及び方法, 特願2007-337193, 2007年12月27日出願 

 The system and methodology for analyzing the waves of electrocardiogram,  

PL4393US（米国）, PL4393EP（ヨーロッパ） 

として，国内，および海外に特許申請を行った．本研究において提案するｼｽﾃﾑが実用

化できれば，蘇生処置の要点である「絶え間ない心臓マッサージ」を阻むことなく，

除細動適応波形を認知することが可能となるため，心肺停止患者の蘇生率向上に大き

な効果をもたらすことが期待される．さらに，一般市民によるAED使用に際しても，

より安全かつ確実な早期除細動を可能にし，プレホスピタルの蘇生処置の普及にも貢

献する可能性を秘めている．ただし，実用化に向けては，臨床現場における有用性の

検証等が必要であり，現在も実用化に向けた研究を継続して進めている．実用化に向

けて実施している内容は以下のとおり． 

 本研究課題の成果物である波形認知ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑを搭載した検証ｼｽﾃﾑを設計し，臨床

現場に導入 

 検証ｼｽﾃﾑに記録される心電図波形ﾃﾞｰﾀ，画像ﾃﾞｰﾀ，音声ﾃﾞｰﾀの解析・検討 

 既存のAEDに搭載されている除細動適用判定ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑと連携させ，ｵﾝﾗｲﾝでの判

定が可能なｼｽﾃﾑの試作，およびその検証 

 PC上で臨床現場での処理を再現するためのｼﾐｭﾚｰﾀ開発 

 心電図波形ﾃﾞｰﾀのﾘｱﾙﾀｲﾑ表示のためのﾂｰﾙの開発 

これらの作業を進め，得られた成果を統合することで，われわれの提案する早期認知ｼｽﾃ

ﾑの実用化を目指している． 

研究発表の状

況等 

 

他の研究課題

への波及 

（本制度によって得られた成果を更に発展させることで、他の競争的資金での研究費獲得

につながった場合など、この課題の他への波及について記入してください。） 

本研究課題では，蘇生処置（心臓ﾏｯｻｰｼﾞ）を講じながらも除細動を適用すべき心電

図波形を抽出するｼｽﾃﾑ（波形認知ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ）を開発した．このｼｽﾃﾑを実用化するため

には，臨床現場での検証が必要不可欠であるが，臨床応用（実用化）できれば，心肺

停止患者の蘇生率向上に大きな効果をもたらすことが期待される．このような背景か

ら，本研究課題は，「心肺蘇生中の心電図解析に基づく抽出波形の早期認知システムの

臨床応用・実用化にむけた検証」という研究課題名で平成 20 年度からの３ヵ年計画

で引き続き，消防防災科学技術研究推進制度の助成を受け，実用化に向けた研究を進

めさせて頂いている． 
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第７ 救急・救助業務の高度化 

7.3 ICタグを使った救急搬送時の情報収集･伝達システムの開発 

研究課題名 ICタグを使った救急搬送時の情報収集･伝達システムの開発 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

 

研究成果  本研究課題では、救急現場や救急搬送中のバイタル・処置等の情報を入力・即時伝達する

「重症度・緊急度に応じた胸痛の症状に対する業務フローに基づく情報入力・伝達システム」

および、救急隊や医療機関など救急現場に携るスタッフ自らが現場のニーズを踏まえて簡易

にシステム構築を行うことが出来る「症状別業務フロー作成支援システム」の開発を行った。 

 上記２つのシステムについては、福岡県飯塚地区消防本部および飯塚病院救命救急センタ

ーで試験導入されている。 

研究発表の状

況等 

松岡修司、鮎川勝彦、渡辺康、救急現場及び搬送中のバイタル情報収集と記録、医療機関へ

の情報伝達システムのＩＴ化―迅速性と正確性を追求して－、日本救急医学会雑誌・Vol.18, 

Num.8、P458、平成19年10月 

浦野晃一、鮎川勝彦 、病態別シュミレーションプログラムを活用した救急隊員の現場活動の標

準化、日本救急医学会雑誌・Vol.18, Num.8、P536・平成19年10月 

鮎川勝彦、モバイル端末を活用した救急搬送時の情報伝達・メディカルコントロールシステム

の開発、第37回日本集中治療医学会学術集会、平成22年3月4日 

渡辺康、ＩＴ機器を使用した正確な情報伝達と傷病者情報提供について、第13回日本臨床救

急医学会学術集会、平成22年6月1日 

他の研究課題

への波及 

 本研究については、引き続き消防防災科学技術研究推進制度（平成 20〜22 年度）による助

成により、「現場の業務フローに基づく救急搬送支援・学習システムの開発」として現在も開発

および普及が進められている。 

 「現場の業務フローに基づく救急搬送支援・学習システムの開発」では、 「IC タグを使った救

急搬送時の情報収集･伝達システムの開発」による成果と試験運用等の結果と救急隊や医療

機関からのニーズを踏まえ、重症度・緊急度に応じた胸痛の症状に対する業務フローに基づく

情報入力・伝達システムのプロトコルの拡充（救急隊側）、傷病者の搬送状況、バイタル・処置

記録等の表示システムの拡充（病院側）、救急隊の研修・学習用システムの開発（救急隊側）を

中心とした開発を行っている。 

 なお「現場の業務フローに基づく救急搬送支援・学習システムの開発」については、現在は

福岡県の第三セクターである株式会社福岡ソフトウェアセンターが代表企業として、また福岡

県飯塚地区消防本部、飯塚病院救命救急センター、株式会社麻生情報システムが連携主体と

して研究開発を行っている。 
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第８ 環境への配慮 

8.1 自然エネルギーを利用した林野火災用水利システム 

研究課題名 自然エネルギーを利用した林野火災用水利システム 

 
 

 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
内
容 

特許や実用新

案について 

・題名：（特許）サボニウス型風車の変形翼 

・出願日：平成20年2月29日（特願2008-050179） 

研究成果 次のプロトタイプのシステムを構築した、何れも自然エネルギーを利用した自己完結型の

ポンプシステムであり、これを組み合わせることによりツリー状に繋がった防火水槽群や

林野消火栓からなる「自然エネルギーを利用した林野火災用水利システム」が構築できる。 

・水車駆動ポンプ（水源用） 

・風車駆動ポンプ（中継送水用） 

・太陽光発電ポンプ（中継送水用） 

このシステムは、屋内実験の他、実用時の問題点を探るため、実用配備に近い状態で1.5

年間のフィールドテストを行った。その結果、実用化に際して次のような検討すべき点が

残されていることが分かった。 

・河川の季節的な水量変動への対応できる水車駆動ポンプ 

・流水中の土砂や草木など異物への対応 

・豪雨時の増水への対策（機器及び配管、配線） 

・林野における日照や風の確保 

・現場（林野）状況に即したエネルギー確保パターンの策定 

・山岳地への搬入のための分解・組立の容易な機器 

[対応策] 

・水車駆動ポンプについては、同一性能の複数の水車からなり、渇水期には１台で、通常

時には複数台で自動的に稼動する連結型水車駆動ポンプの開発を行うことが挙げられる。

川を堰き止めた水溜りを利用したポンプの間歇運転では、川魚に影響を与えることが懸念

されるが、連結型水車駆動ポンプでは必要水量を河川水量に適した値にすることができる

ため川魚に影響を与えることなく、あらゆる河川水量にも対応できるものと考える。 

・流水中の土砂などの異物や豪雨時の増水への対策のため、水車の形状や材質の検討によ

る対摩耗性の向上、ならびに水車導水管の設置方法として導水管の橋上配管の検討を行う

ことが挙げられる。 

・種々の林野における設置現場に即したエネルギー確保パターンの策定を行い、その現場

に最も適したポンプの選択が行えるようにする。これにより、各ポンプ（水源ポンプ、中

継ポンプ）の動力源を水力、風力、太陽光のうちのいずれのエネルギー源とするかが決め

やすくなり実用化が進む。 

・本システムの設置場所は、車道のない山岳地をも想定しており、現地配備時にはシステ

ムの搬入が大きな要素を占めるため、本システムのすべての物は分解可能とし、１部品あ

たり約25kg以下として人間によって搬送し、現地において２時間程度で組み上げられる

ように改良する。 

以上のような方法で、本システムを実用化することにより、進入路や電力供給のない地

点の防火水槽へ給水が可能となる｡また、送水管各所に設置された林野消火栓は、防火水

槽との落差を利用して放水できるため、隊員の労力の軽減化と消火活動の効率化を図るこ

とができる。ツリー状に繋がった防火水槽群や林野消火栓は､消防庁の「林野火災対策に

係わる消防水利のあり方に関する調査研究報告書」記載の、「一定の距離ごとに防火水槽

を設置することについても積極的に検討する要がある」という考えに近いものとなる｡ 

・空気抵抗を大幅に少なくしたサボニウス型風車（特許出願中）については、東工大北川

塚越研の特許リストに掲載 
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研究発表の状

況等 

・火災消火のための水利システム、日本機械学会、北川 能 ，林下 剛，平賀俊哉，留 

滄海林野、日本機械学会2006年度年次大会講演論文集，Vol.2，315-316（2006） 

・林野火災消火のための水利システム、日本フルードパワーシステム学会、北川 能 ，

林下 剛，平賀俊哉，留 滄海、(S45-1 フルードパワー機器 I,S45 フルードパワー機器)  

・自然エネルギーを利用した林野火災用水利システム、日本火災学会、平賀俊哉，北川 能，

留 滄海，林下 剛、平成１８年度日本火災学会研究発表会，570-573（2006） 

他の研究課題

への波及 

・実用化のための問題点を明らかにし、これをクリアするための研究費を消防庁の競争的

研究資金に応募したが、不採用となった。 
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